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2012 年度『教員活動成果報告書』の発刊に寄せて 
 
 
 情報コミュニケーション学部では、ＦＤ活動の一環として『教員活動成果報告書』を発

刊するようになり、今回で５年目となります。この報告書は、次の基本ポリシーにもとづ

いて編集されています。 
 

1. 本学部は学際性に注目した高度教養教育を実施するため、多くの研究分野から構

成されている。研究分野の多様性を認め、教員の強みを生かす活動とする。 
2. 若い学問分野を追究する少人数学部である特徴を生かし、伝統的な権威主義に陥

ることのない、柔軟で機動的な試みに挑戦する。 
3. 「学問の府」であることを再認識しつつ、大局観に立った長期的な活動を大切に

していく。 
4. 情報コミュニケーション学の特徴である「学際性」を目指し、自らの研究分野に

新たな柱を築くための、研究の基盤形成作業を奨励する。 
5. 報告内容には研究のみでなく教育上の取り組み、学部・大学、また地域その他の

場面での活動にも配慮し、それぞれの教員の特性を理解しあい、学部全体の向上

につなげる。 
 
この報告書をもとに、教員間で研究上の取り組みを理解しあい共同研究に発展させたり、

教育上の取り組みを伝授しあって授業改善につなげたりと、ＦＤ活動を推進させていけれ

ばと願っております。 
また、教育・研究・行政そして社会貢献にかんして、教員の強みを認め合った分担を図

っていく手がかりとしたいとも思います。さらに、広く情報公開することで、学生とのコ

ミュニケーション手段としても活用できるかと存じます。 
本学部の活動をご理解いただき、今後とも一層のご支援・ご鞭撻のほどよろしくお願い

申し上げます。 
 

情報コミュニケーション学部長 

石川 幹人 
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【記述内容の説明】 
 
 各活動報告は、氏名／略歴につづいて、全般的な報告、教育成果報告、研究成果報告、

行政業務担当報告、社会貢献の５部構成となっており、各部の記述の詳細度や分量は、各

教員によって異なる。 
 
１）全般的な報告（１－１と１－２は必須、１－３は任意） 
１－１ 過去２年間について、重点を置いた点などの具体的な記載。 
１－２ 今後２年間にわたる予定など。 
１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望。 

 
２）教育成果報告（範囲：当年度および前年度） 
２－１ 前年度担当授業（他大学への出講を含む） 
 当該授業での工夫や成果、教材の開発などがあれば記載（失敗でもよい） 
２－２ 当年度担当授業（他大学への出講を含む） 
 上と同様に、当該授業での成果があれば記載（将来に向けた改善案でもよい） 
２－３ その他の教育上の取組み 
 大学院の論文指導、研究員の受入れなど、項目を立てて内容の概略記載 
 
３）研究成果報告（範囲：前々年の４月１日から当年３月３１日までの２年間） 
研究書・一般書・訳書・編書・教科書の執筆、原著論文・書籍収録論文などの発表、解

説記事・書評・研究ノート・調査報告などの発表、学会研究発表・予稿執筆、辞書編纂、

特許出願、研究所や研究チームの運営、研究費の取得（申請）、フィールドワークなど、

項目を立てて内容の概略記載。なお、書誌事項の表記形式は自由。 
 
４）行政業務担当報告（範囲：前々年の４月１日から当年３月３１日までの２年間） 
（注）活動してない場合や、入試の出題など秘匿性のある場合は含めない。 
４－１ 学部（大学院）内業務（委員名および寄与） 
４－２ 大学業務（委員名および寄与） 
 
５）社会貢献（範囲：前々年の４月１日から当年３月３１日までの２年間） 
（注）活動してない名目だけの場合は含めない。 
５－１ 学会・委員会活動（役員名および寄与） 
５－２ 講演・講師・出演（日時場所、内容） 
５－３ その他（受賞、取材対応、監修など、項目を立てて内容の概略記載） 
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今村 哲也（いまむら てつや） 

 

1976 年 6月，東京都に生まれる。早稲田大学本庄高等学院，早稲田大学法学部卒業後，早稲

田大学大学院法学研究科修士課程，同博士後期課程研究指導終了。博士（法学・早稲田大学）。

早稲田大学大学院法学研究科客員研究助手を経て，2006 年 4月明治大学情報コミュニケーショ

ン学部専任講師に着任，2010 年 4 月同准教授。2011 年 9 月ロンドン大学クイーンメアリー校

客員研究員ビジティングスカラー，2012 年 10 月ロンドン大学高等法学研究所(IALS)ビジティ

ングフェロー。 

 

（１）全般的な報告 

１－１ 過去２年間の実績  

（ⅰ）教育面での実績 

①講義：2011 年 4 月から 9月まで，情報倫理，財産と法Ⅰ及び知的財産法Ⅰを担当した。授業

では配布資料を用意し，配布した資料はウェブシステムにアップしている。成績は，試験の素

点のみで評価している。なお，定期試験では解答例を公表するとともに，異議申立期間を設け

て，解答例に対して異議のある学生に申立ての機会を与えている。 

②ゼミナール：2011 年度前期に 2年生のゼミを開講し，アカデミック・ライティングの手法に

ついて演習を行った。 

（ⅱ）研究面での実績 

① 権利者等不明著作物の利用の在り方に関する研究 

本研究は，科学研究費補助金(2009-10 年度)及び学内の特定個人研究の補助を得た研究であ

る。2012 年度は，その成果も活用しつつ，文化庁委託事業として株式会社情報通信総合研究所

が行った「諸外国における著作物等の利用円滑化方策に関する調査研究」の報告書作成に携わ

った。 

② 著作権法の権利制限規定の在り方に関する研究 

近時，英国では，2011 年に公表された『ハーグリーヴス･レビュー』に基づいて，知的財産

法の改革に向けた検討が進められている。本研究では英国の著作権法改革に関連する項目にお

いて問題となった論点を取り上げて，現在までの議論の経緯，各論点に関する議論を整理した

上で，日本の著作権法改革への示唆を得ることにつとめ，調査研究を行った。その研究成果に

ついては，「近時のイギリスにおける著作権法改革の動向からの示唆―2011 年のハーグリーヴ

ス・レヴューにおける論点を中心に―」と題する論文としてまとめて，著作権法学会の論文誌

である『著作権研究』に投稿した。 

③ 電子書籍の普及に向けた著作権法上の法的課題の検討 

現在，わが国では，出版者に対して著作権法上の新たな権利を与えるべきかどうかという問

題について議論がなされ，日本書籍出版協会や経団連などからも各種の提案がなされている。

本研究では，一定の比較法的示唆を得るための調査研究を行っている。まず，2011 年度は，出 

版者の保有するべき権利について，現行法制又は立法による出版者の権利として想定できる類 

型について調査した上で，出版者に固有の権利を認めている立法例やライセンシーに一定の訴 

権を付与する立法例を分析することによって，出版者の保有するべき権利に関する議論につい 
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て考察した。2012 年度は，英国における出版契約の状況について調査研究を行った。研究の成

果については，論文の形式で公表した。 

④ 地理的表示の保護に関する研究 

本研究では,2005 年の商標法の一部改正によって成立した地域団体商標制度の意義につい

て，国際的に多様な法的形式を有する地理的表示の保護制度の過渡的発現形態であるという考

え方の下，国際的な地理的表示保護制度の現況も踏まえて，地域団体商標制度のほかに，更な

る別制度を構築する必要性があるかどうかということを検討した。研究成果は論文の形式で発

表した。 

⑤ タイ知的財産法の研究（判例データベース構築事業） 

この研究は，早稲田大学 21 世紀 COE 企業法制と法創造総合研究所・知的財産法制研究セン

ター（センター長・高林龍教授）のプロジェクトとして 2003 年度に開始し，継続しており，

2008 年度に再び採択されたグローバル COE に引き継がれている。タイの知的財産国際貿易中央

裁判所の協力を得ることで，9 年間で 485 件のタイの裁判例を収集し，同研究所のウェブサイ

トのデータベース上で公開している。 

参考 URL：www.globalcoe-waseda-law-commerce.org/rclip/ 

⑥ 明治大学知的財産法政策研究所 

知的財産法の研究・教育拠点の形成を目的として，明治大学の特定研究課題ユニットとして

2009 年 10 月に設置された明治大学知的財産法政策研究所に参加している。研究統括は，中山

信弘特任教授（明治大学研究・知財戦略機構）である。2011 年度・12 年度は，在外研究の機

会を生かして，日本の著作権をめぐる動向を紹介するとともに，本学と英国研究者との交流を

深めることを目的に，(1)2012 年 3月 21 日に，同研究所とロンドン大学クイーンメアリー校の

共催により，『Recent Developments in Japanese Copyright Law - Exceptions and 
Limitations』と題するセミナーを開催し，(2)2013 年 3月 20 日にも，同研究所とロンドン大

学高等法学研究所（IALS,ロンドン大学クイーンメアリー校の共催により，『 Seminar - 

Copyright and Digital Media - the view from Japan』と題するセミナーを開催した。 

１－２ 今後２年間の予定  

（ⅰ）研究面での予定 

現在取り組み，かつ今後２年間に重点的に取り組む研究として，以下のものがある。 

① 電子書籍の普及に向けた著作権法上の法的課題の検討 

本研究では，電子書籍の普及に際して問題となる著作権法その他の法律上の課題を掲げて，そ

れに対する調査と検討する。具体的な論点として，(1)出版物の権利関係をめぐる現状の整理，(2)

出版社の権利や出版権の設定範囲の拡大の是非，(3)電子書籍の普及に向けた権利処理の円滑化の

方策（権利者不明著作物や集中管理団体の問題を含む)について，出版社へのヒアリング等の実態

研究や，諸外国の現状や制度の状況を調査し，これらの課題の検討に資する資料を提供する。 

② 知的財産法と公共政策上の多元的価値との関係に関する研究 

知的財産は，産業の発展や文化の発展を目的としているが，その法目的を実現する上で知的財 

産法（特許法や著作権法等）に法目的として規定されていない公共政策上の多元的価値（環境保

護，表現の自由などの人権その他の社会的正義）との関係をどのように調整していくべきかとい

う問題が生じる。これまで著作権法と表現の自由との関係等の研究を通して，知的財産法とその

法目的に掲げられていない価値との関係をどのように調整していくのかということを検討してき

たが，引き続き，この問題について検討を進める。 
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③ 地理的表示と商標の保護との関係に関する研究 

最近，農水省が地理的表示の保護に関する新制度の導入を検討しており，新制度が導入された

場合のことも想定される。その場合，商標との抵触関係が特に問題となると思われることから，

このテーマについて数多くの実例が存在するEUの状況を分析対象としながら，地理的表示と商標

の保護との関係について調査研究を行う。最終的に，このテーマを含めて，地理的表示の保護に

関するこれまでの研究の成果を整理し，研究書としてまとめたいと考えている。 

（ⅱ） 教育面での予定 

①  教育手法の在り方 

在外研究の機会を活用し，英国における大学院の授業等に参加し，特色のある教育手法につい

て観察し，本学部での教育に生かせる部分を学びとる。 

② 非法学部における法学教育の方法論の模索 

本学部のような非法学部における法学教育の在り方について模索する。 

③ 学部の学際性を生かした教育 

本学部では，その特色である学際性を十分に生かした教育を行うことが重要であると思われる

ので，各種の機会を生かして，そのことを実現する。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

本学部の情報コミュニケーション学は，研究面においては，教員相互の必要に応じた学際的な

共同研究の試みによって高められる部分が大きいと思われる。また，教育面においても，単に幅

広い断片的な専門・教養を与えるだけではなく，それを有機的に連関させてより総合的な理解を

獲得するための思考方法も教授しなければならないと思われる。FD などを通して，教員間におけ

る情報コミュニケーション学の方法論に対する共通認識を様々に試行錯誤しながら意識的に構築

していくことが必要と思われる。 

専門科目との関係では，情報コミュニケーション学の枠組みの中で，「体系性のある法学教育」

をどのように実施していくのかについて，学部内あるいはコース会議の中で検討するとともに，

本学部の法学科目担当者間のより積極的な連携が必要なのではないかと思われる。 

 
（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1.  情報倫理 

 授業では，村田潔編『情報倫理：インターネット時代の人と組織』（有斐閣，2004 年を使用 

している。このテキストを極力分かりやすく解説するために，自分で作成したレジュメも配布 

するとともに，パワーポイントやビデオ教材も利用した。受講生は 345 名。試験は持ち込み不

可で，論述式とキーワードを記入する問題との組み合わせによって実施し，解答例も公表した。 

2. 財産と法Ⅰ 

 民法総則・物権の分野について講義を行った。本学部は非法学部であるため，それを意識し

て作成された教科書として，松倉耕作・甲斐好文編『ビジュアルに学ぶ財産法Ⅰ』（嵯峨野書

院，2009 年）を用いた。また，それを補うために，自分で作成したレジュメやパワーポイント

も用いた。受講生は 102 名。試験は持ち込み不可で，選択式の問題と簡単な記述式の説明問題

を出した。学生に異議申立ての機会を与えるため，試験後に解答例を公表し，一定の異議申立

期間を設けた。 
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3. 知的財産法Ⅰ 

 著作権法を中心に講義を行った。教科書として島並良・上野達弘・横山久芳『著作権法入門』 

 （有斐閣，2009 年）を使用した。また，それを補うために，自分で作成したレジュメやパワ

ーポイントも用いた。加えて，特許庁及び文化庁の各外郭団体からも資料を取り寄せて配布し

た。受講生は 76 名。試験は持ち込み不可で，選択式の問題と簡単な記述式の説明問題を出し

た。学生に異議申立ての機会を与えるため，試験後に解答例を公表し，一定の異議申立期間を

設けた。 

4. 問題発見テーマ演習 A 

 この演習では，アカデミック・ライティングの手法を学ぶことで，学術的に評価に値する内容や

表現をもつ論文とは何かについて理解させることに取り組んだ。具体的には，学術的文章の特徴，

調査の仕方，フィードバックの仕方，ピアレビューの手法，定義の用い方，学術的文章の語彙，分

類の手法，比較と対照の方法，ヘッジングとブースティング，剽窃を回避する方法等を学んだ。受

講生は27名。参考書として，戸田山和久『論文の教室―レポートから卒論まで』 (NHKブックス，

2002年)を利用した。 

5. 情報コミュニケーション学入門 A（コーディネータ・中村義幸教授） 

 オムニバス形式の講座について「著作権と『文化』の発展」と題する講義を 2011 年 6月 14

日に実施した。レポート課題については，事前に採点の基準を明示した。 

6. 情報コミュニケーション学（コーディネータ・石川幹人教授） 

 オムニバス形式の講座について「コピーから権利を守る法的枠組み」と題する講義を 6月 8

日・15 日に実施。レポートは 10 点満点で採点し，採点基準を示した上で，評価を添えて，学

生に返却した。 

7. 情報コミュニケーション学（コーディネータ・須田努教授） 

 オムニバス形式の講座について「マイノリティ―知的財産法の分野から（Antonia 

Bakardjieva ENGELBREKT 教授の論文を参考に）」と題する講義を 6月 22 日に行った。レポート

は，採点基準を示した上で，評価を添えて，学生に返却した。 

8. 知的財産権・ライツマネジメント１・映像の知的財産権（早稲田大学川口芸術学校・早稲 

田大学オープン教育センター） 

オムニバス形式の講座主任として講義を行った。 

9. 知的財産権法１（早稲田大学社会科学部） 

 知的財産法のうち著作権法を中心に講義を実施した。 

２－２ 当年度担当授業  

 2012 年度は授業を担当していない。 

２－３ その他の教育上の取組み  

特になし。 

 

（３） 研究成果報告 
1. 調査研究報告書：株式会社情報通信総合研究所編『平成 24 年度文化庁委託事業 諸外国

における著作物等の利用円滑化方策に関する調査研究報告書」（2013 年 3月）[「カナダ」，

「EUにおける孤児著作物指令」，「イギリス」および「イギリスのデジタル著作権取引所」

の章を担当] 
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内容：報告書の分担部分において，いわゆる権利者不明著作物（orphan works）の問題に 

ついて，カナダの強制許諾制度，EU の 2012 年孤児著作物指令，英国における政策の最新 

動向について，文献資料やコンファレンス等で得た知見をベースに調査分析するととも 

に，著作権のライセンス取引を円滑化するための施策である英国の著作権 Hub のプロジェ 

クトについて，関係者にヒアリングをするなどして調査した。 

2. 論文：今村哲也「地理的表示に係る国際的議論の進展と今後の課題」特許研究 55 号(2013

年 3 月) 

内容：本稿では，地理的表示を巡る議論に関して，国際的議論のフォーラムとしての WIPO，

WTO および RTAs（地域貿易協定）における議論の状況について整理するとともに，我が国

の今後の課題について検討した。 

3. 論文：今村哲也「出版者の権利に関する比較法的考察――イギリスの立法例を参考として」

高林龍=三村量一=竹中俊子編集代表『現代知的財産法講座Ⅲ 知的財産法学の国際的交

錯』（日本評論社，2012 年 12 月）83-102 頁  

内容：本稿では，著作者と出版者との権利関係について，著作権の取得，設定出版権（出

版権制度の内容，出版権制度の沿革，電子出版に対する設定出版権の限界），出版許諾契

約，版面権に関する議論について説明した。その上で，諸外国の立法例として，英国にお

ける発行された版の印刷配列の保護，パブリケーション・ライツの制度，およびオースト

ラリアの制度について紹介した。出版者に固有の権利を認めている立法例について，その

正当化根拠，歴史的な沿革との関係を整理するとともに，利用被許諾者（ライセンシー）

に一定の訴権を付与する立法例を紹介した。以上の検討から，出版者の保有するべき権利

に関する議論に対して比較法的示唆を得た上で，出版者に対する権利保護の在るべき方法

について，一定の結論を述べている。  

4. 学説紹介：安藤和宏＝今村哲也「知財学説の動き－著作権法－」『年報知的財産法 2012』

（2012 年 12 月）138-158 頁  

内容：2011 年 8 月から 2012 年 7 月までに公表された著作権に関連する論文で展開された

学説を網羅的に紹介したもの。 

5. 博士論文：今村哲也「地理的表示の保護と地域団体商標－過渡的発現形態説を基軸として 

－」（2012 年 9月，早稲田大学） 

内容：地域団体商標制度によって成立した地域団体商標制度の意義について，国際的に多 

様な法的形式を有する地理的表示の保護制度の過渡的発現形態であるという考え方の下, 

国際的な地理的表示保護制度の現況も踏まえて、地域団体商標制度のほかに、更なる別制 

度を構築する必要性があるかどうかということを分析した。 

6. 論文：今村哲也「イギリスにおける出版契約と出版者の権利について─我が国における出

版者の権利の付与に関する議論への示唆」季刊企業と法創造 33号（2012 年 9 月）309-322

頁 

内容：本稿では，英国における出版分野の最近の動向，英国における出版契約の概要，英

国独自の出版者の権利である発行された版の権利の制度，そして，現在の我が国の出版者

の権利をめぐる議論に対する示唆を述べた。 

7. 論文：今村哲也「[CA1770] EU における孤児著作物への対応」掲載誌名 カレントアウェア

ネス 312 号(2012 年 6 月)12-18 頁 

内容：本稿では，孤児著作物をめぐる問題に関して，わが国の対応や国際的な状況を踏ま 
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内容：報告書の分担部分において，いわゆる権利者不明著作物（orphan works）の問題に 

ついて，カナダの強制許諾制度，EU の 2012 年孤児著作物指令，英国における政策の最新 

動向について，文献資料やコンファレンス等で得た知見をベースに調査分析するととも 

に，著作権のライセンス取引を円滑化するための施策である英国の著作権 Hub のプロジェ 

クトについて，関係者にヒアリングをするなどして調査した。 

2. 論文：今村哲也「地理的表示に係る国際的議論の進展と今後の課題」特許研究 55 号(2013

年 3 月) 

内容：本稿では，地理的表示を巡る議論に関して，国際的議論のフォーラムとしての WIPO，

WTO および RTAs（地域貿易協定）における議論の状況について整理するとともに，我が国

の今後の課題について検討した。 

3. 論文：今村哲也「出版者の権利に関する比較法的考察――イギリスの立法例を参考として」

高林龍=三村量一=竹中俊子編集代表『現代知的財産法講座Ⅲ 知的財産法学の国際的交

錯』（日本評論社，2012 年 12 月）83-102 頁  

内容：本稿では，著作者と出版者との権利関係について，著作権の取得，設定出版権（出

版権制度の内容，出版権制度の沿革，電子出版に対する設定出版権の限界），出版許諾契

約，版面権に関する議論について説明した。その上で，諸外国の立法例として，英国にお

ける発行された版の印刷配列の保護，パブリケーション・ライツの制度，およびオースト

ラリアの制度について紹介した。出版者に固有の権利を認めている立法例について，その

正当化根拠，歴史的な沿革との関係を整理するとともに，利用被許諾者（ライセンシー）

に一定の訴権を付与する立法例を紹介した。以上の検討から，出版者の保有するべき権利

に関する議論に対して比較法的示唆を得た上で，出版者に対する権利保護の在るべき方法

について，一定の結論を述べている。  

4. 学説紹介：安藤和宏＝今村哲也「知財学説の動き－著作権法－」『年報知的財産法 2012』

（2012 年 12 月）138-158 頁  

内容：2011 年 8 月から 2012 年 7 月までに公表された著作権に関連する論文で展開された

学説を網羅的に紹介したもの。 

5. 博士論文：今村哲也「地理的表示の保護と地域団体商標－過渡的発現形態説を基軸として 

－」（2012 年 9月，早稲田大学） 

内容：地域団体商標制度によって成立した地域団体商標制度の意義について，国際的に多 

様な法的形式を有する地理的表示の保護制度の過渡的発現形態であるという考え方の下, 

国際的な地理的表示保護制度の現況も踏まえて、地域団体商標制度のほかに、更なる別制 

度を構築する必要性があるかどうかということを分析した。 

6. 論文：今村哲也「イギリスにおける出版契約と出版者の権利について─我が国における出

版者の権利の付与に関する議論への示唆」季刊企業と法創造 33号（2012 年 9 月）309-322

頁 

内容：本稿では，英国における出版分野の最近の動向，英国における出版契約の概要，英

国独自の出版者の権利である発行された版の権利の制度，そして，現在の我が国の出版者

の権利をめぐる議論に対する示唆を述べた。 

7. 論文：今村哲也「[CA1770] EU における孤児著作物への対応」掲載誌名 カレントアウェア

ネス 312 号(2012 年 6 月)12-18 頁 

内容：本稿では，孤児著作物をめぐる問題に関して，わが国の対応や国際的な状況を踏ま 
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えたうえで，EU における取り組みの現状について紹介した。 

8. 判例研究・判例解説：今村哲也「小売等役務商標の独占権の範囲」ジュリスト臨時増刊・

平成 23 年度重要判例解説 1440 号(2012 年 4 月)287-288 頁 

内容：知財高判平成 23年 9月 14 日（最高裁 HP）[平成 23 年（行ケ）10086 号審決取消請

求事件]の評釈。小売等役務商標の独占権の範囲について，同制度の趣旨や知財高裁のア

プローチを解説するとともに，クロスサーチの要否の議論との関係についても触れた。 

9. 判例研究・判例解説：今村哲也「専用実施権を設定した特許権者による差止請求の可否」

中山信弘＝大渕哲也＝小泉直樹＝田村善之編『特許判例百選』別冊ジュリスト 209 号(2012

年 4 月)196-197 頁 

内容：最二判平成 17 年 6月 17 日民集 59巻 5号 1074 頁［（平成 16年（受）第 997 号特許

権侵害差止請求事件）］の評釈。専用実施権を設定した特許権者による差止請求の可否に

ついて説明した。  

10. 判例研究・判例解説：今村哲也「『福島県喜多方市におけるラーメンの提供』を指定役務

として出願された本願商標「喜多方ラーメン」は，地域団体商標における周知性要件を具

備していないとした拒絶査定不服審判を維持した事例」判例評論 635 号(2012 年 1

月)159-164 頁  

内容：知財高判平成 22 年 11 月 15 日判時 2111 号 109 頁[喜多方ラーメン]の評釈。本判決

の意義について述べるとともに，緩和された識別力の意味について，識別先の程度の緩和

と識別先の出所の緩和に分けて，後者については，緩和説と非緩和説（本判決）とがある

ことを示し，それぞれの立場について検討した。また，地域団体名称の普通名称化につい

ても言及した。  

11. 学説紹介：安藤和宏＝今村哲也「知財学説の動き－著作権法－」『年報知的財産法 2012』

（2011 年 12 月）58-75 頁  

内容：2010 年 8 月から 2011 年 7 月までに公表された著作権に関連する論文で展開された 

学説を網羅的に紹介したもの。 

12. 講演録：ゲスト：奥邨弘司，司会：今村哲也「第 10 回 著作権の侵害主体」高林龍編著 

『早稲田大学ロースクール著作権法特殊講義 3 著作権ビジネスの理論と実践 Ⅱ』（2011 

年 11 月，成文堂）279-288 頁 

内容：早稲田大学大学院法務研究科で開講された著作権特殊講義（JASRAC 寄附講座）の講 

義録。第 10 回の講義において奥邨弘司先生の講義の導入として著作権の侵害主体に関す 

る説明を行うとともに，司会を務めた。 

13. 講演録：ゲスト：安藤和宏，司会：今村哲也「第 4回レコード製作者の権利」高林龍編著

『早稲田大学ロースクール著作権法特殊講義 3 著作権ビジネスの理論と実践 Ⅱ』（2011    

年 11 月，成文堂）71-72 頁 

内容：早稲田大学大学院法務研究科で開講された著作権特殊講義（JASRAC 寄附講座）の講

義録。第 4 回「第 4 回 レコード製作者の権利とその適用範囲」の講義において安藤和宏

教授の講義の司会を務めた。  

14. 論文：今村哲也「出版者の保有するべき権利のあり方について」ジュリスト 1432 号(2011

年 10 月)90-98 頁 

内容：出版社の保有するべき権利について，設定出版権および版の保護に関する議論を概 
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観したうえで，出版者に固有の権利を認めている立法例や利用被許諾者に一定の訴権を付 

与する立法例を紹介することによって，出版者の保有するべき権利に関する議論に対して 

比較法的示唆を得たうえで，最後にこの問題に対する私見を述べた。 

15. 判例研究・判例解説：今村哲也「放送番組を利用者からの求めに応じ自動的に送信する機

能を有する機器を用いたサービスの適法性が争われた事例（最三小判平 23・1・18）」速報

判例解説 9号（2011 年 9月，日本評論社）273-276 頁 

内容：知財高判平成 22年 9月 8 日平成 21年（ネ）第 10078 号）［TVブレイク２審］の評

釈。本判決の意義，判例法上の位置づけについて整理した上で，その評価とその射程につ

いて述べた。 

16. 判例研究・判例解説：今村哲也「動画投稿・共有サービスの提供者に関する著作権侵害行

為の侵害主体性（知的財産高判平 22・9・8）」速報判例解説 9 号（2011 年 9 月，日本評

論社）261-264 頁 

内容：最判平成 23年 1月 28 日判時 2103 号 124 頁，判タ 1342 号 105 頁（平成 21 年（受）

第 653 号）［まねき TV 上告審］の評釈。本判決の意義，判例法上の位置づけについて整

理した上で，その評価とその射程について述べた。 

17. 論文：今村哲也「地域団体商標という制度選択の意義とその課題―地域ブランド保護に関

する制度の方向性について」日本工業所有権法学会年報 34巻（2011 年 5月）29-61 頁  

内容：地域団体商標制度の現状を確認した上で，地域ブランドを保護するために地理的表

示保護制度などの別の制度が(追加的に)必要であるかということについて，①地域団体商

標制度以外の別の制度が是非とも必要とされるかどうかという積極的理由の有無，②別の

制度を採用しても特に不都合がないかどうかという内在的な消極的理由の有無，③現在の

地域団体商標制度に不都合がないかどうかという外在的な消極的理由の有無を踏まえた

上で，結論を述べた。 

18. 学会報告等：Tetsuya Imamura，"The Emerging Legislative Discussion on New Neighboring 

Rights for Publishers", Seminar - Copyright and Digital Media - the view from Japan, 

20 March 2013 (Organised by: Queen Mary, University of London; Intellectual Property 

Law and Policy Institute (IPLPI) at Meiji University, Japan; and the Institute of 

 Advanced Legal Studies).  

内容：Orphan works are works whose copyright owner cannot be identified or traced. 

 Japan has adopted a compulsory license system for orphan materials. I introduced 

 an overview of this system and talk about its past record based on statistics. 

19. 学会報告等：Tetsuya Imamura，"Exploitation of orphan works - Japanese compulsory 

license system -"， Seminar - Recent Developments in Japanese Copyright Law - 

Exceptions and Limitations，21 March 2012 (Organised by Queen Mary, University of 

London). 

内容：I discussed the emerging discussion on the potential introduction of new 

neighbouring rights for publishers in Japan. Recently, Japanese publishers have 

lobbied to establish new rights with regard to rights/neighbouring rights in books. 

Debates over the pros and cons of establishing such new rights or of extending their 

existing rights was considered.  
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20. 学会報告等：第９回 日本知財学会 年次学術研究発表会 一般発表「権利者等不明著作物 

の利用の円滑化に向けた制度の在り方について―英国における近時の法案からの示唆―」

(2011 年 6月 25 日) 

内容：英国における孤児著作物を巡る状況について，英国の現行法における孤児著作物の

取り扱いと，英国での近時の議論の状況を確認した上で，デジタルエコノミー法案におい

て強制許諾制度と拡大集中許諾制度を組合せた制度が提案されたことに着目して，この背

景となった権利者団体の提案とデジタルエコノミー法案との関係を整理した。その上で，

これらの議論の背景となっている北欧諸国の拡大集中許諾制度とカナダの強制許諾制度

を整理した。最後に，英国での議論状況から得られる日本法への示唆について述べた。 

21. 学会報告等：東京大学著作権法等奨学研究会(JASRAC)第 27 回研究会(2011 年 6 月 23 日）

「出版者の保有するべき権利のあり方について」 

内容：出版者の保有するべき権利のあり方について，主に比較法的な示唆を踏まえつつ，

たとえば，出版者に対する固有の権利の付与や出版権設定範囲の拡大の是非などの論点に

ついて，私見も交えながら報告をした上で，研究会参加者と議論を行った。 

22. 学会報告等：今村哲也「出版者の権利に関する比較法的考察」著作権法学会（2011 年 5

月 21 日） 

内容：現行法における電子出版に関する著作権にかかる出版者の権利関係について整理し

た上で，米国等における電子出版に関する著作者と出版者等との権利関係をめぐる法的議 

論や，出版者等に一定の場合と範囲において固有の権利を付与している諸国（英国やオー 

ストラリアなどにおける発行された版に関する権利や，EUの 1993 年保護期間ディレクテ 

ィブにおけるパブリケーション・ライツなど）での議論を紹介した。 

23. 研究費獲得実績：「電子書籍の普及に向けた著作権法上の法的課題の検討」（平成 23-25 年 

度科学研究費補助金（基盤研究（C）・研究代表者，研究分担者：安藤和宏兼任講師） 

 
（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

在外研究のため担当していない。 

４－２ 大学業務  

在外研究のため担当していない。 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 著作権法学会 

2. 工業所有権法学会 

3. 日本知財学会 

4. 早稲田大学グローバル COE 知的財産法制研究センター・研究協力員 

5. 著作権情報センター賛助会員 

５－２ 講演・講師・出演  

1. オープンキャンパス模擬授業：2011 年 8 月 25 日「情報化社会と情報倫理―著作権，プラ 

イバシー，不正アクセス禁止法等」 
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2. IT 企業法務研究所（LAIT）セミナー：2011 年 8月 1 日・アビタスセミナールーム「イギ 

リスにおける知財制度改革の最新動向―ハーグリーヴス・レビュー（2011 年 5 月）の勧告 

を中心に―」 

3. 文化庁「電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議」：2011 年 7 月 11 日・グランド

アーク半蔵門 3階光の間「諸外国の著作権法等における出版者の権利及び出版契約に関連

した契約規定に関する調査研究」報告 

4. 出張講義：2011 年 7 月 12 日（本庄高等学校） 

5. 出張講義：2011 年 6 月 20 日（山手学院） 

6. 著作権法特殊講義(JASRAC 寄附講座) における司会：2011 年 6月 18 日 第 4 回｢図書館

における著作物の活用と制度｣(講師／今村哲也・ゲスト：鳥澤孝之氏（国立国会図書館）)，

2011 年 7月 30 日第 14回｢出版社のライツと契約｣(講師：今村哲也／ゲスト：福井健策弁

護士（骨董通り法律事務所）) 

５－３ その他の社会貢献  

1. 明治大学リバティアカデミーにおいて，コーディネータとして，知的財産管理技能検定３

級合格対策講座を実施している。 

 

以 上 
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江下 雅之（えした まさゆき） 

 

1959 年横浜生まれ。1983 年に東京大学理学部数学科を卒業、同年、三菱総合研究所に入社

し産業技術部に配属される。1992 年に同社を休職（94 年に退職）して渡仏し、Ecole supérieure 

des sciences économiques et commerciales の Mastère Spécialisé 課程、Université de Paris 

I Panthéon-Sorbonne 及び Université de Paris III Sorbonne Nouvelle の大学院 DEA 課程に

留学し、情報システム論、データベース論、コミュニケーション論等を専攻する。1999 年に帰

国、2001 年に目白大学人文学部現代社会学科に助教授として着任、2008 年 4 月に明治大学情

報コミュニケーション学部専任准教授、2011 年 4月より同専任教授となり、現在に至る。専門

は情報社会論・メディア史など。著書に、『ネットワーク社会の深層構造』（中央公論新社）、『監

視カメラ社会』（講談社）、『マンガ古本雑学ノート』（ダイヤモンド社）、訳書に『お尻のエス

プリ』（共訳/リブロス出版）、『メディアの近代史』（共訳/水声社）、学術誌投稿論文に「SNS

における日記コミュニケーションとネットワーク構造に関する研究」（情報通信学会誌第92号、

2009）などがある。過去の執筆原稿、ゼミの活動記録、研究活動の一部などは個人サイト

（http://www.eshita-labo.org/）に公開している。 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

過去二年間における研究テーマは大きく分ければ３つあげられる。 

（ⅰ）市民活動におけるソーシャル・メディアの役割 

（ⅱ）女性のネットワーキング活動の構造的特徴 

（ⅲ）ポスト団塊世代のライフスタイル 

１点目は、一般市民の新たなコミュニケーション・ツールとして普及しているソーシャル・

メディアが、実際の市民活動においてどのような役割を果たしているかの実態を調査分析する

ことを目指したものである。2011 年 1〜3月には、いわゆる「アラブの春」に関する twitter、

facebook、YouTube のフランス語圏における利用状況を調査し、成果の一部を 2011 年に情報通

信学会で発表した。また、2012 年 3月には、チュニジアのジャスミン革命において指導的役割

を果たしたハッカーの一人であるスリム・アマモウ氏に対し、東京でインタビュー調査を実施

する機会を得た。 

２点目は、女性たちが特定の目的に沿ってゆるやかに結合し活動を実践する形態を調査分析

するものである。友人関係の形成においては、性差や学歴、職業などによる差違が認められて

いる。どのような環境要因がネットワーク形成にどのような形で反映されるかを明らかにする

には、今後とも多くのケーススタディの積み重ねが必要である。その一環として、いわゆるギ

ャルママによる互助的なネットワークの実態調査を進めている。その成果の一部は、現在指導

中の大学院生が 2013 年度発表予定の修士論文にとりまとめている。 

３点目は、1950 年代以降の世代のライフスタイル変化を系統的に分析することを目指したテ

ーマである。1960 年代の学生運動が終息した後、キャンパスのレジャーランド化が進んだとい

われる。大学生が消費市場の重要な担い手となり、大学生をターゲットにしたファッション誌

が大きな成功を収めた。その過程を実証的に分析するべく、2012 年度は 1970 年代〜90 年代の

ファッション誌を網羅的に収集した。収集した雑誌は逐次表紙・目次、主要記事の電子アーカ

イブス化を進め、その一部をジェンダーセンターで閲覧可能な状態にした。 
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１－２ 今後２年間の予定  

今後２年間は、女性のネットワーキング活動の実態調査とポスト団塊世代のライフスタイル

研究を中心に進める予定である。前者については他大学の研究者との共同研究を進める準備が

進んでいる。後者については、雑誌の収集およびアーカイブス化は引き続き継続するとともに、

成果の一部を論文化する予定である。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

情報コミュニケーション学は新しい学問分野であり、社会に十分認知されているとは言い難

い。模擬授業においても、「情報コミュニケーション学がなにをするのかがわからない」とす

る高校側の意見も多い。この学問分野を振興するには、内容の深耕のみならず、裾野の拡大が

急務であり、それは本学だけで担えることではない。よって、他大学の同分野を担う学部・学

科との連携を含め、教員の相互交流、外部有識者を招いたシンポジウムの実施、学生をまじえ

たインカレ・イベントを定期的に運営することが必要であると考える。その方針に沿い、ゼミ

間の合同企画、他大学教員との研究会を今後さらに進めていきたい。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 基礎教育科目 

該当科目の担当なし。 

2. 講義科目 

情報社会論 Iおよび II、メディアの歴史、情報産業論、情報コミュニケーション学（消費）

を担当した。 

3. ゼミ科目 

基礎ゼミナール、問題発見テーマ演習 Aおよび B、問題分析ゼミナールを担当した。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 基礎ゼミナール（通年） 

ブレーンストーミングによるアイデアの展開、構成を重視した writing communication スキ

ルの修得を重視した演習およびブランド研究の入門書に関する文献購読を前期に進めた。後期

はテーマを決めたリサーチの実践的演習を進め、リサーチスキル習得を進めた。 

2. 問題発見テーマ演習 A・B 

前期の演習 Aにおいてはメディア文化をテーマに、１）放送、２）音楽、３）雑誌、４）コ

ミュニケーションの４領域に分けて演習を進めた。まずは最初に各領域の主要な研究成果を講

義形式で解説した。そして受講者を４グループに分け、４領域のなかからこちらが設定した課

題について、毎回２グループが発表を行う形式で演習を進めた。 

後期の演習 Bについても、基本的に前期と同様の進行を実施し、演習テーマは社会ネットワー

クとした。 

3. 問題分析ゼミナール（通年） 

このゼミでは、１）グループによる輪読、２）業界紙研究、３）企業への企画提案、の 3つ

の活動を基本にしている。グループ輪読は、全体を４グループに分け、グループごとに課題本

を選定している。業界紙研究においては、日経産業新聞、繊研新聞、日経 MJ の３紙をもとに、

各人が注目した記事のレジュメを作成した発表を実施している。三番目の企業への企画提案
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は、活動に協力して頂いている企業より課題を出してもらい、それに沿った提案を学生が検討

し、企業を訪問してプレゼンテーションを実施した。なお、8 月には「第 5 回メディア研究イ

ンカレ原村」を主催した。2008 年以来継続しているこのイベントには、今年度は関西大学総合

情報学部の岡田朋之ゼミ、実践女子大学人間社会学部の松下慶太ゼミ、関西学院大学国際学部

の丸楠恭一ゼミが参加した。 

4. 問題解析ゼミナール（通年） 

このゼミでは、メディア研究インカレ原村での研究発表、情コミジャーナル学生論文への投

稿を中心に活動をおこなった。インカレでの研究発表は原則５人単位のグループで、学生論文

への投稿は個人単位（参加は希望者のみ）で行った。 

5. 情報社会論Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

前期は情報社会論の主要な言説を紹介するとともに、企業、社会、個人の３レベルでの情報

化の進展をマクロ的視点から講義した。後期は社会環境の変化と技術革新の推移を捉えつつ、

両者の相互作用的な影響のもと、ミクロレベルで進展する情報化の具体的内容を講義した。 

6. 情報産業論（前期） 

情報産業が関わっている技術領域、サービス分野などの構造を解説するとともに、具体的な

市場規模の推移、ビジネス・モデルの特徴、就業構造等を講義した。 

7. メディアの歴史（後期） 

 ソシオメディア論の視座にもとづき、社会変化に伴うコミュニケーション行動の変化による

メディア技術の選択を歴史的な文脈のなかで講義した。 

8. ジェンダー・コミュニケーション I（前期） 

女性とメディアの関係を中心に、少女雑誌・主婦向けの雑誌誕生の背景、ドラマにおける女

性像の変遷と女性の社会的地位の関係等を講義した。 

9. 情報コミュニケーション学（通年） 

「消費」をテーマとして取りあげ、消費社会論に関する主要な言説の講義、ブランディング、

ソーシャルマーケティング、若者文化という近年の日本の消費行動で注目されているテーマの

解説、マニアの消費行動に注目した講義等を中心に進めた。また、学生にはテーマごとにグル

ープ単位でレポートを作成させた。 

10. 総合講座「リアルタイム・メディアが動かす社会」（前期） 

twitter や Ustream などリアルタイムで情報を共有し拡散するメディアの影響に注目し、こ

のメディアを積極的に活用するジャーナリスト、弁護士、市民活動家等によるオムニバス形式

の講座を実施した。実験的な試みとして、講義に twitter を積極的に活用し、学生の主体的参

加を進めた。 

 

（３）研究成果報告 
1. 個人研究発表「アラブ革命とソーシャル・メディア」第 28 回情報通信学会大会、2011 年

7 月 3日 

2. 連載：電経新聞 5回（2011 年 6 月〜10月）ICT の最新の流行に関して 

3. 連載：電経新聞 5回（2012 年 1 月〜5月）ICT と社会の関わりについて 
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（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1.  情報コミュニケーション学部教務主任（授業担当） 

2.  情報コミュニケーション学部ジェンダーセンター運営委員 

3.  教務主任（授業担当）の役職にともなう委員会委員長および委員 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 情報通信学会 

2. 関東社会学会（2011 年度学会大会実行委員長） 

3. 数理社会学会 

4. 日本消費者行動研究学会 

5. 社団法人日本文芸家協会 

6. 日本社会学会 

５－２ 講演・講師・出演  

 2011 年 5 月 23 日、6月 23 日および 12月 22 日には、大学院情報コミュニケーション研究科

の主催でシンポジウム「検察、世論、冤罪」が実施され、いずれの回においても総合司会とし

てシンポジウムの運営を進めた。最初の２回のシンポジウムはドワンゴ社のニコニコ生放送を

通じインターネットで実況中継をおこない、いずれも３万人以上の視聴者を得た。 

 2012 年 8 月 18 日には長野県諏訪郡富士見町の公民館の依頼により、富士見高原夏季大学の

講義を１回担当した。「アラブ革命とソーシャル・メディア」をテーマに、同町公民館におい

て２時間の講演を行った。 

 2012 年 10 月 9 日には大学院情報コミュニケーション研究科の主催でシンポジウム「検察の

正義は失われたのか？」が実施され、総合司会としてシンポジウムの運営を進めた。 

 2012 年 11 月 19 日には大学院情報コミュニケーション研究科の特別講義「戦場から伝えると

いうこと」を担当し、戦場ジャーナリストの常岡浩介氏および安田純平氏による講義の総合司

会を務めた。 

 
以 上 
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清原 聖子（きよはら しょうこ） 

 

学歴 

１９９９年３月慶応義塾大学法学部政治学科卒業 

１９９９年４月慶応義塾大学大学院法学研究科修士課程入学 

２００１年３月慶応義塾大学大学院法学研究科修士課程修了 

２００１年４月慶応義塾大学大学院法学研究科博士課程入学 

２００４年３月慶応義塾大学大学院法学研究科博士課程単位取得退学 

２００７年７月慶応義塾大学大学院より、博士（法学）授与（課程博士） 

主な職歴 

２００３年１０月～２００６年１０月東京大学大学院情報学環助手（現助教） 

２００６年１０月～２００７年３月東京大学大学院情報学環特任助手（現特任助教） 

２００７年４月～２００９年３月（株）情報通信総合研究所研究員 

２００９年４月～２０１２年３月明治大学情報コミュニケーション学部専任講師 

２０１２年４月～明治大学情報コミュニケーション学部准教授 

（兼務として、東京大学大学院情報学環客員教員（助教相当）の他、非常勤講師を慶応義塾大

学法学部、慶応義塾大学総合政策学部、慶應義塾大学法学部通信教育、中央大学総合政策学部

にて務めてきた。その他総務省情報通信審議会専門委員などを務める。） 

留学歴 

２００５年７月～２００６年３月 フルブライト博士論文研究フェロー、 

ジョージタウン大学政治学部客員研究員 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

1. 現代アメリカにおけるテレコミュニケーション規制改革メカニズムに関する実証的研究

（科学研究費補助金若手研究（Ｂ）、個人研究：研究代表者） 

2010 年度から 3年間の予定で科学研究費補助金若手研究（Ｂ）を採択した。現代アメリカの

テレコミュニケーション政策領域では、メディア融合の進展と市場の変化に伴い、グーグルを

はじめとする新しいアクターが政治化し、既存の強固な業界利益との対立が深まっている。そ

れゆえ当該分野の規制政策は新たな局面を迎えていると言える。本研究の目的は、こうした新

たなアクターの台頭によってテレコミュニケーション規制政策の構造にどのような変化が表れ

ているのか、という問題について、政策ネットワーク論、イデオロギー対立、政権交代といっ

た政治学的観点から分析し、関係者への聞き取り調査を重視することにより、実証的な研究の

体系化を行うことにある。現在は、この研究テーマに関して段階を追って事例研究を進めてい

るところである。2011 年 3 月にはワシントン D.C.で連邦通信委員会（FCC）のネットワーク中

立性規則作成過程を事例として、関係者へのヒアリング調査を行った。その成果の一部は、東

京財団のウェブサイトに「ティー・パーティ運動とオバマ政権のテレコミュニケーション政策 

―FCC によるネットワーク中立性の規則制定をめぐって」と題した論考が掲載されているほか、

『InfoCom Review Vol.55』に「ネットワーク中立性をめぐる FCC の規則制定過程におけ 
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るイデオロギー的対立」と題した論文が掲載された。さらに、久保文明＋東京財団「現代アメリ

カ」プロジェクト編著『ティー・パーティ運動の研究―アメリカ保守主義の変容』の中に、「Chapter 

10 ティー・パーティ運動とテレコミュニケーション政策―FCC によるネットワーク中立性の規則制

定をめぐって」として、本研究課題の成果の一部は掲載された。また、2012年5月には、「Journal of 

Law & Economic Regulation」に“Overview of the Policy on Network Neutrality in Japan: In 

Comparison with the Policy Development in the U.S.”論文が掲載され、 2013年3月には、

ワシントンD.C.にあるAmerican University Law Schoolにおいて、ネットワーク中立性をめぐる政

策に関して、日米比較の観点から招待講演を行った。 

2. 日米韓比較研究によるインターネット選挙運動の発展メカニズムとその展望（共同研究） 

本研究は、2009 年度サントリー文化財団から得た研究助成（共同研究：研究代表者）に始ま

り、その後、情報通信学会・情報社会システム研究会の研究活動などを通じて共同研究の形で

続けてきた。2011 年度は、サントリー文化財団研究助成を受けた研究課題「日米韓比較による

ネット選挙の発展メカニズムの実証的研究」（共同研究：研究代表者）（2011 年 8 月～2012 年 7

月）として進めてきた。本研究は、インターネットを選挙運動に利用することに関して先進国

であるアメリカと韓国を事例として、選挙制度の差異や情報通信技術の発展に着目して、イン

ターネットの利用が選挙や政治をどのように変化させるのか、というメカニズムの比較検討を

行ってきた。本共同研究の成果は、慶應義塾大学出版会より 2011 年 1月に『インターネットが

変える選挙―米韓比較と日本の展望』（清原聖子、前嶋和弘編著）というタイトルで出版された。

また、2012 年 6月には、情報通信学会大会において、情報社会システム研究会としてのセッシ

ョンを開催（司会を担当）、2012 年 8 月には韓国日本学会・日本政経社会学会において、共同

研究チームのメンバーのうち、3名がペーパー発表を行った。さらに、2013 年 2月には、明治

大学にて、ネット選挙研究会を開催し、これまでの共同研究に関するお互いの理解を深め、取

りまとめとして出版するための議論を交わした。 

１－２ 今後２年間の予定  

来年度については、これまでに行ってきた個人研究・共同研究の成果発表の機会を増やした

い。再来年度については、アメリカでの在外研究が予定されている。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

本学に奉職して４年目である私にとって、情報コミュニケーション学とは、既存の研究の枠

を超え、学際的に様々な分野の専門家と連携することで、研究の視野が広がり、新しい研究課

題を創発することができる、将来性の高い学問である。私はこれまでアメリカ政治を基盤に情

報通信政策の研究を行ってきたが、将来的にはその専門性を生かして、異分野の研究者との連

携による授業・研究指導に尽力したい。そういう観点から、2012 年度は初めて情報コミュニケ

ーション学のコーディネーターを務め、学部内のアメリカ社会に詳しい教員と、外部の専門家

や実務家をお招きして、講義を行った。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 情報政策論Ａ（前期） 

本講義では、日本との比較の視座からアメリカの情報通信政策はどのように形成されるのか、 
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その仕組みから初学者にもわかりやすく解説し、AT&T の分割をはじめアメリカの情報通信政策

の歴史を踏まえ、最近のオバマ政権の情報通信政策の特徴までを網羅して説明してきた。授業

内で連邦通信委員会などのホームページや YouTube の動画も利用することで、学生にインター

ネットを使ってどこに行けばアメリカの情報通信政策の最新情報が入手できるのか、という点

を示すように心掛けた。なお、本授業では就職活動中の 4年生のことを考慮し、出席は取らな

かったが、書評レポートとリサーチ・ペーパー（アメリカのデジタル・デバイドがテーマ）及

び定期試験の結果から総合的に評価した。また、付属高校の高校生も熱心に授業を聴講し、勉

強になったとコメントシートを受け取ったことは、良い励みとなった。 

2. 情報政策論Ａ（英語版） 

本講義は、上述の日本語で行う情報政策論Ａと同様の内容を英語で行うというものであった。

そもそも情報政策論Ａの内容はアメリカの情報通信政策を扱っており、それを留学生ではない

日本人学生に英語で教えて理解できるのかと懸念していたが、予想通り留学経験のある学生し

か履修しに来なかった。しかし非常に少人数の環境で勉強ができるということで履修者は満足

していたようである。また、グローコムの研究者をゲスト・スピーカーに迎えるなど、ネイテ

ィブ・スピーカーによる講義を受ける機会も設けた。履修者とゲスト・スピーカーとの懇談会

の場も設け、少人数であるがゆえに充実した時間を提供できたと思われる。学生はリサーチ・

ペーパーを 2本英語で執筆し、出席点とこのペーパーにより、総合的に評価を行った。 

3. 情報政策論Ｂ 

情報政策論Ａで扱ったアメリカの事例と対比的に、主に日本の情報通信政策について扱うが、

前期未履修者にも配慮して、アメリカの政策形成過程の仕組みについても適宜ふれて講義を行

っている。主に日本の情報通信政策がどのようにして形成されるのか、1985 年の電電公社の民

営化など歴史的展開や官僚制や審議会の役割など政策形成過程の特徴から講義し、政治学初心

者にもわかりやすい内容を心がけている。今年度も情報政策論Ｂでは、日本の情報通信政策に

直接携わる方々として、総務省からゲスト・スピーカーをお招きした。特にこのころ、日本で

初めて電波オークションが行われるという展望が開けた時期であり、その担当部長にお話を伺

う機会は貴重であった。本授業の評価は、出席を重視し、中間試験とレポートで総合的に行っ

た。 

4. 問題発見テーマ演習Ａ 

政治学演習「インターネットが変える政治・選挙―日米韓の比較」ということで、今年度は

テーマ設定を行った。『インターネットが変える選挙―米韓比較と日本の展望』に加えて三浦博

史『ネット選挙革命』などを題材に、日本の政治や選挙がネットの利用が進むことでどのよう

に変わるのか、あるいは変わらないのか、という点を議論することに主眼を置いた。履修者も

多く、出席率も高かったので、毎回グループディスカッションの時間を設けることができた。

2002 年の韓国大統領選挙戦に携わった経験を持つ李洪千氏をゲスト・スピーカーとして迎え、

韓国の選挙についてご講演いただいた。またゲスト・スピーカーとともに学生とランチをとり、

学生にとってとても楽しいひと時だったようである。 

5. 問題発見テーマ演習Ｂ 

政治学演習「アメリカ政治と社会」ということで、テーマ設定を行った。履修者が前期のテーマ演 

習Ａよりさらに増え、19 名となった。選挙や政策過程、メディアの役割、大統領制、マイノリティ

の問題など、アメリカ政治・社会の諸問題について講義を担当教員が行い、それをベースにグループ 
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ディスカッションを学生がしていく形式をとる。アメリカ政治・社会をより深く理解するために、映

画もテキストとして利用した。また、評価は出席・書評レポート・試験による総合評価であった。 

6. 問題分析ゼミナール（通年） 

当該年度の3年生は非常に勉強熱心な学生が集まった。前期は『インターネットが変える選挙―米

韓比較と日本の展望』を輪読し、選挙とSNSを切り口に現代の情報社会における政治参加の問題を検

討した。江戸川区議会議員をゲスト・スピーカーにお迎えし、現実の政治の世界を垣間見ることがで

き、学生は大変喜んでいた。3年生は夏以降「デジタル・デバイド」を大きなテーマとして、各自が

個別テーマを設定しリサーチ・ペーパーを執筆することとした。そのうち1名は情コミジャーナルに

投稿した結果、佳作の対象となり、本人にとっても、指導する側にとっても、非常に嬉しいできごと

であった。 

また、今年度から学生の協力により、ゼミのブログを大幅にリニューアルした。 

（http://kiyoharaland.com/） 

後期は、政治学の基本的な考え方について知識を養うため、森脇雅俊『政策過程』を輪読した。ま

た、学生の論文発表の際に、総務省から毎年鈴木茂樹氏にお越しいただき、コメントを頂いており、

ゼミ生には大変好評であった。 

7. 問題解決ゼミナール（通年） 

3、4年のゼミは2コマ連続合同で行った。夏合宿は房総半島の安房鴨川で行い、4年生の卒業論文

の進捗状況の説明、3 年生のリサーチ・ペーパーの方向性の確認に加え、南房総 IT 推進協議会の方

にゲスト・スピーカーでお越しいただき、南房総の地域SNSの実態と課題についてお話を伺うことが

できた。今回初めて合宿先を大学のセミナーハウス以外にしたことで、地元の方のお話を伺うことが

でき、良かったと思われる。 

後期には、卒論の進捗状況に合わせて、研究報告を数回行った。最終的には、4年生の卒論、3年

生のリサーチ・ペーパーを集め、ゼミの思い出写真などを入れた卒業論文アルバム集を作成した。毎

年4年生の思い思いの卒業論文アルバム集ができあがるのは、ゼミの歴史を積み重ねる上でよい取り

組みである。なお、情コミジャーナルに、4年生からも一人投稿し、掲載が決定した。毎年情コミジ

ャーナルに投稿するように勧めているが、投稿した論文が無事に採録決定されると、指導する側もほ

っとすると同時に大きな励みになる。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 情報政策論Ａ（前期） 

本講義では前年度に続き、アメリカの情報通信政策はどのように形成されるのか、その仕組み

から初学者にもわかりやすく解説し、AT&Tの分割をはじめアメリカの情報通信政策の歴史を踏ま

え、最近の新しいオバマ政権の情報通信政策について、これまでとの差異や今後の展望について

検討してきた。授業内で連邦通信委員会などのホームページやYouTubeの動画も利用することで、

学生にインターネットを使ってどこに行けばアメリカの情報通信政策の最新情報が入手できる

のか、という点を示すように心掛けた。なお、本授業は、出席点、書評レポートと定期試験を総

合して評価対象とした。 

2. 情報政策論Ｂ（後期） 

情報政策論Ａで扱ったアメリカの事例と対比的に、主に日本の情報通信政策について扱うが、 

前期未履修者にも配慮して、日本の情報通信政策がどのようにして形成されるのか、歴史的展 

開や政策形成過程の特徴から講義し、政治学初心者にもわかりやすい内容を心がけた。今年度 
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も情報政策論Ｂでは、日本の情報通信政策に直接携わる方々として、総務省からゲスト・スピ

ーカーをお招きした。本授業の評価は、出席を重視し、小レポートと期末レポートで総合的に

行った。 

3. 基礎ゼミナール（通年） 

本年度の基礎ゼミナールのテーマは「政治学入門―メディアが政治や選挙に与える影響を考

える」である。前期は 3名 1チームとして、自分たちで選択したニュースに関する新聞報道の

温度差について比較検討を行った。また、政治学の基本的文献について担当教員による解説及

び履修者による報告を中心に授業を進めた。後期は、2012 年 12 月に衆議院総選挙が行われた

ため、選挙に関する新聞・テレビの報道分析をグループ単位で行ったり、政策論争を政党ごと

に比較検討する試みも行った。また、元江戸川区議会議員（衆議院選に出馬）をゲスト・スピ

ーカーにお招きし、学生の選挙や地方自治に対する関心を高めるような工夫を行った。最終的

には個々人がメディア・ネット、政治、選挙という大きなテーマから、リサーチ・ペーパーを

執筆し、ペーパーの内容を整理してプレゼンも行った。初めての試みとして、1 年生の今後の

論文執筆の参考になるように、清原ゼミ 3、4年生の情コミジャーナル論文掲載決定者 3名によ

る研究発表を聞く機会も設けた。その発表の後の 1年生の発表を聞くと、先輩の発表を聞く効

果は大きかった。 

4. 問題発見テーマ演習Ａ（前期） 

本年度前期のテーマは、政治学演習「インターネットが変える政治・選挙―日米韓の比較」

であった。基本的には、前年度と同じ内容である。「アラブの春」に象徴されるように、インタ

ーネットが近年様々な国の政治に及ぼす影響は大きい。そこで、『インターネットが変える選挙

―米韓比較と日本の展望』などの文献を読むことを中心に、日本、アメリカ、韓国の政治や選

挙がネットの利用が進むことでどのように変わるのか、どのような影響を受けているのか、と

いう点を議論することに主眼を置いた。履修者も多く、出席率も高かったので、毎回グループ

ディスカッションの時間を設けることができた。2002 年の韓国大統領選挙戦に携わった経験を

持つ李洪千氏をゲスト・スピーカーとして迎え、韓国の選挙についてご講演いただいた。それ

を機会に、韓国をリサーチ・ペーパーの事例に取り入れようとする履修生が増えたようであっ

た。 

5. 問題発見テーマ演習Ｂ（後期） 

本年度のテーマは、前年度と同じく、政治学演習（アメリカ政治と社会）であった。進め方

は前年度と違い、毎回担当者を決め、担当者がテキストの内容を簡潔にプレゼンした上で、全

体でディスカッションを行った。選挙や政策過程、メディアの役割、大統領制、マイノリティの問

題など、様々なトピックを扱ったが、本年度の履修生は外交政策に関心が高かった。日米関係では

TPPをめぐる問題が、また、尖閣諸島をめぐる日中関係の危機感からか、日米関係をどうとらえるか、

沖縄の米軍基地をどうするべきか、といったことに関心の強い学生が多かった。また、アメリカ政治・

社会をより深く理解するために、映画もテキストとして利用した。評価は出席・リサーチ・ペーパー

による総合評価である。 

6. 情報コミュニケーション学（通年） 

情報コミュニケーション学は 3年生の選択必修科目である。本年度初めてそのコーディネー

ターを務めた。テーマは、「アメリカ社会を知る」とした。本授業は、全部で 15回の講義と、 

学生のグループワークによる小レポート作成、そして、最終レポートの提出から構成されてい 
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る。15回の講義では、本学部の鈴木健、鈴木健人両先生に計３回ご講義いただき、コーディネ

ーターも 4回講義を行った。その他の回は、東京大学大学院法学政治学研究科から久保文明教

授、前在米日本大使館藤野克参事官など、研究者や実務家をお招きして、それぞれのご専門の

立場から、学生のアメリカ社会に対する理解を深めるためのご講義をお願いした。当初小レポ

ート作成では、グループワークに対する履修者間での戸惑いもあったようだが、最後のレポー

ト作成あたりに来ると、お互いのこともわかるようになって役割分担もできてきたようであっ

た。最終回のコメントを見ると、履修者の反応は総じて良かったようである。 

7. 問題分析ゼミナール（通年） 

3、4年生のゼミでは、2年間を通じて、政治学的アプローチから情報通信政策の研究を進め

ている。昨年同様、3年と 4年のゼミは基本的に合同で、2コマ連続で行っている。それには 3

年生に、卒業論文の準備を進めている 4年生からいい刺激を受けてもらいたいという目的があ

る。前期は、秋吉貴雄・伊藤修一郎・北山俊哉著『公共政策学の基礎』（有斐閣ブックス、2010

年）を輪読した。また、6月には、明治大学がホスト校となり、ICPC（情報通信政策研究会議）

を開催し、3 年生が中心となり、開催運営に尽力した。彼らのテキパキとした手際の良さに、

参加した社会人からは、非常に感謝された。夏のゼミ合宿は 4年生と合同で清里セミナーハウ

スにて 2 泊 3 日で行った。3 年生は、後期に執筆するリサーチ・ペーパーの第 1 回目の発表を

行った。また、初めてのディベート大会では、優勝者へのソフトクリームを目指してか、よく

下準備をしており、白熱した議論が繰り広げられた。後期には、ゼミ生の一部は、アメリカ大

使館で行われた大統領選挙イベントに司会、カメラ係、助手として参加し、大使館からは感謝

状を頂いた。学生にとっては非常に良い経験ができた。情コミジャーナルについては、3年生 2

名が投稿し、2名とも掲載された（そのうち 1名は佳作）。後期には、藤野克著『インターネッ

トに自由はあるか―米国 ICT 政策からの警鐘』（中央経済社、2012 年）を輪読し、英字新聞の

逐語訳なども行った。最後に、1年間の集大成として、リサーチ・ペーパーのプレゼンを行い、

論文を提出した。 

8. 問題解決ゼミナール（通年） 

4 年生のゼミでは、一人一人が教員と相談しながら自分で選んだテーマについて、卒業論文

を書き上げることが活動の中心となる。就職活動が早く終わり、4 月から 3 年生とゼミに全出

席できる者もいれば、公務員試験の勉強と掛け持ちして、あまり参加できない者もいたが、数

回の卒論中間発表・最終発表を行い、卒論を無事に提出するとゼミの卒業となる。特に、上述

の ICPC（情報通信政策研究会議）では、4年生一名が代表して研究発表を行った。惜しくも優

勝を逃したが、レベルの高い、今後が期待できる発表だという評価も得られた。夏休み前最後

のゼミでは、3、4年一緒にドコモ見学会を行った。新しい通信サービスの展開など、日ごろ情

報通信分野に関心の高いゼミ生にとっては、興味深い展示などが見られた。夏合宿では、4 年

生も 3年生とチームになって、ディベート大会に参加した他、卒業論文の研究進捗状況につい

て発表した。また 3日間の合宿を通じて、バーベキューや、清里の清泉寮を訪れたり、花火大

会、卓球大会などを行って、3 年生との交流が非常に深まったようである。後期は 4 年生 1 名

が情コミジャーナルに投稿し、佳作を受賞することができた。最終的に、3 年のリサーチ・ペ

ーパーと 4 年の卒論を一つにまとめ、2 年間のゼミ活動の記録として、卒業論文アルバム集が

完成した。3年生主催の「追いコン」では、ボーリングも楽しむなど、最後まで 3、4年生が学

年の枠を超えて仲よく、勉学に切磋琢磨した 1年であった。 
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２－３ その他の教育上の取組み  

 総務省や通信事業者など、情報政策論に関係の深い職種の方々を情報政策論や3、4年ゼミにゲス

ト・スピーカーとしてお迎えして、ゼミ生と交流を持てる機会を増やすようにしている。これまで情

報政策論の履修者の中には、そうしたゲスト・スピーカーの講演を聞けたことで、放送局や通信会社、

インターネット・サービス・プロバイダー、総務省などを就職先として考えるよいきっかけになった

というものも複数人いた。また、2011年度、2012年度には学会の研究会やICPCなど、外部の研究者

や他大の学生との交流も図れるような機会を提供した。とりわけ、2012 年はアメリカ大使館で行わ

れた大統領選挙イベントに希望者を連れて行ったことは、学生にとって非常に貴重な経験となったと

言える。ゼミも講義科目も含め、基本的に本を読んで知識を得るだけでなく、実務家との対話や研究

会への参加を通じて、この分野の仕事や研究の面白さを知ってもらえるように、学生には様々な機会

を提供していけるようにしたいと考えている。 

  

（３）研究成果報告 
＜著書＞ 

1. 清原聖子、「Chapter 10 ティー・パーティ運動とテレコミュニケーション政策 FCCによるネッ

トワーク中立性の規則制定をめぐって」、久保文明＋東京財団「現代アメリカ」プロジェクト編

著、『ティー・パーティ運動の研究―アメリカ保守主義の変容』NTT出版、2012年１月、162-179

頁。 

2. 清原聖子、「第 1 章 アメリカのインターネット選挙キャンペーンを支える文脈要因の分析」、

清原聖子、前嶋和弘編著『インターネットが変える選挙―米韓比較と日本の展望』、慶応義塾大

学出版会、2011年1月、1－25頁。 

＜論文＞ 

1. Shoko Kiyohara, “Overview of the Policy on Network Neutrality in Japan: In Comparison 

with the Policy Development in the U.S.”, Journal of Law & Economic Regulation, 

Center for Law & Public Utilities, Vol.5, No.1, 2012 May, pp.48-59. 

2. 清原聖子、「ネットワーク中立性をめぐる FCC の規則制定過程におけるイデオロギー対立」、

『InfoCom Review』、第 55 号、2011 年、32－44 頁。 

3. 清原聖子、「“日本版 FCC”構想に関する論考―独立行政委員会の政治的中立性の観点から

―」、『電子情報通信学会誌』、Vol.94、 No.5、 2011 年、 354-358 頁。 

4. 清原聖子、「ティー・パーティ運動とオバマ政権のテレコミュニケーション政策―FCC によ

るネットワーク中立性の規則制定をめぐって―」、東京財団論考、2011 年 6 月 7 日

（http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=761） 

＜学会報告＞ 

1. 清原聖子、「2012 年米国大統領選挙・共和党予備選挙に見られる新しい情報技術の活用と

草の根運動―日本におけるネット選挙解禁議論との比較の視座から―」韓国日本学会・日

本政経社会学会、ソウル、淑明女子大学、2012 年 8月 24 日 

2. 清原聖子、「現代アメリカのテレコミュニケーション政策ネットワークの変容とイデオロ

ギー対立―ネットワーク中立性の規則制定を事例に―」2011 年度日本比較政治学会大会、

北海道大学、2011 年 6月 19 日 

＜研究成果報告書＞ 
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清原聖子、「日米韓比較によるネット選挙の発展メカニズムの実証的研究」サントリー文 

化財団研究助成の研究成果報告書、2012 年 8 月 

（http://www.suntory.co.jp/sfnd/research/detail/201112.html） 

＜研究費獲得実績＞ 

1. サントリー文化財団研究助成研究課題「日米韓比較によるネット選挙の発展メカニズムの

実証的研究」（共同研究：研究代表者）（2011 年 8月～2012 年 7月） 

2. 科学研究費補助金若手研究（B）（研究課題番号 22700261）研究課題「現代アメリカにおけ

るテレコミュニケーション規制改革メカニズムに関する実証的研究」（個人研究）（2010 年

4 月～2013 年 3月） 

 
（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 情コミジャーナル編集委員（2011 年度、2012 年度） 

2. 紀要編集委員会・FD 担当委員会（2012 年度） 

４－２ 大学業務  

1. 社会連携促進知財本部会議委員（2011 年度、2012 年度） 

2. 社会科学研究所運営委員会委員（2011 年度） 

3. 国庫助成推進委員会委員（2012 年度） 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 情報通信学会会員・同学会情報社会システム研究会主査（2011 年度） 

2. アメリカ学会会員・編集委員会委員（2012 年度～） 

3. 日本政治学会員 

4. 日本比較政治学会会員 

5. 日本社会情報学会会員 

6. 慶應法学会会員 

7. 日本マス・コミュニケーション学会会員 

５－２ 講演・講師・出演  

1. American University Washington College of Law・講演（招待）、2013 年 3月 19 日 

2. 共同通信 取材、2013 年 3月 15 日、2013 年 3月 31 日に地方紙に掲載 

3. フジテレビ「知りたがり！」VTR 出演、2013 年 3月 1 日 

4. 朝日新聞 取材、2013 年 2月 23 日コメント掲載 

5. テレビ朝日 「報道ステーション」取材、2013 年 2月 19 日収録、2013 年 3月 19 日放送 

6. NHK ラジオ第一「私も一言！夕方ニュース」出演、2013 年 2月 15 日 

7. 産経新聞「オピニオン 金曜討論」取材、2013 年 1月 18 日掲載 

8. NHK 「Newsweb24」出演、2012 年 12 月 21 日 

9. アメリカ大使館 2012 年米国大統領選挙イベント講演、2012 年 11 月 7日 

10. 2011 CELPU 7th International Conference in Singapore・講演（招待）、2011 年 11 月 24 
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鈴木 健人（すずき たけと） 

  

1958 年東京生まれ。学習院大学法学部政治学科卒業。同大学院政治学研究科政治学専攻博士

前期課程修了。同後期課程単位取得満期退学。この間、1988年から1990年までシカゴ大学政治

学大学院に学ぶ。広島市立大学国際学部助手、同講師、同助教授、同准教授を経て、2009 年 4

月より明治大学情報コミュニケーション学部に赴任。博士（政治学）。広島修道大学、北九州市

立大学等で非常勤講師。 

 著書に『問題解決のコミュニケーション：学際的アプローチ』（共編著）（白桃書房、2012年）、

『国際関係論と歴史学の間で：斉藤孝の人と学問』（共著）（彩流社、2012 年）、『現代アジアの

変化と連続性』（共著）（広島市立大学国際学部現代アジア研究会編）（彩流社、2008 年）、『「封

じ込め」構想と米国世界戦略――ジョージ・Ｆ・ケナンの思想と行動、1931 年～1952 年――』

（単著）（渓水社、2002年）、『二十世紀政治史の諸問題』（共著）（斉藤孝編）（彩流社、1997年）

など。論文に “The Necessity of Political Settlement: George F. Kennan’s Strategic Thought 
and U. S. War Objectives against the Soviet Union in the early Cold War,” （『同志社アメリカ

研究』第43号、2007年）、「ケナンの『封じ込め』構想とドイツ問題――分割か統一か 1946年

‐1948 年――」（『中・四国アメリカ学会』第 2 号、 2005 年）など。また翻訳として『冷戦―

―その歴史と問題点――』（河合秀和氏との共訳）（彩流社、2007年）（John Lewis Gaddis, The 
Cold War: A New History, Penguin, 2005 の翻訳）などがある。 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

 科研費により 1950 年以降の米国の世界戦略、特に核兵器を中心とする軍事戦略、同盟形成に

よる外交戦略、第三世界での英国の権益の継承、などの点に焦点を当てて研究を進めている。海

外出張により英国立公文書館および、米国立公文書館などで史料を収集している。また、すでに

発表したジョージ・Ｆ・ケナン論（『「封じ込め」構想と米国世界戦略』渓水社、2002 年）のな

かで検証できなかったテーマである、ドイツにおける兵力引き離し構想、日本の復興と東南アジ

アとの関連などを明らかにしつつある。 

 国際関係論の理論については、ウェントの『国際政治の社会理論』に基づいて構成主義の国際

政治理論を研究中。人間集団が分かち持つ「観念」を、認識論ではなく実体論として把握し、国

家のアイデンティティなどの「観念」が国際社会の現実を構成するところに魅かれている。これ

とウォルツ的なホーリスティックな新現実主義の理論とをどのように総合するのかを研究中。 

 またオバマ政権の核政策についても研究を進めており、その成果の一部は既に学会で報告され

た。（「オバマと核軍縮」、アメリカ学会、大阪大学千里キャンパス、2010 年 6 月、「現代アメリ

カ政治」分科会における報告）。またこのテーマについては、現在、明治大学社会科学研究所紀

要に成果論文を投稿中。 

 政経学部の伊藤教授、東京女子大学の湯浅教授とともに、東アジアにおける中国台頭の意味に

ついて共同研究を行なった。 
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  日 

11. 八千代松陰高校出張講義、2011 年 11 月 14 日 

５－３ その他の社会貢献  

1. 総務省情報通信審議会専門委員 

2. 一般財団法人情報通信振興会（旧電気通信振興会）・理事 

3. 国際大学グローコム客員研究員 

 

以 上 
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学大学院に学ぶ。広島市立大学国際学部助手、同講師、同助教授、同准教授を経て、2009 年 4

月より明治大学情報コミュニケーション学部に赴任。博士（政治学）。広島修道大学、北九州市

立大学等で非常勤講師。 
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など。論文に “The Necessity of Political Settlement: George F. Kennan’s Strategic Thought 
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―その歴史と問題点――』（河合秀和氏との共訳）（彩流社、2007年）（John Lewis Gaddis, The 
Cold War: A New History, Penguin, 2005 の翻訳）などがある。 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

 科研費により 1950 年以降の米国の世界戦略、特に核兵器を中心とする軍事戦略、同盟形成に
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政治理論を研究中。人間集団が分かち持つ「観念」を、認識論ではなく実体論として把握し、国

家のアイデンティティなどの「観念」が国際社会の現実を構成するところに魅かれている。これ

とウォルツ的なホーリスティックな新現実主義の理論とをどのように総合するのかを研究中。 

 またオバマ政権の核政策についても研究を進めており、その成果の一部は既に学会で報告され

た。（「オバマと核軍縮」、アメリカ学会、大阪大学千里キャンパス、2010 年 6 月、「現代アメリ

カ政治」分科会における報告）。またこのテーマについては、現在、明治大学社会科学研究所紀

要に成果論文を投稿中。 

 政経学部の伊藤教授、東京女子大学の湯浅教授とともに、東アジアにおける中国台頭の意味に

ついて共同研究を行なった。 
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１－２ 今後２年間の予定  

科研費による米国の世界戦略について、できるだけ早く成果をまとめる予定である。また、 

ケナン論の研究成果をまとめ増補改訂版を出版するべく努力している。構成主義の国際政治理

論について出来るだけ早く一定の研究成果をあげて発表したい。アメリカ合衆国の外交政策に

ついては、オバマ新政権の核政策に焦点を当て、核軍縮がどの程度進むかについて検証してみ

たい。中国台頭の軍事的意味、とりわけ海洋進出について、明治大学社会科学研究所の総合研

究に採択された（研究代表者）ので、研究を進める予定。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

構成主義の国際政治理論では、人間集団が分かち持つ「観念」も、領土や軍事力と同様に国

際政治の現実を構成するとしている。この意味で、情報とコミュニケーションのあり方が国際

社会全体の現実を作り出しているとも言える。『想像の共同体』は国家だけでなく国際関係に

おいても一定の意義を持つと考えられる。 

 核抑止理論では、自国の能力と意図とについて、潜在敵国にたいして間違いのない情報を伝

える必要があり、コミュニケーションが成立し十全に機能しなければ抑止力そのものが機能し

ない。敵対関係にある国家（群）同士が、どのようにして円滑なコミュニケーションを行うの

かを探求することは学問的にも興味深い。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 「国際関係論」（前期） 

 国際関係論の基本的歴史や概念を講義して、国際社会を見る目を養うよう指導した。また情報

コミュニケーション学の視点から、抑止などの権力関係を関係国相互のコミュニケーションの問

題として捉えることができる点を指摘している。 

2. 「専門情報リテラシー（国際関係）」（後期） 

 インターネットを利用して国内外の情報を収集し分析する手法を講義。また公表された外相会

談などの記録に表れた用語の表現が何を意味しているかなどを解説。 

3. 「基礎ゼミナール」（通年） 

第一次世界大戦から第二次世界大戦へといたる世界の歴史を題材にして、レジュメの作り方、

口頭報告の仕方、レポートの書き方などを指導。同時に歴史的知識の習得にも努めている。歴史

をある程度習得した後、基本的な政治学の文献を読み、日本ファシズムの分析を通じて学術論文

の読解や理論的な思考法について学ぶよう促している。 

4. 「問題発見ゼミナールA」（前期） 

 国際関係論についての基本的文献と古典を読み、国際関係史の概容を学ぶとともに、戦争と平

和の問題について学生が自ら考え議論ができるように指導した。学生の積極的な参加を得て一定

の成果をあげることができた。 

5. 「問題分析ゼミナール」（通年） 

 国際関係論の基礎を学んだ後、グループ研究を進めて発表してもらうようにしている。欧州統 
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合、ヴェトナム戦争、1968 年の国際社会、パレスチナ問題、日米関係など、広い範囲にわたって

研究をしてもらい、その成果に基づいて議論をした。 

6. 「問題解決ゼミナール」（通年） 

 個人研究やグループ研究を基にして、卒論にまとめるよう指導している。 

7. 「情報コミュニケーション学入門A」 

 国際関係論における構成主義の理論を簡単に紹介し、情報コミュニケーション学の入門とした。 

8. 「問題発見ゼミナールB」（後期） 

 冷戦の歴史を学びながら、国際社会を分析する上で重要な、イデオロギー、アイデンティティ、

権力、など基本的な概念を習得させ、理論的な視角から対象を分析し、学生が自分で考えて意見

を展開できるように促している。 

9. 「アメリカ政治論（アメリカ政治外交史Ⅰ）」（後期） 

 政経学部の授業を担当し、アメリカの歴史を素材にしながら、三権分立、共和主義などの基礎

的概念と、米国と世界との関係について講義している。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 「国際関係論I」（前期） 

 国際関係論の基本的歴史や概念を講義して、国際社会を見る目を養うよう指導した。「国際関係

論II」の学習の準備段階として重要な問題を解説するよう努めた。 

2. 「国際関係論II」（後期） 

 「国際関係論I」の内容を前提にし、やや難解な理論について講義した。情報コミュニケーショ

ン学の視点から、抑止などの権力関係を関係国相互のコミュニケーションの問題として捉えるこ

とができる点を指摘している。 

3. 「基礎ゼミナール」（通年） 

第一次世界大戦から第二次世界大戦へといたる世界の歴史を題材にして、レジュメの作り方、

口頭報告の仕方、レポートの書き方などを指導。同時に歴史的知識の習得にも努めている。歴史

をある程度習得した後、基本的な政治学の文献を読み、日本ファシズムの分析を通じて学術論文

の読解や理論的な思考法について学ぶよう促している。 

4. 「コミュニケーションC」（前期） 

 コミュニケーションの実践的教育として、社会の具体的な諸問題を取り上げ、学生にプレゼン

テーションをしてもらい、教室全体で特定のテーマについて議論するように促した。 

5. 「問題分析ゼミナール」（通年） 

 国際関係論の基礎を学んだ後、グループ研究を進めて発表してもらうようにしている。欧州統

合、環境問題、日本の領土問題、日米関係など、広い範囲にわたって研究をしてもらい、その成

果に基づいて議論をした。 

6. 「問題解決ゼミナール」（通年） 

 個人研究やグループ研究を基にして、卒論にまとめるよう指導している。 

7. 「情報コミュニケーション学入門A」 

 国際関係論における構成主義の理論を簡単に紹介し、情報コミュニケーション学の入門とした。 



25 

〈鈴木健人〉社会システムと公共性 
 

 25

合、ヴェトナム戦争、1968 年の国際社会、パレスチナ問題、日米関係など、広い範囲にわたって

研究をしてもらい、その成果に基づいて議論をした。 

6. 「問題解決ゼミナール」（通年） 

 個人研究やグループ研究を基にして、卒論にまとめるよう指導している。 

7. 「情報コミュニケーション学入門A」 

 国際関係論における構成主義の理論を簡単に紹介し、情報コミュニケーション学の入門とした。 

8. 「問題発見ゼミナールB」（後期） 

 冷戦の歴史を学びながら、国際社会を分析する上で重要な、イデオロギー、アイデンティティ、

権力、など基本的な概念を習得させ、理論的な視角から対象を分析し、学生が自分で考えて意見

を展開できるように促している。 

9. 「アメリカ政治論（アメリカ政治外交史Ⅰ）」（後期） 

 政経学部の授業を担当し、アメリカの歴史を素材にしながら、三権分立、共和主義などの基礎

的概念と、米国と世界との関係について講義している。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 「国際関係論I」（前期） 

 国際関係論の基本的歴史や概念を講義して、国際社会を見る目を養うよう指導した。「国際関係

論II」の学習の準備段階として重要な問題を解説するよう努めた。 

2. 「国際関係論II」（後期） 

 「国際関係論I」の内容を前提にし、やや難解な理論について講義した。情報コミュニケーショ

ン学の視点から、抑止などの権力関係を関係国相互のコミュニケーションの問題として捉えるこ

とができる点を指摘している。 

3. 「基礎ゼミナール」（通年） 

第一次世界大戦から第二次世界大戦へといたる世界の歴史を題材にして、レジュメの作り方、

口頭報告の仕方、レポートの書き方などを指導。同時に歴史的知識の習得にも努めている。歴史

をある程度習得した後、基本的な政治学の文献を読み、日本ファシズムの分析を通じて学術論文

の読解や理論的な思考法について学ぶよう促している。 

4. 「コミュニケーションC」（前期） 

 コミュニケーションの実践的教育として、社会の具体的な諸問題を取り上げ、学生にプレゼン

テーションをしてもらい、教室全体で特定のテーマについて議論するように促した。 

5. 「問題分析ゼミナール」（通年） 

 国際関係論の基礎を学んだ後、グループ研究を進めて発表してもらうようにしている。欧州統

合、環境問題、日本の領土問題、日米関係など、広い範囲にわたって研究をしてもらい、その成

果に基づいて議論をした。 

6. 「問題解決ゼミナール」（通年） 

 個人研究やグループ研究を基にして、卒論にまとめるよう指導している。 

7. 「情報コミュニケーション学入門A」 

 国際関係論における構成主義の理論を簡単に紹介し、情報コミュニケーション学の入門とした。 



26 

社会システムと公共性〈鈴木健人〉 

 26

8. 「コミュニケーションD」（後期） 

 「コミュニケーションC」の授業を基礎にして、学生のコミュニケーション能力を鍛えた。教科 

書が完成したので、それを利用しながら授業をすることができた。 

9． 「アメリカ政治論」（後期） 

 政経学部の授業を担当し、アメリカの歴史を素材にしながら、建国期の諸問題、三権分立、共

和主義などの基礎的概念と、米国と世界との関係について講義している。 

２－３ その他の教育上の取組み  

 夏季休業中に実施した合宿には、基礎ゼミに参加している 1 年生、問題発見ゼミＡに参加して

いる 2 年生、問題分析ゼミに参加している 3 年生、問題解決ゼミに参加している 4 年生を参加さ

せ、学年の枠を超えて議論をし、交流を深めた。3年生はゼミ大会に挑戦するよう指導し、一定の

成果を収めた。 

 
（３）研究成果報告 
1. 史料翻訳と解説 歴史学研究会編『世界史史料 第 11巻 20 世紀の世界Ⅱ』（岩波書店、

2012 年、61-63 頁、65-68 頁。） 

2. 論文「アメリカ冷戦外交における『力の立場』の論理とその限界：アチソン国務長官・ニ

ッツェ政策企画室長と NSC-68」、『情報コミュニケーション学研究』第８・９合併号、2010

年 3 月、明治大学情報コミュニケーション学研究所。19－39 頁。（閲読有）。 

3. 翻訳 ピーター・グローズ『学問とビジネスの出会い：シンクタンクはいかに社会と政策

に貢献できるか』（共訳。第 5 章後半から第 6 章前半までを訳出。）（フォーリン・アフェ

アーズ・レポート、2010 年 5 月）（Peter Grose, Continuing the Inquiry: the Council on 
Foreign Relations from 1921 to 1996, (Foreign Affairs Anthology, Vol. 30)の翻訳）。 

4. 書評「佐々木卓也著『アイゼンハワー政権の封じ込め政策――ソ連の脅威、ミサイル・ギ

ャップ論争と東西交流』有斐閣、2008 年、254 頁」の書評。（『国際安全保障』第 36 巻、

第 2号、2008 年 12 月（2009 年 3 月発行）。97－102 頁。依頼論文。） 

5. 書評「菅英輝編著『冷戦史の再検討――変容する秩序と冷戦の終焉』法政大学出版会、2010

年の書評」。（『アメリカ学会会報、No. 173, 2010 年 7 月、９頁。依頼論文）。 

6. 学会報告「オバマと核軍縮」、アメリカ学会、大阪大学千里キャンパス、2010 年 6月、「現

代アメリカ政治」分科会における報告。依頼公演。 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. ジェンダーセンター運営委員会（2010 年度－） 

ジェンダーセンターの運営について意見を述べている。 

2. 修学委員会（2009 年度－） 

取得単位の少ない学生への対応を検討。学生相談室委員になったことにより引き続き参加し

ている。 
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3. 図書委員会委員（2010 年度－2011 年度） 

学部での資料購入の要望を取りまとめた。 

4. 懲戒委員会（委員長）（2012 年度） 

学生の不正行為に対して懲戒を行った。 

5. 教務主任（2013 年度―） 

駿河台キャンパスの授業計画等を担当。 

４－２ 大学業務  

1. 図書委員会委員（2010 年度－2011 年度） 

全学レベルの図書委員会に出席し、学部との連絡に当たっている。 

2．学生相談室委員（2011 年度－2012 年度） 

学生相談室の活動に参加し、学生の精神的・心理的ケアに協力している。 

3．社会科学研究所運営委員会委員（2011 年度－2012 年度、2013 年度－） 

社会科学研究所の運営について意見を述べている。また研究費の申請などを審査している。 

4. 教務主任（2013 年度－） 

全学の教務委員会に出席し、意見を述べる。 

 
（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本国際政治学会 

2. 日本政治学会 

3. 日本西洋史学会 

4. 歴史学研究会 

5. 国際安全保障学会 

6. アメリカ学会 

 
以 上 
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武田 政明（たけだ まさあき） 

 

１９５２年神奈川県川崎市に生まれる。１９７６年明治大学法学部法律学科卒業。１９８１

年明治大学大学院法学研究科民事法学専攻博士後期課程単位取得満期退学。同年明治大学短期

大学法律科助手。以後同短期大学専任講師、助教授を経て、現在、明治大学情報コミュニケー

ション学部准教授。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

男女、夫婦、親子、親族等の関係において生ずる家族法が解決の重要部分をしめる問題点に

ついて研究してきている。特に、社会において家族法に期待される機能の変遷が当該問題解決

に大きな影響を与える問題点に重きを置いて、家族法条文上は大きく改正されないままに、そ

の変遷が条文の解釈に反映され、司法上の解決の結論が大きく変わることとなった問題点につ

いて研究している。この研究方針から、無戸籍児の問題が現代社会に提示する国の基本制度に

対する構成の前提理念の変更に関する問題について研究している。 

１－２ 今後２年間の予定  

 過去 2年間の実績で示した研究の基本を継続する。我が国の家族法と密接な関係を有する国

が定める戸籍制度や児童福祉に関する諸制度等について、その制度構成の基本構造を決定する

前提理念の変更の必要性に関わる諸問題を研究する予定である。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

現実社会に暮らしている人々が、平穏に安心してのびのびと和やかに暮らせる社会の構築の

ために必須となる可能な具体的提言を目指して、たくさんの学問領域から重層複合的に地道に

研究することの集積が、結果として情報コミュニケーション学という新しい学問の確立に資す

ることになると考えている。したがって、このような研究成果を集積することに傾注する。研

究の基本に新たなこのような視座をおくならば、研究成果は必然的に多方面からバランスよく

人々の現実生活に資することになるので、情報コミュニケーション学という学問の定義や意義

付けについて、特に意識して研究を進める必要はあまりないと考えている。 

 また、研究対象が属する学問・学系領域についても、全ての問題はあらゆる学問・学系領域

と重層複合的に関わりを有して研究することによって実際生活において大きな意味を有する

と考えている。したがって、研究の成果を社会において効率よく生かせるという研究の社会に

おける貢献度という観点からは、このように研究することこそが、本来の研究の通常の姿であ

ると認識している。そのため、当該の研究テーマが、従来の観点からの所属領域や学問体系上

の辺縁や中心にあるか、すなわち既存の分類による学問領域の中心に位置するか学際領域に位

置するか等は、研究成果の社会貢献度とは直接の関係は見出せないと考えている。情報コミュ

ニケーション学による研究は、その研究対象問題の解析に必要な限り、力量の限界には制約さ

れるが、あらかじめの学問領域に拘束されることなく可能とする限りあらゆる領域からを研究

対象とすると考えている。 
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（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 基礎ゼミナール(通年) 

自分の意見や見解を相手に正確に伝えられ、他人の意見や見解もその内容を正確に理解する

ことができるようになるための練習に重きを置いた授業をした。また、ゼミナールを実り多き

ものにするために、実社会においても役立つように、相手が意見や見解を表明したくなるコミ

ュニケーションの仕方の修得のための練習もした。 

2. 問題発見テーマＡ・Ｂ（通年） 

家族法上の重要問題の本質を発見、理解するための基本を学ぶのに適した題材を提供するこ

とにより、既存の法や制度を学ぶことの重要性を実践的に理解してもらうことができた。 

3. 問題分析ゼミナール（通年） 

実現の可能が僅かでも実際に効果がある現実生活に資する具体的提言をするためには、人の

心の奥底に潜み人の行動を規定する内心の意思や、個人、社会、世界に存在する多様な価値観

に深く分け入った上で導かれたものでなくてはならないことの重要性を認識してもらうこと

に重きを置いた。 

4. 問題解決ゼミナール（通年）  

問題分析ゼミナールで学んだことを踏まえて、各自が選んだ家族法上の問題について、実現

可能な具体的提言をしてもらうことができた。 

5. 日本事情（前期） 

 留学生が受講する授業であることに重きを置いて、日常の日本での生活の中から、多くの者

が疑問に思うであろう問題や、より詳しく知りたいと思うであろう問題を教材として選んで、

それらの具体的問題から発展させる形で、日本法の概略や、特徴的な日本法特有の基本的価値

観について理解してもらう授業をした。 

6. 市民社会と法Ⅰ・Ⅱ（前期・後期） 

 社会生活をする市民として是非とも知っておくべき重要な法律知識について、単なる知識の

暗記に陥ることなく、その知識を知らなくてはならない理由やその知識がどのように社会生活

において機能しているか等、現実生活との接点を重視する形で、市民社会において重要な法を

理解してもらうことに重きを置いた授業をした。 

7. 家族と法Ⅰ・Ⅱ（前期・後期） 

 家族に関わる重要な法律知識について、その重要性の意義、抱えている問題点を解説し、今

後の家族法の大幅な改正にも対処しうるよう、学生が家族に関する法が今後どのように変わる

必要があるかを考える契機となる内容の授業をした。 

8. 法学（後期） 

  総論として、法一般に共通する基本として理解しておくべき事項について解説し、各論とし

て、社会において重要な機能を営む代表的な法の概説的な解説をすることにより、全体として

法一般および日本法についての概略を理解するための授業をした。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 基礎ゼミナール（通年） 
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自分の意見や見解を相手に正確に伝えられ、他人の意見や見解もその内容を正確に理解する

ことができるようになることを目指している。また、ゼミナールを実り多きものにするために、

実社会においても役立つように、相手が意見や見解を表明したくなるコミュニケーションの仕

方の修得も目指している。 

2. 問題発見テーマ A・B(通年) 

 家族法上の重要諸問題の本質を発見、理解するための基本を学ぶことを目指している。その

ために、既存の法や制度について正確な専門的な知識が得られるようにすることを第一目的と

している。その上で、問題を生じさせる人々の心理や社会生活上の原因についても考えさせる

こととしている。 

3. 問題分析ゼミナール（通年） 

 家族法に関わる問題として、高齢者と家族の関係において生ずる問題を広い視点から学習す

ることを目指している。 

4. 問題解決ゼミナール(通年) 

 問題分析ゼミナールで学んだことを前提として、各自が深めたいと選択した問題についての

具体的解決策を提言することを目指している。 

5. 日本事情（前期） 

 留学生が受講する授業であることを考慮して、日常の日本での生活の中から、多くの留学生

が疑問に思うであろう問題や、より詳しく知りたいと思うであろう問題を教材として選んで、

それらの具体的問題から発展させる形で、日本法の概略や、特徴的な日本法特有の基本的価値

観について理解してもらうことを目指している。 

6. 市民社会と法Ⅰ・Ⅱ（前期・後期） 

 社会生活をする市民として是非とも知っておくべき重要な法律知識について、単なる知識の

暗記に陥ることなく、その知識を知らなくてはならない理由やその知識がどのように社会生活

において機能しているか等、現実生活との接点を重視する形で、市民社会において重要な法を

理解してもらうことを目指している。 

7. 家族と法Ⅰ・Ⅱ（前期・後期） 

 家族に関わる重要な法律知識について、その重要性の意義、抱えている問題点を解説し、今

後の家族法の大幅な改正にも対処しうるよう、学生が家族に関する法が今後どのように変わる

必要があるかを考える契機となることを目指している。 

8. 法学（後期） 

  総論として、法一般に共通する基本として理解しておくべき事項について解説し、各論とし

て、社会において重要な機能を営む代表的な法の概説的な解説をすることにより、全体として

法一般および日本法についての概略を理解することを目指している。 

２－３ その他の教育上の取組み  

情報コミュニケーション学入門Ａの担当回の講義において、法の世界においても、国家の基

本を支える重要な国家制度に関する法文でありながら、その適用の実際においては、法文の存

在意義が問われるほどにその文言と著しく乖離しているものが少なからずあることを示し、広

くこの国の法治国家としての危機的側面について考えてもらうこととしている。 



31 

社会システムと公共性〈武田政明〉 

 31

 
（３）研究成果報告 
 『コンダクト民法』嵯峨野書院 第８章 夫婦・親子（2013 年 4 月刊行予定） 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. ジェンダーセンター委員 

４－２ 大学業務  

1. 国庫助成推進委員会委員 

2. 心理臨床センター運営委員 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本私法学会 

2. 日本比較法学会 

3. 日本家族〈社会〉と法学会 

4. 日本法政学会 

 
以 上 
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（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 基礎ゼミナール(通年) 

自分の意見や見解を相手に正確に伝えられ、他人の意見や見解もその内容を正確に理解する

ことができるようになるための練習に重きを置いた授業をした。また、ゼミナールを実り多き

ものにするために、実社会においても役立つように、相手が意見や見解を表明したくなるコミ

ュニケーションの仕方の修得のための練習もした。 

2. 問題発見テーマＡ・Ｂ（通年） 

家族法上の重要問題の本質を発見、理解するための基本を学ぶのに適した題材を提供するこ

とにより、既存の法や制度を学ぶことの重要性を実践的に理解してもらうことができた。 

3. 問題分析ゼミナール（通年） 

実現の可能が僅かでも実際に効果がある現実生活に資する具体的提言をするためには、人の

心の奥底に潜み人の行動を規定する内心の意思や、個人、社会、世界に存在する多様な価値観

に深く分け入った上で導かれたものでなくてはならないことの重要性を認識してもらうこと

に重きを置いた。 

4. 問題解決ゼミナール（通年）  

問題分析ゼミナールで学んだことを踏まえて、各自が選んだ家族法上の問題について、実現

可能な具体的提言をしてもらうことができた。 

5. 日本事情（前期） 

 留学生が受講する授業であることに重きを置いて、日常の日本での生活の中から、多くの者

が疑問に思うであろう問題や、より詳しく知りたいと思うであろう問題を教材として選んで、

それらの具体的問題から発展させる形で、日本法の概略や、特徴的な日本法特有の基本的価値

観について理解してもらう授業をした。 

6. 市民社会と法Ⅰ・Ⅱ（前期・後期） 

 社会生活をする市民として是非とも知っておくべき重要な法律知識について、単なる知識の

暗記に陥ることなく、その知識を知らなくてはならない理由やその知識がどのように社会生活

において機能しているか等、現実生活との接点を重視する形で、市民社会において重要な法を

理解してもらうことに重きを置いた授業をした。 

7. 家族と法Ⅰ・Ⅱ（前期・後期） 

 家族に関わる重要な法律知識について、その重要性の意義、抱えている問題点を解説し、今

後の家族法の大幅な改正にも対処しうるよう、学生が家族に関する法が今後どのように変わる

必要があるかを考える契機となる内容の授業をした。 

8. 法学（後期） 

  総論として、法一般に共通する基本として理解しておくべき事項について解説し、各論とし

て、社会において重要な機能を営む代表的な法の概説的な解説をすることにより、全体として

法一般および日本法についての概略を理解するための授業をした。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 基礎ゼミナール（通年） 
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塚原 康博（つかはら やすひろ） 

 

1960 年東京生まれ。1988 年一橋大学大学院経済学研究科博士課程単位修得退学。社会保障

研究所（現、国立社会保障・人口問題研究所）研究員、明治大学短期大学教授等を経て、現在、

明治大学情報コミュニケーション学部教授、博士（経済学）。専門は、公共政策、公共経済学、

社会保障論。単著に『地方政府の財政行動』（勁草書房、1994 年）、『人間行動の経済学』（日本

評論社、2003 年）、『高齢社会と医療・福祉政策』（東京大学出版会、2005 年）、『医師と患者の

情報コミュニケーション』（薬事日報社、2010 年）がある。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

過去２年間のうち、2012 年 3 月まで学長室専門員の職にあったため、大学内の行政業務、す

なわち毎週火曜日の定例の学長スタッフ会議、5時限終了以降等の不定期の各種委員会の会議、

4月と 9月の学長スタッフ合宿、会議の事前事後の打合せ等に多くの時間が割かれていた。2012

年 4 月以降は、学長室専門員の職を解かれ、学内行政へ割かれる時間は減ったが、かなりの数

の全学の委員会の委員を継続している。委員会名については、後述の行政業務担当報告を参照

されたい。ここでは、研究実績について報告する。過去 2年間の主たる実績は、主に以下の２

つである。 

（１） 情報通信産業の産業連関分析 

（２） メンタル・アカウンティングの実証分析 

（１）の研究は、日本における情報化にともない発展が著しい情報通信産業の産業連関分析

を行ったものである。使用したモデルは、物財産業・サービス産業の相互依存モデルであり、

産業間取引のみならず、それによって生じた所得と消費の増加による生産波及効果も追跡した

拡大レオンチェフ乗数モデルを使用した。この研究は、厚生労働科学研究費補助金を受けて実

施された。この研究によって、情報通信産業がサービス経済化とどのように関わっているのか、

さらには、情報通信産業の生産波及効果や雇用誘発効果がどの程度なのかを定量的に明らかに

した。詳しくは、後述の研究成果報告を参照されたい。 

（２）の研究は、行動経済学で注目されているメンタル・アカウンティングの実証分析を行

ったものである。メンタル・アカウンティングとは、家計や個人が所得の源泉が何であるか、

支出の項目が何であるかによって、自らメンタル・アカウント（mental account：心の口座、

心の勘定）と呼ばれる観念上の口座を心の中につくり、その口座の範囲内で収支のやりくりを

することであり、消費行動を自ら縛るようなメンタル・アカウンティングの考え方は、経済合

理性の考え方に反するアノマリーな現象の１つとされる。この研究は、外国で実証研究がなさ

れているので、外国での先行研究をサーベイし、外国での研究と比較可能な形で、日本での調 

査研究を行った。その結果、外国同様に日本でもメンタル・アカウンティングの仮説を支持す 

る結果が得られた。詳しくは、後述の研究成果報告を参照されたい。 
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１－２ 今後２年間の予定  

目下、James K. Galbraith、“Inequality and Instability：A Study of the World Economy just 
before the Great Crisis”, Oxford University Press, 2012 を他の共訳者とともに翻訳中であり、こ

の訳書の出版を目指すとともに、この本で使用されている分析手法を日本経済の分析にも応用

する予定である。具体的には、タイル尺度を用いた不平等の要因分解、さらには、この尺度と

他の変数との関係の検証および諸外国との比較を通じて日本における不平等の実態およびそ

の特徴を明らかにしていく予定である。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

個人的な意見としては、情報コミュニケーション学とは何かを抽象的に定義し、それにこだ

わるよりも、「何についての情報なのか」「誰と誰とのコミュニケーションなのか」をはっきり

させ、まずは個別・具体的な研究をたくさん蓄積させていき、次の段階として、それらの成果

を踏まえ、情報コミュニケーション学の体系化を図るのがよいのではないかと思う。そのため

の試みとして、すでに実施されているが、情報やコミュニケーション、またはその両方をテー

マとした教科書づくりに本学部の教員が参加することが有効であると思う。それぞれの専門分

野に応じた各教員の研究成果の一端が情報コミュニケーションとの関わりの下でわかりやす

い言葉で表現されるので、他の教員、さらには学生も含めた相互理解に役立つと考えられる。 

個別の研究の蓄積およびそれについての相互理解を経たうえで、情報コミュニケーション学の

体系化を図るのがよいと思う。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 公共政策Ａ(前期)、公共政策Ｂ(後期)  

事実と理論に基づき考えることが重要であることを学生に理解させるため、授業で取り上げ

る内容について、そのデータおよび理論的な要点をプリントで配布している。また、授業と現

実の社会との関連を学生に理解させるために、適宜、新聞記事のコピーを配布し、それの解説

を行っている。成績評価は原則として定期試験による点数で決めているが、その時々で授業に

関連ある内容で重要な問題が発生したときは、適宜、Ａ４・１枚以内の強制でない自主課題を

学生に課している。自主課題を成績に加味することで、社会問題に関心をもたせ、それを自分

で調べるインセンティブを与えている。 

2. 問題分析ゼミナール(通年)  

問題分析ゼミナールは、研究テーマを決めて、グループで研究成果を出すことを目的にしている。

本学部のゼミナール協議会が主宰する研究報告会に参加したが、これは研究を行うことの動機付け

を与えるのに役立っている。さらに、神奈川県藤沢市で開催された日本公共政策学会の学生コンペ

にも参加した。これは、他大の学生との交流やレベルの高い環境での競争を体験するよい機会とな

っている。 

3. 問題解決ゼミナール(通年)  

学生各自の個人研究が主体であり、学生は順次ゼミナールで報告し、研究成果をリサーチペーパ 

ーにまとめ、提出した。リサーチペーパーは、4年間の集大成であり、研究成果を目に見える形で残 

すことを狙ったものである。 
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流通経済研究所、第 492 号、2011 年９月、22-33 ページ． 

3． 「広告産業の産業特性」『日経広告研究所報』、日経広告研究所、第 259 号、2011 年 10 月、 

10-16 ページ． 

（３）研究ノート 

1.  「情報化とサービス化の産業連関分析」『経済分析』、内閣府経済社会総合研究所、第 185

号、2011 年 10 月、92－114 ページ． 

（４）学会研究報告 

1. 日本経済学会 2011 年度春季大会（2011 年５月、熊本学園大学）論題：情報化とサービス

化の産業連関分析 

2. 日本公共政策学会2011年度研究大会（2011年６月、北海学園大学）論題：ＤＰＣ導入病院

の経営母体の違いによる効果の差について－都道府県市町村立と医療法人の比較分析－ 

3. 医療経済学会第６回研究大会（2011 年９月、法政大学市ヶ谷キャンパス）論題：医薬品産

業の産業特性－2005年産業連関表による分析－ 

4. 日本経済政策学会第69回大会（2012年５月、椙山女学園大学）論題：消費におけるライフ・

サイクル仮説の検証－メンタル・アカウンティングの観点から－ 

5. 社会情報学会2012年学会大会（2012年９月、群馬大学）論題：情報通信サービス産業の生

産と雇用の波及効果－2005年産業連関表による分析－ 

6. 社会政策学会第125回大会（2012年 10月、長野大学）論題：賃金は市場が決めているか、

雇い主が決めているか－大学生へのアンケート調査による検証－ 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 将来構想検討委員会委員 

2. コース科目部会委員会委員 

3. 拡大カリキュラム運営委員会委員（2012 年 3 月まで） 

4. 専任教員昇格事前審査委員会委員（2012 年 3 月まで） 

5. 紀要編集委員会・FD 委員会合同委員会委員（2012 年 3 月まで） 

４－２ 大学業務  

1. 年金運営委員会委員 

2. 研究・知財戦略機構研究企画推進委員会委員 

3. 教育改革支援本部本部員 

4. 明治大学出版会運営委員会委員 

5. 海外発信支援委員会委員 

6. ヒトを対象とした研究等に関する研究倫理委員会委員 

7. 学長室専門員（2012 年 3月まで） 

8. 将来構想委員会中野地区専門部会部会長（2012 年 3 月まで） 

9. 新学部等設置検討委員会委員（2012 年 3 月まで） 

10. 情報基盤本部会議委員（2012 年 3 月まで） 
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２－２ 当年度担当授業  

公共政策Ａ(前期)、公共政策Ｂ(後期)  

前年度と同じである。 

1. 基礎ゼミナール（通年） 

新聞記事を使用して、身の周りのみならず、地域、国、世界など、広い視野から物事を見る

見方を身につけてもらうこと、社会は連動し、さまざまな問題が生じていることなどを理解し

てもらうように努めた。社会心理学の教科書を使用し、情報コミュニケーションに関わる基礎

的な知識を学習してもらい、割り当てた箇所のプレゼンテーションも行ってもらった。これら

は、学生の社会に対する理解とプレゼンテーション能力の向上を狙ったものである。  

2. 問題発見テーマ演習 A（前期） 

 新聞記事を使用して、情報化、少子・高齢化、グローバル化などが進む現代社会で、さまざ

まな問題が発生していることを理解してもらい、さらにこのような問題が生じている背景や原

因などについて、学生との意見交換を通じて考察した。これらは、学生の問題発見能力や論理

的思考能力の向上を狙ったものである。 

3. 問題発見テーマ演習 B（後期） 

新聞記事を使用して、情報化、少子・高齢化、グローバル化などが進む現代社会で、さまざ

まな問題が発生していることを理解してもらい、さらにこのような問題が生じている背景や原

因などについて、ゼミ生との意見交換を通じて考察した。ゼミ生が自ら選んだテーマで、ゼミ

生にプレゼンテーションを行ってもらった。これらは、学生の問題発見能力、論理的思考能力、

プレゼンテ―ション能力の向上を狙ったものである 

4. 問題分析ゼミナール(通年)   

前年度と同様である。グループ研究の成果を発表するために、本学部のゼミナール協議会が

主宰する研究報告会と兵庫県篠山市で開催された日本公共政策学会の学生コンペに参加した。

前者の研究報告会では、本ゼミナールから参加した３チームのうちの１つが第２位に入賞し

た。 

5. 問題解決ゼミナール(通年)   

前年度と同様である。 

 

（３）研究成果報告 
（１）著書（分担執筆） 

1． 「応用ミクロ経済学」青木孝子・鑓田亨・安藤潤・塚原康博著『入門現代経済学要論』（第

2版）、白桃書房、2012 年４月、165－180 ページ． 

2． 「公共政策とコミュニケーション」鈴木健人・鈴木健・塚原康博編著『問題解決のコミュ

ニケーション－学際的アプローチ－』、白桃書房、2012 年 10 月、45－66 ページ． 

（２） 論文 

1.  「医療サービス活動における産業・雇用連関分析の展開」『季刊社会保障研究』、国立社会

保障・人口問題研究所、第 47巻、第２号、2011 年９月、104-118 ページ. 

2． 「家計の心理と消費行動－“money illusion”と“mental accounting”－」『流通情報』、 
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流通経済研究所、第 492 号、2011 年９月、22-33 ページ． 

3． 「広告産業の産業特性」『日経広告研究所報』、日経広告研究所、第 259 号、2011 年 10 月、 

10-16 ページ． 

（３）研究ノート 

1.  「情報化とサービス化の産業連関分析」『経済分析』、内閣府経済社会総合研究所、第 185

号、2011 年 10 月、92－114 ページ． 

（４）学会研究報告 

1. 日本経済学会 2011 年度春季大会（2011 年５月、熊本学園大学）論題：情報化とサービス

化の産業連関分析 

2. 日本公共政策学会2011年度研究大会（2011年６月、北海学園大学）論題：ＤＰＣ導入病院

の経営母体の違いによる効果の差について－都道府県市町村立と医療法人の比較分析－ 

3. 医療経済学会第６回研究大会（2011 年９月、法政大学市ヶ谷キャンパス）論題：医薬品産

業の産業特性－2005年産業連関表による分析－ 

4. 日本経済政策学会第69回大会（2012年５月、椙山女学園大学）論題：消費におけるライフ・

サイクル仮説の検証－メンタル・アカウンティングの観点から－ 

5. 社会情報学会2012年学会大会（2012年９月、群馬大学）論題：情報通信サービス産業の生

産と雇用の波及効果－2005年産業連関表による分析－ 

6. 社会政策学会第125回大会（2012年 10月、長野大学）論題：賃金は市場が決めているか、

雇い主が決めているか－大学生へのアンケート調査による検証－ 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 将来構想検討委員会委員 

2. コース科目部会委員会委員 

3. 拡大カリキュラム運営委員会委員（2012 年 3 月まで） 

4. 専任教員昇格事前審査委員会委員（2012 年 3 月まで） 

5. 紀要編集委員会・FD 委員会合同委員会委員（2012 年 3 月まで） 

４－２ 大学業務  

1. 年金運営委員会委員 

2. 研究・知財戦略機構研究企画推進委員会委員 

3. 教育改革支援本部本部員 

4. 明治大学出版会運営委員会委員 

5. 海外発信支援委員会委員 

6. ヒトを対象とした研究等に関する研究倫理委員会委員 

7. 学長室専門員（2012 年 3月まで） 

8. 将来構想委員会中野地区専門部会部会長（2012 年 3 月まで） 

9. 新学部等設置検討委員会委員（2012 年 3 月まで） 

10. 情報基盤本部会議委員（2012 年 3 月まで） 
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11. 中野キャンパス教育研究施設推進協議会委員（2012 年 3月まで） 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本公共政策学会理事 

2. 日本公共政策学会 2011 年度研究大会企画委員(2011 年 6月まで) 

3. 日本公共政策学会 2013 年度研究大会企画委員 

4. 日本社会情報学会学術委員会委員（2012 年 3 月まで） 

5. 日本経済政策学会関東部会幹事 

6. 生活経済学会第28回研究大会プログラム委員会委員および実行委員会委員(2012年6月ま

で) 

7. DPC マネジメント研究会理事 

8. 日本私立大学連盟年金問題検討プロジェクトチーム委員長 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 財団法人医療機器センター医療機器産業研究所による「医療イノベーションが我が国の経

済に与える影響」検討委員会(2012 年 2月 1日、医療機器センター)での講演「医薬品と医

療サービスの産業連関分析」 

５－３ その他の社会貢献  

①学会等の研究報告に対する討論者 

1. 日本経済政策学会第 68 回全国大会（2011 年 5 月、駒澤大学）での辻氏（みずほ総合研究

所）の研究報告「個人所得と幸福感の地域分析―所得と幸福感の関係に地域差はあるのか

―」に対する討論者 

2. 公共選択学会第 15 回全国大会(2011 年 7 月、嘉悦大学)での川瀬氏（東洋大学）の研究報

告「出生率の決定要因に関する実証分析」に対する討論者 

3. 生活経済学会第 28回研究大会(2012 年 6月 24 日、明治大学)での櫻井氏（北海道薬科大学）

の研究報告「情報の非対称性に関する実証研究：専門サービス財の情報提供場面における

知覚水準の把握」に対する討論者 

4. 2012 年日本政策学生会議（ISFJ）中間発表会「医療分科会」(2012 年 9 月 22 日、明治大

学)でのゲストコメンテーター 

5. 生活経済学会 2012 年度関東部会大会(2012 年 12 月 1 日、日本女子大学)での神野氏（東洋

大学）の研究報告「社会保障における移民受け入れの純便益分析―異なる年金方式のもと

同化コストの影響を考慮する―」に対する討論者 

②学会等の座長および司会 

1. 日本公共政策学会 2011 年度研究大会（2011 年 6 月、北海学園大学）でのテーマセッショ

ンⅠ「医療政策」の司会 

2. 第 13回 DPC マネジメント研究会学術大会(2012 年 1 月 21 日、明治大学)での伏見氏（東京

医科歯科大学）の講演「DPC を用いた医療機能評価」の座長 
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3. 第 15回 DPC マネジメント研究会学術大会(2013 年 1 月 19 日、明治大学)での加藤氏（厚生

労働省保険局医療課）の講演「平成 26年度診療改定の方向性について」の座長 

③査読 

1. 過去 2 年間で『生活経済学研究』、『日本社会情報学会学会誌』、Journal of Socio- 
Informatics、『社会情報学』への投稿論文を編集委員会の依頼により査読 

④受賞 

1. 日本社会情報学会賞「優秀文献賞」（受賞日：2011 年 9月 10 日、日本社会情報学会（JSIS 
& JASI）合同研究大会（静岡大学）にて受賞。受賞著書：『医師と患者の情報コミュニケ

ーション』）  

2. 日本公共政策学会賞「論説賞」（受賞日：2012 年 6月 16 日、日本公共政策学会研究大会（立

命館大学）にて受賞。受賞論文：「医療サービス活動における産業・雇用連関分析の展開」） 

 
以 上 
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中村 義幸（なかむら よしゆき） 
 
 1948 年 8 月新潟県生まれ。71 年 3 月明治大学法学部卒業、75 年 3 月同大学院法学研究科修

士課程修了、80 年 3 月同大学院法学研究科博士後期課程単位取得退学。77 年 9 月～81 年 4 月

国立国会図書館調査立法考査局（非常勤）、81年 4月拓殖大学政経学部専任助手、82 年 4 月同

専任講師、85 年 4 月明治大学短期大学専任講師、86 年 4 月同専任助教授、92 年 4 月同専任教

授。92年 4月～93年 3月明治大学学長室専門員、94 年 10 月～00年 9月同短期大学法律科長、

00 年 10 月～07年 11 月同短期大学長、04年 4月～08 年 3月同情報コミュニケーション学部教

授・学部長、08 年 4 月～同教授。87 年 4 月～93 年 3 月日本大学法学部法学専攻科兼任講師、

98 年 4 月～04年 11 月国際基督教大学教養学部兼任講師他獨協大学、静岡大学等で兼任講師。

この間、旧郵政省電気通信研修所、法務省入国管理局、同民事局、同法務総合研究所等で公務

員研修講師。02 年 6 月～04 年 5 月学校法人中野学園評議員、04 年 2 月～08 年 3 月、09 年 5

月～学校法人明治大学評議員、08 年 4 月～12年 3月学校法人明治大学理事。主な著書は、『ア

ジア諸国の企業法制』（共著・アジア経済研究所）、『行政法』（共著・法学書院）、『現代人と法

生活』（共著・八千代出版）、『ゼミナール憲法』『ゼミナール行政法』（いずれも共著・時潮社）、

『現代の憲法理論』（共著・敬文堂）、『日本の難民認定手続き』（共著・現代人文社）、『アジア

諸国の憲法制度』『アジア諸国の民主化と法』（いずれも共著・アジア経済研究所）、『憲法重要

判例集』（共著・敬文堂）、『イギリス、オランダ、スウェーデン各国における外国人受入れに

関する調査研究報告書』（共著・経営労働協会）、『演習ノート行政法（第 5 版）』（共著・法学

書院）、『人権政策学のすすめ』（共著・学陽書房）、『これからの人権保障』（共著・有信堂）、『戦

後の司法制度改革―その軌跡と成果』（共著・成文堂）、『時代を刻んだ憲法判例』（共著・尚学

社）など。主な訳書は、『法と発展―法と発展研究の将来』（共訳・アジア経済研究所）など。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

教育成果の関連では、情報コミュニケーション学部・同研究科、法学部・同研究科での従来

の担当を継続している。 

 研究成果の関連では、戦後の司法制度改革の中での「行政訴訟制度の改革」を執筆したこと

を契機としてさらに GHQ 関連の一次資料の収集に努めている。また、新たに専門研究者を糾合

して「人権救済機関設置検討会」を設置し、共同代表の一人として研究を推進してきたが、そ

の成果として、国内人権機関設置検討会編『望ましい国内人権機関―「人権委員会設置法」 

法案要綱・解説』を刊行した。 

 行政業務担当関連では、引き続き学校法人明治大学評議員を、学校法人明治大学理事として

は 2012 年 3 月末の任期満了まで「制度改革」を担当した。 

 社会貢献関連では、引き続き「地域マネジメント学会理事・事務局長」(2013 年 3 月末まで)、

「移民政策学会理事・企画運営委員」として両学会の運営にあたり、03年 8 月以来引き続き、 

「認定特定非営利活動法人（ＮＰＯ）難民支援協会代表理事」の任にあり、10年 7 月に設立さ 
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れた日本初の難民問題研究機関としての「難民研究フォーラム」の世話人を、09 年 8 月から「明

治大学校友会副会長」（組織委員会副委員長）の任にある。 
１－２ 今後２年間の予定  

教育成果の関連では、行政法学と人権政策学を中心にさらに専門教育を推進する。研究成果

の関連では、戦後の行政訴訟制度の改革の内容をさらに分析し、移民政策研究についてはイギ

リスを始めとした諸外国との比較研究を、地域マネジメント関連では市町村合併と道州制に関

連した地域マネジメント研究を推進する。行政業務の関連では、制度改革担当理事として大

学・法人の長期戦略に適う制度改革案を検討し、社会貢献の関連では、二つの学会の理事とし

て関連分野の研究活動をさらに活性化させるとともに、ＮＰＯ法人の代表理事として設立 10

周年を迎えた新たな取り組みを模索し、それを契機に設立された「難民研究フォーラム」での

研究と活動範囲を拡大・充実させる予定である。 
１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

ＩＴと金融工学が産み落とした「巨大モンスター」が規制緩和で「檻から放たれ」、ＩＣＴ

でグローバリズムの波に乗って世界経済を席巻して破綻した現代社会の悲惨な現状や諸課題

を解決し、新たに豊かな社会を構成するための情報コミュニケーション学的方法による最適な

国家的・行政的規制システムの再構築と法治主義の確立が課題である。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1．「社会システムと公共性」コースのオムニバス方式の講義（学部） 

前・後期とも、「間もなく移民社会がやってくる」と「この国のかたちが変わるー市町村合

併と道州制のゆくえ」と題する講義を各 1回行った。 

2．「問題分析ゼミナール」（通年）（学部） 

前期は、芝池義一『判例行政法入門(第 5版）』を教材として行政判例を研究し、後期は、「民

営化の諸問題」をテーマにサブゼミなども設置してゼミ員全員で研究し、12 月のゼミナール大

会で発表するよう指導した。 

3．「問題解決ゼミナール」（通年）（学部） 

前期は、堀部政男・長谷部恭男『メディア判例百選』を教材として使用し、「取材・報道の

自由」、「肖像・氏名・パブリシティ」「通信」「インターネット」などのテーマに関わる裁判例

を素材に研究した。後期は、特定のテーマを設定してグループ研究を行い、12 月のゼミナール

大会で発表するよう指導した。 

4．「行政法と行政過程（Ⅰ，Ⅱ）」（学部） 

今村著・畠山補訂『行政法入門［第 9 版］』を教材として使用し、前期のⅠでは「行政法の

基礎」と『行政作用法』の分野を終了し、後期のⅡでは「行政救済法」の分野を講義した。 

5．「人権と法（Ⅰ, Ⅱ）」（講義）（研究科） 

樋口陽一『国法学―人権原論(補訂)』を教科書として講義した。 

6．「行政法Ａ（Ⅰ，Ⅱ）」（法学部） 
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櫻井敬子・橋本博之共著『行政法』を教科書とし、私の共著『演習ノート行政法（第 5版）』

と現下最有力の理論書である塩野宏『行政法Ⅰ行政法総論（第 4版）』を参考書として使用し、

講学上の「行政法の基礎（序論）」と「行政作用法」の内容を講義した。 

7．「専門演習」（4年）（通年）（法学部） 

芝池義一『判例行政法入門（第 5版）』を教材として使用し、3年次からの継続履修生である

ことから行政法のほぼ全分野を指導することができ、2名が国家総合職{旧Ⅰ種}に合格した。 

8．「行政的規制と法治主義（Ⅰ，Ⅱ）」（法学研究科） 

法学研究科博士前期課程の専修コースに設置された科目であるが、設置の趣旨に適った行政

書士の実務家の院生に対して、業務にかかわる入国管理行政の実務上の諸問題を教授した。 

２－２ 当年度担当授業  

1．「社会システムと公共性」のオムニバス方式の講義（学部） 

前期は、「移民受入制度」についての講義と「日本での難民支援 10 年の歩み」（後掲）を教

材としてレポートの作成を指導し、後期は、「道州制」を取り上げる予定である。 

2．「問題分析ゼミナール」（通年）（学部） 

前期は、芝池義一『判例行政法入門（第 5 版）』を教材に行政法判例を研究し、後期は、グ

ループに分かれて特定のテーマを研究しゼミナール大会で発表する予定である。 

3．「問題解決ゼミナール」（通年）（学部） 

前期・後期とも、堀部・長谷部編『メディア判例百選』を教材にメディアをめぐる裁判事例

を研究する予定である。 

4．「行政法と行政過程（Ⅰ, Ⅱ）」（学部） 

従来どおりの教材を用いて講義中である。 

5．「人権と法（Ⅰ, Ⅱ）」(研究科、MC) 

樋口陽一『国法学―人権原論（補訂）』を教材に講義する予定である。 

6．「研究論文指導（Ⅰ, Ⅱ）」（研究科、DC） 

前期は、法学研究科、コミュニケーション研究科、経営学研究科を修了した院生の修士論文

を点検し、後期は、博士論文の指導と学会発表論文の作成に向けて指導する予定である。 

7．「情報コミュニケーション学学際研究（Ⅰ, Ⅱ）」（研究科、DC） 

所属の専任教員と分担指導中である。 

8．「行政法 A（Ⅰ, Ⅱ）」（法学部） 

従来どおりの教材を用いて講義する予定である。 

9．「専門演習」（3年）（通年）（法学部） 

従来どおりの教材を用いて演習指導を行う予定である。 

10．「行政的規制と法治主義（Ⅰ, Ⅱ）」（法学研究科） 

従来通りの講義を行う予定である。 

 

（３）研究成果報告 

1．「マクリーン事件」（石村修・浦田一郎・芹沢斉編著『時代を刻んだ憲法判例』尚学社・12 
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月 6月 pp.262 –272） 

2．社会科学研究所の総合研究の成果である「行政訴訟制度の改革」（『戦後の司法制度改革』

所収）を更に多面的な視点から研究し、総合的な研究成果とするためにＧＨＱの公開資料

を収集して研究を進捗させている。 

3．法政大学大学院法学研究科・ボアソナード記念現代法研究所国連グローバルコンパクト研

究センター「国連グローバルコンパクト及び関連する諸問題に関する学際的共同研究」の

客員研究員としての研究は、『科学研究費補助事業(科学研究費補助金)研究成果報告書』

（12年 4月 1日現在）をもって終了した。 

4．「災害と地域づくり―東日本大震災を教訓として・行政法学の立場から考える」地域マネジ

メント学会第 9回総会報告（於・明治大学）（12年 6月 29 日） 

5．「国際人権判例報告・オーバーステーのタンザニア母子と在留特別許可の是否・コメント」 

（福岡地判平 24・1・31）国際人権法学会第 24 回研究大会（於・慶應義塾大学）（12 年 11 

月 11 日） 

6．「難民の法的地位をめぐって一難民保護の公法理論の一考察」難民研究フォーラム第 15 回

研究会（於・四谷日米会話学院）（12 年 2 月 22 日） 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1．学部運営について 

04 年 4 月 1 日に開設時の初代学部長に就任し、08年 3月 31 日の完成年度の完了を見届けて

法人理事に就任するため学部長職を退いた。 

ただ、設置決定に至る過程で情報コミュニケーション学部の設置だけは絶対に認められないと

本学部の設置に強硬に反対し続けた移籍者を抱えてスタートしたことから、共通のミッション

を見失い学部運営が常に不安定化する懸念を抱えているが、開設以来多数の有能な執行部員の

助力と教授会員の理解を得て円滑な教授会運営に心がけてきた。この間幸いにも多数の志願者

に恵まれるとともに、第 8期生を迎えていわば第 2サイクルが完成した本学部に対する内外の

期待は大きく、今後とも学内の移籍者と開設年度以降に加わった新規採用者との相互の信頼感

をさらに醸成し、一致結束した協働による安定した学部運営がなされることを切に期待した

い。 

2．情報コミュニケーション研究科委員（08年 4月 1 日～） 

４－２ 大学業務  

1．学校法人明治大学評議員（職務上：04 年 2 月 24 日～08 年 3 月 31 日。学識：09 年 5 月 11

日～） 

2．学校法人国際大学評議員（13 年 4 月 1 日～） 

3．学校法人明治大学評議員銓衡委員会副委員長（08 年 1月 22 日～12月 3月 23 日） 

4．学校法人明治大学理事（制度改革担当）（08 年 4 月 1日～12年 3月 31 日） 
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（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1．地域マネジメント学会理事（06 年 6 月～13 年 3 月 31 日）、同事務局長（06 年 10 月 1 日～

13 年 3 月 31 日） 

2．移民政策学会理事・企画運営委員（08 年 5 月～） 

第 2回の研究総会は 09年 5 月に 2日間にわたり本学で開催した（大会幹事）。 

3．明治大学校友会副会長(11 年 8 月～再任) 

4．このほか、この期間には、「日本公法学会」「全国憲法研究会」「憲法理論研究会」「国際憲  

法学会日本支部」「国際人権法学会」「行政判例研究会」「フランス行政法研究会」「日本地 

自治学会」「地方自治学会」の各学会・研究会の会員として活動している。 

５－２ 講演・講師・出演  

09 年 11 月 28 日に、法人の常勤理事と校友会の副会長等で構成される臨時の「明治大学校友

会組織活性化協議会」の委員長に就任し、「女子同窓会との融合」「外国居住校友の組織化」等

を中心とする活性化政策について、校友会の常設の「組織委員会」と協力して審議を行って原

案をまとめ、10年 7月の校友会定時代議員総会で提案し承認された。こうした関連で、ホーチ

ミン、ハノイ、シンガポール（10 年 3～4 月）、シドニー、バンコク（同 8 月）、ニューヨーク

（同 11 月）の校友組織を訪問した。 

５－３ その他の社会貢献  

1．特定非営利活動法人（NPO）難民支援協会代表理事（03 年 9 月～） 

03 年 9 月の総会で承認されて 2代目の代表理事に就任して今日に至っている。同協会は、国

連難民高等弁務官（ＵＮＨＣＲ）駐日事務所の事業実施の正式パートナーであり、法律・生活

支援から調査・研究・研修活動、他の国際・国内の諸団体との連絡調整活動など多様な事業を

行っており、こうした活動が評価されて 05年度には「第 20回東京弁護士会人権賞」を受賞し、

08 年 4 月には国税庁の審査を受けて寄付者が税制上の優遇措置を受けることができるいわゆ

る「認定ＮＰＯ法人」に認定されている（08 年 5月～）。 

09 年は協会設立 10周年に当たり、8月に毎日新聞社主催・外務省後援の「第 21回毎日国際交

流賞」を受賞し、10 月には代表理事として大阪毎日新聞社ホールで受賞記念講演を行った。 

また、10 年 7 月 23 日には、本学駿河台校舎においてＵＮＨＣＲ駐日代表のヨハン・セルス氏

をはじめ多数の専門家の参加を得て日本発の難民問題研究機関としての「難民研究フォーラ

ム」の発足式を主催し、11 年 10 月には『難民研究ジャーナル』創刊第 1 号を刊行するととも

に、10年 9月の年次総会終了後には難民の自立を支援するためのマイクロファイナンス組織も

スタートさせた。 

なお、同協会は、海外での難民（被災者）支援活動(プロテクション)にも実績を有する事務

局員を抱えていたことから、11 年 3 月 11 日の東日本大震災・大津波の発生による被災者救援

のため、有力企業等の環境・ＣＳＲ推進部などから助成金を受けて 3月末には陸前高田市に現

地事務所を立ち上げ、公的機関と連携しながら法律相談やボランティア派遣を行っている。こ

うした活動により、2013 年 3 月、国際交流基金より「地球市民賞」を受賞した。 
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５－４ その他  

1．「受賞記念講演―日本での難民支援 10 年の歩み」『第 21 回毎日国際交流賞』（毎日新聞社、

10 年 3 月）pp.22 -28 

2．「移民政策学会 2009 年度年次大会報告」移民政策研究第 2号（10年 5月 30 日） 

3．「ごあいさつ Foreward」Japan Association for Refugees, Annual Report 

2009-2010,2009 年度難民支援協会年次報告書（10年 10 月 31 日） 

4．「ごあいさつ Foreward」Japan Association for Refugees, Annual Report 

2010-2011,2010 年度難民支援協会年次報告書（11年 10 月 31 日）                        

5．「永住外国人の生保護訴訟・コメント」朝日（西部朝刊）(11 年 11 月 16 日) 

6．国内人権機関設置検討会編『望ましい国内人権機関―「人権委員会設置法」法案要綱・解

説』（同会刊・11 年 12 月 10 日） 

7．「ごあいさつ 2011 年度難民支援協会年次報告書」（12 年 10 月 31 日） 

8．「難民支援協会に地球市民賞―中村代表理事に聞く」新潟日報（13 年 2月 19 日） 

 
以 上 
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堀口 悦子（ほりぐち えつこ） 
 
1988 年明治大学法学部卒業、1998 年明治大学大学院法学研究科博士後期課程単位取得退学。 

2004 年 4月より明治大学情報コミュニケーション学部准教授。専門は、ジェンダー法学、ジェ

ンダー論など。共著に、『女性問題キーワード 111』（ドメス出版）、『Q&A で学ぶ女性差別撤廃

条約と選択議定書』（明石書店）、『女性差別撤廃条約と NGO』（明石書店）、『フェミニズム国際

法学の構築』（中央大学出版部）など。論文に、「リプロダクティブ・ヘルス/ライツとジェン

ダー」（法律時報 2006 年 1 月号）などがある。 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

過去 2年間における研究テーマは大きく分ければ７つ挙げられる。 

（ⅰ） 女性専門職―女性医師と女性弁護士 

（ⅱ） リプロダクティブ・ヘルス/ライツの包括的な研究―多様なセクシュアリティも含む 

（ⅲ） 女性差別撤廃条約及び同条約選択議定書の研究及び普及 

（ⅳ） 女性に対する暴力の被害者及び加害者 

（ⅴ） ジェンダー視点からの演劇研究 

（ⅵ） ジェンダー視点からのメディア・リテラシー、とくに、フィルタリング機能と未成年

者保護と表現の自由 

（ⅶ） 本学の女性卒業生の業績の掘り起こしとインタビュー映像のアーカイブス化 

 １番目は明治大学社会科学研究所から助成をいただいて、吉田恵子教授・武田政明准教授・

平川景子文学部准教授・岡山禮子名誉教授・長沼秀明文学部兼任講師と私の６名で共同研究を

2011 年 4月より行っている。 

２番目は、1994 年にカイロで開催された世界人口開発会議以降、国際人権として認識されて

きた「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」についての研究を、多様なセクシュアリティの問

題―性同一性障害やインターセックスを含む―とセクシュアル・ライツの観点からジェンダー

とセックスの交差を認識したうえで分析しようと試みている。 

 ３番目は、国連経済社会理事会の諮問的地位を得ている国際 NGO である国際女性の地位協会の

活動とリンクさせながら、女性差別撤廃条約と同条約の選択議定書の研究及び普及を行っている。 

 ４番目は、ドメスティック・バイオレンスを含む女性に対する暴力の研究を、被害者と加害

者の立場から分析して、防止の方法を探っている。近年は、大学生の問題でもあるデート DV

の研究も行っている。 

 ５番目は、ジェンダー問題を、演劇を題材に研究している。とくに、ミュージカル「エリザ

ベート」、「コンタクト」、永井愛の作品などを対象としている。2008 年７月には、「エリザベー

ト」の研究のため、ギリシャでの海外調査を行った。 

 ６番目は、メディアの中のジェンダー・バイアスを分析・研究している。最近は、インター

ネットや携帯電話のフィルタリング機能について、未成年者の人権の保護と表現の自由の観点

から研究している。 
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 ７番目は、明治大学専門部女子部の伝統を、後世に残すため、大先輩の卒業生たちのインタ 

ビューを映像で残し、これをアーカイブス化する予定である。アーカイブス化したものを、国

立女性教育会館などと連携して、全国で見られるようにしていきたい。現在、埼玉県初の女性

衆議院議員であり、本学専門部女子部法科出身の松山千恵子をはじめ、大先輩達のインタビュ 

ーを始めている。 

１－２ 今後２年間の予定  

今後２年間も研究の基本線は変わらないが、とくに、「女性専門職」の共同研究に力を入れ

る。また、本学の女性卒業生のインタビュー（聞き取り調査）を映像に残し、アーカイブス化

することを実現したい。また、ジェンダー視点からの演劇研究としての論文を完成させたい。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

情報コミュニケーション学は新しい学問であり、社会に対して十分認知されているとはいいが

たいし、わかりにくいとも言われる。しかし、情報コミュニケーション学だからこそ、多様な分

野からの学際研究も可能になる。その将来展望には、明るい兆しがある。その新しい学問領域に、

常に、ジェンダーの視点からの問いかけを行って行きたい。その実践例が、後で紹介する、本学M

ナビプログラムと千代田区男女平等センター(MIW)共催のデート DV 防止啓発講座「愛していれば

許される？」の実施である。テレビドラマ「ラストフレンズ」は大ヒットしたが、デートDVのテ

レビドラマ上の描かれ方には、大きな問題と誤解がある。メディア・リテラシーを座学だけでは

なく、日常生活の中で学生に気づいてもらえるようにすることが目的である。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

 なし 

２－３ その他の教育上の取組み  

 なし 

 

（３）研究成果報告 
2011 年 11 月 5 日（於：慶應義塾大学）法文化学会報告「『被害/加害』の逆転 セクシュア

ル・ハラスメントとデート DV」 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務 

1. ジェンダーセンター運営委員（2010 年―2011 年） 

2. 修学委員（2006 年度―2011 年） 

3. インターンシップ委員（2006 年度―2011 年） 

４－２ 大学業務  

1. ハラスメント対策委員（2007 年度―2011 年） 

2. 副学生部長（2008 年度-2009 年度） 
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 ７番目は、明治大学専門部女子部の伝統を、後世に残すため、大先輩の卒業生たちのインタ 

ビューを映像で残し、これをアーカイブス化する予定である。アーカイブス化したものを、国

立女性教育会館などと連携して、全国で見られるようにしていきたい。現在、埼玉県初の女性

衆議院議員であり、本学専門部女子部法科出身の松山千恵子をはじめ、大先輩達のインタビュ 

ーを始めている。 

１－２ 今後２年間の予定  

今後２年間も研究の基本線は変わらないが、とくに、「女性専門職」の共同研究に力を入れ

る。また、本学の女性卒業生のインタビュー（聞き取り調査）を映像に残し、アーカイブス化

することを実現したい。また、ジェンダー視点からの演劇研究としての論文を完成させたい。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

情報コミュニケーション学は新しい学問であり、社会に対して十分認知されているとはいいが

たいし、わかりにくいとも言われる。しかし、情報コミュニケーション学だからこそ、多様な分

野からの学際研究も可能になる。その将来展望には、明るい兆しがある。その新しい学問領域に、

常に、ジェンダーの視点からの問いかけを行って行きたい。その実践例が、後で紹介する、本学M

ナビプログラムと千代田区男女平等センター(MIW)共催のデート DV 防止啓発講座「愛していれば

許される？」の実施である。テレビドラマ「ラストフレンズ」は大ヒットしたが、デートDVのテ

レビドラマ上の描かれ方には、大きな問題と誤解がある。メディア・リテラシーを座学だけでは

なく、日常生活の中で学生に気づいてもらえるようにすることが目的である。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

 なし 

２－３ その他の教育上の取組み  

 なし 

 

（３）研究成果報告 
2011 年 11 月 5 日（於：慶應義塾大学）法文化学会報告「『被害/加害』の逆転 セクシュア

ル・ハラスメントとデート DV」 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務 

1. ジェンダーセンター運営委員（2010 年―2011 年） 

2. 修学委員（2006 年度―2011 年） 

3. インターンシップ委員（2006 年度―2011 年） 

４－２ 大学業務  

1. ハラスメント対策委員（2007 年度―2011 年） 

2. 副学生部長（2008 年度-2009 年度） 
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（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本ジェンダー法学会 

2. 日本女性学会 

3. 日本法哲学会 

4. 日本家族〈社会と法〉学会 

5. 国際ジェンダー学会 

6. 法文化学会 

7. 千代田区男女平等推進区民会議委員（2006 年-2011 年） 

５－２ 講演・講師・出演  

 なし 

５－３ その他の社会貢献  

1. 国際女性の地位協会理事、研究・企画副委員長として、女性差別撤廃条約及び同条約選択

議定書の普及及び批准促進活動を行っている。 

 
以 上 
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宮田 泰（みやた ゆたか） 

       
経歴 
明治学院大学法学部法律学科卒業、明治大学大学院法学研究科博士後期課程修了 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

情報コミュニケーション入門Ｂにおいてコミュニティにける紛争解決システム論の役割の

もとに高齢化社会の権利擁護（アドボカシー）問題（直井・中野・和気編『高齢者福祉の世界』

（有斐閣、2008 年 193 頁））と民事紛争の解決の在り方について授業を展開中。 
１－２ 今後２年間の予定  

民法改正及び民事訴訟法改正問題の各論題について情報コミュニケーション憲法の基本コ

ンセプト（Ｒ.ピッチャスの用語例による）に一定の理解を示しつつ、現代社会の契約型訴訟

や不法行為型訴訟の紛争解決システム論への影響を考察してゆく予定。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

 学際性を視野に入れた多元的価値観および世界観（憲法観）を反映した手続論および制度論

の包括的研究への纏め上げを志向する。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

紛争解決システム論ⅠⅡ。基礎ゼミ、問題発見ゼミ、問題分析ゼミ、問題解決ゼミなど。 

２－２ 当年度担当授業  

同上。 

 

２－３ その他の教育上の取組み  

 テキストを中心とした法律書の研究。 

 

（３）研究成果報告 
 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

 

４－２ 大学業務  

 インターンシップ委員会委員。 
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（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

民事訴訟法学会、私法学会、環境法政策学会。 

５－２ 講演・講師・出演  

 

５－３ その他の社会貢献  

 

 

以 上 
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吉田 恵子（よしだ けいこ） 

 
1946 年東京生まれ。1969 年一橋大学社会学部卒業。1974 年一橋大学大学院社会学研究科

博士課程単位修得。同年明治大学短期大学経済科助手。以後同短期大学で専任講師、助教授を

経て 1985 年教授。短期大学では「経済史」を担当。2004 年情報コミュニケーション学部教授。

担当は「女性労働の歴史」。主著『女性と労働』日本経済評論社 2004 年。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

社会科学研究所の総合研究「日本における『女性専門職』の過去・現在・未来」の一員とし

て研究を行っている。戦前における女性専門職の代表として医師と弁護士を取り上げ、その創

生・発展を探るなかで両職業の比較を総合研究として行うものである。そのなかで自身の担当

は弁護士であり、その誕生に大きな力となった穂積重遠の役割、その思想について分担してい

る。これについては 3年間の共同研究の後、成果を出版する予定である。またこの研究をする

中で、最初の女性弁護士を輩出した明治大学専門部女子部についての資料が集まり、女子高等

教育に占めるその意義が改めて確認された。これを広く学生や外部の人々にも知らせるために

DVD として映像化する計画を立て、その準備を行った。 

１－２ 今後２年間の予定  

来年度で総合研究を終了し、その成果を書籍としてまとめる。 

 女性弁護士の誕生と穂積重遠については、彼の著作はもち論、日記・家族の思い出・審議会

での発言等を読み込むことによって明らかにしていく。また DVD については来年度には完成さ

せたい。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 「女性労働の歴史Ⅰ、Ⅱ」 

2. 「経済史 A、B」（経営学部） 

3. ゼミナール「基礎ゼミナール」「問題発見ゼミナール A」「問題分析ゼミナール」「問題解決

ゼミナール」 

２－２ 当年度担当授業    

1. 「女性労働の歴史Ⅰ、Ⅱ」 

Ⅰでは女性労働の歴史をイギリスを中心に、Ⅱでは日本を中心に扱い、両国の比較と同時に

両国に通底する問題を認識できるよう構成している。歴史ではあるが、現代に対する問題意識

を常に喚起させるよう努めている。 

2. 「経済史 A、B」（経営学部） 

 イギリス経済の歴史を、Aでは成長の観点から、Bでは衰退の観点からたどり、そこに国家
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と市場の問題をからませて、経済発展についての現代的問題意識の涵養をめざしている。 

3. 「近現代イギリス研究 A、B」(国際日本学部) 

近現代のイギリスを理解するために、イギリスの「社会」・「経済」・「女性」・「日本との交流」

とテーマを立ててその歴史・成り立ちを探った。 

4. ゼミナール「基礎ゼミナール」「問題分析ゼミナール」「問題解決ゼミナール」 

 1 年では「働くこと」に興味を持ち、日本や海外における働き方を学ぶ。グループ学習を取

り入れることで、学生の自主性を育てたいと考えている。3、4年では「雇用」の問題に国際的

な比較とジェンダーの視点を加え、個別にテーマを見つけて卒業論文に結実させる。『情コミ・

ジャーナル』に投稿することを目的とし、全員の卒業論文についてはゼミの卒業論文集として、

まとめていく。 

 

（３）研究成果報告 
1. ブックレポート、ギター・アラヴァムダン著・鳥居千代香訳「インド 姿を消す娘たちを

探して」『女性展望』2013 年 3月号 

８ 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. ジェンダーセンター長（2011 年度） 

2010 年 4 月開設のジェンダーセンターのセンター長として 2 年間センターの運営にあたっ

た。 

４－２ 大学業務  

1. 男女共同参画推進委員会委員 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 社会政策学会 

2. 社会経済史学会 

3. ジェンダー史学会 

 
以 上 
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牛尾 奈緒美（うしお なおみ） 
 

静岡市清水区出身。静岡雙葉高校卒業。慶應義塾大学文学部仏文科卒業後、1983 年、フジテ

レビジョン入社。アナウンサーとして「FNN スピーク」「FNN モーニングコール」などのニュー

ス番組のキャスター、ならびにワイドショー番組等の司会を務める。 

退社後、慶應義塾大学大学院経営管理研究科修士課程に進学、MBA 取得後、1998 年、同大学大

学院商学研究科 博士課程単位取得退学。同年、明治大学短期大学専任講師に就任。2003 年短

期大学助教授に就任。2004 年明治大学情報コミュニケーション学部助教授就任、同学部と経営

学部で教鞭をとる。2007 年より准教授、現在に至る。 

専門は人的資源管理、経営管理論、ならびに「ジェンダー・マネジメント」（企業経営におけ

る人事問題をジェンダーの視点から分析する）。 

著書に、『ラーニング・リーダーシップ入門―ダイバーシティで人と組織を伸ばす』（日本経

済新聞出版社）、『叢書：働くということ 第 7巻 女性の働き方』（ミネルヴァ書房）、第 5章

「ポジティブアクションと女性のキャリア：先進事例の検討を中心として」担当 pp.133-163、

2009 年、『ジェンダー・マネジメント』（共著：東洋経済新報社）、『大学生の就職と採用』（共

著：中央経済社）、『人事管理－人事制度とキャリア・デザイン』（共著：学文社）、 

「アメリカ型アファーマティブアクションの日本への導入－日本的ジェンダー・マネジメント

の構築に向けて－」『三田商学研究』第 45 巻 第 5号、pp.155-173、2002 年、「変化する大学生

の就業意識と企業の採用活動に求められるもの－ジェンダー・マネジメントの視点から－」『明

治大学社会科学研究所紀要』第 41巻第 2号、pp.259-284、2003 年など。 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

過去２年間の研究課題は大きく分けて５つに分けられる。 

1. 企業における女性社員の登用や多様な人材管理に関する事例研究・文献研究 

2. 日本企業の人材管理の在り方とジェンダーとの関連性について文献研究 

3. 女性社員のキャリア形成についての定性的研究 

4. 大学生の就職行動と若年従業員の就業意識についての実証研究 

5. ダイバーシティー・マネジメントに取り組む企業における人材管理のあり方、リーダーシ

ップと人材育成についての研究 

まず、１つ目は、近年の労働力人口の減少に伴い、これまで企業組織において中核的位置付

けがなされることのなかった人材（女性や高齢者、若年者、外国人）の登用問題が新たな経営

課題として浮上してきた。具体的には、女性社員の積極的活用を推進するためのポジティブ・

アクションや、人材の多様性管理（ダイバーシティー・マネジメント）の導入といった新たな

取り組みがいくつかの先進企業の間で取り入れ始められている。こういった流れを事例として

研究する一方、その意義について理論研究を行っている。２つ目は、伝統的な日本的雇用慣行

の在り方とジェンダー意識との関連性について、社会学的視点から文献研究を行っている。３

つ目は、企業の管理職層に昇進した女性従業員に対して、インタビュー調査を実施し、女性自

身のキャリア形成上の課題や、企業として女性をいかに有効に活用していくかについての研究

を行っている。４つ目は、大学生の就職活動や、若年層の就業意識について大規模な質問紙調
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査を 10 年近く継続的に実施しており、企業の人材採用の有効性と若年社員の組織社会化の促

進に寄与するための方向性を模索している。 

１－２ 今後２年間の予定  

今後の２年間も上記の研究は継続して行っていきたい。 

 また、新たな方向性として、企業内のジェンダー問題について、情報コミュミケーション学

的アプローチに基づくいくつかの事例研究を行っていきたいとも考えている。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

企業における人材活用問題を主軸としながら、情報化や情報社会の進展が従業員の働き方や

企業経営にもたらす影響について実証的な研究を行っていきたい。こうした研究は、今後、情

報コミュニケーション学の構築に寄与する研究分野となると思われる。また、こうした分析に

ジェンダーの視点を盛り込んでいくことが、私の本学部で行うべき使命であると考えている。 

 また、私自身、かつてテレビ局のアナウンサーを務めていた経歴から、マスメディアで働く

女性の問題や、マスメディアによって作り出されるジェンダーについても考えていきたいと思

っている。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 講義科目：経営学（後期） 

2. 講義科目：経営学Ⅰ、経営学Ⅱ（通年：経営学部向け） 

3. 講義科目：ジェンダー・マネジメントⅠ・Ⅱ(通年) 

4. ゼミ科目：問題発見ゼミ（前期） 

5. ゼミ科目：問題分析ゼミ（通年） 

各人が興味をもつ業界について詳細な調査・分析を行い、パワーポイントを使用して発表する。 

6. ゼミ科目：問題解決ゼミ（通年）卒論指導 

２－２ 当年度担当授業  

1. 講義科目：経営学（後期） 

2. 講義科目：経営学Ⅰ、経営学Ⅱ（通年：経営学部向け） 

3. 講義科目：ジェンダー・マネジメントⅠ・Ⅱ(通年) 

4. ゼミ科目：問題発見ゼミ（前期） 

5. ゼミ科目：問題分析ゼミ（通年） 

各人が興味をもつ業界について詳細な調査・分析を行い、パワーポイントを使用して発表する。 

6. ゼミ科目：問題解決ゼミ（通年）卒論指導 

 
（３）研究成果報告 
＜論文＞ 

1. 「企業における女性の能力発揮とキャリア形成に関する研究：グラス・シーリングを打ち

破る鍵と組織の要件」『明治大学社会科学研究所紀要』第 47 巻 2 号、 pp.81-128、2009.3 

2. 「企業の採用戦略、細分化を―急速に変わる新卒の就職意識」単著 日本経済新聞『経済

教室』2009.10.1 朝刊 
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3. 「“企業の人材採用の動向に関する調査“結果報告」共著 『政経論叢』第 78 巻、第 1・2

号、pp.165-185，2009.11（共著者は、永野仁、木谷光宏） 

4. 「ジェンダー・マネジメントの観点から読み解くと見えてくる、女子学生の就職先決定に

関する“迷い”。」 単著 『Humanage Report』NO.10、pp.47-52、2009.11.1 

5. 工藤正夫 宇佐美尋子 川上真史・牛尾奈緒美（2009）「学生の就業意志決定プロセスに

ついての検討」『産業・組織心理学会 第 25回大会発表論文集』pp.79-82、2009.8.29 

6. 「企業の新卒採用と大学生の就職意識―就職活動中の大学生71250人を対象とした調査か

ら―」『明治大学経営学研究所 経営論集』 第 57 巻第 1・2号、2010.3.31、 pp.141-163 

7. 永野仁・木谷光宏・牛尾奈緒美(2010)「若手・中堅人材の転職行動に関する調査」『政経

論叢』第 79 巻、第 1・2号、pp.301-328 

8. 牛尾奈緒美（2011）「女性の転職：成功者に見る就業意識と行動特性」『情報コミュニケー

ション学紀要』第 10・11 合併号、pp.17-32 

9. 牛尾奈緒美（2011）特集 日本社会におけるダイバーシティー「ダイバーシティーが重要

となる時代の女性のキャリア」『三田評論』2011、3 月号、pp.35－41 

10. 宇佐美尋子・牛尾奈緒美（2011）「学生の就業意思決定要因についての検討-尺度の作成と

採用市場の変化に伴う傾向分析-」『聖徳大学研究紀要』22号 

11. 松山真太郎 工藤正夫 宇佐美尋子 川上真史・牛尾奈緒美（2011）「学生の就業に対する価

値観についての検討- 売り手市場/買い手市場における傾向分析 -」『産業・組織心理学会

第 27回大会発表論文集』pp.43-46 

12. 牛尾奈緒美・石川公彦・志村光太郎（2011）「多様性の時代を生き抜くラーニング・リー

ダーシップの提唱（１）：双方向に働くリーダーシップ」『経営情報学会誌』20 巻 2 号、

2011.9、pp.99-102 

13. 牛尾奈緒美・石川公彦・志村光太郎（2011）「多様性の時代を生き抜くラーニング・リー

ダーシップの提唱（２）：ダイバーシティを活かすリーダーシップ」『経営情報学会誌』  

20 巻３号、2011．12、pp.219-222 

14. 牛尾奈緒美（2012）「2020 年 30%」女性の活躍を促進する新たな組織のリーダーシップ」『人

事院月報』2012.4.1、第 752 号 

15. 牛尾奈緒美・石川公彦・志村光太郎（2012）「多様性の時代を生き抜くラーニング・リー

ダーシップの提唱（３）：組織を活性化するインタラクティブ・コミュニケーションとイ

ンタラクティブ・ラーニング」『経営情報学会誌』21 巻 1 号、2012.3、pp.311-314 

16. 牛尾奈緒美・石川公彦・志村光太郎（2012）「多様性の時代を生き抜くラーニング・リー

ダーシップの提唱（４）：相互作用を生むフォロワーシップ」『経営情報学会誌』21 巻 1

号、2012.6、pp.62-65 

17. 松山真太郎 工藤正夫 宇佐美尋子 川上真史・牛尾奈緒美（2012）「学生の就業意識ついて

の検討- 就業意識に関する諸要因の推移と関連 -」『産業・組織心理学会第 28 回大会発表

論文集』pp.154-157 

18. 志村光太郎・牛尾奈緒美（2012）「テレワークとジェンダー―女性の活躍推進のために」『経

営情報学会 2012 年秋季全国研究発表大会発表論文集（ウエブ上の公開）』

http://www.jasmin.jp/activity/zenkoku_taikai/2012_fall/program/index.html 
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＜著書＞ 

1. 『部下育成の知識：現代経営講座：新任管理者のための部下育成コース＜第一単元＞』共

著 社団法人日本経営協会、2009.9、（共同執筆者：石川公彦、志村光太郎） 

2. 『目標達成と問題解決：現代経営講座：新任管理者のための部下育成コース＜第二単元＞』 

共著 社団法人日本経営協会、2009.10、（共同執筆者：石川公彦、志村光太郎） 

3. 『部下育成とリーダーシップ：現代経営講座：新任管理者のための部下育成コース＜第三

単元＞』共著 社団法人日本経営協会、2009.11、（共同執筆者：石川公彦、志村光太郎） 

4. 『ラーニング・リーダーシップ入門―ダイバーシティで人と組織を伸ばす』共著 日本経

済新聞出版社、2011、（共同執筆者：石川公彦、志村光太郎） 

＜書評＞ 

1. 牛尾奈緒美（2010）「三善勝代著『転勤と既婚女性のキャリア形成』」『日本労働研究雑誌』

NO.598、pp.85-89 

＜学会発表＞ 

1. 松山真太郎 工藤正夫 宇佐美尋子 川上真史・牛尾奈緒美（2011）「学生の就業に対する価

値観についての検討- 売り手市場/買い手市場における傾向分析 -」産業・組織心理学会

第 27回大会、於、中村学園大学、2011.9.3 

2. 松山真太郎 工藤正夫 宇佐美尋子 川上真史・牛尾奈緒美（2012）「学生の就業意識につい

ての検討- 就業意識に関する諸要因の推移と関連-」産業・組織心理学会第 28 回大会、

於、文教大学越谷キャンパス、2012.9.2 

3. 志村光太郎・牛尾奈緒美（2012）「テレワークとジェンダー―女性の活躍推進のために」

経営情報学会 2012 年秋季全国研究発表大会、於、金沢星稜大学御所町キャンパス、

2012.11.18 

 
（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. カリキュラム委員会 

2. インターンシップ委員会（2006 年度～2009 年度） 

3. ジェンダー研究所設置準備委員会委員（2008.4.1～）副委員長 

4. 明治大学情報コミュニケーション学部ジェンダーセンター、副センター長 

5. 将来構想委員会委員（2010.4～） 

４－２ 大学業務  

1. リバティアカデミー運営委員会委員（2008.4.1～2010.3.31） 

2. リバティアカデミー専門部会委員（2008.10～2010） 

3. 明治大学出版会（仮称）設立準備委員会委員(2009.6～2010.3) 

4. 駿河台地区 環境保全推進委員会（教員）委員（2010.4～） 

5. 利益相反委員会（2011.4.1～2013.3.31） 

6. 駿河台研究棟委員会（2012.4.1～） 

 

（５）社会貢献 
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５－１ 学会・委員会活動   

＜政府委員等＞ 

1. 内閣府 男女共同参画推進連携会議、有識者議員（2011.8－2013.8） 

2. 静岡県県政へのアドバイザリーボード「“ふじのくに”づくりリーディングアドバイザー

委員」（2010.1-2012.1） 

3. 株式会社 セブン銀行、監査役（2011．6－2015．6） 

＜学会＞ 

1. 産業組織心理学会会員（現在に至る） 

2. 日本経営学会会員（現在に至る） 

3. 経営情報学会会員（現在に至る） 

4. 家族社会学会会員（現在に至る） 

5. 日本労務学会会員（現在に至る） 

6. 経営行動科学学会会員（現在に至る） 

５－２ 講演・講師・出演  

＜講演・シンポジウム＞ 

1. ヒューマネージアカデミー講演会「女性の活躍が社会を変える 企業に働く女性のさらな

る登用を」於、（株）アトラクス ヒューマネージ本社、2009.10.23 

2. 2010 年春闘総覧セミナー「仕事のやりがいと企業力強化をどう両立させるか」於、TKP 大

手町カンファレンスセンター ホール２、2010.1.21 

3. 財団法人日本経営協会主催、通信教育新コース開講記念講演会、基調講演「変革期におけ

るマネジャーの育成とは」於、大阪科学技術センタービル、2010.1.22 

4. 「女性・高齢者・若者にさらなる活躍の場を：これからの企業の人事戦略に求められるこ

と」明治大学公開講演会、明治大学・明治大学校友会兵庫県支部主催、於、シーサイドホ

テル舞子ビラ神戸、2010.5.29 

5. 「ふじのくに・私の想い懸賞作文コンクール」審査委員長、ならびにシンポジウムパネリ

スト､於、静岡県静岡市「あざれあ」6階大ホール、NPO 法人静岡県男女共同参画センター

交流会議主催､2010.7.24 

6. 「30 代・40 代管理職女性のキャリアデザイン」日本ドイツ研究所国際学術会議での学会

発表、日本ドイツ研究所・明治大学情報コミュニケーション学部ジェンダー・センター共

催、於、明治大学、2010.10.22 

7. 「女性の能力発揮と戦力化」静岡県県庁男女共同参画課主催 男女共同参画社会づくり宣

言事業所・団体情報交換会における講演、於、静岡県あざれあホール 5階､ 2010.11.4 

8. 「私だけのキャリアをデザインする」ワーク・ライフ・バランスを目指す講座での講演、

千代田区男女共同参画センター・明治大学情報コミュニケーション学部ジェンダーセンタ

ー・明治大学就職キャリア支援センター共催､ 於、明治大学リバティータワー1133 教室､

2010.11.15 

9. 「先輩に聞いてみよう」（シンポジウム）コーディネーター兼パネリスト、ワーク・ライ

フ・バランスを目指す講座、千代田区男女共同参画センター・明治大学情報コミュニケー

ション学部ジェンダーセンター・明治大学就職キャリア支援センター共催 、於、明治大
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学リバティーホール､2010.11.26 

10. 「自立型人材の育成について」日本経営協会主催講演会、於、日本経営協会本社、

2011.4.28 

11.  ｢多様性の時代の企業と人材」明治大学校友会東京都西部支部総会における講演、於、

紫紺館､ 2011.5.28 

12. 「ウーマンズ・イニシアティブ・フォーラム in tokyo：トラベルアナザーインディア CEO

ゴウタミ氏との公開討論会」におけるモデレーター､ 日本経済新聞社主催、於、カルテ

ィエ・ジャパン本社、2011.9.6 

13. 「大学生の就業意識と就職先の決定プロセス」大学と企業の懇談会における講演、於、

明治大学アカデミーコモン､ 2011.10.26  

14. 「ラーニング・リーダーシップ―ダイバーシティで人と組織を伸ばす」NTT データ研究所

主催、新時代フォーラム における講演、2011.10.26 

15. 「ダイバーシティで人と組織を伸ばす：多様性から学ぶ先進企業のニューリーダー」

Luxury Forum Japan 主催の講演会における講演、2011.11.24 

16. ｢日本における女性の働き方：どうしていますか？働く女性の仕事・家事・育児：新時代

の女性のワーク・ライフ・バランスを考えるセミナー｣港区男女共同参画アシストプラン

認定事業 NPO 法人アジア女性経済会議主催のセミナーにおける講演、於、国際文化会館、

2011.12.4 

17. 「ダイバーシティを推進する組織の新たなリーダーシップ」一般社団法人日本 MOT 振興

協会主催の第 7 回の「女性の活躍舞台づくり」委員会（國井秀子委員長）における講演

会、於、プレスセンター、2012.3.14 

18. 「女性の力を引き出す組織の新たなリーダーシップ」東京都の明治大学校友会東京都北

部支部主催の講演会、於、池袋メトロポリタンホテル、2012.5.27 

19. 「鼎談 震災を越えて バレエの使命」森下洋子、牛尾奈緒美、祐成秀樹 、明治大学

リバティーアカデミー オープン講座、読売新聞東京本社共催、於、駿河台キャンパス

アカデミーコモン３階アカデミーホール、2012.6.23 

20. 「女性の活躍と企業の未来」明治大学社会保険労務士駿台会主催の講演会、於、駿河台

キャンパス紫紺館、2012.7.21 

21. 「ダイバーシティ・マネジメントとは？―女性活用の現代的意義―」静岡大学学長、理

事、学部長はじめ数十名の管理職対象の講演会、於、静岡大学浜松キャンパス、2012.10.17

22. 「慶應義塾大学ビジネススクール KBS 50 年記念コンファレンス：新しい時代へ：次の

社会そして経済」総合司会、於、慶應義塾大学日吉キャンパス協生館、2012.10.20 

23. 「大学における実践型キャリア教育のあり方と就職支援の展開の方向」について考える

シンポジウム」コーディネーター、公益財団法人日本生産性本部主催、於、アルカディ

ア市ヶ谷・私学会館、2012.12.20 

24. 「「女性の活躍舞台づくり」シンポジウム（第２回） グローバル競争に打ち勝つための

ポジティブ・アクション」モデレーター、一般社団法人日本 MOT 振興協会主催、内閣府

後援、於、学士會舘、2013.3.4  
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５－３ その他の社会貢献       

＜新聞＞ 

1. 「インタビュー（とうきょう便ウィーク）牛尾奈緒美」『静岡新聞』2010.11.1 朝刊 

2. 「牛尾奈緒美 新刊著書『ラーニング・リーダーシップ入門 ダイバーシティで人と組織

を伸ばす』紹介」『静岡新聞』2011.10.1 朝刊 

3. 今週の書棚「牛尾奈緒美 新刊著書『ラーニング・リーダーシップ入門 ダイバーシティ

で人と組織を伸ばす』紹介」『東京新聞』2011.11.1 夕刊 

4. 「＜本社新春座談会＞防災力を地域づくりに テーマ「拓く：幸せの針路」川藤平太静岡

県知事 牛尾奈緒美 江川豪雄三菱航空機社長 『静岡新聞』2012.1.1 朝刊１面  

＜テレビ＞ 

1. 日本テレビ系列「NNN ニュース リアルタイム」レギュラー・コメンテーター、2007.10

～2010.3 

2. テレビ朝日系列「報道ステーション SUNDAY」コメンテーター 、2011.10.2～ 

3. 日経 CNBC「起業家という選択 ～夢を実現した女性経営者たち～」2011.10.6 放送 

4. ビジネス・ブレイクスルー（BBT）衛星レギュラー番組「組織人事ライブ 新時代を乗り

越えるための心理学 ⑦若者の働く意識はどう変化しているのか」（講師：川上真史、ゲ

スト：牛尾奈緒美）、2011.10 放送 

＜雑誌＞ 

1. 「人間邂逅 交換留学生 牛尾奈緒美（明治大学教授）・程近智（アクセンチュア社長）」

『プレジデント』2009.7、13 号、p.19 

2. 「マイオンリー： ロック 牛尾奈緒美」『週刊新潮』2009.9.24 号、4 p.43 

3. 「あの女子アナたちの「第２の人生」」『サンデー毎日』2010.10.10 号 

4. 「新刊紹介 牛尾奈緒美・石川公彦・志村光太郎『ラーニング・リーダーシップ入門 ダ

イバーシティで人と組織を伸ばす』日本経済新聞出版社」『プレジデント』2011.10、24 号

 
以 上 
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金子 邦彦（かねこ くにひこ） 
 

1947 年北海道出身 1970 年明治大学商学部商学科卒業 1972 年明治大学大学院商学研究

科修士課程卒業 1976 年明治大学大学院商学研究科博士課程退学（単位修得） 1990 年商学

博士（明治大学） 1976 年明治大学専任助手 1977 年明治大学専任講師 1980 年明治大学

助教授 1986 年明治大学教授 1983－85 年カーネギー・メロン大学客員教授 1990－93 年

高千穂商科大学（現 高千穂大学）兼任講師 1991－94 年および 1995 年から現在まで早稲田

大学兼任講師 1994－2000 年明治大学短期大学長 1996－2002 年明治大学評議員 1999－
2001 年東京都私立短期大学協会常任理事 2000－2002 年日本私立短期大学協会監事 2004
－2007 年法政大学兼任講師 専門は金融システム論、金融経済論 著書『現代マネタリズム

の二つの潮流』（東洋経済新報社）、『エレメンタル近代経済学』（英創社、共著）、『金融論』（八

千代出版社、共著）、『金融市場の構造変化と金融機関行動』（東洋経済新報社、共著）、訳書 P.
デヴィッドソン『貨幣的経済理論』（日本経済評論社、共訳）、B.マッカラム『マクロ金融経済

分析』（成文堂、共訳）、A.H.メルツァー『ケインズ貨幣経済論』（同文舘、共訳） 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

研究テーマは現代における貨幣を多角的に分析し、理論的･実態的に把握して貨幣理論を構

築することにある。現代は貨幣経済社会であり、貨幣が社会のあらゆる分野に浸透して、影響

力を発揮している。電子マネー、エコマネー、決済手段の多様化･複雑化など現代社会におけ

る貨幣をめぐる環境は大きく変質しており、貨幣の存在理由・有用性と貨幣的生産･交換経済

成立のための理論的必然性を課題にする貨幣理論の重要性はますます高まり、その解明が待望

されており、この課題に積極的に取り組んできた。 

１－２ 今後２年間の予定  

今後も現代社会における貨幣の多角的検討を続け、貨幣を理論的に位置づけていくことにす

る。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

不確実性の存在によって生ずる逆選択やモラル・ハザードの情報の非対称性を基調とする

「情報の経済学」が貨幣･金融の分野において応用され、研究されている。例えば、貨幣や金

融サービス業の情報生産機能の役割が強調され、金融情報技術を駆使した各種の新金融商品・

サービスの登場や電子商取引の急速な拡大、決済システム･決済手段の改良、インターネット・

バンキングの普及に典型的に見られるように、理論的かつ現実的に発展しており、これらの状

況の大きな変化も研究対象にしていくことにする。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  
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1. 問題分析ゼミナール 

金融システム論の基礎的理解をめざすために、ゼミナール正式入室以前からふさわしいテキ

ストをその都度指定して問題点の指摘、批判などの感想文を数回にわたって提出させたり、共

同勉強会を実施したりした。金融システム論にきわめて密接に関連するミクロ経済学とマクロ

経済学についても、入門のテキストを使用して理解力の涵養に努めた。入室後はテキストと関

連資料の輪読を通じて、内容の把握と現状への応用可能性を探ることを常に意識させながら、

レジュメの作成、活発な発言・質疑応答が出来るようにゼミナールの運営に心がけた。 

2. 問題解決ゼミナール 

問題分析ゼミナールで得た経験をもとにして、テキストの輪読と関連資料の理解から現在大

きな転換点を迎えているわが国金融システムのさまざまな課題を認識させた。次いで、わが国

金融システムの課題のなかからゼミナール・メンバーが各自の卒業論文テーマを主体的に選

び、事前報告を経て卒業論文を提出することにより、「ゼミナールの卒業」とした。 

3. 金融システム論 

金融の動学的体系である金融システム論を包括的に取り上げ、テキストを基本としながら、

重要な専門用語やトピックス、関連科目の重要事項などを別途「講義ノート」にまとめて事前

に配布して、受講生の理解力の向上を図った。 

また、金融をめぐる多くの問題、特にアメリカから端を発したサブプライムローン問題を現

代世界のグローバル化、コンピュータ化、シンクロナイズ化の一例として意識的に取り上げ、

内容と問題点の指摘、今後の推移・影響などを資料にもとづいて講義した。 

4. 金融論 

早稲田大学において、現代の貨幣経済における金融の問題を検討する金融論を講義する際、

テキストを基本としながらも重要な専門用語やトピックス、関連科目の重要事項などを別途

「講義ノート」にまとめて事前に配布して、受講生の理解力の向上を図った。 

また、アメリカから端を発したサブプライムローン問題を取り上げ、内容と問題点の指摘、

今後の推移・影響などを資料にもとづいて講義した。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 問題分析ゼミナール 

金融システム論の基礎的理解をめざすために、ゼミナール正式入室以前からふさわしいテキ

ストをその都度指定して問題点の指摘、批判などの感想文を数回にわたって提出させたり、共

同勉強会を実施したりした。金融システム論にきわめて密接に関連するミクロ経済学とマクロ

経済学についても、入門のテキストを使用して理解力の涵養に努めた。入室後はテキストと関

連資料の輪読を通じて、内容の把握と現状への応用可能性を探ることを常に意識させながら、

レジュメの作成、活発な発言・質疑応答が出来るようにゼミナールの運営に心がけた。 

2. 問題解決ゼミナール 

問題分析ゼミナールで得た経験をもとにして、テキストの輪読と関連資料の理解から現在大

きな転換点を迎えているわが国金融システムのさまざまな課題を認識させた。次いで、わが国

金融システムの課題のなかからゼミナール・メンバーが各自の卒業論文テーマを主体的に選
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び、事前報告を経て卒業論文を提出することにより、「ゼミナールの卒業」とした。 

3. 金融システム論 

金融の動学的体系である金融システム論を包括的に取り上げ、テキストを基本としながら、

重要な専門用語やトピックス、関連科目の重要事項などを別途「講義ノート」にまとめて事前

に配布して、受講生の理解力の向上を図った。 

また、金融をめぐる多くの問題、特にアメリカから端を発したサブプライムローン問題を現

代世界のグローバル化、コンピュータ化、シンクロナイズ化の一例として意識的に取り上げ、

内容と問題点の指摘、今後の推移・影響などを資料にもとづいて講義した。また、2011 年 3

月 11 日に発生した東日本大震災を取り上げ、復興策を現段階で検討した。 

4. 金融論 

早稲田大学において、現代の貨幣経済における金融の問題を検討する金融論を講義する際、

テキストを基本としながらも重要な専門用語やトピックス、関連科目の重要事項などを別途

「講義ノート」にまとめて事前に配布して、受講生の理解力の向上を図った。 

また、アメリカから端を発したサブプライムローン問題および東日本大震災を取り上げ、内

容と問題点の指摘、今後の推移・影響などを資料にもとづいて講義した。 

 

（４）行政業務担当報告 

４－１ 学部（大学院）内業務  

1. コミュニケーション入学試験委員会委員（2007 年度から 2008 年度まで） 

2. 学生論文審査委員会委員（2007 年度から 2008 年度まで） 

3. 拡大カリキュラム運営委員会委員（2008 年度から 2010 年度まで） 

４－２ 大学業務  

1. 教員相互会幹事（2007 年度から現在まで） 

2. 駿河台地区研究棟運営委員会委員（2008 年度から 2011 年度まで） 

3. 教育・研究振興基金運営委員会委員（2009 年度から 2010 年度まで） 

4. 図書館長（2011 年 4 月から現在まで） 

 

（５）社会貢献 

５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本金融学会 監事 

2. 生活経済学会 理事 

3. 行動経済学会 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 東京岩見沢会講演会（2011 年 10 月 15 日、アルカディア市ヶ谷、演題『経済復興と日本経

済』） 

2. 明治大学大磯駿台会講演会（2013 年 1月 27 日、大磯町立図書館本館大会議室、演題『知
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っておきたい「経済」のいろは』） 

５－３ その他の社会貢献  

1. 日本経済学会連合評議員 

2. 大学基準協会「短期大学認証評価検討委員会」委員 

3. 短期大学基準協会「第 3者評価委員会」委員 

4. 財団法人郵政福祉理事 

 

以 上 
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熊田 聖（くまだ ひじり） 
 

1989 年 国際基督教大学教養学部社会科学科 卒業 1989 年－1991 年 横河ヒューレットパ

ッカード株式会社（現 日本ＨＰ） 1991 年－96 年 国際基督教大学非常勤助手 93 年 国際基督

教大学行政学研究科博士前期課程 修了 96年 同後期課程修了（学位 博士（学術））1996年  明
治大学専任助手 1997 年より専任講師 2003 年より助教授 07 年より准教授 03 年－05 年ブリテ

ィッシュコロンビア大学客員教授 専門は交渉理論 著書「科学的交渉理論『ＨＩＣＡＴ』」（泉

文堂）、「意思決定科学」（泉文堂、共著）、「交渉ハンドブック」（東洋経済新報社、共著）訳書レ

ビスキー「交渉学教科書」（文眞堂、共訳） 

 

（１）全般的な報告 
１－１  過去２年間の実績  

過去 2 年間における研究テーマはコーチング手法の交渉学への応用研究であった。企業におけ

る上司と部下の交渉に着目し、より効果的に業務を依頼するためには、どのような手法が有効で

あるのかを検討した。学生を対象としたアンケート調査を行い、将来の新入社員となる大学生の

特徴に関するデータを収集し分析した。 

１－２ 今後２年間の予定  

今後 2 年間も研究の基本線に変更はない。引き続きデータ収集を進める予定であるが、より的確

なデータを得るために、今後も定期的に実施していきたい。 

 

（２）教育成果報告 
２－１ 前年度担当授業  

1. 意思決定論Ⅰ 

主として意思決定に関する経営学の手法に関する講義を行った。また、意思決定に付随するテ

ーマに関して思考を深めるために 4 本のレポート課題を課している。毎回授業内に小問題を出し

提出させている。記名式にするのは、出席を成績の 30％程度を目安に得点に換算するためである。 

2. 意思決定論Ⅱ 

主として企業内における交渉に関する講義を行う。また、交渉者としての心構えを考えるため

に、レポート課題を 6 本課している。レポートは授業開始時に提出させ、当日の授業内ではグル

ープディスカッションや映像を用いた解説を行い、他者の意見を参考にしながら自身の意見を再

検討させている。また、交渉シミュレーションを行い、実際のビジネス交渉を体験する機会を持

たせている。また提出されたレポートは、学年末に解説等を加え返却している。 

3. 問題分析ゼミナール（通年） 

教科書の中から各学生が課題を選び、それに関して調査し、レジュメを準備し、プレゼンテー

ションを行う。ホワイトボードを利用し、提示物を持参し、参加型のプレゼンテーションにする

ルールを設け、終了後には聞き役の学生からのフィードバックを受ける。これにより学生のプレ 
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ゼンテーションがより効果的かつ魅力的なものになるよう指導している。各学期に 2 回のディベ

ートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練である。

効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚させる手

段としてディベートを用いている。 

また、レポート課題を課し、毎週提出させ、学年末に解説等を加え、返却している。 

4. 基礎ゼミナール（通年） 

教科書の中から各学生が課題を選び、それに関して調査し、レジュメを準備し、プレゼンテー

ションを行う。1 回目は 5 分以上、2 回目はホワイトボードの利用、3 回目以降は 20 分以上とい

うルールを設け、終了後には聞き役の学生からのフィードバックを受ける。これにより学生のプ

レゼンテーションがより効果的かつ魅力的なものになるよう指導している。各学期、2 回のディ

ベートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練である。

効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚させる手

段としてディベートを用いている。 

また、レポート課題を課し、毎週提出させ、学年末に解説等を加え、返却している。 

5. 問題発見ゼミナールＡ（半期） 

教科書の中から各学生が課題を選び、それに関して調査し、レジュメを準備し、プレゼンテー

ションを行う。1 回目は 5 分以上、2 回目はホワイトボードの利用、3 回目以降は 20 分以上とい

うルールを設け、終了後には聞き役の学生からのフィードバックを受ける。これにより学生のプ

レゼンテーションがより効果的かつ魅力的なものになるよう指導している。1 学期に 2 回のディ

ベートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練である。

効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚させる手

段としてディベートを用いている。 

また、自由テーマでのレポート課題を課し、毎週提出させている。提出の際には概要を発表し、

他者の考え方と自己のそれとを比較検討する機会を持たせている。提出されたレポートは解説等

を加え、学年末に返却している。 

6． 問題発見ゼミナールＢ（半期） 

質疑応答形式によるプレゼンテーションを行っている。これにより参加者の理解を確認しなが

ら説明内容、説明方法を再検討しながらプレゼンテーションを進める訓練となる。1 学期に 2 回

のディベートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練

である。効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚

させる手段としてディベートを用いている。レポート課題を課し、毎週提出させ、学年末に解説

等を加え返却している。 

7． 問題解決ゼミナール（通年） 

テーマを設定し、短時間でプレゼンテーションの内容を検討し、発表する訓練を行っている。

また与えられたテーマに関してレポートを提出させている。レポートを作成した後、書籍や映像

資料を参考に同一テーマに関して再考察し、自身の作成したレポートにコメントを記入させてい

る。これにより、多面的な視点から物事を捉える訓練を行っている。提出された全てのレポート
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ゼンテーションがより効果的かつ魅力的なものになるよう指導している。各学期に 2 回のディベ

ートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練である。

効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚させる手

段としてディベートを用いている。 

また、レポート課題を課し、毎週提出させ、学年末に解説等を加え、返却している。 

4. 基礎ゼミナール（通年） 

教科書の中から各学生が課題を選び、それに関して調査し、レジュメを準備し、プレゼンテー

ションを行う。1 回目は 5 分以上、2 回目はホワイトボードの利用、3 回目以降は 20 分以上とい

うルールを設け、終了後には聞き役の学生からのフィードバックを受ける。これにより学生のプ

レゼンテーションがより効果的かつ魅力的なものになるよう指導している。各学期、2 回のディ

ベートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練である。

効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚させる手

段としてディベートを用いている。 

また、レポート課題を課し、毎週提出させ、学年末に解説等を加え、返却している。 

5. 問題発見ゼミナールＡ（半期） 

教科書の中から各学生が課題を選び、それに関して調査し、レジュメを準備し、プレゼンテー

ションを行う。1 回目は 5 分以上、2 回目はホワイトボードの利用、3 回目以降は 20 分以上とい

うルールを設け、終了後には聞き役の学生からのフィードバックを受ける。これにより学生のプ

レゼンテーションがより効果的かつ魅力的なものになるよう指導している。1 学期に 2 回のディ

ベートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練である。

効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚させる手

段としてディベートを用いている。 

また、自由テーマでのレポート課題を課し、毎週提出させている。提出の際には概要を発表し、

他者の考え方と自己のそれとを比較検討する機会を持たせている。提出されたレポートは解説等

を加え、学年末に返却している。 

6． 問題発見ゼミナールＢ（半期） 

質疑応答形式によるプレゼンテーションを行っている。これにより参加者の理解を確認しなが

ら説明内容、説明方法を再検討しながらプレゼンテーションを進める訓練となる。1 学期に 2 回

のディベートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練

である。効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚

させる手段としてディベートを用いている。レポート課題を課し、毎週提出させ、学年末に解説

等を加え返却している。 

7． 問題解決ゼミナール（通年） 

テーマを設定し、短時間でプレゼンテーションの内容を検討し、発表する訓練を行っている。

また与えられたテーマに関してレポートを提出させている。レポートを作成した後、書籍や映像

資料を参考に同一テーマに関して再考察し、自身の作成したレポートにコメントを記入させてい

る。これにより、多面的な視点から物事を捉える訓練を行っている。提出された全てのレポート
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は、解説を添えて学年末に各自に返却している。 

２－２ 今年度担当授業  

1. 意思決定論Ⅰ 

4 人一組の学生のグループディスカッションを主体とし、意思決定に関する経営学の手法に関

する講義を交えて授業を行った。また授業の予習として、意思決定者としての心構えを考えてき

てもらうために、6 本のレポート課題を課した。毎回授業内に小問題を出し、提出させている。

記名式にするのは、出席を成績の 30％程度を目安に得点に換算するためである。 

2. 意思決定論Ⅱ 

主として企業内における交渉に関する講義を行う。また、交渉者としての心構えを考えるため

に、レポート課題を 6 本課している。レポートは授業開始時に提出させ、当日の授業内ではグル

ープディスカッションや映像を用いた解説を行い、他者の意見を参考にしながら自身の意見を再

検討させている。また、交渉シミュレーションを行い、実際のビジネス交渉を体験する機会を持

たせている。また提出されたレポートは、学年末に解説等を加え返却している。 

3. 問題分析ゼミナール（通年） 

教科書の中から各学生が課題を選び、それに関して調査し、レジュメを準備し、プレゼンテー

ションを行う。ホワイトボードを利用し、提示物を持参し、参加型のプレゼンテーションにする

ルールを設け、終了後には聞き役の学生からのフィードバックを受ける。これにより学生のプレ

ゼンテーションがより効果的かつ魅力的なものになるよう指導している。各学期に 2 回のディベ

ートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練である。

効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚させる手

段としてディベートを用いている。 

また、レポート課題を課し、毎週提出させ、学年末に解説等を加え、返却している。 

4. 基礎ゼミナール（通年） 

教科書の中から各学生が課題を選び、それに関して調査し、レジュメを準備し、プレゼンテー

ションを行う。1 回目は 5 分以上、2 回目はホワイトボードの利用、3 回目以降は 20 分以上とい

うルールを設け、終了後には聞き役の学生からのフィードバックを受ける。これにより学生のプ

レゼンテーションがより効果的かつ魅力的なものになるよう指導している。各学期、2 回のディ

ベートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練である。

効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚させる手

段としてディベートを用いている。 

また、レポート課題を課し、毎週提出させ、学年末に解説等を加え、返却している。 

5. 問題発見ゼミナールＡ（半期） 

教科書の中から各学生が課題を選び、それに関して調査し、レジュメを準備し、プレゼンテー

ションを行う。1 回目は 5 分以上、2 回目はホワイトボードの利用、3 回目以降は 20 分以上とい

うルールを設け、終了後には聞き役の学生からのフィードバックを受ける。これにより学生のプ

レゼンテーションがより効果的かつ魅力的なものになるよう指導している。１学期に 2 回のディ

ベートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練である。
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効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚させる手

段としてディベートを用いている。 

また、自由テーマでのレポート課題を課し、毎週提出させている。提出の際には概要を発表し、 

他者の考え方と自己のそれとを比較検討する機会を持たせている。提出されたレポートは解説等

を加え、学年末に返却している。 

6. 問題発見ゼミナールＢ（半期） 

質疑応答形式によるプレゼンテーションを行っている。これにより参加者の理解を確認しなが

ら説明内容、説明方法を再検討しながらプレゼンテーションを進める訓練となる。１学期に 2 回

のディベートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練

である。効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚

させる手段としてディベートを用いている。レポート課題を課し、毎週提出させ、学年末に解説

等を加え返却している。 

7. 問題解決ゼミナール（通年） 

テーマを設定し、短時間でプレゼンテーションの内容を検討し、発表する訓練を行っている。

また与えられたテーマに関してレポートを提出させている。レポートを作成した後、書籍や映像

資料を参考に同一テーマに関して再考察し、自身の作成したレポートにコメントを記入させてい

る。これにより、多面的な視点から物事を捉える訓練を行っている。提出された全てのレポート

は、解説を添えて学年末に各自に返却している。 

 

（３）研究成果報告 
1. 11年 交渉における満足度と自分に対する厳しさとの関係『情報コミュニケーション学研究』

第 10・11 合併号、p.33-49 

2. 11 年 交渉意欲の向上：挫折乗り越え体験の効果『日本交渉学会誌』第 23号、p. 69-94 
3. 11 年 交渉環境と合意に関する分析:笑顔の効用『明治大学社会科学研究所紀要』第 49 巻第

2号、p.349-366 
4. 12 年 交渉における満足『日本交渉学会誌』第 22号、p. 53-65 

 

（４）行政業務担当報告 
４－２ 大学業務  

1. 学生部委員会 （2008 年度） 

2. インターンシップ委員会（2012 年度から）  

3. 環境保全推進委員会（2012 年度から）  

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本交渉学会 

 
以 上 
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効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚させる手

段としてディベートを用いている。 

また、自由テーマでのレポート課題を課し、毎週提出させている。提出の際には概要を発表し、 

他者の考え方と自己のそれとを比較検討する機会を持たせている。提出されたレポートは解説等

を加え、学年末に返却している。 

6. 問題発見ゼミナールＢ（半期） 

質疑応答形式によるプレゼンテーションを行っている。これにより参加者の理解を確認しなが

ら説明内容、説明方法を再検討しながらプレゼンテーションを進める訓練となる。１学期に 2 回

のディベートを行っている。学生自らが課題を選び、賛成、反対に分かれて相手を説得する訓練

である。効果的に反論をするためには相手の意見を聞く能力が不可欠であることを、学生に自覚

させる手段としてディベートを用いている。レポート課題を課し、毎週提出させ、学年末に解説

等を加え返却している。 

7. 問題解決ゼミナール（通年） 

テーマを設定し、短時間でプレゼンテーションの内容を検討し、発表する訓練を行っている。

また与えられたテーマに関してレポートを提出させている。レポートを作成した後、書籍や映像

資料を参考に同一テーマに関して再考察し、自身の作成したレポートにコメントを記入させてい

る。これにより、多面的な視点から物事を捉える訓練を行っている。提出された全てのレポート

は、解説を添えて学年末に各自に返却している。 

 

（３）研究成果報告 
1. 11年 交渉における満足度と自分に対する厳しさとの関係『情報コミュニケーション学研究』

第 10・11 合併号、p.33-49 

2. 11 年 交渉意欲の向上：挫折乗り越え体験の効果『日本交渉学会誌』第 23号、p. 69-94 
3. 11 年 交渉環境と合意に関する分析:笑顔の効用『明治大学社会科学研究所紀要』第 49 巻第

2号、p.349-366 
4. 12 年 交渉における満足『日本交渉学会誌』第 22号、p. 53-65 

 

（４）行政業務担当報告 
４－２ 大学業務  

1. 学生部委員会 （2008 年度） 

2. インターンシップ委員会（2012 年度から）  

3. 環境保全推進委員会（2012 年度から）  

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本交渉学会 

 
以 上 
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古屋野 素材（こやの そざい） 

 

１９４６年 岡山生まれ。 

１９７０年 慶應義塾大学経済学部卒業 

１９７５年 慶應義塾大学大学院社会学研究科教育学専攻単位取得満期退学 

その後、日本学術振興会奨励研究員を経て、 

１９７７年～１９８５年 東京大学百年史編集室員 

（この間、平行して、駒沢大学・明治大学・昭和薬科大学・慶應義塾大学・桜美林大学等での

非常勤講師） 

１９８５年～２００４年 明治大学文学部専任講師・助教授・教授 

２００４年 (学内移籍により)明治大学情報コミュニケーション学部教授 

専門は、高等教育史（主として、明治期日本の大学制度の形成過程）及び、（社会認識教科、

及び情報関連教科の）教師(養成)教育。 

『東京大学百年史』『明治大学百年史』の編集・執筆担当の他に、共著刊行本として、『学校事

典』（日本評論社）『現代教育を考える』（昭和堂）『新しい社会科をつくる』（学芸図書）『日本

の大学院』（青木書店）『学習指導案研究読本「社会・公民・地理歴史」』（蒼丘書林）『教育の

方法と技術』（教育出版）等がある。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

ⅰ）教師教育関係 

 本学および他大学の教職課程科目の担当を通して、中学高校の社会科関連科目の担当希望

者、及び高校「情報」担当希望者の育成にあたり、また、教育実習生に対する実習校での訪問

指導も担当した。 

ⅱ）学部教育関係 

① ゼミナール 

「基礎ゼミ」（１年生）・「問題発見テーマ演習」（２年生）・「問題分析ゼミ」（３年生）・「問

題解決ゼミ」（４年生）を担当し、１～２年生段階では、外国語を含む、読解力・文章表現力・

対話討論力の育成を基調とし、３～４年生段階では、多様な観点からの自己分析を踏まえての、

進路形成力の育成に重点をおいて運営した。 

② 専門科目 

「情報社会と教育Ａ・Ｂ」（２年生）高度情報社会という環境における日本および諸外国の

教育の現状の認識を深めつつ、その変容の可能性や危険性を考察し、特に日本の教育改善の課

題を検討することを目指した。 

「情報コミュニケーション学」（４年生）主として、戦後の日本映画で、「家族」をテーマと

する作品（主として小津安二郎監督作品）の視聴を中心に、日本社会のおける家族問題の特質

を、ジェンダー論的視点や世代論的視点で考察することを目指した。 
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③ その他 

「キャリアデザイン」（１年生）「インターンシップ」（２・３年生）のコーディネータや総

括運営を担当し、学生が、４年間のキャンパスライフ全体を通して、悔いの残らないキャリア

デザインに取り組める環境づくりを目指した。 

ⅲ）研究活動 

① 高等教育の変容・改革の国際比較 

社会の高度情報化と連動しつつ急速に進展する経済活動の“グローバル化”は、各国の高等

教育の変容に極めて大きな影響を及ぼしており、その状況を、特にＥＵ地域や北米地域、さら

には極東アジア地域及びインドについて、それぞれの現状と課題を考察することを目指した。 

② 情報社会における初等中等教育の教材開発の研究 

特にインターネットの普及により、学習にかかわる情報検索・収集に関するトラブルも格段

に増加しつつあり、知財権の適正な理解や、情報の評価力の育成、犯罪的トラブルの回避力の

育成、等々の課題を見据えての、授業運営を深めるための、アナログ的ツール・スキルも充分

に活用することも含めた、教材開発の可能性・課題の考察を目指した。 

１－２ 今後２年間の予定  

今後も、これまでの活動内容を基本的に継続し、それぞれの領域での成果を目指すこととす

る。２０１０年度から大学院「情報コミュニケーション学研究科」において、講義科目「情報

社会教育論Ⅰ・Ⅱ」を開講したが、この内容の充実をめざすとともに、２０１２年度からは、

「問題分析ゼミナール」のテーマを、日本の情報文化にとって複雑な問題群の根底ともいえる

「漢字」の問題への取り組みとし、所謂“漢字文化圏”おける情報文化と教育文化の歴史的検

討にとりかかったところである。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

当初は、色々な面で“手探り状態”と言わざるを得ない状態でスタートした本学部であるが、

今になってみると、法学・経済学・社会学・哲学・コミュニケーション論・科学論の諸分野に

関して、それぞれ意欲的なスタッフが揃っていることの「強み」「将来への可能性」が、確か

な手応えをもって確信できるのではないだろうか。 

社会の高度情報化故に生起する重大なイッシュウに関して、“学部・大学院の総力を挙げて

取り組む”ということを、例えば、ある月は、一つの具体的事例に関して、連日毎時限、複数

の異領域の教員によるシンポジュームないしパネルディスカッションを行う、というパフォー

マンスで学内外に提示するということも考えられる。このような試みは、色々な学部で時折、

記念行事の一つとして短時間の臨時催し物として行われる例は多いが、本学部では、それを“日

常化”してみるのである。新しく加わるスタッフも含めて、このような“日常化したシンポジ

ューム講義”が実現すれば、かなり迫力のある、「情報コミュニケーション学部」の“凄み”

を提示できよう。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  
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③ その他 

「キャリアデザイン」（１年生）「インターンシップ」（２・３年生）のコーディネータや総

括運営を担当し、学生が、４年間のキャンパスライフ全体を通して、悔いの残らないキャリア

デザインに取り組める環境づくりを目指した。 

ⅲ）研究活動 

① 高等教育の変容・改革の国際比較 

社会の高度情報化と連動しつつ急速に進展する経済活動の“グローバル化”は、各国の高等

教育の変容に極めて大きな影響を及ぼしており、その状況を、特にＥＵ地域や北米地域、さら

には極東アジア地域及びインドについて、それぞれの現状と課題を考察することを目指した。 

② 情報社会における初等中等教育の教材開発の研究 

特にインターネットの普及により、学習にかかわる情報検索・収集に関するトラブルも格段

に増加しつつあり、知財権の適正な理解や、情報の評価力の育成、犯罪的トラブルの回避力の

育成、等々の課題を見据えての、授業運営を深めるための、アナログ的ツール・スキルも充分

に活用することも含めた、教材開発の可能性・課題の考察を目指した。 

１－２ 今後２年間の予定  

今後も、これまでの活動内容を基本的に継続し、それぞれの領域での成果を目指すこととす

る。２０１０年度から大学院「情報コミュニケーション学研究科」において、講義科目「情報

社会教育論Ⅰ・Ⅱ」を開講したが、この内容の充実をめざすとともに、２０１２年度からは、

「問題分析ゼミナール」のテーマを、日本の情報文化にとって複雑な問題群の根底ともいえる

「漢字」の問題への取り組みとし、所謂“漢字文化圏”おける情報文化と教育文化の歴史的検

討にとりかかったところである。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

当初は、色々な面で“手探り状態”と言わざるを得ない状態でスタートした本学部であるが、

今になってみると、法学・経済学・社会学・哲学・コミュニケーション論・科学論の諸分野に

関して、それぞれ意欲的なスタッフが揃っていることの「強み」「将来への可能性」が、確か

な手応えをもって確信できるのではないだろうか。 

社会の高度情報化故に生起する重大なイッシュウに関して、“学部・大学院の総力を挙げて

取り組む”ということを、例えば、ある月は、一つの具体的事例に関して、連日毎時限、複数

の異領域の教員によるシンポジュームないしパネルディスカッションを行う、というパフォー

マンスで学内外に提示するということも考えられる。このような試みは、色々な学部で時折、

記念行事の一つとして短時間の臨時催し物として行われる例は多いが、本学部では、それを“日

常化”してみるのである。新しく加わるスタッフも含めて、このような“日常化したシンポジ

ューム講義”が実現すれば、かなり迫力のある、「情報コミュニケーション学部」の“凄み”

を提示できよう。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  
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ⅰ）学部内 

① ゼミナール：「基礎ゼミ」「問題発見テーマ演習」「問題分析ゼミ」「問題解決ゼミ」 

② 専門科目：「情報社会と教育Ａ・Ｂ」「情報コミュニケーション学」 

③ コーディネート科目：「キャリアデザイン」「インターンシップ」 

ⅱ）資格課程 

① 教職課程：「社会科・公民科教育法Ⅰ・Ⅱ」「情報科教育法Ⅰ・Ⅱ」「総合演習」 

ⅲ）学外 

① 慶應義塾大学：「社会科・公民科教育法」 

② 日本女子大学：「社会科教育法」「公民科教育法」 

ⅳ）その他 

① リバティー・アカデミー主催の「夏期司書講習」における、選択科目「学校図書館論」（８

コマ） 

＜授業運営の工夫等＞ 

ⅰ）の②、及びⅱ）ⅲ）のすべての授業では、全体の半分以上の時間は、受講生を数名のグ

ループに分け、研究課題の達成（最終プレゼンを含む）に向けての協同作業をうながすことで、

極めて意欲的な学習の追及が実現できた。また、提出を求めたレポートはすべて全員のものを

（縮小コピーし、多くの場合筆者を匿名とし通し番号をつけて、レポート集成を作成し）全員

に配布し、それをもとに意見交換を行うことで、クラス内に常に積極的な（好もしい意味での）

“討論”モードが実現した。 

また、上記の各大学でのほぼ同一科目である「社会科・公民科教育法関係科目」のレポート

集成を、別の大学の受講生に配布紹介することで、間接的ながら、個別大学を越えての“討論”

モードも実現した。 

２－２ 当年度担当授業  

ⅰ）学部内 

① ゼミナール：「問題発見テーマ演習Ｂ」「問題分析ゼミ」「問題解決ゼミ」 

② 専門科目：「情報社会と教育Ａ・Ｂ」「情報コミュニケーション学」 

③ コーディネート科目：「キャリアデザイン」「インターンシップ」 

ⅱ）大学院「情報コミュニケーション研究科」博士前期課程 

① 講義課目「情報教育社会論Ⅰ・Ⅱ」 

ⅲ）資格課程 

① 教職課程：「社会科・公民科教育法Ⅰ・Ⅱ」「情報科教育法Ⅰ・Ⅱ」「総合演習」 

ⅳ）学外  

① 慶應義塾大学：「社会科・公民科教育法」 

② 日本女子大学：「社会科教育法」「公民科教育法」 

ⅴ）その他 

① リバティー・アカデミー主催の「夏期司書講習」における、選択科目「学校図書館論」   

（８コマ） 
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＜授業運営の工夫等＞ 

前年度と同様である。 

２－３ その他の教育上の取組み  

 担当するそれぞれの授業中での工夫の他に、すべての受講生に授業者のメールアドレスと住

所を公開し、提出物（レポート、学習指導案、等）につき、添削等を希望する学生に対しては、

個別に対応している。住所の公開は、手書きが主となる「学習指導案」等の添削は、メールな

どでの対応が難しいため、郵送でのやりとりとなることによる。 

 

（３）研究成果報告 
○研究論稿、等 

研究ノート「文化交流の世界史・試論」(『情報コミュニケーション学研究』第 13 号,2013

年３月発行予定) 

 なお、研究論稿ではないが、総合大学における教員の学部横断組織の文化的活動の可能性と

課題に関する考察が、明治大学専任教授連合会『明大専教連会報』100 号(2011 年３月刊)に掲

載された。 

○学会・研究会報告、等 

 基調報告：「大学入試における“高校「情報」”を基礎とする入試科目の導入について」（「情

報処理教育学会（ジョーシン）」秋季研究大会、11 月 24 日、早稲田大学理工学部） 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. キャリア支援部会長：学部選択科目「インターンシップ」全般の運営 

新入生に対する、「インターンシップ・ガイダンス」、２年生に対する「インターンシップ入

門履修ガイダンス」、３年生に対する「インターンシップ実習ガイダンス」を含む。 

2. 教務主任（2008 年８月１日～2013 年３月 31日） 

４－２ 大学業務  

1. 体育教員会への学部代表：（2004 年３月～現在に至る） 

「体育担当専任教員」がいない本学部からの、“みなし体育教員”として参加し、兼任教員

に委嘱している本学部の「ウェルネス科目」の、体育施設利用や時間割調整の協議に加わる。 

2. 博物館運営協議会委員（2007 年４月～現在に至る） 

明治大学博物館の運営に関する協議・調整の会議体。（昨年６月までは、同協議会の委員長） 

3. 資格課程委員会委員（2004 年４月～現在に至る） 

資格課程の講義等を兼担する学内専任教員として、資格課程の運営を協議する会議体に義務

付けられた参加 

4. 教職課程教育実習担当委員（2004 年～現在に至る） 

本学部の教職課程履修者で、東京都内公立中高校での教育実習を行う学生に関する、実習校

に出向いての訪問指導を行う役割 
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（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 大学史研究会『大学史研究』編集委員長 

 
 以 上 
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施 利平（シ リーピン） 

 

中国出身。1991 年来日。 

1996 年大阪府立大学総合科学学部卒業 

1998 年大阪府立大学総合科学研究科文化学専攻修了（文化学修士） 

2001 年大阪大学人間科学研究科博士後期課程社会学専攻修了（人間科学・課程博士） 

2001 年 4月から 2003 年 3 月まで（財）兵庫県家庭問題研究所主任研究員 

2003 年 4月から明治大学短期大学専任助教授 

2004 年 4月より明治大学情報コミュニケーション学部准教授 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

テーマ：東北アジアにおける世代間関係と福祉のあり方 
1. 戦後日本における親族関係の実態と歴史的変容に関する研究に従事 

2. 内閣府経済社会総合研究所少子化ユニット「少子化と夫婦の生活環境に関する検討会」学

識経験者として参加 
3. 東北大学グローバルCOE「グローバル時代の男女共同参画と多文化共生」プロジェクト「少

子高齢化社会の家族変動」研究協力者として参加 

１－２ 今後２年間の予定  

 同じテーマの継続 

1.  明治大学社会科学研究所個人研究「転換期中国における社会福祉と世代間関係」を行う 

2.  日中韓三ヶ国における世代間関係と社会福祉のあり方に関する研究を実施 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

親子・親族関係を通して、東北アジア社会のもつ構造的特質性および他の地域との共通点を

明らかにし、それぞれの地域的特性に根ざした文明・文化の型、社会の構造、個々人の生き方

のパターンを描き出すことです。そのなかでも異なった文明・文化間の相互作用、その過程で

生じた変容に注目し、東北アジア社会への理解を深めていきたいと考えています。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

在外研究 

２－２ 当年度担当授業  

1. １年ゼミ（通年） 

2. ２年ゼミ（前期・後期） 

3. ３年ゼミ（通年） 

4. 情報コミュニケーション学（通年） 

5. 家族社会学Ⅰ・Ⅱ（前期・後期） 
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施 利平（シ リーピン） 

 

中国出身。1991 年来日。 

1996 年大阪府立大学総合科学学部卒業 

1998 年大阪府立大学総合科学研究科文化学専攻修了（文化学修士） 

2001 年大阪大学人間科学研究科博士後期課程社会学専攻修了（人間科学・課程博士） 

2001 年 4月から 2003 年 3 月まで（財）兵庫県家庭問題研究所主任研究員 

2003 年 4月から明治大学短期大学専任助教授 

2004 年 4月より明治大学情報コミュニケーション学部准教授 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

テーマ：東北アジアにおける世代間関係と福祉のあり方 
1. 戦後日本における親族関係の実態と歴史的変容に関する研究に従事 

2. 内閣府経済社会総合研究所少子化ユニット「少子化と夫婦の生活環境に関する検討会」学

識経験者として参加 
3. 東北大学グローバルCOE「グローバル時代の男女共同参画と多文化共生」プロジェクト「少

子高齢化社会の家族変動」研究協力者として参加 

１－２ 今後２年間の予定  

 同じテーマの継続 

1.  明治大学社会科学研究所個人研究「転換期中国における社会福祉と世代間関係」を行う 

2.  日中韓三ヶ国における世代間関係と社会福祉のあり方に関する研究を実施 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

親子・親族関係を通して、東北アジア社会のもつ構造的特質性および他の地域との共通点を

明らかにし、それぞれの地域的特性に根ざした文明・文化の型、社会の構造、個々人の生き方

のパターンを描き出すことです。そのなかでも異なった文明・文化間の相互作用、その過程で

生じた変容に注目し、東北アジア社会への理解を深めていきたいと考えています。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

在外研究 

２－２ 当年度担当授業  

1. １年ゼミ（通年） 

2. ２年ゼミ（前期・後期） 

3. ３年ゼミ（通年） 

4. 情報コミュニケーション学（通年） 

5. 家族社会学Ⅰ・Ⅱ（前期・後期） 
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6. 家族社会学Ⅰ・Ⅱ（専門研究）［大学院］（前期・後期） 

２－３ その他の教育上の取組み  

1. ３年生と大学院生の合同合宿の実施 

2. 情報コミュニケーション・ジャーナルへの投稿を奨励 

 

（３）研究成果報告 
① 著書 
1. 共著”Parent-child Relationships and Kinship in Postwar Japan: Examining Bilateral 

Hypotheses” in TANAKA Sigeto (ed),A Quantitative Picture of Contemporary 
Japanese Families: Tradition and Modernity in the 21st Century, Tohoku University 
Press（2013 年 3 月）pp.93-120 

2. 共著「第３章第１節 親子間のコミュニケーション」石原邦雄・青柳涼子・田渕六郎編『現

代中国家族の多面性』弘文堂（2013 年 3 月）pp.85-95 

3. 共著「第７章 世代間関係」石原邦雄・青柳涼子・田渕六郎編『現代中国家族の多面性』

弘文堂（2013 年 3月）pp.199-214 

4. 単著『戦後日本の親族関係―核家族化と双系化の検証』勁草書房（2012 年 1 月） 

② 学術論文 
1. 「戦後日本家族社会学のパラダイム転換で抜け落ちてきたもの―日本社会に存在しつづけ 

る直系家族的要素」家族問題研究学会学会誌 『家族研究年報』第 36号：pp.77-94（2011 

年 7 月） 

 本論文は、戦後家族社会学で展開されてきた二つのパラダイムがシフトするときに、なにが

抜け落ちてきたかを解明し、今後の家族研究に必要な分析枠組みを提示したうえで、現代の日

本家族には直系家族的な要素が根強く生き続けていることを証明したものである。 
③ 口頭発表 
1. 「戦後日本の夫婦の伴侶性の変容」 単独発表 国際行動学会第 9 回年次大会 日本大

学・東京（2012 年 9 月） 
2. 「都市化と世代間関係―中国浙江省一農村の事例から」 単独発表 日中社会学会第 24 回

大会 立命館大学・京都（2012 年 6 月） 
3. 「Urbanization and Intergenerational Relations：The Case Study of a Village in 

Northern Zhejiang, China(中国一農村の都市化と世代間関係)」ハワイ大学社会学部で講

演（2012 年 3月） 
4. 「戦後日本家庭・親族関係的变化（戦後日本の家族・親族関係の変化）」北京外国語大学

日本研究センターで講演（2011 年 9 月） 
5. 「儒教文化圏中日韓三国代際関係的比較（儒教文化圏日中韓三ヶ国の世代間関係の比較）」

中国社会科学院社会学研究所で講演（2011 年 9月） 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  
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1. ジェンダーセンター運営委員 

2. 将来構想委員 

3. 国際交流委員 

4. B コース副責任者 

４－２ 大学業務  

1. 図書委員 

2. 社会科学研究所運営委員 

3. 専任教員連合会委員 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 家族問題研究学会庶務委員 

2. 家族問題研究学会企画委員 
3. 日本家族社会学会第 3 回全国家族調査実行委員 

 
以 上 
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竹中 克久（たけなか かつひさ） 

 

1974 年奈良県生まれ。1997 年、神戸大学文学部哲学科社会学専攻卒業、2003 年、神戸大学大

学院文化学研究科博士課程修了、博士（学術）。 
日本学術振興会特別研究員、関西学院大学 21 世紀 COE プログラム専任研究員、関西学院大学

先端社会研究所専任研究員等を経て、2009 年 4 月より、明治大学情報コミュニケーション学部専

任講師。専門は組織論および社会学。 
 著書に『組織の理論社会学――コミュニケーション・社会・人間』（単著／文眞堂：2013 年）、

『身体の社会学――フロンティアと応用』（共編著／世界思想社：2005 年）、『文化の社会学――

記憶・メディア・身体』（分担執筆／文理閣：2009 年）、『問題解決のコミュニケーション――学

際的アプローチ』（分担執筆／白桃書房：2012 年）など。 
 論文「組織文化論から組織シンボリズムへ――〈シンボルとしての組織〉概念の提唱」（『社会

学評論』210：2002 年）にて、2002 年度日本社会学史学会奨励賞を受賞。その他、主要論文に「組

織戦略を社会学的見地から検討する――認知的・道具的合理性から理解可能性へ」（『社会学評論』

224：2006 年）や「組織秩序の形成と解体を説明するオルタナティブ――組織目的、組織文化、

そして組織美学」（『組織科学』41(2)：2007 年）など。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

 博士論文「組織の理論的研究」以降、科研費等の助成を受けて、組織文化論や組織シンボリズ

ム研究を超えて、組織美学や組織空間論を精査し、その成果を単著『組織の理論社会学』（文眞堂：

2013 年）にてあらわすことができた。また、「組織が社会を生み出す」という仮説のもと、監視

社会論や身体社会論へ組織社会学を援用する試みに着手した。 

前者の実績の代表的なものとして、単著である『組織の理論社会学――コミュニケーション・

社会・人間』（文眞堂：2013 年）や“The Concept of Organizational Culture and Sociology of 

Organization in Japan”(XVII World Congress of International Sociological Association, 

2010)があげられる。また、後者の実績としては、「組織が生み出す社会――刑務所、病院、学校、

企業の比較から」（『情報コミュニケーション学研究』10･11：2011 年）、「組織の使命と企業博物

館――原子力展示が生み出す情報弱者」（『情報コミュニケーション学研究』12：2012 年）があげ

られる。 

また、2010 年に採択された科研費補助金の若手研究(B)「組織における物理的環境が身体・感

情に与える影響についての社会学的研究」（2010-2012）の遂行を行っている。 

１－２ 今後２年間の予定  

 組織美学を中心とした、ヨーロッパにおける組織の理論研究を積極的に自身の組織論に組み入

れ、コミュニケーション概念、シンボル概念を中心とした「組織の社会学」を進めながら、「組織

が社会を生み出す」という知見から、監視社会、身体社会、学歴社会、消費社会などが、刑務所・

警察、病院、学校、企業といった組織によって生み出されている構図を明らかにする「組織から
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の社会学」へ射程を広げてゆく。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

情報コミュニケーション学は、私の専門とする社会学と同じく、「何を学べるのか分からない」

「答えが分からない」という学問に似ているように思える。ただ、社会学は「社会」に力点をお

くあまり、「現代社会」を高所からしか語れない弱さを内包している。情報コミュニケーション学

は、まさに社会の中（あるいは外）で情報が繋がり、離れ、自己増殖する特徴をもつ現代社会を

説明可能なディシプリンだと考えられる。また、全ての社会現象をいったん「情報」という単位

に還元したり、言語、貨幣、権力あるいは身体を機能的に等価なメディアと位置づけたりするこ

とによって、おおよそ比較不能な社会現象が比較分析できる可能になるという、きわめて斬新か

つ不可欠な学問であると実感している。その思いは、明治大学情報コミュニケーション学部での

教員・学生の方々とのコミュニケーションによって、より確信的なものとなってきている。今後

とも、多くの研究会などを通して、情報コミュニケーション学の発展に寄与したいと考えている。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 情報組織論（前期） 

組織論と情報論の交差する地点から、現代社会における組織の諸問題について、具体的な事例

（組織内の情報弱者、偽装問題、情報倫理など）に触れ、授業を進めた。各回に、「情報コミュニ

ケーション学」という見地から導き出される「視点」を提示した。（履修者数 390 名） 

2. 組織論（後期） 

組織論の基礎知識として、M.ウェーバー、E.メイヨー、C.I.バーナードといった古典から、A.

エツィオーニ、H.ミンツバーグ、K.E.ワイクといった現在でも活躍する組織論者の見解まで、広

く示すとともに、企業だけではなく、病院、学校、刑務所といった多くの組織を比較する視点を

提供した。（履修者数 139 名） 

3. 基礎ゼミナール（通年） 

社会問題についてマスコミ報道やウェブで流される情報を取捨選択できる能力を身につけるた

め、社会学の基礎知識を共有しながら、学生自身がテーマを設定し、グループ・ディスカッショ

ンを行い、プレゼンテーション能力の向上を図った。（履修者数 20 名） 

4. 問題発見テーマ演習 A（前期） 

社会学という「常識を疑う」にあたって有益なディシプリンを中心に、文化や伝統、観光、恋

愛といった社会にまつわる問題群を学生のプレゼンテーションとディスカッションにより、多様

なモノの見方を習得する機会を提供した。（履修者数 20名） 

5. 問題分析ゼミナール（通年） 

組織社会学に基づいて研究を行うゼミ生同士が集まり、「組織と個性」「ブランド」「組織比較」

「組織とメタファー」などのテーマについてゼミ生の個人プレゼンテーションとグループ・ディ

スカッションを行いながら、プレゼンテーション能力の向上と論理的思考の洗練をはかった。（履

修者数 20名）
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6. 問題解決ゼミナール（後期） 

論理的思考能力のさらなる高度化と、卒業論文執筆の指導を行った。日本大学、立教大学と卒

論合同ゼミ（ソシオフェスタ）を開催し、知識の共有とプレゼンテーション技術の向上を図った。

また、今年度は『情コミ・ジャーナル』に 2本の論文が投稿され、2本ともが掲載された。（履修

者数 20 名） 

7. 総合講座 D（時事通信社寄付講座）（後期） 

報道の最前線で活躍されている時事通信社の記者やデスクに、ニュース取材現場の実態と、取

材を通じて把握した現代社会の断面を講義していただき、それをコーディネートするとともに、

メディアと社会に関して 3回の講義を担当した。（履修者数 152 名） 

２－２ 当年度担当授業  

1. 情報組織論 

組織論と情報論の交差する地点から、現代社会における組織の諸問題について、具体的な事例

（組織内の情報弱者、組織における監視、偽装問題、情報倫理、アカウンタビリティ、組織内の

モンスターなど）に触れ、授業を進める。各回に、「情報コミュニケーション学」という見地から

導き出される「視点」を提示する。 

2. 組織論 

組織論の基礎知識として、M.ウェーバー、E.メイヨー、C.I.バーナードといった古典から、A.

エツィオーニ、H.ミンツバーグ、K.E.ワイクといった現在でも活躍する組織論者の見解まで、広

く示すとともに、企業だけではなく、病院、学校、刑務所といった多くの組織を比較する視点を

提供する。「組織の比較」により重点を置いて講義を構成するほか、時事的な問題への応用を含め

て講義を展開する。 

3. 基礎ゼミナール 

社会問題についてマスコミ報道やウェブで流される情報を取捨選択できる能力を身につけるた

め、社会学の基礎知識を共有しながら、学生自身がテーマを設定し、グループ・ディスカッショ

ンを行い、プレゼンテーション能力の向上を図る。初年次の基礎教養としての意味合いから、新

書を複数使用する予定である。 

4. 問題発見テーマ演習 A 

社会学という「常識を疑う」にあたって有益なディシプリンを中心に、文化や伝統、観光、恋

愛といった社会にまつわる問題群を学生のプレゼンテーションとディスカッションにより、多様

なモノの見方を習得する機会を提供する。3 年次の問題分析ゼミナールにスムーズに移行するた

めに、自らの研究テーマを明確化させる。 

5. 問題発見テーマ演習 B 

 組織論の入門として、20 名を定員とした小規模な講義形式のゼミナールを開講する。各回、著

名な論文や先駆的な論文を事前に指示し、プレゼンテーションならびにディスカッションを行い、

論理的思考能力を磨く。 

6. 問題分析ゼミナール 

組織社会学について、独創的な問題設定と分析能力の向上を図る。他大学との合同ゼミを実施
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し、研究交流ならびに知識の共有を目指す。 

7. 問題解決ゼミナール 

『情コミ・ジャーナル』への投稿、もしくは卒業論文の完成を目指し、論理的思考能力の向上

を図る。 

２－３ その他の教育上の取組み  

Oh-o! Meiji System を積極的に活用し、「情報組織論」「組織論」においては、各回のプレゼン

テーションスライド資料を各 300 枚以上ウェブ上に公開し、復習機会の向上を図った。 

 

（３）研究成果報告 
【著書】 

1． 2012 年 3月『問題解決のコミュニケーション――学際的アプローチ』（分担執筆），白桃書房

［担当部分「組織とコミュニケーション――我々は何を共有しているのか」］． 

2． 2013 年 3月『組織の理論社会学――コミュニケーション・社会・人間』（単著），文眞堂． 

【論文】 

1． 2012 年 3 月「組織の使命と企業博物館――原子力発電展示が生み出す情報弱者」『情報コミ

ュニケーション学研究』12 号． 

【学会報告】 

1． 2012 年 12 月「組織社会学の可能性――アーティファクト・空間・風景」経営学史学会主催

現代経営学研究会．（単独口頭発表）． 

【研究費の取得】 

1． 科研費補助金若手研究(B)「組織における物理的環境が身体・感情に与える影響についての社

会学的研究」（2010 年度～2012 年度）． 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1． ジェンダーセンター運営委員（2009～現在） 

2． 広報委員会委員（2012～現在） 

3． 紀要編集委員会委員（2012～現在） 

4． 学生論文編集員会委員（2012～現在） 

5． 修学委員会委員（2010～2011） 

４－２ 大学業務  

1. 学生部委員会委員（2010～2011） 

2. M-navi プログラム委員（2010～2011） 

3. 学生スポーツ振興委員会委員（2011） 

4. 図書委員会委員（2012～現在） 

5. 和泉研究棟運営委員会（2012～現在） 
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（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本社会学会 

2. 日本社会学史学会 

3. 組織学会 

4. 関東社会学会 

5. 日本社会学理論学会 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 出張講義 

実践学園高等学校で出張講義「情報社会に特有の社会問題を考える――組織における情報管理

と監視」を行った。 

2. Web 

リクルート進学ネットから取材を受け、紹介記事が掲載された。 

 
以 上 
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冨樫 光隆（とがし みつたか） 

 
1979 年 一橋大学大学院後期博士課程単位取得 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

GPI(真の成長指標)を中心に「豊かさ」の指標について環太平洋地域の諸国における作成状

況、利用状況の調査を行い、問題点を精査した。 
１－２ 今後２年間の予定  

 GPI を主とする経済、福祉指標と各国固有の経済特性との関係を、アメリカ、カナダ、オー

ストラリア、日本の環太平洋地域の諸国を中心として分析していく。 

 

（２）教育成果報告 

２－２ 当年度担当授業  

1. 問題発見テーマ演習 

2. マクロ経済学 

3. 問題分析ゼミナール 

4. 問題解決ゼミナール 

5. データ解析論 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. コース長 

コース科目の検討、専任、兼任教員人事 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 生活経済学会 理事 （２０１１年７月～ ） 

 
以 上 
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中里 裕美（なかざと ひろみ） 

 

立命館大学文学部英米文学専攻卒業。立命館大学大学院政策科学研究科政策科学専攻博士前

期課程修了。博士前期課程在学中にスウェーデン・セーデルテルン大学へ交換留学。立命館大

学大学院社会学研究科応用社会学専攻博士後期課程修了。博士（社会学）。博士後期課程在学

中には，立命館大学産業社会学部第一号助手，日本学術振興会特別研究員（DC2）を務め，そ

の後，日本学術振興会特別研究員 PD（京都大学経済学研究科），立命館大学衣笠総合研究機構

ポストドクトラルフェロー，ならびに佛教大学・帝塚山大学等での非常勤講師を経て，2010

年 4 月より明治大学情報コミュニケーション学部専任講師。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

1. 新しい経済社会学を背景とした地域通貨取引「行為」の社会ネットワーク分析 

とくに P2P 型（個対個）の地域通貨を対象に，地域通貨取引を社会的行為として位置づけ，

地域通貨取引「行為」の社会学的記述と経験的分析を通じて，地域通貨活動の活性化と地域通

貨活動の成果の可視化に貢献することを目的とした研究を行っている。 

2.  都市型生協組合員のネットワークとソーシャル・キャピタルに関する研究 

  生協を運動論の視点からではなく，生協の会員を結びつき（社会ネットワーク）という観点

から捉えるという作業を通じて，都市型生協の連帯のあり方について考察することを目的とし

た研究を行っている。 

3.  北欧（スウェーデン）におけるサードセクター・NPO の研究 

スウェーデンにおけるサードセクター・NPO を対象に，その歴史的背景・展開や組織形態・

規模・活動分野，法・税制度，ならびに福祉国家（政府）との関係やその役割・意義，近年に

おける変容などについて，文献調査・現地調査をもとにした研究を行っている。 

１－２ 今後２年間の予定  

上述したテーマでの研究を継続して行うとともに，以下のテーマでの研究をさらに進める。 

1. NPO における社会的行為の組織化とそれが地域社会に及ぼす影響に関する実証的研究 

2. 地域住民の対人・援助ネットワークの特徴とそれに影響を及ぼす要因の検討  

3. 地域社会における「関係性」の現状と様相に関する理論的・実証的研究 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

国内・外の研究者らとの連携をはかるだけではなく，研究および教育活動で関わることにな

るフィールド（現地）の地域住民の方々との関係性を大切にしながら，私自身の専門分野／領

域と「情報コミュニケーション学」という新しい学問体系との接合をめざすような研究・教育

活動をさらに展開してゆきたい。  

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業 
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1. ネットワーク社会論（前・後期） 

2. 社会調査実習（通年） 

3. コミュニケーションＡ（前期） 

4. コミュニケーションＢ（後期） 

5. 問題発見テーマ演習Ａ・Ｂ（通年） 

6. 問題分析ゼミナール（通年） 

7. 学部間共通総合講座ボランティア入門（前・後期） 

２－２ 当年度担当授業  

1. ネットワーク社会論（前・後期） 

人と人，人と集団，あるいは集団と集団の間を結ぶ社会的な繋がり（社会ネットワーク），

ならびにソーシャル・キャピタル(社会関係資本)についての理解を深めることをめざしてい

る。また，繋がりの質や構造を科学的に把握するための分析手法である「社会ネットワーク分

析」の基礎的概念および具体的な指標（距離・中心性・密度など）の解説なども行っている。 

2. 社会調査実習（通年） 

「社会調査士」資格＜G＞区分認定科目である。受講生は，社会調査の基礎知識の習得，調

査票の作成および実査の実施，そして得られた社会調査データを適切な方法で処理したうえで

統計解析ソフト SPSS を用いたデータ分析を行って，『社会調査実習論文集』を完成させた。 

3. コミュニケーションＡ（前期） 

身近なものでありながら学術用語としても多義的である「コミュニケーション」について，

『コミュニケーション・スタディーズ入門』をテキストとし，その序章から第 4章までの内容

を学ぶ。受講生は大学での学修に必要とされるプレゼン能力・文章読解力を身につけるべく，

複数回にわたるプレゼンテーション（個人およびグループ）やレポート作成を行った。 

4. コミュニケーションＢ（後期） 

コミュニケーションＡ（前期）の応用編にあたり，テキストの第 5章から第 8章（終章）ま

でを扱う。異文化・ジェンダー・組織・社会ネットワークなどの分野（テーマ）と「コミュニ

ケーション」との関連について学ぶ。受講生は各テーマごとに行われる複数回のグループディ

スカッションを通じて，自分の意見を伝える力と他者の話を聞く力を身につけることをめざした。 

5. 問題発見テーマ演習Ａ・Ｂ（通年） 

非営利組織（NPO）に関する文献の輪読を通してその基礎的事項について学んだ後，受講生

は関心領域別のグループにわかれて調査企画書を作成し，NPO／市民活動組織へのフィールド

ワーク調査を行った。また調査後の報告会にて，受講生は調査報告および議論を行い，それら

の内容をまとめたゼミレポート集『NPO・市民活動組織におけるフィールドワークから』を完

成させた。 

6. 問題分析ゼミナール（通年） 

社会的ネットワーク〈つながり〉に関連する諸テーマに興味／関心をもつゼミ受講生に対し

て，『卒業論文』の執筆にむけて主に，基本書の輪読，社会調査・ネットワーク調査法のレク

チャーと実習，そして卒業論文の書き方について指導している。また夏休みには，4年生と合
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同で 2泊 3日のゼミナール合宿（今年度は山中湖セミナーハウスにおいて開催）を実施し，各

グループの研究の進捗報告と議論を行った。 

7. 問題解決ゼミナール（通年） 

ゼミ受講生は 3年生時に身につけた論文作成，ならびに社会調査法・ネットワーク分析にか

んする基礎知識をもとに，個人ないしグループ単位で 1年をかけて『卒業論文』を完成させて

いる。また夏休み期間中には，3 年生のゼミと合同で 2 泊 3 日のゼミナール合宿を実施し，各

自もしくは各グループの『卒業論文』の進捗報告と議論を行った。 

２－３ その他の教育上の取組み  

講義科目においては，毎回の授業内容に関する質問・意見・感想を集め，次回の授業時に対

話形式でそれらへの回答・コメントをレジュメにして配布し，解説を行っている。 

 

（３）研究成果報告 
＜著書＞ 

1. 「第 8章 社会ネットワークとコミュニケーション」鈴木健編著『コミュニケーション・ 

スタディーズ入門』，pp.181-203, 大修館書店，2011 年 7月． 

2. 山内直人他編『NPO・NGO 辞典―市民社会の最新情報とキーワード』「LETS」「タイムダラー」

「ふれあい切符」「エコマネー」の用語解説，2012 年 4 月，大阪大学 NPO 研究情報センタ

ー． 

＜学術論文＞ 

1. 「非営利組織の活動におけるソーシャル・キャピタルの「よさ」―地域通貨組織を事例に

―」『立命館産業社会論集』，47巻 1号，pp.157-172，2011 年 6 月． 

2. 「実践コミュニティとしての地域通貨組織への会員の参加構造と組織のパフォーマンス

の関係―スウェーデンの LETS 組織を事例として―」『ノンプロフィット・レビュー』，11

巻 1 号，pp.1-10，2011 年 6 月，（共著：筆頭）． 

3. “An Empirical Study of the Social Effects of Community Currencies,” International 

Journal of Community Currency Research, Vol.16(D),pp.124-135, 2012 年 7月，（共著：

筆頭）．  

4. 「地域通貨取引のネットワーク分析」『社会と調査』，第 10 号，pp.38-44，2013 年 3 月，

（共著：筆頭）． 

5. 「地域通貨は地域社会にどのような繋がりをもたらすのか―地域通貨ピーナッツの事例

をもとに―」『専修経済学論集』第 47 巻（第 114 号），pp.1-16，2013 年 3 月．（共著：筆

頭以外） 

＜報告書・ワーキングペーパー＞ 

1. “Evolution of Promotion Alliance Networks in the Current Japanese Film Industry:  

Advantages of Social Cohesion in Digital Media Mix Promotion,”The Working Paper  

presented at 27th EGOS Colloquium, Gothtenburg, Sweden, July 6-9, 2011.（共著:筆頭 

以外） 
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＜学会報告・学会討論者＞ 

1. 学会報告：“Evolution of Promotion Alliance Networks in the Current Japanese Film 

Industry: Advantages of Social Cohesion in Digital Media Mix Promotion,” 27th EGOS 

Colloquium, Gothtenburg, Sweden, July 6-9, 2011. (共同報告) 

2. Discussant：“Needle Pulling Thread: The Emergence, Diffusion and Transformation of 

Ready-to Wear Fashion in New York and Paris between 1940s and 1960s” (Presented 

by Yue Zhao), 27th EGOS Colloquium, University of Gothtenburg, Sweden, July 6-9, 2011. 

3. 学会報告：「地域住民の対人援助ネットワークに関する研究―近畿 2 府 4 県を対象とした

質問紙調査の分析から―」第 84 回日本社会学会大会，関西大学，2011 年 9月. (共同報告) 

4. 学会報告：「都市型生活協同組合員のネットワークとソーシャルキャピタル」，経済社会学

会第 48 回全国大会，北海道大学，2012 年 9月． 

＜研究費獲得実績＞ 

1. 明治大学若手研究（2010 年 7 月～2011 年 3月） 

2. 科学研究費基盤研究（C）（研究課題：「NPO における社会的行為の組織化とそれが地域社会

に及ぼす影響に関する実証的研究」，研究代表者）（2011 年 4 月～） 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 広報委員会委員 

2. 修学委員会委員 
3. ことばとコミュニケ―ション科目部会委員 
4. 研究サポート科目部会委員 
４－２ 大学業務  

1. 専任教授会連合会幹事会委員 

2. 学生相談室教員相談員 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本社会学会会員 

2. 関東社会学会会員 

3. 関西社会学会会員 

4. 経済社会学会会員 

5. 地域社会学会会員 

6. 日本地域学会会員 

7. 組織学会会員 

8. 北ヨーロッパ学会会員 

9. 日本 NPO 学会会員 
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10. 日本行動計量学会会員 

11. European Group of Organizational Studies(EGOS) 会員 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 出張講義：横須賀学院高等学校，2011年10月25日 講師 

2. 出張講義：聖学院高等学校，2011年11月16日 講師 

3. 招待講演：東京都健康長寿医療センター研究所，2011年12月8日 講師 

4. 模擬授業：オープンキャンパス模擬授業，2012年8月3日 講師 

５－３ その他の社会貢献  

1. 日本 NPO 学会第 12回年次大会運営委員（2009 年 4月～2010 年 3月迄） 

2. 日本 NPO 学会第 13回年次大会運営委員（2010 年 4月～2011 年 3月迄） 

3. 経済社会学会東部幹事（2010 年 9 月～現在） 

4. 北ヨーロッパ学会学会誌編集委員会委員（2011 年～現在） 

 
以 上 
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宮本 真也（みやもと しんや） 

  

1968 年大阪府生まれ。1991 年大阪大学人間科学部人間科学科（社会学専修）卒業。1993 年

同大学大学院人間科学研究科人間学専攻博士（前期）課程にて修士号（人間科学）を取得。1998

年同研究科人間学専攻博士（後期）課程を単位取得満期退学。1998 年 10 月から 2000 年 9月ま

でドイツ連邦共和国ヨハン＝ヴォルフガング・ゲーテ大学（フランクフルト・アム・マイン）

哲学及び歴史学部に、ドイツ学術交流会（DAAD）の奨学生として留学。関西大学、大阪国際大

学非常勤講師を経て、2004 年より明治大学情報コミュニケーション学部准教授。専門は社会学、

社会哲学。2011 年 4 月から 2012 年 8 月末までフランクフルト社会研究所客員研究員。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

私の過去二年間にわたる研究テーマは大きく分ければ二つあげることができる。一つめはコ

ミュニケーション、承認、公共圏、物象化といった概念を鍵とする批判的社会理論の現代的傾

向の検討と分析であり、二つめは世界が世俗化していくと共に宗教の代替物であるかのように

人々に意味と確実性の源泉となっているようにも思える科学のあり方の批判的分析である。後

者の研究は前者の応用編と言ってもよい。前者のプログラムにおいては副産物として批判的社

会理論の現代的担い手であるユルゲン・ハーバーマス、アクセル・ホネットの理論的著作の翻

訳作業にも携わっている。 

１－２ 今後２年間の予定  

今後二年間も研究の基本線に変更はない。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

さまざまな学問体系が同居し、そこで学術的言説を共有して融合、展開をはかる「情報コミ

ュニケーション学」において私が社会哲学、社会学（理論）が前提としてよいと考えるのは、

相も変わらず「文明化という現象がこれほどまで進行した現代において、どうして真に人間ら

しい状態が未だに実現せず、なぜに野蛮がくりかえし人類を襲うのか」という問いだろう。例

えば人をつなぐように見え、売り込まれるメディアが時には人と人とを切り離し、場合によっ

ては傷つけ合う武器にもなるのは、私たちのあいだに言葉の壁ができたバベルの時代から、ケ

イタイによる掲示板にいたるまでなんら変わることがない。こうした方法的ペシミズムの立場

から私は、社会の現状を視野に入れた哲学的、社会学的考察を経験的・臨床的な研究との共同

において学際的に検討していきたい。第一に私が取り組んでいるのは社会的相互承認とコミュ

ニケーションを軸とした社会理論を手がかりに現下の社会に干渉することである。このことは

具体的には、難民や外国人（労働者）に対する対応、ジェンダーによる自由の制限、市民とし

ての社会への参加(義務)意識の欠如、消費とコミュニケーションへの衝動を診断するために有

効ではないかと私は考える。これらの問題の核心には、直接的、間接的に「承認されたい自己 
のアイデンティティ」と、社会からの「承認される主体となる」ことへの要求のあいだに発生 
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しうる緊張関係、社会化におけるコンフリクトがある。第二に私は、この承認とコミュニケー

ションを通じた社会化、人格形成という観点から、科学技術をめぐるリスクに対する現代人の

実践における認知様態、態度を分析する。例えば大惨事や大規模な被害を引きおこしうる技術

的なリスクへの態度が、社会に対する当事者の責任と義務とに結びついている「べき」なのは、

自明のようではある。しかし、門外漢から見ても御粗末な事故の防止策や隠蔽、あるいは安全

基準の侵害から明らかになるのは、リスクを前にした当事者の社会に対する責任や義務意識の

欠如と、現下の社会で起こるはずの惨事、被害を現実のものとして予測することができない社

会的想像力の欠如である。このことを私は、個人が市民として社会化される過程との関連から

考えてみたい。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業(在外研究以前（2009 年度）)  

1. 基礎ゼミナール（通年） 

基本的な社会学の教科書（奥井智之著『社会学』、東京大学出版会、2004 年）を丁寧に読み、

発表する練習をおこなった。また、現代社会における諸問題に関わる映像作品や、ドキュメン

タリーなどを鑑賞して、より深い理解を得た。夏季には合宿もおこなった。 

2. 問題発見ゼミナール（通年） 

より上級の社会学の教科書（アンソニー・ギデンズ著『社会学』、而立書房、2004 年）を購

読した。抽象度の高い概念を説明するために SF 映画なども鑑賞した。夏季には合宿もおこな

った。 

3. 問題分析ゼミナール（通年） 

問題発見ゼミナールと同様、スタートとしてグループで新書の内容を発表することを始め

た。ただし、一巡後は、それぞれの個人研究を完成させていくかたちに変えてゆく。すでに４

名の学生が学生論文集への投稿を希望しており、その準備のためのサブゼミも開始している。 

4. 問題解決ゼミナール（通年） 

当ゼミナールは単位取得のための条件を、①学生論文集への投稿、②１月中旬までに卒業レ

ポートを提出、のうちのどちらかを選べることにしている。就職活動のために前期は６月まで

はなかなかまとまらなかったが、基本的にはテーマごとにグループに分け、そのグループごと

にすでに書き上げた部分の検討、意見交換を進め、そこに教員も巡回して加わっていくという

システムをとった。 

5. 社会学（前期、後期） 

社会学の基礎概念と、具体的なテーマについて論じたが、半期ゆえにあまり網羅的に進める

ことができなかった。テーマは以下の通り。 

・社会学とはなにか？ ・社会学の方法について ・行為の合理性  

・「学歴社会」の「学歴」は絶対なのか？ ・家族の社会学 

・社会と犯罪 ・近代社会とアノミー 
6. コミュニケーション思想史（前期） 

「コミュニケーション」概念の曖昧さを克服するために、私たちが日常的な直観にてらして 
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「コミュニケーション」と理解できるものの境界線を明確にした上で、心理学、社会学、哲学

において重要と思われる論者の議論を紹介した。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 問題発見ゼミナール（通年） 

今年から一冊の教科書を購読するというスタイルをやめ、グループで新書の内容を発表する

という形式に改める。現代社会のアクチュアルな問題を掘り下げて考え、教員による学問的観

点からのコメントを受けることで社会学的センスを磨くことを目標とする。 

2. 問題発見テーマ演習（後期） 

本演習では現代社会の分析、批判を可能とするために、古典的な著作を丁寧に読み解くこと

を試みる。社会的正義、公正さなどの問題について考える。 

3. 問題分析ゼミナール（通年） 

当ゼミナールは単位取得のための条件を、①学生論文集への投稿、②１月中旬までに卒業レ

ポートを提出、のうちのどちらかを選べることにしている。就職活動のために前期は６月まで

はなかなかまとまらなかったが、基本的にはテーマごとにグループに分け、そのグループごと

にすでに書き上げた部分の検討、意見交換を進め、そこに教員も巡回して加わっていくという

システムをとった。 

4. 社会学Ａ・Ｂ（前後期） 

一年間を通して社会学の概論を論じることができるので、網羅的に社会学の理論研究と経験

的な研究を複眼的に紹介することを考えている。 

5. コミュニケーション思想史（後期） 

『コミュニケーション社会学入門』（世界思想社）を教科書として、コミュニケーションに

ついての心理学的、社会学的、哲学的言説を紹介する。 

6. （情コミ研）現代思想論Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

当初の予定では戦後の社会学、哲学における論争を軸に現代思想を論じておく予定であった

が参加者の強い希望から、発表形式でアクセル・ホネットの著作を購読する。また、参加者の

関心に従って、随時テキストは追加していく予定である。 

 

（３） 研究成果報告 
1. 学術論文：「慈善による寄付か，承認としての再分配か？」、『ドイツ研究』第４５号（日

本ドイツ学会）所収、2011 年 6月、pp.166-176。 

2. コラム：「フランクフルト社会研究所の歴史と現在」、西山雄二編『人文学と制度』、未來

社、2013 年 3 月、pp.383-387。 

3. 翻訳共訳：『物象化』、法政大学出版局、2011 年 6月。 

アクセル・ホネットの著作（Axel  Honneth, Verdinglichung: 
Eineanerkennungstheoretische Studie, Suhrkamp, 2005）の翻訳である。辰巳伸知（佛教大

学）との共訳。 
4．翻訳共訳（進行中）：『不可視性』 

アクセル・ホネットの論文集 (Axel Honneth, Unsichtbarkeit:  
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StationeneinerTheoriederIntersubjektivität, Suhrkamp, 2003)の翻訳である。日暮雅夫（盛

岡大学）、水上英徳（松山大学）との共訳。  
5．翻訳共訳（進行中）：『自由の権利』 

アクセル・ホネットの著作(Axel Honneth, das RechtderFreiheit, Suhrkamp, 2011)の翻訳

である。水上英徳（松山大学）、大河内泰樹（一橋大学）との共訳。 

 

（４） 行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 大学院研究科設置委員会委員（2007 年度） 

2. カリキュラム検討部会・言語教育部会委員（2007 年度） 

3. 言語教育部会委員長（2008/4-現在） 

4. 言語と文化」コース主任（2008/4-現在） 

5. 大学院情報コミュニケーション研究科委員（2008/4-現在） 

研究科の運営および職務上必要な会議に出席。 

6. 情報コミュニケーション教務主任（2008/4-2010/3） 

ＦＤ委員会、将来構想委員会、カリキュラム運営委員会の委員として活動。 

 

（５） 社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 社会思想史学会 

2. 日本社会学 

3. 関西社会学会 

4. 日本哲学会 

5. 日本現象学・社会科学会 

6. 日本社会学理論学会 

 
以 上 
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山口 生史（やまぐち いくし） 

 
明治大学商学部助手、講師、助教授、教授を経て、現在、情報コミュニケーション学部教

授。博士〔学術〕。専門社会調査士。専門は、コミュニケーション学〔組織・異文化〕および

組織行動学〔ミクロ組織論〕。主著に『従業員動機づけのための異文化間コミュニケーション

戦略』（単著・同文館）、『成果主義を活かす自己管理型チーム：人の視点とプロセス重視のマ

ネジメント』（編著・生産性出版）、『異文化コミュニケーション研究法：テーマの着想から論

文の書き方まで』（分担執筆・有斐閣）、『企業変革の人材マネジメント』（分担執筆・ナカニシ

ヤ出版）、『朝倉実践心理学講座６・コンピテンシーとチームマネジメントの心理学』（分担執

筆・朝倉書店）、『コミュニケーション・スタディーズ入門』(分担執筆・大修館書店)、『現代

日本のコミュニケーション研究：日本コミュニケーション学の足跡と展望』(分担執筆・三修

社)、『希望立国日本：15 の突破口』（分担執筆・日本評論社）、『異文化間コミュニケーション

入門』（分担執筆・創元社）、『マレーシア、フィリピン進出日系企業における異文化間コミュ

ニケーション摩擦 』（分担執筆・多賀出版）、『文化摩擦における戸惑い』（分担執筆・創元社）、

『米国、中国進出日系企業における異文化間コミュニケーション摩擦』（分担執筆・風間書房）、

『グローバル社会における異文化間コミュニケーション』（分担執筆・風間書房）、『コミュニ

ケーション・オーディット』 (共訳・CAP 出版)がある。その他、新聞連載や学術論文多数。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

組織コミュニケーションと組織行動学の全般的研究。 

＜例＞介護保険施設におけるチーム・コミュニケーションの研究 

コミュニケーション・オーディット研究 

組織内のネットワーク分析とソーシャル・キャピタルの研究 

コミュニケーションと組織公正理論の異文化比較研究 

これらを研究テーマとして、量的・質的調査を行ってきた。これらの成果を研究学会で口頭

発表および専門ジャーナルに投稿してきた。 

１－２ 今後２年間の予定  

上記研究の継続と発展をめざす。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

上記研究テーマとの接点と本学部の理念を連関させたい。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. ＜組織コミュニケーション A, B＞ 

2. ＜４年生ゼミ＞ 
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山口 生史（やまぐち いくし） 

 
明治大学商学部助手、講師、助教授、教授を経て、現在、情報コミュニケーション学部教

授。博士〔学術〕。専門社会調査士。専門は、コミュニケーション学〔組織・異文化〕および

組織行動学〔ミクロ組織論〕。主著に『従業員動機づけのための異文化間コミュニケーション

戦略』（単著・同文館）、『成果主義を活かす自己管理型チーム：人の視点とプロセス重視のマ

ネジメント』（編著・生産性出版）、『異文化コミュニケーション研究法：テーマの着想から論

文の書き方まで』（分担執筆・有斐閣）、『企業変革の人材マネジメント』（分担執筆・ナカニシ

ヤ出版）、『朝倉実践心理学講座６・コンピテンシーとチームマネジメントの心理学』（分担執

筆・朝倉書店）、『コミュニケーション・スタディーズ入門』(分担執筆・大修館書店)、『現代

日本のコミュニケーション研究：日本コミュニケーション学の足跡と展望』(分担執筆・三修

社)、『希望立国日本：15 の突破口』（分担執筆・日本評論社）、『異文化間コミュニケーション

入門』（分担執筆・創元社）、『マレーシア、フィリピン進出日系企業における異文化間コミュ

ニケーション摩擦 』（分担執筆・多賀出版）、『文化摩擦における戸惑い』（分担執筆・創元社）、

『米国、中国進出日系企業における異文化間コミュニケーション摩擦』（分担執筆・風間書房）、

『グローバル社会における異文化間コミュニケーション』（分担執筆・風間書房）、『コミュニ

ケーション・オーディット』 (共訳・CAP 出版)がある。その他、新聞連載や学術論文多数。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

組織コミュニケーションと組織行動学の全般的研究。 

＜例＞介護保険施設におけるチーム・コミュニケーションの研究 

コミュニケーション・オーディット研究 

組織内のネットワーク分析とソーシャル・キャピタルの研究 

コミュニケーションと組織公正理論の異文化比較研究 

これらを研究テーマとして、量的・質的調査を行ってきた。これらの成果を研究学会で口頭

発表および専門ジャーナルに投稿してきた。 

１－２ 今後２年間の予定  

上記研究の継続と発展をめざす。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

上記研究テーマとの接点と本学部の理念を連関させたい。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. ＜組織コミュニケーション A, B＞ 

2. ＜４年生ゼミ＞ 
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3. ＜３年生ゼミ＞ 

4. ＜専門研究・組織コミュニケーション論 I.II [大学院]＞ 

5. ＜特論演習・組織コミュニケーション論 I.II [大学院]＞ 

6. ＜研究論文指導・組織コミュニケーション論 I.II [大学院]＞ 

7. ＜集約型外国文献購読Ⅰ[大学院]＞ 

8. ＜グルーバル・マーケティング・コミュニケーション[専門職大学院]＞ 

9. ＜異文化ビジネス論概論[政経学部前期]実践異文化ビジネス論[政経学部後期]＞ 

10. ＜組織コミュニケーション論 [立教大学大学院]＞ 

２－２ 当年度担当授業  

1. ＜組織コミュニケーション A, B＞ 

2. ＜４年生ゼミ＞ 

3. ＜３年生ゼミ＞ 

4. ＜専門研究・組織コミュニケーション論 I.II [大学院]＞ 

5. ＜研究論文指導・組織コミュニケーション論 I.II [大学院]＞ 

6. ＜グルーバル・マーケティング・コミュニケーション[専門職大学院]＞ 

7. ＜組織コミュニケーション論 [立教大学大学院]＞ 

 

（３）研究成果報告 
＜書籍著書(分担執筆)＞ 

1. 「リーダーシップ―スタイル、倫理性、育成」『ビジネス心理ハンドブック第 2 巻：マネ

ジメント心理編』中央経済社、印刷中 

2. 『異文化コミュニケーション事典』、石井敏・久米昭元（編集代表）、7項目担当：pp.40-41、 

p.72、 pp.73-74、 pp.74-75、 pp.78-79、pp.162-163、 p. 530、2013、春風社 

3. 「組織コミュニケーション・コンピテンス」、『コミュニケーション・スタディーズ入門』

鈴木健（編）、pp. 112-134、2011、大修館書店 

4. 「組織コミュニケーション研究発展の経緯と動向」『現代日本のコミュニケーション研

究：日本コミュニケーション学の足跡と展望』日本コミュニケーション学会（編）、pp. 

68-80、2011、三修社 

＜研究論文＞ 

1. “A Japan-US cross-cultural study of relationships among team autonomy, 

organizational social capital, job satisfaction, and organizational commitment,” 

International Journal of Intercultural Relations, Vol.37(1), pp. 58-71, 2013 年 1

月 (単著) 

2. “The Impact of Team Autonomy on Organizational Commitment of Japanese Care 

workers,” International Journal of the Academy of Organizational Behavior 

Management, Issue 2 (Oct-Dec 2012), pp. 1-29.  (共著：山口生史が first author) 
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3. 「コミュニケーション・オーディットによるソーシャル・キャピタル診断の可能性」『明

治大学 社会科学研究所紀要』Vol.51(1)、 pp. 159～189、 2012 年 10 月 (単著) 

＜雑誌依頼記事＞ 

1. 「リーダーのコトバの戦術と IT メディアの有効活用」『OMNI-Management（日本経営協会

経営情報誌オムニ・マネジメント』21/ 3 （通巻 239 号)、  pp.2-7、 2012 年 3月 

2. 「組織コミュニケーション～その命綱としての機能」『かけはし』26/ 2 (通巻 296 号)、 pp. 

4-8、 2012 年 1 月 

3. 「巻頭言 上司-部下間コミュニケーションにおける IT メディアの効果と問題-E-mail と

IT 電話メディアの相互補完的利用」『産業訓練』Vol. 58(676)、 pp.2-3、 2012 年 1 月 

＜エッセイ＞ 

1. 「私の一冊」「Ian Hamilton 『サリンジャーを捕まえて』（海保眞男訳）」『国際行動学研

究』Vol. 7、pp75-78、2012 年 9 月 

＜研究口頭発表＞ 

1. “Gender Issues on Organizational Behavior in Japanese Care Facilities,” 

Asian-Pacific gender studies, 2013 年 3 月 21 日（インド、クマウン大学） 

2. “Communication audits for managing organizational communication problems  

in Japanese care facilities,” The 12th Asia-Pacific Conference of the Association 

for Business Communication 2013, 2013 年 3 月 15 日（京都、同志社大学） 

*Best Paper Award 受賞論文 

3. ”Satisfaction with communication as the antecedents of relational and structural 

social capital,”  The 11th Asia-Pacific Conference of the Association for Business 

Communication 2012, 2012 年 3月 31 日 （韓国・ソウル、Kyongi 大学） 

4. 「離職意図制御マネジメントの日米比較：手続的公正と職務満足の影響」、国際ビジネス

研究学会 第 17回全国大会、2010 年 10 月 24 日 (北海道大学) 

＜研究費助成研究＞ 

1.  平成 24 年度～28 年度文部科学省の研究助成 (研究課題番号 基盤研究 B 24330177、研究

代表者・山口生史) 「介護施設におけるケアの質向上のためのコミュニケーション・オー

ディット研究」 

＜研究アドヴァイザー＞ 

1. 「グッド・コミュニケーションが組織成果にどう結びつくか＜GCC 予備調査報告書＞－成果

を上げる組織コミュニケーション－」日本経営協会、その他調査・データ分析のアドヴァ

イザー、2010 年 2月～2012 年 3 月 

＜研究調査＞ 

1. 平成 24 年度～28 年度文部科学省の助成(基盤研究 B)に基づくフォーカス・グループ・イ

ンタビュー調査(第 1回目）、2013 年 3 月 9 日 

2. 平成 24 年度～28 年度文部科学省の助成(基盤研究 B)に基づくフォーカス・グループ・イ

ンタビュー調査(第 2回目）2012 年 12 月 22 日 
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3. 平成 24 年度～28 年度文部科学省の研究助成に基づく(基盤研究 B)インタビュー調査： 

10 施設 32人の聞き取り調査 2012 年 9月 6 日～ 2012 年 9 年 13 日 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1.  ジェンダーセンター運営委員会（2010.10～現在に至る） 

４－２ 大学業務  

1. 研究活用知財副本部長・研究成果活用促進センター長(2012.4～現在に至る) 

2. 国際教育センター委員(2010.4～2012.3) 

3. 教育開発支援・センター運営委員(2010.4～2012.3) 

4. 情報基盤本部委員(2010.4～2012.3) 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

＜所属学会・役職＞ 

1. 日本コミュニケーション学会：広報局長・理事 

2. 国際行動学会：副会長・編集長・理事 

3. 国際ビジネスコミュニケーション学会 

4. 組織学会 

5. 国際ビジネス研究学会 

6. 異文化経営学会 

7. 産業組織心理学会 

8. International Communication Association (ICA) 

9. International Association for Intercultural Research (IAIR)：Fellow 会員 

10. Academy of Management (AOM) 

＜国際学会のアワード審査委員＞ 

1. International Communication Association (ICA)の学会賞の一つの選考審査委員

（Committee member)、2011.2-3＆2012.2-3 

＜研究論文査読委員＞ 

[2012 年度分] 

＜海外ジャーナル＞ 

1. 専門誌ジャーナル、International Journal of Management Science and Engineering 

Management の査読、2013 年 1月 

2. 専門ジャーナル、International Journal of Sociology and Anthropology の査読、2012

年 9 月 

＜国内ジャーナル＞ 



93 

〈山口生史〉組織とコミュニティ 

 93

1.  研究学会 SIETAR Japan の学会専門ジャーナルの査読、2013 年 1 月 

[不定期] 

1. 米国の専門ジャーナル：Journal of  Business Communication, International Journal of 

Intercultural Relations, Psychological Reports, Asian Pacific Management Review な

どの査読 

2. 日本の専門ジャーナル：組織学会、日本コミュニケーション学会、多文化関係学会、国際

ビジネス研究学会、国際行動学会、SIETAR Japan などの学会誌・専門誌の査読    

５－３ その他の社会貢献  

1. ボランティア活動(老人福祉介護施設に年 2～3回訪問) 

2. 全日本スキー連盟（SAJ）スキー正指導員・B級検定員としてスキースポーツの普及活動： 

（例）神奈川県連主催障害者スキー講習会および検定会主任検定員 

 
以 上 



94 

組織とコミュニティ〈脇本竜太郎〉 
 

 94

脇本 竜太郎 （わきもと りゅうたろう） 

       
経歴 
鹿児島県出身 
■学歴 
2002 年 3 月 東京大学教育学部総合教育科学専攻卒業 学士（教育学） 
2004 年 3 月 東京大学大学院教育学研究科総合教育科学専攻修士課程修了 修士（教育学） 
2007 年 3 月 東京大学大学院教育学研究科総合教育科学専攻博士課程単位取得退学 
2010 年 4 月 博士（教育学） 学位授与大学：東京大学 
■職歴 
2006 年 4 月〜2007 年 3 月 日本学術振興会特別研究員（DC2） 
2007 年 4 月〜2008 年 3 月 日本学術振興会特別研究員（PD） 
2008 年 4 月〜2012 年 3 月 安田女子大学文学部専任講師 
2012 年 4 月〜現在     明治大学情報コミュニケーション学部専任講師 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

過去 2年間は，以下の 3つのテーマについて研究を行った。 

1)存在論的恐怖が社会的行動に及ぼす影響の検討 

 存在脅威管理理論（Greenberg et al., 1986）に基づき，存在論的恐怖が親しい友人との過

去の出来事の主観的時間的距離（遠い−近いという主観的感覚）に及ぼす影響を検討した。存

在論的恐怖が，自己及び他者の肯定的行為を主観的に現在に近く感じさせる効果を持つことを

示した。 

2)他者の逸脱行為に対する内在的正義の推論に関する研究 

 内在的正義の推論とは，先行する行為と後続の偶発的事象のベイレンスが一致する時，前者

が原因になって後者が生じたと判断するバイアスを指す。シナリオ実験で，既婚男性の不倫が

内在的正義の推論を引き起こすこと，また不倫の意図でも同様の効果が生じることを明らかに

した。さらに，認知欲求が高い者では不倫意図は内在的正義の推論を生じさせないことも明ら

かにした。 

3)新入生研修が大学生の主観的適応観に及ぼす影響の検討 

 継時的自己評価の視点から，新入生研修が大学生の大学適応に及ぼす影響を縦断調査により

検討した。その結果，過去の時点での新入生研修の印象を卑下し，結果として過去から現在に

向かう印象の改善を主観的に知覚しているほど，自尊感情は高く孤独感が低いという結果が得

られた。 

１－２ 今後２年間の予定  

1)と 2)については継続して研究を発展させる予定である。前者については達成事象の主観

的時間的距離に関する検討を行い，後者については内在的正義の推論の促進・抑制要因に関し 
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て検討を行う。さらに，新しいテーマとしてマスコミに対する否定的態度を社会的認知の視点

から研究する予定である。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

 社会心理学は個人と環境の相互作用に焦点を当てる学問領域であり，その知見は情報コミュ

ニケーション学の基礎の 1つとして位置づけられる。コミュニケーションという対象に対して

はネットワークや環境の変数が重視されがちであるが，受信と発信の各局面において個人の心

は極めて重要かつ近接的に作用する要因である。情報コミュニケーションにおける心の役割

を，存在論的恐怖や不公正といったさまざまな脅威に対する防衛性から理解することが中期的

な研究目標である。 

 

（２）教育成果報告 

２－２ 当年度担当授業  

社会心理学Ⅰ・Ⅱ，問題発見テーマ演習 A，問題発見テーマ演習 B，問題分析ゼミナール 

 

（３）研究成果報告 
著書 

1. 脇本竜太郎(2012). 存在脅威管理理論への誘い～ 人は死の運命にいかに立ち向かうの 

か ～ (セレクション社会心理学 27) サイエンス社 

翻訳 

1. 脇本竜太郎 (2012). テロリストの心理—個人、集団、組織レベルの分析 バル・タル, D. 

（編著） 熊谷智博・大渕憲一（監訳） 紛争と平和構築の社会心理学 集団間葛藤とその 

解決 北大路書房, pp206-229. 

論文 

1. Wakimoto, R. (2011). Reconstruction of the subjective temporal distance of past 

interpersonal experiences after mortality salience. Personality and Social 

Psychology Bulletin, 37, 687-700. 

2.  Kashima, E.S., Hardie, E., Wakimoto, R., & Kashima, Y. (2011). Culture-and 

Gender-Specific Implications of Relational and Collective Contexts on Spontaneous 

Self-Descriptions. Journal of Cross-Cultural Psychology, 42, 740-758.  

学会発表 

1. 脇本竜太郎 （2011). 第三者の不貞行為およびその意図が喚起する内在的正義の推論  

日本社会心理学会第 52回大会(名古屋大学) 

2. 脇本竜太郎 (2012). 大学適応を予測する新入生研修の継時的評価 日本心理学会第 76

回大会(専修大学) 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  
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て検討を行う。さらに，新しいテーマとしてマスコミに対する否定的態度を社会的認知の視点

から研究する予定である。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

 社会心理学は個人と環境の相互作用に焦点を当てる学問領域であり，その知見は情報コミュ

ニケーション学の基礎の 1つとして位置づけられる。コミュニケーションという対象に対して

はネットワークや環境の変数が重視されがちであるが，受信と発信の各局面において個人の心

は極めて重要かつ近接的に作用する要因である。情報コミュニケーションにおける心の役割

を，存在論的恐怖や不公正といったさまざまな脅威に対する防衛性から理解することが中期的

な研究目標である。 

 

（２）教育成果報告 

２－２ 当年度担当授業  

社会心理学Ⅰ・Ⅱ，問題発見テーマ演習 A，問題発見テーマ演習 B，問題分析ゼミナール 

 

（３）研究成果報告 
著書 

1. 脇本竜太郎(2012). 存在脅威管理理論への誘い～ 人は死の運命にいかに立ち向かうの 

か ～ (セレクション社会心理学 27) サイエンス社 

翻訳 

1. 脇本竜太郎 (2012). テロリストの心理—個人、集団、組織レベルの分析 バル・タル, D. 

（編著） 熊谷智博・大渕憲一（監訳） 紛争と平和構築の社会心理学 集団間葛藤とその 

解決 北大路書房, pp206-229. 

論文 

1. Wakimoto, R. (2011). Reconstruction of the subjective temporal distance of past 

interpersonal experiences after mortality salience. Personality and Social 

Psychology Bulletin, 37, 687-700. 

2.  Kashima, E.S., Hardie, E., Wakimoto, R., & Kashima, Y. (2011). Culture-and 

Gender-Specific Implications of Relational and Collective Contexts on Spontaneous 

Self-Descriptions. Journal of Cross-Cultural Psychology, 42, 740-758.  

学会発表 

1. 脇本竜太郎 （2011). 第三者の不貞行為およびその意図が喚起する内在的正義の推論  

日本社会心理学会第 52回大会(名古屋大学) 

2. 脇本竜太郎 (2012). 大学適応を予測する新入生研修の継時的評価 日本心理学会第 76

回大会(専修大学) 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  
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1. 情コミジャーナル編集委員会 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本社会心理学会会員 

2. Society for Personality and Social Psychology 会員 

3. Asian Association of Social Psychology 会員 

4. 日本心理学会会員 

5. 日本グループ・ダイナミックス学会会員 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 明治大学オープンキャンパス内模擬授業（2012 年 8月） 

 

以 上 
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權藤 南海子（ごんどう なみこ） 

       
経歴 
１９６７年 明治大学文学部 仏文科卒業 
１９７０年 ６月 リオン大学言語文明学講座教員免状 
１９７５年 明治大学大学院文学研究科 修士 
１９７８年 パリ第三大学言語音声学研究所 応用音声学教員免状 
１９７９年 パリ第十大学人文科学研究科 比較文学 ＤＥＡ 
１９８１年 ６月２６日 学位論文公開口述審査 パリ第１０大学 比較文学博士 
１９８４年 明治大学短期大学専任講師 
１９８７年 同 専任助教授 
１９９２年 同 専任教授 
２００４年 明治大学情報コミュニケーション学部専任教授 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

  

１－２ 今後２年間の予定  

 本年３月中旬より本格的に論文執筆にとりかかりたい。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  ２ 

 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

比較文学比較文化（学部３・４年）、比較文学比較文化専門演習・特論演習・専門講義、

フランス語ＡⅤ・Ⅵ、問題解決ゼミ 

２－２ 当年度担当授業  

比較文学比較文化（学部３・４年）、比較文学比較文化特論演習・専門講義、言語と文化

（フランス語圏）、問題分析ゼミ 

２－３ その他の教育上の取組み  

学部・大学院において実地研修を行っている。 

 

（３）研究成果報告 
２０１０年３月に「数々の旅と経験を通してのケルト考」明治大学人文科学研究所紀要 

第 67 冊ｐｐ．229-250 を掲載して以来諸般の事情により執筆できる状況になかった。 
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（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

 

４－２ 大学業務  

 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

 

５－２ 講演・講師・出演  

 

５－３ その他の社会貢献  

 

 

                                 以 上 
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須田 努（すだ つとむ） 

 

1959 年群馬県高崎市生まれ。1981 年明治大学文学部史学地理学科（考古学専攻）卒業。1982

年群馬県高等学校教員採用（89年退職）、89年早稲田大学大学院文学研究科博士前期課程入学

（91年卒業）、91 年同博士後期課程入学（96年修了）。2002 年博士（文学）取得（早稲田大学）、

早稲田大学・一橋大学・千葉大学・立正大学非常勤講師を経て 2008 年より現職。専門は日本

近世・近代史を領域とする民衆思想史、社会文化史。主な単著として『「悪党」の一九世紀』（青

木書店、2002 年）『暴力の地平を超えて』（青木書店、2004 年）、『イコンの崩壊まで』（青木書

店 2008 年）、『幕末の世直し』（吉川弘文館、2010 年）『逸脱する百姓』（東京堂出版、2011 年）。

趣味は歌舞伎・寄席・落語鑑賞、旅行、筋トレ。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

① 個人研究 

1． 19 世紀における暴力と地域秩序の問題に関する研究 

2． 19 世紀、国民国家の形成と大衆芸能との関係、これに関連した民衆心性の解明。 

3． 「戦後歴史学」というデシィプリンと運動史研究の関連を史学史的に解析。 

4． 江戸時代民衆の朝鮮・朝鮮人観研究 

5． メディア・スタデイーズとしての浄瑠璃・歌舞伎研究 

6． 「近世における征韓論の系譜を探る」（科研費基盤研究 C） 

② 共同研究 

1． 「国民国家の比較史的研究」 

日本近世史・近代史、朝鮮近代史との共同研究 

2． 「19世紀の知・技術と地域秩序」 

福島県を中心にしたフィールドワークと史料収集、定期的研究会を主催。 

3． 「近世起源の異邦人（在日朝鮮人）の総合研究」 

日本近世史・近代史、朝鮮近代史・現代史研究者による共同研究を企画、2008 年度〜2011

年度科学研究費を獲得（研究分担者） 

4． 「19世紀の地域社会像研究」 

埼玉県飯能地域を中心にフィールドワーク、史料調査整理、定期的に研究会を主催。 

１－２ 今後２年間の予定  

① 個人研究 

1． 19 世紀における集団暴力の問題を社会文化史的に解明する。 

2． 19 世紀、国民国家の形成と大衆芸能との関係、およびこれに関連した民衆心性につき考察

する。 

3． 異文化コミュニケーション論 江戸時代民衆の朝鮮・朝鮮人観研究 

4． 社会文化論 メディア・スタデイーズとしての浄瑠璃・歌舞伎研究 
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5． 19 世紀における国学思想と排他的言説構造の特質を社会文化史的に解明する。 

6． 「近世における征韓論の系譜を探る」（科研費基盤研究 C） 

②共同研究 

1. 「19世紀研究」 

日本近世史・近代史、朝鮮近代史、中国近代史、ベトナム近代史、ヨーロッパ近代史を専門

とする研究者との共同研究として、歴史講座の公刊を計画している。 

2. 「近世起源の異邦人（在日朝鮮人）の総合研究」 

科学研究費を受けた 4年度計画の前半として、鹿児島県でのフィールドワーク、史料調査を

より積極的に展開し、関連諸地域でのフィールドワークを展開する。 

3. 「19世紀の地域社会像研究」 

埼玉県飯能地域を中心に展開してきた史料調査、整理の成果として資料目録集を刊行する。

さらに研究成果を公刊する予定である。 

4. 「グローバルヒストリーへの挑戦‐東アジア政治文化史の視座から‐」 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

 歴史学のディシプリンから、情報コミュニケーション学の充実をはかるためには「異文化コ

ミュニケーション史」の構築という切り口が有効であろう。人は「異なる者」に接した時、恐

怖を感じ、恐怖は「異なる者」への攻撃へと人を駆り立てることが社会心理学の領域で論じら

れている。当然ながら、攻撃は報復を生みだす。この暴力の連鎖を回避・断ち切るためには「異

なる者」への理解が必要であり、その前提には情報の収集と分析が不可欠である、というあた

りまえのことがいかに難しいことであったか。この問題群を歴史学の方法論に依拠し、帰納的

に考察したい。具体的には「異文化コミュニケーション」という現象を緊張ある自己・他者関

係として歴史的に理解し、分析する必要がある。これを「異文化コミュニケーション史」とし

て提起する。また、これに関する共同研究も立ち上げた。 

 「異文化コミュニケーション史」という領域を拓き、これを情報コミュニケーション学の下

位概念として位置づければ、情報コミュニケーション学の学際性をより広げ、充実させていく

ことが可能となろう。また、実践的には現代社会における暴力の問題に関しても何らかの方策

を見いだすことができるかもしれない。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 問題分析ゼミナール（通年） 

履修学生 2 名。社会文化史と異文化コミュニケーション史をテーマとして、16 世紀～18 世

紀における、日露関係をみるために、大黒屋光太夫の史料を、また 19 世紀の社会文化史を理

解するために『世事見聞録』を講読した。後期は、福沢諭吉の著作を読解する。 

8 月中旬に横浜・横須賀で合宿を行った。 

2. 問題解決ゼミナール（通年） 

履修学生 12 名。卒業論文執筆を課題としている。前期では、各人個別テーマを選定し、文
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献購読、史料選択、データ作成などを行った。一定の成果は上げられた。就職活動で大変であ

ったが、ゼミは毎週、全員出席、報告を行った。9月上旬、山中湖において卒論合宿を行った。 

3. 異文化コミュニケーション史 

履修学生 2年生 朝鮮通信使を素材として，異文化コミュニケーションと、コミュニケーシ

ョンギャップの問題を考察した。 

4. 社会文化史Ⅰ（前期） 

履修学生3,4年生 日本の 16世紀から 18世紀を対象にして社会文化の様相を考察する講義

を展開している。最新の歴史研究成果を入れつつも、現代社会との関係を意識して講義は組み

立てた。浄瑠璃・歌舞伎という芸能をメディアとして位置づけ、そこから、社会文化の様相を

くみ取り、講義に反映させてみた。毎回講義内容に関連した発問をおこない、レポートとして

意見を書かせた。これ以外に、2 度の読書レポート、試験を行い、総合的に評価をくだした。

学生には厳しい内容であったが、ついてきた者に関しては、知的好奇心、帰納法的論理力、歴

史認識の面で、大きな進展が見られた。 

5. 社会文化史Ⅱ（後期） 

履修学生 3,4 年生 日本の 19世紀における社会文化に関する様相を提起、考察した。 

わたしが現在研究しているテーマ、社会変容、暴力、社会文化史・思想史に関して最新の研究

成果を導入する予定である。 

6. 大学院（情コミ研究科）社会文化史専門研究Ⅰ（前期） 

院生がセレクトした文献を講読した。前期はレヴィ・ストロース『野生の思考』、後期はポ

パー『よりよき世界を求めて』をセレクトした。学術論文の読み方や、論理構成、プレゼンの

方法などに関して、一定の進展が見られた。 

7. 大学院（情コミ研究科）社会文化史専門研究Ⅱ（後期） 

修論を控えている院生を意識して、1980 年代以降における社会情勢と歴史学のあり方に関す

る講義を展開した。 

8. 大学院（情コミ研究科）社会文化史専門演習Ⅰ（前期） 

日本の近世史研究の水準を理解させるための演習となった。院生が毎回、『岩波日本通史』

のうち近代編から、論文をセレクトし、その内容を報告した。 

9. 大学院（情コミ研究科）社会文化史専門演習Ⅱ（後期） 

前期と同様の内容であるが、院生には史料を踏まえたレポートの作成を義務とした。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 問題分析ゼミナール（通年） 

履修学生 12 名。社会文化史と異文化コミュニケーション史をテーマとして歴史史料を講読

した。前期は 16 世紀～18 世紀における、朝鮮通信使を通じた日朝交流の問題を考察し、後期

には 18 世紀の社会文化史を理解するために『鸚鵡籠中記』を講読した。9月中旬に卒論準備合

宿を行った。 

2. 問題解決ゼミナール（通年） 

履修学生 2名。卒業論文執筆を課題としている。前期では、各人個別テーマを選定し、文献
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購読、史料選択、データ作成などを行った。9 月上旬、大学院生とともに卒論合宿を行った。

J.J において、優秀賞 1名、佳作 1名であった。 

3. 異文化コミュニケーション史 

履修学生 2年生 朝鮮通信使を素材として，異文化コミュニケーションと、コミュニケーシ

ョンギャップの問題を考察した。 

4. 社会文化史Ⅰ（前期） 

履修学生3,4年生 日本の 16世紀から 18世紀を対象にして社会文化の様相を考察する講義

を展開している。最新の歴史研究成果を入れつつも、現代社会との関係を意識して講義は組み

立てた。浄瑠璃・歌舞伎という芸能をメディアとして位置づけ、そこから、社会文化の様相を

くみ取り、講義に反映させてみた。毎回講義内容に関連した発問をおこない、レポートとして 

意見を書かせた。これ以外に、2 度の読書レポート、試験を行い、総合的に評価をくだした。

学生には厳しい内容であったが、ついてきた者に関しては、知的好奇心、帰納法的論理力、歴

史認識の面で、大きな進展が見られた。 

5. 社会文化史Ⅱ（後期） 

履修学生 3,4 年生 日本の 19世紀における社会文化に関する様相を提起、考察した。 

わたしが現在研究しているテーマ、社会変容、暴力、社会文化史・思想史に関して最新の研究

成果を導入する予定である。 

6. 大学院（情コミ研究科）社会文化史専門研究Ⅰ（前期） 

院生がセレクトした文献を講読した。前期は丸山眞男、後期は竹内好、安丸良夫を講読した。

学術論文の読み方や論理構成、プレゼンの方法などに関して、一定の進展が見られた。 

7. 大学院（情コミ研究科）社会文化史専門研究Ⅱ（後期） 

修論を控えている院生を意識して、1980 年代以降における社会情勢と歴史学のあり方に関す

る講義を展開した。 

8. 大学院（情コミ研究科）社会文化史専門演習Ⅰ（前期） 

日本の近世史研究の水準を理解させるための演習となった。院生が毎回、『岩波日本通史』

のうち近代編から、論文をセレクトし、その内容を報告した。 

9. 大学院（情コミ研究科）社会文化史専門演習Ⅱ（後期） 

前期と同様の内容であるが､院生には史料を踏まえたレポートの作成を義務とした。 

 

（３）研究成果報告 
Ａ.著作 
1. 「諦観の社会文化史」関東近世史研究会編『関東近世史研究論集』岩田書院、2012 年 

2. 「情報とコミュニケーションの関係——歴史にみる異人とのファーストコンタクト——」塚原

康博編『問題解決のコミュニケーション』白桃書房、2012 年 

3. 「通信使外交の虚実」趙景達編『近代日朝関係史』有志舎、2012 年 

4. 「明治維新と征韓論の形成」趙景達編『近代日朝関係史』有志舎、2012 年  

5. 「江戸時代 民衆の朝鮮・朝鮮人観｣単著、趙景達他編『「韓国併合」100 年を問う 『思
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想』特集・関係史料』岩波書店、2011 年 3月 

6. 「日本史教育のなかの「韓国併合」」単著、趙景達他編『「韓国併合」100 年を問う 二〇

一〇年国際シンポジウム』岩波書店、2011 年 3月 

7. 「通史でみる日本近世史像・近世社会論の変容」『歴史評論』735 号、2011 年 7 月 

8. 『比較史的にみた近世日本』編著、趙景達・須田努編、東京堂出版、2011 年 3 月 

9. 『逸脱する百姓——菅野八郎からみる 19 世紀社会——』編著、須田努編、東京堂出版、2010

年 10 月 

10. 『幕末の世直し——万人の戦争状態——』単著、吉川弘文館、2010 年 11 月 

11. 「織り込まれる伝統と開化―寄席という AIE フィールド―」 

久留島弘・趙景達編『国民国家の比較史』有志社、2010 年 3 月 30 日 p.208〜p.227 

12. 「征韓論への系譜」『近代日本のなかの「韓国併合」』 東京堂出版、2010 年 3月 19 日 p.70 

〜p.100 

13. 「文明開化と大衆文化の間隙-三遊亭円朝の近代-」 

深谷克己編『東アジアの政治文化と近代』有志舎、2009 年 3 月 30 日 

14. （単著）：『イコンの崩壊まで―「戦後歴史学」と運動史研究―』青木書店、 

2008 年 5月 20 日 

Ｂ.雑誌論文 

1. 須田努「江戸時代庶民の対外認識」『歴史地理教育』№791 2012 年 
2. 江戸時代 民衆の朝鮮・朝鮮人観」 

『思想』№1029 ｢『韓国併合』100 年を問う｣ 2010 年 1 月 

Ｃ.学会発表 
1. 18 世紀、近松門左衛門が語る因果」芸能史研究会 第 49 回大会報告 2012 年 5月 

2. 「イコンの崩壊から——「現代歴史学」のなかの民衆史」歴史学会 例会報告 2012 年 6 月 

3. 「イコンの崩壊から——「現代歴史学」のなかの民衆史」歴史学会 第 37 回大会報告、2012

年 12 月 

4. 「日本の史学史における民衆史研究」韓国歴史問題研究所 アジア民衆史研究会 合同国

際シンポジウム、2013 年 2 月 

5. 「19 世紀、東アジアにおける民衆主体と社会変容」成均館大学国際シンポジウム 2012

年 7 月  

6. 「「戦後歴史学」で語られた民衆イメージを止揚する」 成均館大学 国際シンポジウム   
成均館大学校東洋史学術院 HK 財団 2012 年度企画学術会議（国際シンポジウム）2012 年

8 月 

Ｄ.講演 

1. 「朝鮮侵攻論の深淵——近世の朝鮮・朝鮮人認識——」第 12 回 日韓歴史家会議 日韓文化

交流基金「中国化の限界から脱中国化へ向かう日本の近世——民衆の自他認識——」 2012 年 12

月  
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（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 教務主任 

2. 将来構想委員 

3. 入試改革委員 

4. 入学試験制度検討委員会委員 

5. 懲戒委員会委員長 

6. 国際交流委員 

４－２ 大学業務  

1.  大学院委員 

2.  社会連携センター長 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 歴史学研究会 査読 

2. アジア民衆史研究会 幹事 学会運営 

3. アジア民衆史研究会・歴史問題研究所（韓国）主催「近代移行期における東アジアの民衆

のあり方を比較し、連関を考えるための国際的ネットワーク」国際シンポジウム企画運営 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 大阪大学大学院非常勤講師 

2. 明治大学アカデミーコモン講師 

3. 早稲田大学エクステンションセンター講師 

 

５－３ その他の社会貢献  

1. 茨城県猿島郡五霞町、町史編纂専門委員 

 
以 上 
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関口 裕昭（せきぐち ひろあき） 
 
1964 年大阪府生まれ。1988 年慶応義塾大学文学部（独文学専攻）卒業。1991 年同大学大

学院修士課程を修了、在学中に 1 年間ドイツ・ゲッテインゲン大学留学（1990～1991 年、国

際ロータリー財団奨学生）。この間ゲッティンゲン大学日本学科非常勤講師も務める。1994 年

同大大学院博士課程単位取得満期退学。日本学術振興会特別研究員（PD）、慶応義塾大学文学

部非常勤講師を経て、1997 年より愛知県立芸術大学専任講師。2001 年 7 月～10 月、ドイツ・

マールバッハ文学資料館に愛知県費により研究滞在。他短期の海外への研修、研究滞在、学会

出張 16 回。愛知県立芸術大学助教授を経て、2009 年より明治大学情報コミュニケーション学

部准教授。2011 年 7 月、京都大学より文学博士号（論文博士）を取得。 
ドイツ文学・比較文学・ドイツ児童文学の翻訳を三つの柱にして研究・執筆活動を展開し、

主な著作には以下のものがある。パウル・ツェラン研究三部作――『パウル・ツェランへの旅』

(2006 年、郁文堂、第 4 回オーストリア文学会賞) 、『評伝 パウル・ツェラン』(2007 年、慶

應義塾大学出版会、第 10 回小野十三郎賞記念特別賞) 、『パウル・ツェランとユダヤの傷――

〈間テクスト性〉研究』(第 19 回連合駿台会学術賞)、『フリードリヒばあさん』[翻訳](第 58
回産経児童出版文化賞・翻訳賞) 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

以下、主な研究領域に分けて簡単に報告する。 
①パウル・ツェラン研究 
 パウル・ツェランを中心に現代ドイツの詩人の研究・紹介に努めてきた。その成果はツェラ

ン研究三部作に結実した。特に 2011 年 7 月、これまでの研究成果を集約させた大著『パウル・

ツェランとユダヤの傷――《間テクスト性》研究』(慶應義塾大学出版会)を刊行し、本書で京

都大学の文学博士号を得るとともに、明治大学の学術賞「連合駿台会学術賞」の人文科学部門

を受賞した(2013 年 1 月 26 日)。本研究はさらにブコヴィーナのドイツ・ユダヤ文学全体に対

象を広げて遂行している(科学研究費補助金・基盤研究 C「ブコヴィーナのドイツ・ユダヤ文学

と初期パウル・ツェランの綜合研究」2012 年～2015 年)。 
②ハイネ研究 
 さらにハイネ研究を同時に進めており、人文科学研究所より個人研究の研究費を受けている

(「ローレライ伝説の変容――ハイネ受容と反ユダヤ主義を中心に」)。「ハイネ逍遥の会」に所

属し、毎年 1 回研究発表を行っている。2012 年 2 月は「パリのハイネⅠ」と題する発表を行

い、19 世紀の大都市パリの都市空間におけるハイネの文学を空間的・文明史的観点から考察

した。2013 年 2 月には「ハイネと『ハガダー』――ユーデントム理解の手がかりとして」と

題する発表で、ハイネとユダヤ精神の関わりについて新発見の資料をもとに実証的に考察し

た。 
③比較文学 
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比較文学研究のジャンルでは、「柏原兵三とドイツ教養小説」と題する研究発表を行った(シ
ンポジウム「〈エクソフォニー〉の文学――〈故郷〉と〈異郷〉のせめぎ合う所」、日本比較文

学会東海支部、2012 年 5 月 12 日、名古屋大学)。 
④その他 
昨年 12 月 22 日には「リストのピアノ曲とその後継者たち」と題するレクチャー・コンサー

トを行った(ピアノ・掛谷勇三、明治大学アカデミーホール)。今後もこのようなジャンルを超

えたコラボレーション、社会貢献も続けていきたい。 
１－２ 今後２年間の予定  

現在、上にあげた 4 つの研究をさらに深化、発展させるべく、日々研鑽を積み重ねている。 
①ツェラン研究 
今年の 3 月より、ツェランと造形芸術、特にキーファーとの関係を『月刊 みすず』(みす

ず書房)に連載を開始した(「アンゼルム・キーファーとパウル・ツェラン(1)～」)。この連載で

は、ツェランとキーファーだけでなく、ドイツとユダヤの問題、造形芸術と言葉の問題を絶え

ず念頭に置きながら、周辺の詩人や画家にも言及しながらより大きな視野から考察する予定で

ある。 
またツェランを含めたブコヴィーナのドイツ･ユダヤ文学の綜合研究も進めていく(科学研究

費補助金・基盤研究 C「ブコヴィーナのドイツ･ユダヤ文学と初期パウル・ツェランの綜合研

究」2012 年～2015 年)。本研究は地域的にはブコヴィーナに限定するが、ツェランにはじまり

ローゼ・アウスレンダー、アルフレート・マルグル＝シュペルバー、アルフレート・キットナ

ー、イマヌエル・ヴァイスグラース、アルフレート・ゴングら多くのユダヤ系ドイツ語詩人を

対象とし、19 世紀後半以降の反ユダヤ主義の動向もその考察の対象とする。この分野での研

究成果も口頭発表、論文として少しずつ形にしていく予定である。 
②ハイネ研究 
 ハイネの主要著作をドイツ語原典で精読することをまず最大の課題としたい。『歌の本』『ド

イツ冬物語』『新詩集』『ロマンツェーロー』等の詩集のほか、『バッヘラッハのラビ』『告白』

等、ユダヤの問題と関わる散文も研究対象となる。ローレライ伝説を中心に置きながら、ハイ

ネとユダヤ精神との関わりを実証的に研究し、個々の論文として発表していく予定である。現

在は『バッヘラハのラビ』論に取り組んでいる。 
③比較文学研究 
柏原兵三(ドイツ文学者・作家)における教養小説の果たした意味を、彼の残した遺稿を丹念

に調査しつつ、論文にまとめるべく鋭意準備している。 
④その他 
 明治大学アカデミーホールにおけるレクチャー・コンサート、新聞・雑誌への寄稿、書評、

詩の創作、児童文学の翻訳など、本業の研究や教育活動の妨げとならない程度で、出来る限り

の活動をしたいと考えている。 
１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

本学部で私が担当する主要科目は「ドイツ語」と「比較文学・比較文化」「外国文学」なの

で、この科目を通して学生たちに何を伝授したいかを述べる。 
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グローバル化の進む世界情勢を鑑みると、コミュニケーション力を高めるためには、英語以

外の第二外国語もますます重要になってくると思われる。ヨーロッパではドイツ語人口が最も

多く、ＥＵの地位上昇につれ、その重要さも年々高まっている。そこで、まず学生のドイツ語

に対する関心と学力を高めたい。そのためにドイツ語の授業を根本的に改革するつもりであ

る。具体的な内容は担当教員と相談してじっくり固めていきたいが、1 年生はドイツ語検定の

4 級合格、2 年生は 3 級合格を目標に掲げたい。この基礎学力、語学力が培われて初めて、3
年生以降のゼミでの本格的な学習が可能となると考えている。 
昨年度から和泉校舎で 1，2 年生を対象に「外国文学」の講義を担当している。これまで駿

河台で 3，4 年生に「比較文学・比較文化」の講義を行ってきたが、文学についての基礎的な

素養の欠如が目立った。比較文学の講義を効率よく行うためにも、外国文学が不可欠と考えた

のである。ドイツ文学を中心に行いながらも、講義で扱った作家はホメロス、ゲーテ、バルザ

ック、ドストエフスキーなどヨーロッパ文学に欠かせない重要作家ばかりで、映像資料をも見

せながら時代背景と作品の意味を分かりやすく話した。受講生の中には、最初は特に文学に興

味を持たず、たまたま時間が空いているという理由で履修したが、講義をきっかけに外国文学

が大好きになり、他の作品も読んでみたいという嬉しい感想があった。 
 「比較文学・比較文化」は異文化を理解する上で必須の科目である。情報が氾濫する現代社

会において、その文化的背景を抑えて「他者」を理解することは重要であり、他者を知ること

によって己をもよく知ることができるのである。1，2 年生で身につけた基礎的な学力をいっ

そう磨きながら、多くの文学的テクストを読み、また映画や美術を鑑賞することによって、社

会でも役に立つ比較的思考の錬成に努めたい。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. ドイツ語 AⅠⅡ(前期・後期) 
2. ドイツ語 BⅠⅡ(前期・後期) 
昨年に引き続き、1 年生のドイツ語の基礎 AB を同一の教官が担当し、無駄のない有機的な

教育が行えるような授業を展開している。震災のために授業開始が 1 カ月遅れ、その分を取り

戻すべく、文法中心の授業を行っている。履修者は 11 月にドイツ語検定 4 級を受験し、合格

するべく日々学習に励んでいる。 
授業形態は、A は会話、B は文法を中心とし、教科書も別のものを使っているが、学習者の

モティベーションはかなり高いと思う。時おりドイツの都市や自然を扱った映像資料を見せて

いるが、特に 1954 年のワールドカップでの伝説的な勝利を映画化した『ベルンの奇蹟』は好

評であった。 
3. 問題発見ゼミナール(通年)  

2 年生向けのゼミ。前期のテーマは「メルヘンとは何か？」。グリム童話を様々な絵本で読み

比較することから、メルヘンの本質に迫った。「白雪姫」と「赤ずきん」の原文をテクストに

し、さまざまな絵本やリライト版を比較することによって、時代によって激しく変化するイメ
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ージの多様性、さらにグリム童話へのさまざまなアプローチの仕方 (原文の版による比較、民

族的研究、心理学的分析等を学んだ)。 
後期のテーマは「映画の中の異邦人」である。映画を観賞しながら、外国人と、もともとそ

の地に定住していた人間が様々な問題を乗り越えどのように共生していくべきか、また外国人

の眼を通して自国の文化や性格を見直すとどうなるかということを学ぶ。最初に『ヴェニスの

商人』を読み、また映画と比較し、ユダヤ人とキリスト教徒の軋轢の根源を考察した。 
4. 問題分析ゼミナール(通年) 
5. 問題解決ゼミナール(通年) 

「日独比較文化研究」。本年度から 2 コマ連続で、3 年生と 4 年生の合同で学ぶクラスとし

た。最初の 50 分はドイツ語の原典講読でグリム童話を読んでいる。次の約 2 時間のメイン・

ゼミは、前期は「都市ベルリン」をテーマに、都市の歴史と文化・政治を総合的に考察した。

後期は「ゲーテ」をテーマにして、彼の箴言 (名言) が持つ今日的意味を探ったり、小説『若

きヴェルテルの悩み』を輪読して、映画『ゲーテの恋』と比較しながら、社会や恋愛事情の変

化を話し合った。そのかたわら、日独交流 150 周年で行われたさまざまな行事にも積極的に参

加し、学外での研究を採り入れた (上記の映画鑑賞、美術館訪問など) 。 
 夏休みには清里で合宿を行い、震災で減った分を取り戻すべく、シュリンクの『朗読者』を

テクストに、映画と比較しながら、戦争犯罪やその責任、ナチスの罪などについて話し合い、

有意義な学習ができた。 
昨年も同じことを書いたが、就職活動のために 4 年生になるとゼミに来なくなる学生も散見

される。学生生活の総決算であるべき 4 年生のゼミの単位なしに卒業できるのはカリキュラム

上問題があると思う。 
6. 比較文学・比較文化ＢⅠ(前期) 

テーマ「ドッペルゲンガー」 
 ドイツ・ロマン派からおこったドッペルゲンガー文学の系譜を、19 世紀のホフマン、ポー、

ドストエフスキー、スティーブンソンから現代まで辿り、時代背景や文学思潮とあわせてその

特質と変容を考察した。またこれらの映画化されたものを鑑賞し、原作と比較考察した。後半

は近現代日本文学における分身像に、西洋文学の影響が表れていることを確認し、さらにサブ

カルチャーにまで視野を広げて、ＳＦ、漫画、音楽におけるドッペルゲンガー像を紹介した。

ドッペルゲンガーには、分裂した自己、自己と他者の関係の変化 (希薄化) 、複数化されたオ

リジナル等、現代社会が抱える様々な問題が色濃く反映していることが理解された。 
7. 比較文学・比較文化ＢⅡ(後期) 

テーマ「日独比較文学史」主として以下の内容について講義した。 
 鷗外の西洋詩翻訳――『於母影』の成立、森鷗外の「舞姫」とモデルをめぐって、明治・大

正期における日本のハイネ受容、ローレライ伝説について、村野四郎の『体操詩集』――ノイ

エザハリヒカイトの受容とレニ・リーフェンシュタールのオリンピック映画について、ブルー

ノ・タウトの日本美再発見(桂離宮)、ウィーンにおけるジャポニズム、柏原兵三の『長い道』

と藤子不二夫○A『少年時代』――その舞台を訪ねて、日本のドイツ文学者と戦争責任――ナチ

ス・旧制高校・教養教育、映画に見るドイツ人の見た日本像――『HANAMI(花見)』を手がか
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りに、等。 
２－２ 当年度担当授業  

1. ドイツ語 AⅠⅡ(前期・後期) 
2. ドイツ語 BⅠⅡ(前期・後期) 
本学部の 1 年生のドイツ語の授業は、週 2 回の授業(文法・会話)を同一の教官が担当し、無

駄のない有機的な教育を行っている。1 年生のうちに基礎文法の学習を終えることが目標とな

る。また学習者は 11 月にドイツ語検定 4 級を受験し、合格するように指導している。 
授業形態は、A は会話、B は文法を中心とし、教科書も別のものを使ったが、従来の方法と

比較すれば、遥かに効率が上がることが実感できた。ただし問題点も少なくない。成績評価の

ために、教科書も 2 冊使用し、試験も AB で別々に行わねばならない。教科書に関しては、来

年度は相互に関連のある教科書を用いることで大幅に改善されると思う。 
3. 問題発見ゼミナール(前期) 
 2 年生向けのゼミ。テーマは「メルヘンとは何か」。『グリム童話』を現在書店で買える新し

いさまざまな絵本から、古い絵本(中には戦後すぐのものも含む)、さらには映画化された作品

などを比較考察する。最初に「白雪姫」を、次に「赤ずきん」を扱った。この作業を通して、

原作のどこが改変、あるいは省略されたのかが明らかとなり、時代に応じて変化するメルヘン

像が浮かび上がってきた。テクストは高橋義人著『グリム童話の世界』(岩波新書)。 
4. 問題分析ゼミナール(通年) 
「日独比較文化研究」。前期のテーマは「ドイツのメルヘンの系譜」。「メルヘン」のテクス

トとしてグリム童話の様々な版を比較し、同じテクストが時代や編集者によってどのような改

変を受け、その背後にどのような意図があるのかを考察した。「いばらひめ」「ラプンツェル」

をその研究対象とした。さらにメルヘンの伝統を受け継ぐミヒャエル・エンデの『モモ』のテ

クストを精読し、現代社会における時間やコミュニケーションの問題について議論した。テク

ストに河合隼雄『昔話の深層』(講談社プラスアルファ文庫)を用いた。 
5. 問題解決ゼミナール(通年) 
 基本的には分析ゼミナールと同じ(2 コマ通して 3，4 年生合同のゼミを行っている)。ただし

3 年生にはそれにプラスしてドイツ語の原典購読の時間を用意している。テクストはグリム童

話をリライトしたものを用い、文法の復習を兼ねながらゆっくり訳読し、内容について議論し

合った。 
6. 比較文学・比較文化ＢⅠ(前期) 
テーマ「ドッペルゲンガー」 

 ドイツ・ロマン派からおこったドッペルゲンガー文学の系譜を、19 世紀のホフマン、ポー、

ドストエフスキー、スティーブンソンから現代まで辿り、時代背景や文学思潮とあわせてその

特質と変容を考察した。またこれらの映画化されたものを鑑賞し、原作と比較考察した。後半

は近現代日本文学における分身像に、西洋文学の影響が表れていることを確認し、さらにサブ

カルチャーにまで視野を広げて、ＳＦ、漫画、音楽におけるドッペルゲンガー像を紹介した。

ドッペルゲンガーには、分裂した自己、自己と他者の関係の変化 (希薄化) 、複数化されたオ

リジナル等、現代社会が抱える様々な問題が色濃く反映していることが理解された。 
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7. 比較文学・比較文化ＢⅡ(後期) 
テーマ「日独比較文学史」主として以下の内容について講義した。 
鷗外の西洋詩翻訳――『於母影』の成立 
森鷗外の「舞姫」とモデルをめぐって 
明治・大正期における日本のハイネ受容、ローレライ伝説について 
村野四郎の『体操詩集』――ノイエザハリヒカイトの受容 
ブルーノ・タウトの日本美再発見――桂離宮の美 
ウィーンにおけるジャポニズム 
柏原兵三の『長い道』と藤子不二夫○A 『少年時代』 
日本のドイツ文学者と戦争責任――ナチス・旧制高校・教養教育 
映画に見るドイツ人の見た日本像――『MONZEN』を手がかりに 
福永武彦とマーラー――『告別』をめぐって 
多和田葉子とのエクソフォニーの文学 

8. 外国文学(後期) 
 和泉校舎で 1，2 年生向けにヨーロッパ文学の基礎的な事柄について、この年から新たに講

義を始めた。扱ったテクストは以下の通り。ホメロス『オデュッセイア』、英雄叙事詩『ニー

ベルンゲンの歌』、シェイクスピア『ヴェニスの商人』、ゲーテ『若きヴェルテルの悩み』、バ

ルザック『ゴリオ爺さん』、ドストエフスキー『罪と罰』。いずれも映像資料を用いて、原作と

比較しながら、時代背景と作家について分かりやすく解説した。 

 

（３）研究成果報告 
1. (翻訳)とかいのねずみといなかのねずみ (カトリーン・シェーラー作、関口裕昭訳、光村

教育図書、2011 年 4 月) 
2. (編著・論文)シューマンとハイネ――『詩人の恋 作品 48』を中心に (日本独文学会研

究叢書『生誕 200 年ローベルト・シューマン――言葉と音楽』、2011 年 6 月) 
3. (創作・朗読)「第 3 回 言葉のポトラック」――詩と散文の朗読「ことばという橋をわた

って」企画：管啓次郎／くぼたのぞみ／南映子 〈第１部〉出演：管啓次郎(詩) 温又柔(詩) 
清岡智比古(詩) レナ・ジュンタ(散文) 関口裕昭(小説――猟師・蔵

くら

玖珠夫
く す お

 フランツ・

カフカ原作、関口翻案) デビット・ゾペティ(小説) 〈第２部〉司会：管啓次郎 高橋ブ

ランカ(散文) ヴァルデマル・サンチアゴ(詩) 南映子(詩) 旦敬介(散文) くぼたのぞみ

(詩) 港大尋(歌・ギター)＋澤和幸(ギター)  (東日本大震災後、作家や詩人が自作を持ち

寄りしたイベント。関口はカフカの短編「猟師グラックス」を創造的に翻案し、朗読した) 
4. (単著) 『パウル・ツェランとユダヤの傷――〈間テクスト性〉研究』(総 504 頁、慶應義

塾大学出版会、2011 年 7 月 31 日、京都大学に提出した博士論文) 
本書は筆者のこれまでの総決算でもあるので、全体の内容 (目次) と概要を以下に記す。 

【もくじ】 
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まえがき      
第 1 章 薔 薇――パウル・ツェランという傷   
第 2 章 アーモンド――ツェランとマンデリシュタームの対話  

  第 1 節 黒土に咲く薔薇の言葉   
  第 2 節 子午線をめぐる燕たち  
  第 3 節 時の中庭に   

第 3 章 アウシュヴィッツ――ベンヤミン、アドルノと対峙するツェラン  
  第 1 節 歪められた歴史の天使――ベンヤミンを読むツェラン 
  第 2 節 アウシュヴィッツの後に詩は可能か――アドルノと対峙するツェラン 

第 4 章 シェキーナ、あるいはユダヤの母なる存在  
  第 1 節 光をめぐる対話――ネリー・ザックスとツェラン  
  第 2 節 星をめぐる対話――マルガレーテ・ズースマンとツェラン  

第 5 章 モーセ、あるいはユダヤの父なる存在――フロイトとカフカを読むツェラン  
  第 1 節 反復強迫と詩作――ツェランとフロイト  
  第 2 節 「お前の傷も、ローザよ」――ツェランとカフカ、あるいはとユダヤ的身体 

第 6 章 カバラ――ツェランとゲルショム・ショーレム  
第 7 章 エルサレム――「エルサレム詩篇」を読む  
結語 子午線――円環を描く言葉の道筋 
補遺 その他のユダヤ人たち (1.リヒャルト・ベーア＝ホーフマン 2.グスタフ・ランダウア 

ー 3.エーリヒ・フォン・カーラー 4.ローベルト・ノイマン 5.ルードルフ・ヒルシ 
ュ  6.ハンス・マイアー 7.エドモン・ジャベス 8.エーリヒ・フリート 9. フランツ・ 
ヴルム 10.ペーター・ソンディ) 

註、パウル・ツェラン略年譜、あとがき、初出一覧、参考文献  
【概要】 
第 1 章では、後期作品から「傷」を扱った 2 編の詩を取り上げ、「傷」の形象がツェランの

詩全体の中で果たしている機能を確認する。その考察の過程で、ドイツ・ユダヤ文学史におけ

る「傷」のイメージの変遷を、ハインリヒ・ハイネ、フランツ・カフカ、ローザ・ルクセンブ

ルク、ネリー・ザックスの 4 人にたどる。ツェランの傷はこれらのテクストと引用を通じて連

携しながら、新たなテクストを創造してゆくのである。これは本書全体への見取り図と問題意

識を提示している。薔薇の形象を傷ととらえた研究は、他にあまり例がないと思う。 
第 2 章では、ロシア系ユダヤ詩人マンデリシュタームの受容を、ユーデントゥムの視点から

検討する。マンデリシュタームはスターリンの粛清にあってシベリア送りとなり、薄命のうち

に死んだが、現代詩の開拓者として、またユダヤ人の「兄弟」としてツェランは高く評価して

いた。それは詩集『誰でもない者の薔薇』は彼に捧げられていることからもわかる。本章では

ツェランの「間テクスト性」の根底には、マンデリシュタームから受け継いだ対話性があるこ

とを確認する。 
第 3 章では、ベンヤミンとアドルノという二人の傑出したユダヤ系の思想家をツェランがど

のように読み、対決していったかが論じられる。ベンヤミンの歴史の天使は、ツェランの詩で
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はさらに歪められ、危機的な状況に立たされている。また彼は「アウシュヴィッツの後に詩を

書くことは野蛮である」というアドルノの言辞をどう受容し、また乗り越えていったのであろ

うか。往復書簡集と「山中の対話」等の解読を通して、その過程を明らかにする。この章でも

カフカが三者を結びつける媒体の役割を果たしている。 
第 4 章では、ネリー・ザックスとマルガレーテ・ズースマンという、ツェランにとって母親

の世代にあたるユダヤ系女流詩人との交流と創作上の影響を考察する。そこでユダヤ神秘思

想、とりわけシェキーナと旧約聖書のヨブがクローズアップされる。 
第 5 章は、フロイトとカフカとの関係を論じる。フロイトの「モーセと一神教」、カフカの

「父への手紙」をツェランが熱心に読んでいることに注目し、ユダヤ的な父なるものへの畏怖

と関心がツェランと深く結びついていることを指摘する。ドイツ・ユダヤ文学を網羅するテク

スト複合体を作ろうとする意図は、見えない父性的な神なるものへの畏怖からなされているこ

とが、ハンデルマンの間テクスト理論を援用しながら考察される。父の形象に注目した先行研

究はまだないので、これが初めての試みとなるだろう。 
 第 6 章では、ゲルショム・ショーレムのカバラ論をどう受容したかを、詩の解釈を通して考

察する。これらのいわゆる「カバラ詩篇」が生まれたのは、1967 年の春から夏であるが、同

じ時にフロイトの心理学やファラーの生理学を基にした、引用からなるモザイク詩が多く書か

れている。こうした詩作の背景には、ツェランが読んでいたレヴィ=ストロース『野生の思想』

の影響があると筆者は考える。「寄木
ブ リ コ

細工
ラージュ

」から神話的思想を再構築するように、ツェランは

詩を構築しようとしていたのではないか、と新たな問題提起がなされる。 
 第 7 章では、1969 年 10 月の最初で最後となったツェランのイスラエル旅行の足跡を詳細に

たどりつつ、その伝記的資料をもとに「エルサレム詩篇」を精読する。これらの詩はツェラン

のユダヤ観が凝縮された総決算であるといえよう。ここではまた、イラーナ・シュムエリとの

交流にも触れられる。 
 終章では、本書の総括として、「傷」が無数の言葉の線となって「子午線」を形成し、「私(Ich)」
と「あなた(Du)」を結びつけるその線が、円環を描く言葉の筋道になることを明らかにする。

その背景にマルティン・ブーバーの影響、特に「ダニエル」における「両極性」の思想があっ

たことを指摘する。すべての相反する要素は、ここにおいて一致するわけである。 
 以上のように 7 つの章は、ユダヤ教の儀式で用いられるメノーラの燭台のように、独立しな

がらも星座のように互いに照らし合い、ユーデントゥムの受容についてひとつのまとまった論

旨を提供できるよう工夫されている。 
5. (記事)「明治大学の教養 探究者たちの肖像⑯ 関口裕昭 パウル・ツェランから越境文

学の深淵へ」(『ユリイカ』2011 年 9 月号、裏面) 
6. (研究紹介)「研究最前線 ドイツ・ユダヤ文学の豊饒な世界」(広報誌『明治』vol.52, 2011

年 10 月、pp.50-51) 
7. (創作・詩)「最後の生き残りの Nipponia Nippon が裏声で歌う怒りの歌、亡国の歌」(『詩

誌 ＥＲＡ』第 2 次第 7 号、2011 年 11 月) 
8. (エッセイ)「福永、ふたたび・・・」(【シンポジウム所感】『年報 福永武彦の世界』第 3

号、2012 年 3 月)  
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9. (翻案)「猟師・蔵玖珠夫」(『ことばのポトラック』所収、春風社、2012 年 4 月)(イベント

の 3 を活字にしたもの) 
10. (口頭発表)「柏原兵三とドイツ教養小説」(シンポジウム「〈エクソフォニー〉の文学――

〈故郷〉と〈異郷〉のせめぎ合う所」、日本比較文学会東海支部、2012 年 5 月 12 日、名

古屋大学) 
11. (学術論文[査読つき])「ユダヤの傷としての引用――フロイト、カフカからツェランへ」(『ド

イツ文学研究』日本独文学会東海支部、第 44 号、2012 年 10 月) 
12. (口頭発表)「アンゼルム・キーファー――廃墟に舞い降りた天使」(「多木浩二継承シンポ

ジウム」、2012 年 9 月 28 日、メキシコ大使館)(発表者は他に今福龍太、多木陽介、伊藤俊

治、中山智香子) 
13. (口頭発表)「多文化地域ブコヴィーナと初期パウル・ツェラン」(「シンポジウム・世界文

学におけるオムニフォン」、2012 年 12 月 8 日、明治大学和泉図書館) (同じセクション[ド
イツ語圏の文学]の発表者・コメンテーターは他に土屋勝彦、山本浩司、浜崎桂子。このシ

ンポジウムでは他にも東欧、アジア、カリブ諸国など世界のさまざまな地域の文学のクレ

オール性について多くの発表と討議が行われた) 
14. (レクチャー・コンサート)「リストのピアノ曲とその後継者たち～水の調べをめぐって」(ピ

アノ・掛谷勇三、お話・関口裕昭、2012 年 12 月 22 日、明治大学アカデミーホール)  
【演奏曲目】 
リスト：「エステ荘の噴水」 
ラヴェル：「水の戯れ」 
ドビュッシー：「水の反映」「オンディーヌ」「喜びの島」 
スクリャービン：「ピアノソナタ第 2 番・嬰ト短調・作品 19」 
ラフマニノフ：「舟歌 作品 10-3」、「練習曲『音の絵』イ短調 作品 39-2」、 
「前奏曲 ト短調 作品 32-5」、「前奏曲 変ロ長調 作品 23-2」 
リスト：「ラ・カンパネラ」 
(水をモチーフにして、リストが後の作曲家たちにどのように受け継がれていったのかを、 
ヴァトーの「シテール島への船出」、アーサー・ラッカムの「オンディーヌ」などの絵画を 
示しながら関口が解説した。参加者は約 200 名。掛谷先生のピアノ演奏を絶賛する声が多 
かった。) 

15. (学術論文)「アンゼルム・キーファーとパウル・ツェラン 1」(『月刊 みすず』No.613 
[みすず書房]、2013 年 3 月号) 

16. (学術論文)「アンゼルム・キーファーとパウル・ツェラン 2」(『月刊 みすず』No.614 
[みすず書房]、2013 年 4 月号) 

 

（４）行政業務担当報告 
４－２ 大学業務  

2011・2012 年度 
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1. 学生部委員 (2011 年 4 月～) 
2. 奨学金委員 (2011 年 4 月～) 
3. スポーツ振興会委員 (2011 年 4 月～) 
4. 学部間共通外国語運営委員 (2009 年 4 月～、2011 年 4 月～12 年 3 月ドイツ語種代表)  
5. 国際交流委員(2010 年 4 月～) 
6. 情コミジャーナル編集委員 (2010 年 4 月～) 
7. 言語教育部会委員 (2009 年 4 月～) 
8. 修学委員 (2010 年 4 月～) 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本独文学会 
2. 日本独文学会東海支部 
3. 日本ゲーテ協会 (2011 年度より理事、ゲーテ賞選考委員、「べりひて」編集委員) 
4. オーストリア文学会 
5. 日本比較文学会 
6. 三田文学会 
7. スイス文学研究会 
8. ハイネ逍遥の会 
５－２ 講演・講師・出演  

1. (講演)「図書紹介――『パウル・ツェランとユダヤの傷―〈間テクスト性〉研究』(東京ド

イツ文化センター、2011 年 10 月 7 日、午後 7 時～) 
2. (レクチャー・コンサート)「リストのピアノ曲とその後継者たち」(2012 年 12 月 22 日、

明治大学アカデミーホール、ピアノ：掛谷勇三、お話：関口裕昭) 
５－３ その他の社会貢献  

1. (受賞) 第 58 回産経児童出版文化賞 翻訳賞 (『フリードリヒばあさん』光村教育図書、

2010 年による。2011 年 6 月 7 日) 
2. (受賞) 第 19 回連合駿台会学術賞(人文科学)(『パウル・ツェランとユダヤの傷――《間テ 

クスト性研究》』(慶應義塾大学出版会、2011 年)による。2013 年 1 月 16 日) 

 
以 上 
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田中 洋美（たなか ひろみ） 

 

ボーフム・ルール大学（ドイツ）社会学博士。デュッセルドルフ大学東アジア研究所（現・現

代日本研究所）助手，ドイツ日本研究所専任研究員を経て，2011 年より明治大学情報コミュニ

ケーション学部特任講師。その間，カッセル大学，デュースブルク・エッセン大学，東京家政大

学等で非常勤講師を務める。 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

 後期近代における家族ライフスタイルの変容，ならびにジェンダーと政治の二つを主な研究テ

ーマとしてきた。前者については，(1)女性の生き方の変化に関する研究，(2)子育て期の親の

ウェルビーイングの研究に取り組んだ。 

 (1)は，過去 20-30 年の間に顕著となった個人の生き方の変容を，特に大きな変化が見られ

た社会的カテゴリーである女性に焦点を絞り，第二次人口転換，個人化，ライフコース，バイ

オグラフィーといった視点から捉えようとするものである。女性の結婚行動の変化について質

的調査法（半構造化インタビュー）による実証研究を行い，欧米や東アジアとの比較の視点か

ら，日本を含む東アジアにおける結婚・家族規範の持続性を明らかにした。研究成果は，学術

論文，書籍にまとめた。 

 (2)では，共同研究機関（ドイツ日本研究所，ベネッセ次世代育成研究所）と共に就学前の

子どもを持つ父親・母親を対象とする全国調査を実施した。これはドイツで行われた調査を踏

まえたもので，日独で比較可能である（日本での実査は 2012 年 1 月）。現在は，今後予定され

ているプレスリリースの発表や報告書の刊行を目指し，データの分析をしているところであ

る。 
 ジェンダーと政治に関する研究では，2012 年より，日本とアメリカにおける DV 政策形成

過程についてアクター論の視点から比較検討する研究に取り組んでいる（文部科学省科学研究

補助金基盤研究Ｃ）。 
１－２ 今後２年間の予定  

 上記の研究に引き続き取り組んで行く。また教育活動においては，担当科目の質の向上のた

めの努力を継続する。 
１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望    

情報コミュニケーション学とは，グローバル化および高度情報化に特徴づけられた現代

社会の諸相に学際的に迫る現代社会研究であるとの印象を抱いている。学際性ということ

でいえば，これまで社会学を専攻しながら関わってきた日本研究，ジェンダー研究，グロ

ーバリゼーション研究といった学際領域での経験を活かし，どのように学部の情報コミュ

ニケーション学に寄与できるのか考えていきたい。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  
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1. 基礎ゼミナール：社会学入門 - 差異と境界について考える（明治大学情報コミュニケ

ーション学部，通年） 

2. 問題発見テーマ演習 A：社会変動論(1)（明治大学情報コミュニケーション学部，前期） 

3. 問題発見テーマ演習 B：社会変動論(2)（明治大学情報コミュニケーション学部，後期） 

4. ジェンダー論（明治大学情報コミュニケーション学部，前期） 

5. 基幹科目（異文化理解）II／ジェンダー論（英語）（明治大学全学，後期） 

6. ジェンダー・コミュニケーション II（明治大学情報コミュニケーション学部，後期） 

7. 情報コミュニケーション学 A（明治大学情報コミュニケーション学部，前期・後期，コ

ーディネーター：中村義幸教授） 

２－２ 当年度担当授業  

1. 基礎ゼミナール（明治大学情報コミュニケーション学部，通年） 

「社会学入門：差異と境界について考える」というテーマで取り組んだ。アカデミックスキ

ルの向上および社会的差異・境界に関する知識と理解を深めることを目指した。 

2. 問題発見テーマ演習 A・B：（明治大学情報コミュニケーション学部，前期・後期） 

社会変動論をテーマとする。主に文献講読を通じてジェンダー，社会階層ならびにライフコ

ースの視点から社会の変化について考察した。 

3. ジェンダー論（明治大学情報コミュニケーション学部，前期） 

ジェンダー研究入門の講義である。社会学的なジェンダー研究で用いられている主要概念を

学ぶとともに，それらの概念を用いて社会のさまざまなジェンダー現象を考察した。 

4. 基幹科目（異文化理解 II（明治大学全学，後期） 

上記ジェンダー論を英語で開講した。少人数であることの利点を活かし，インタラクティブ

な授業を実施していた。 

5. 情報コミュニケーション学入門 A（明治大学情報コミュニケーション学部，前期・後期，

コーディネーター：中村義幸教授） 

 オムニバス授業の第二回目を担当，「コミュニケーションのジェンダー問題を考える」と題

する講義を行った。 

6. 情報コミュニケーション学：ドイツの現在，日本の未来（明治大学情報コミュニケーショ

ン学部，通年，コーディネーター：宮本真也准教授） 

 「現代ドイツの人口動態」および「現代ドイツの家族・結婚・パートナーシップ」と題する

講義を前期に実施した。  

7. 情報コミュニケーション学：セイフティーネット（明治大学情報コミュニケーション学部，

通年，コーディネーター：施利平教授） 

 「ライフスタイルの変化」と題する講義を前期に実施した。 

 

（３）研究成果報告 
1. （著書）『ライフコース選択のゆくえ：日本とドイツの仕事・家族・住まい』新曜社，2013

年，共編著． 
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2. （著書）『コミュニケーション・スタディーズ入門』大修館書店，2011 年，共著（鈴木健

編，執筆部分：「第７章 ジェンダーとコミュニケーション」158-180）. 

3. （学術論文）“Parental Well-being and Gendered Families in Japan: Change or Continuity?”, 

Asiatische Studien/Etudes Asiatiques, LXVII, 1/2013, 共著 401-428,（1 名，equal co-authorship）． 

4. （学術論文）„Japanische Frauen als politische Akteure“. In S. Köhn/H. Moser (Hg.): 

Frauenbilder/Frauenkörper: Inszenierungen des Weiblichen in den Gesellschaft Süd- und 

Ostasiens, Wiesbaden: Harrassowitz, 2013, 271-289. 

5. （学術論文）“Individualization of Marriage and Work Life Choices: A Study of Never-married 

Employed Women in Hong Kong and Tokyo.” Asian Women, Vol. 28, No. 1, 2012, 85-119, 共著

（1 名，first authorship）． 

6. （学会報告）“Women’s Political Participation in Japan: Traditional Gender Roles in Change?” 
Asia-Pacific Gender Studies Conference: Gender Equity - Issues of Theory, Practice and Policy in 
the Asia-Pacific Region, Kumaun University, Nainital, India, March 2013. 

7. （学会報告）“Fathers and Well-being: Comparing Germany and Japan.“ Poster Session, Fathers & 
Fathering in Contemporary Contexts, National Center for Family & Marriage Research, Bowling 
Green State University, Natcher Conference Center, Balcony B, USA, May 2012, 共同発表（3
名）. 

8. （その他・会議報告）「シンポジウム：メディアと男女共同参画 メディアを我らの手に」

『2012 年度活動報告書』（明治大学情報コミュニケーション学部ジェンダーセンター），

2012 年 3月． 

9. （その他・会議報告）「第 1回定例研究会：ジェンダーと医療化 - ドイツにおける生殖技

術の事例から」『2012 年度活動報告書』（明治大学情報コミュニケーション学部ジェンダー

センター）, 2012 年 3月． 

10. （その他・会議報告）「学生向けイベント：ジェンダーに学んだ先輩に聞こう - “女子力”

に追われる現代女性」『2012 年度活動報告書』（明治大学情報コミュニケーション学部ジェ

ンダーセンター），2012 年 3 月． 

11. （その他・会議報告）「社会的不平等とひとり親家族：日韓比較とジェンダー分析の意義」

『マテシス・ウニウェルサリス』（獨協大学国際教養学部）第 14 巻第 1号，2013 年 2 月, 90

－92． 

12. （その他・文献紹介）「会員文献紹介『ライフコース選択のゆくえ：日本とドイツの仕事・

家族・住まい』」，単著，『国際ジェンダー学会誌』，10 号，2012 年 12 月，130.  

13. （その他・会議報告）「第 4回定例研究会：韓国のひとり親家族を取り巻く現状と政策 - 教

育と福祉の両面から」『2011 年度活動報告書』（明治大学情報コミュニケーション学部ジェ

ンダーセンター），22-23． 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. ジェンダーセンター運営委員 

2. 国際交流委員（欧米地区，アジア地区担当） 
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（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 国際ジェンダー学会（学会誌編集委員，2012 年大会実行委員，2012 年大会個人セッショ

ン E座長） 

2. 日本社会学会 

3. 日本政治学会 

4. 日本ドイツ学会 

5. International Sociological Association (RC38 Biography and Society, RC32 Women in Society) 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 香港大学比較文学科・女性学研究センター共催特別セミナー講師，2013 年 1 月 11 日 

2. 東京都北区男女共同参画センター市民講座招聘講師，2012 年 10 月 13 日 

3. 群馬県立男女共同参画センター市民講座招聘講師，2011 年 10 月 22 日 

4. 青山学院大学英文学会主催特別講義講師，2011 年 6 月 20 日 

 
以 上 
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南後 由和（なんご よしかず） 

       
 1979 年大阪府生まれ。2008 年東京大学大学院学際情報学府博士課程単位取得退学。2008〜

2011 年東京大学大学院情報学環助教、2011〜2012 年東京大学大学院情報学環特任講師、2012

年 4 月より明治大学情報コミュニケーション学部専任講師。2006〜2008 年日本学術振興会特別

研究員、2012 年〜東京大学大学院情報学環客員研究員など。 

 専門は社会学、都市・建築論。共編著に『文化人とは何か？』（東京書籍）、共著（分担執筆）

に『都市空間の地理学』（ミネルヴァ書房）、『路上のエスノグラフィ』（せりか書房）、『The 

Architectures of Atelier Bow-Wow: Behaviorology』(Rizzoli)、『建築はどこにあるの？―

―7 つのインスタレーション』（東京国立近代美術館）、『アーキテクチャとクラウド』

（millegraph）、『メタボリズムの未来都市』（森美術館）、『ス・ドホ――パーフェクト・ホー

ム』（金沢 21 世紀美術館）など。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

1. 科学研究費補助金・若手研究（A）研究課題「ロンドンの文化政策・文化産業における建築

家の有名性の生産・流通・消費に関する研究」として、ロンドンの建築に関する文化産業

機関およびロンドン・オリンピック 2012 を契機とした都市再開発に関するフィールドワー

クを進めた。 

2. 科学研究費補助金・基盤（C）「現代都市社会における時間・空間の生産・流通・消費と編

成の社会学的研究」の共同研究として、ショッピング・モールのフィールドワークや文献

収集を行い、建築空間／情報空間としてのショッピングモールに関する共著本の執筆を進

めた。 

3. 森美術館や金沢 21世紀美術館の展覧会図録への寄稿をはじめ、建築家、写真家、現代美術

家などとの協働を積極的に行ない、本・雑誌、対談・座談会、講演などを通してそれらの

成果を発表した。 

１－２ 今後２年間の予定  

1. シチュアシオニストの都市・建築論に関する研究 

2. 建築・都市のインフォグラフィックスに関する研究 

3. 1）建築の文化政策・文化産業、2）建築家の有名性、3）建築ジャーナリズムの研究を軸と

した「建築の社会学」に関する研究 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

 情報コミュニケーション学部は、1. 社会の〈現在〉を考える、2. 多様で学際的なアプロー

チ、3. 創造と表現を 3つの柱に据えている。1. に関しては、都市とメディア、建築と社会を

横断する理論的・実践的研究に継続して従事していく。2. に関しては、社会学を軸として様々

な分野の専門家・非専門家と協働し、学と学が接するディシプリンの「際」に立脚することで、

社会学系の都市論および「建築の社会学」の先端領域を切り拓いていく。3. に関しては、1）

建築・都市空間の経験の記述や表現方法と、情報を収集・分析・編集・伝達・共有するインフ 
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南後 由和（なんご よしかず） 

       
 1979 年大阪府生まれ。2008 年東京大学大学院学際情報学府博士課程単位取得退学。2008〜

2011 年東京大学大学院情報学環助教、2011〜2012 年東京大学大学院情報学環特任講師、2012

年 4 月より明治大学情報コミュニケーション学部専任講師。2006〜2008 年日本学術振興会特別

研究員、2012 年〜東京大学大学院情報学環客員研究員など。 

 専門は社会学、都市・建築論。共編著に『文化人とは何か？』（東京書籍）、共著（分担執筆）

に『都市空間の地理学』（ミネルヴァ書房）、『路上のエスノグラフィ』（せりか書房）、『The 

Architectures of Atelier Bow-Wow: Behaviorology』(Rizzoli)、『建築はどこにあるの？―

―7 つのインスタレーション』（東京国立近代美術館）、『アーキテクチャとクラウド』

（millegraph）、『メタボリズムの未来都市』（森美術館）、『ス・ドホ――パーフェクト・ホー

ム』（金沢 21 世紀美術館）など。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

1. 科学研究費補助金・若手研究（A）研究課題「ロンドンの文化政策・文化産業における建築

家の有名性の生産・流通・消費に関する研究」として、ロンドンの建築に関する文化産業

機関およびロンドン・オリンピック 2012 を契機とした都市再開発に関するフィールドワー

クを進めた。 

2. 科学研究費補助金・基盤（C）「現代都市社会における時間・空間の生産・流通・消費と編

成の社会学的研究」の共同研究として、ショッピング・モールのフィールドワークや文献

収集を行い、建築空間／情報空間としてのショッピングモールに関する共著本の執筆を進

めた。 

3. 森美術館や金沢 21世紀美術館の展覧会図録への寄稿をはじめ、建築家、写真家、現代美術

家などとの協働を積極的に行ない、本・雑誌、対談・座談会、講演などを通してそれらの

成果を発表した。 

１－２ 今後２年間の予定  

1. シチュアシオニストの都市・建築論に関する研究 

2. 建築・都市のインフォグラフィックスに関する研究 

3. 1）建築の文化政策・文化産業、2）建築家の有名性、3）建築ジャーナリズムの研究を軸と

した「建築の社会学」に関する研究 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

 情報コミュニケーション学部は、1. 社会の〈現在〉を考える、2. 多様で学際的なアプロー

チ、3. 創造と表現を 3つの柱に据えている。1. に関しては、都市とメディア、建築と社会を

横断する理論的・実践的研究に継続して従事していく。2. に関しては、社会学を軸として様々

な分野の専門家・非専門家と協働し、学と学が接するディシプリンの「際」に立脚することで、

社会学系の都市論および「建築の社会学」の先端領域を切り拓いていく。3. に関しては、1）

建築・都市空間の経験の記述や表現方法と、情報を収集・分析・編集・伝達・共有するインフ 



120 

多文化と国際協調〈南後由和〉 

 120

ォグラフィックスとを架橋した研究、2）建築を中心とした諸芸術の文化政策・文化産業に関

する研究に取り組んでいく。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

〈学外〉 

1. 桑沢デザイン研究所・スペースメディア論Ⅲ（前期） 

2. 駒澤大学文学部・社会学（通年） 

3. 法政大学キャリアデザイン学部・日本のコミュニティと文化Ⅱ（後期） 

4. 早稲田大学教育学部・社会学研究Ⅱ-2（後期） 

5. 早稲田大学教育学部・現代社会研究 6（後期 4回） 

２－２ 当年度担当授業  

〈学内〉 

1. 都市情報論（前期・後期） 

2. 問題発見テーマ演習 A・B（通年） 

3. 問題分析ゼミナール（通年） 

〈学外〉 

1. 桑沢デザイン研究所・スペースメディア論Ⅲ（前期） 

2. 早稲田大学教育学部・社会学研究Ⅱ-1（前期） 

3. 早稲田大学教育学部・現代社会研究 6（後期 4回） 

２－３ その他の教育上の取組み  

〈学内〉 

1. 高大連携講座、2012 年 6月 20 日 

2. 明治大学オープンキャンパス模擬授業、2012 年 8月 24 日 

〈学外〉 

1. 「東大フォーラム 2011」（国際シンポジウム）、パリ（コレージュ・ド・フランス、ラヴィ

レット建築大学）・リヨン（ENS de Lyon）、2011 年 10 月 17 日〜10月 22 日 

2. 「横浜ハーバーシティ・スタディーズ 2012」（ワークショップ）全 8 日、ヨコハマ創造都

市センター、2012 年 9月 1 日〜8日 

 

（３）研究成果報告 
〈書籍・論文〉 

1. 南後由和、「黒川紀章――マスメディア時代の建築家像」森美術館編『メタボリズムの未来

都市』新建築社、pp260-266、2011 

2. Yoshikazu NANGO, “Kisho Kurokawa: A Portrait of an Architect in the Age of Mass Media”, 
Mori Art Museum ed., Metabolism, The City of the Future, Shinkenchiku-sha, pp261-267, 

2011 

3. 南後由和、「笑う路上観察学会のまなざし――都市のリズム分析へ向けて」広島市現代美術 



121 

〈南後由和〉多文化と国際協調 

 121

館編『路上と観察をめぐる表現史――考現学の「現在」』フィルムアート社、pp130-145、 

2013 

4. 南後由和、「境界を編みなおす家」金沢 21 世紀美術館編『ス・ドホ――パーフェクト・ホ

ーム』金沢 21世紀美術館、pp122-130、2013 

5. Yoshikazu NANGO, “Home: Reweaving the Boundaries”, 21st Century Museum 

Contemporary Art, Kanazawa ed., DO HO SUH: PERFECT HOME, 21st Century Museum 

Contemporary Art, Kanazawa, pp160-169, 2013 

〈解説記事・書評・エッセイ〉 

1. 南後由和、「自然の写真から、写真の自然へ」Takashi Homma『IN OUR NATURE』、between the 

books/SUPER LABO、foreword、2011 

2. 南後由和、「広告＝都市のリアリティ」『ちくま』2011 年 8 月号、筑摩書房、pp12-13、2011 

3. 南後由和、「文庫解説」アンリ・ルフェーヴル『都市への権利』森本和夫訳、ちくま学芸文

庫、pp226-247、2011 

4. 南後由和、「乾久美子『浅草のうち』書評」『新建築住宅特集』2012 年 2月号、p161、2012 

5. 南後由和、「大西麻貴＋百田有希のステキな建築」大西麻貴＋百田有希『大西麻貴＋百田有

希 建築作品集 2006-2011』田園城市、pp30-34、2012 

6. Yoshikazu NANGO, “onishimaki ＋ hyakudayuki: SuTeKi(“Beautiful”/ “Nest-like”) 
Architecture”, onishimaki＋hyakudayuki, onishimaki＋hyakudayuki architects/ o+h 

2006-2011, Garden City Publishers, pp24-29, 2012 

7. 南後由和、「大西麻貴＋百田有希的“SuTeKi”「美好的（意譯）／巣的（音譯）建築」大西

麻貴＋百田有希『大西麻貴＋百田有希 建築作品集 2006-2011』田園城市、pp35-39、2012 

8. 南後由和、「アジール」「グラフィティ」「ショッピングセンター／モール」「デュアルシテ

ィ」「広場」、見田宗介編集顧問・大澤真幸・吉見俊哉・鷲田清一編集委員『現代社会学事

典』弘文堂、p13、p315、pp678-679、p912、p1075、2012〈対談・座談会記事〉 

1. 南後由和・ホンマタカシ、「今日の写真 2011⑥」『アサヒカメラ』朝日新聞出版、2011 年 6

月号、pp165-169、2011 

2. 塚本由晴・貝島桃代・乾久美子・司会 南後由和、「パブリックスペースをつくる――共同・

共有に向けた建築的アプローチ」『新建築』2011 年 7 月号、pp30-35、2011 

3. 鈴木謙介・南後由和・濱野智史、「ソーシャルネットワークは都市を開くのか、閉じるのか」

『city&life』no.100、pp12-19、2011 

4. 林文浩・荏開津広・南後由和・大山エンリコイサム、「ポストグラフィティの開拓線」『ユ

リイカ』2011 年 8月号、pp216-227、2011 

5. 南後由和・ホンマタカシ、「今日の写真 2011⑪」『アサヒカメラ』朝日新聞出版、2011 年

11 月号、pp181-185、2011 

6. 大山エンリコイサム・南後由和、「私たちもバンクシーの映画を取り巻く現象の共犯者」、

WebDICE、2011 

7. 大野和士・阿部純・犬塚悠・南後由和・難波阿丹・橋本尚樹・松山秀明・柳井良文・渡邉

宏樹、「指揮者・大野和士氏インタビュー――内的必然性から響きあう音楽」『情報学環研 

究 調査研究編』東京大学大学院情報学環、No.28、pp203-242、2012 
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8. 南後由和、「さすがの民都」『IN/SECTS』青幻舎、vol.5、p61、2012 

9. 藤村龍至・南後由和・司会 荻上チキ、「建築と社会学の新しいアドレス 1」、「建築と社会

学の新しいアドレス 2」、「建築と社会学の新しいアドレス 3」『αシノドス』vol.110、111、

113、2012 

〈学会発表・シンポジウム〉 

1. 南後由和、「グラフィティの過去・現在・未来――ストリートにおける都市とメディアの交

わり」、日本都市社会学会、於 新潟大学、2011 年 9 月 7日 

2. 南後由和、「グラフィティ――壁というメディアの転用」、壁と歌――ミクロ・メディアの

政治学、於 東京外国語大学、2012 年 7月 21 日 

3. 司会 南後由和・原田謙、テーマ報告部会「都市とアート」、日本都市社会学会、於 立教大

学、2012 年 9月 8日 

〈展覧会〉 

1. サウンド・インスタレーション 池上高志・松本昭彦・丸山典宏、 ライブ・ドローイング 大

山エンリコイサム、 コンセプト・メイキング 南後由和、  プロジェクト・ディレクター 岡

瑞起、 “Scratching the Sound Wall”、 於 VACANT、 2011 年 9月〜10 月 

2. 門脇耕三・南後由和、「都市の読み替え・書き替えと新しい「構え」」、「21世紀の首都」展、

於 建築博物館ギャラリー、2012 年 10 月 

〈研究費獲得〉 

1. 科学研究費補助金・若手研究（A）研究課題「ロンドンの文化政策・文化産業における建築

家の有名性の生産・流通・消費に関する研究」（個人研究・研究代表者）2012 年 4月〜2015

年 3 月 

2. 科学研究費補助金・基盤（C）「現代都市社会における時間・空間の生産・流通・消費と編

成の社会学的研究」（共同研究・研究分担者）2012 年 4 月〜2015 年 3月 

3. 科学研究費補助金・若手研究（B）「現代都市再開発における建築家の有名性の生産・流通・

消費に関する研究」（個人研究・研究代表者）2009 年 4 月〜2012 年 3月 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

１．学生論文集編集委員 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本都市社会学会企画委員 

５－２ 講演・講師・出演  

〈講演・講師・出演〉 

1. 福住廉・南後由和、「戦後美術の周辺とその社会背景」、中原佑介を読む――美術批評の地

平、於 ヒルサイドライブラリー、2011 年 5月 23 日 

 



123 

〈南後由和〉多文化と国際協調 

 123

2. 南後由和・塚本由晴・大和田芳弘・正木覚、「つながりのデザインを考える」、ジャパンガ

ーデンデザイナーズ協会 10 周年記念フォーラム、於 新宿 NSビル、2011 年 8 月 20 日 

3. 大山エンリコイサム・南後由和、「『イクジット・スルー・ザ・ギフトショップ』上映会ト

ークショー」、於 渋谷アップリンク・ファクトリー、2011 年 9月 26 日 

4. 篠原聡子・南後由和・西川祐子、「『おひとりハウス』刊行記念トークセッション」、於 赤

城神社・参集殿、2011 年 10 月 7 日 

5. 山名善之・南後由和、「メタボリズムの未来都市展 ギャラリートーク」、於 森美術館、2011

年 11 月 23 日 

6. 南後由和、「生きられた建築・都市・社会」、東北芸術工科大学建築・環境デザイン学科卒

業／修了研究・制作展特別講演会、於 東北芸術工科大学、2012 年 2月 16 日 

7. 南後由和、「情報による空間の変容」、於 STUDIO4℃、2012 年 3 月 2 日 

8. 南後由和、「都市について考える」、オルナタティブ・カフェ、於 アートエリア B1、2012

年 3月 6 日 

9. 南後由和、「コンスタントのニューバビロンから現代都市を考える」、TOO MUCH magazine 

presents Romantic Geography、於 VACANT 、2012 年 4月 22 日 

10. 藤村龍至・南後由和、「渋谷論の現在形」、伊藤園 presents Shibuya Hikarie 8/ CREATIVE 

SESSION with J-WAVE、於 渋谷ヒカリエ・8/、2012 年 4月 30 日 

11. 南後由和、「川口からショッピングモールを考える」、於 川口市立メディアセブン、2012

年 6月 6 日 

12. 佐々木友輔・南後由和・橋本侑生、「人間と映画の新しいアドレス」、『アトモスフィア』

上映＋トークイベント、於 KINEATTIC、2012 年 10 月 7日 

13. 南後由和・門脇耕三・白井良邦・モデレーター 原研哉・土谷貞雄「HOUSE VISION 2013 TOKYO 

EXHIBITION」トークセッション、於 お台場・青海駅前特設会場、2013 年 3月 4 日 

〈モデレーター・コメンテーター〉 

1. ホンマタカシ・大西麻貴・モデレーター 南後由和、「建築と写真」、於 gallery koko、2011

年 5月 8 日 

2. 矢部智仁・大島芳彦・内山博文・南後由和・川合通裕・篠原聡子、「集合住宅のコモンデ

ザイン――集まって住むかたちを探す」、於 赤城神社・参集殿、2011 年 5月 26 日 

3. 北垣亮馬、「どう処理する？震災がれき」、司会 南後由和、UTalk、於 情報学環・福武ホ

ール UT カフェ、2011 年 6 月 11 日 

4. 中島直人・豊川斎赫・大野秀敏・八束はじめ、コメンテーター 西沢大良・吉村靖孝、モ

デレーター 南後由和・藤村龍至、Live Round About Journal 2011、於 LIXIL GINZA、2011

年 12 月 3日 

5. 江前敏晴、「たかが“紙”、されど“紙”――紙が語る歴史と未来」、司会 南後由和、UTalk、

於 情報学環・福武ホール UT カフェ、2011 年 12 月 10 日 

6. Charlie Koolhaas・重松象平、モデレーター 南後由和、「Metabolism Trip 展トークイベ

ント」、於 gallery koko、2012 年 1 月 7 日 

7. 難波和彦・中田千彦・南後由和・羽鳥達也・酒井康史、モデレーター 石川初、「避難地形 

時間地図――縮退時代における都市の記述法へ」、於 リビング・デザインセンターOZONE、 
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根橋 玲子（ねばし れいこ） 

 
埼玉県出身。1990 年早稲田大学教育学部英語英文学科卒業。1994 年ミシガン州立大学大学

院英語教育学研究科修士課程修了（英語教育学修士号取得）、1999 年ミシガン州立大学大学院

コミュニケーション学研究科博士課程修了（コミュニケーション学博士号取得）。立教大学ラ

ンゲージセンター嘱託講師、東海大学文学部専任講師を経て、2004 年より明治大学情報コミ

ュニケーション学部准教授。専門はコミュニケーション学（異文化間・対人コミュニケーショ

ン）。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

ここ数年の研究課題は、主に以下の通りである。（1）日本在住外国人（主にニューカマー）

を対象にした研究、（2）在中国日本企業における異文化間コミュニケーション問題、（3）大学

におけるコミュニケーション教育に関する研究。（1）については、これまでに海外調査で得た

知見や研究成果をもとに、日本における外国人、特にブラジル人を対象に、彼らとよりよい共

生を図るためにはどのようなことができるのかをテーマに、次の 2つに焦点を当てて調査・研

究を行った。（a）特にまだ研究蓄積の少ない未就学のニューカマーの子供たちと彼らをとりま

く日本人の子供たちを対象に、彼らの社会化プロセスにおける異文化の影響ついて子どもたち

がどのように文化に根ざした行動様式を身に着けるのかに着目した文献調査。（b）実際に日系

ブラジル人を含む外国人と関わる人々（ボランティアや日本語学校教師、研修センター関連ス

タッフ等）や彼ら自身を対象にしたトレーニング手法の開発と実践。(c)2010 年度より明治大

学人文科学研究所の研究費を受け、実際にブラジル人学校における聞き取り調査の実施。（2）

については、科研プロジェクトの一員として共同研究者と調査を進めており、主にデータ分析

と執筆を行っている。（3）については、2007～2008 年度に、明治大学人文科学研究所より研究

費を受け、研究成果をまとめ、報告書として提出した。 

１－２ 今後２年間の予定  

上記のうち（1-c）については、2010 年度より明治大学人文科学研究所より個人研究費を受

け、すでに調査を進めており、今後は結果のまとめ・執筆を行う予定である。（3）については、

2010 年は、学部におけるコミュニケーション・コンピテンスプログラムの教科書作成に参加し

た、一章（(3)研究成果報告－１．）を上梓した。また、(2)については関連するプロジェクト

を計画しており、今後はそちらで科研費の申請も含め、進めていく。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 問題分析ゼミナール（通年） 

前期前半は、分析ゼミナールは解決ゼミナールと合同で、学部主催の留学生受け入れプログ
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2012 年 3月 25 日 

8. 北山恒・豊川斎赫・モデレーター 南後由和、「丹下健三研究室の構想力――彼らが目指し

た『建築の〈本義〉』とは」、於 青山ブックセンター本店、2012 年 5月 27 日 

9. 西田司・一色ヒロタカ・萬玉直子、コメンテーター 門脇耕三・南後由和、「プレゼンテー

ションの活用」、オンデザイン的設計術――対話的建築のつくりかた、於 STUDIO4、2012

年 9月 16 日 

10. 町村敬志・西沢大良・藤原徹平・宇野常寛、モデレーター 門脇耕三・南後由和、「都市の

読み替え・書き替えと新しい「構え」」、横浜ハーバーシティ・スタディーズ 2012 シンポ

ジウム、於 ヨコハマ創造都市センター、2012 年 9月 29 日 

〈審査員・講評〉 

1. 横浜ハーバーシティ・スタディーズ 2011、於 北仲スクール、2011 年 8月 29 日 

2. 北仲スクール“Urbanism for Design: Public & Commitment”最終講評会、於 北仲スクー

ル、2012 年 1月 24 日 

3. 首都大学東京都市環境学部・卒業設計講評会、於 首都大学東京、2013 年 2月 4 日 

4. トウキョウ建築コレクション全国修士設計展 2013 審査員、代官山ヒルサイドテラス、2013

年 3月 2 日 

５－３ その他の社会貢献  

〈新聞・取材など〉 

1. 「いま必要とされる建築家像をめぐって」、OPENERS Website「いま、世界が注目するニッ

ポンの若手建築家たち」、2011 年 9月 8日 

2. 選書ブックフェア「東京論 ジャンル横断のおすすめ 30冊」、青山ブックセンター本店、

2012 年 9月〜10 月 

3. 『毎日新聞』毎週火曜夕刊「ブックマーク」欄連載・計 11回、2013 年 1月 15 日〜3月 26

日 

 
以 上 
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く日本人の子供たちを対象に、彼らの社会化プロセスにおける異文化の影響ついて子どもたち

がどのように文化に根ざした行動様式を身に着けるのかに着目した文献調査。（b）実際に日系

ブラジル人を含む外国人と関わる人々（ボランティアや日本語学校教師、研修センター関連ス

タッフ等）や彼ら自身を対象にしたトレーニング手法の開発と実践。(c)2010 年度より明治大

学人文科学研究所の研究費を受け、実際にブラジル人学校における聞き取り調査の実施。（2）

については、科研プロジェクトの一員として共同研究者と調査を進めており、主にデータ分析

と執筆を行っている。（3）については、2007～2008 年度に、明治大学人文科学研究所より研究

費を受け、研究成果をまとめ、報告書として提出した。 

１－２ 今後２年間の予定  

上記のうち（1-c）については、2010 年度より明治大学人文科学研究所より個人研究費を受

け、すでに調査を進めており、今後は結果のまとめ・執筆を行う予定である。（3）については、

2010 年は、学部におけるコミュニケーション・コンピテンスプログラムの教科書作成に参加し

た、一章（(3)研究成果報告－１．）を上梓した。また、(2)については関連するプロジェクト

を計画しており、今後はそちらで科研費の申請も含め、進めていく。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 問題分析ゼミナール（通年） 

前期前半は、分析ゼミナールは解決ゼミナールと合同で、学部主催の留学生受け入れプログ
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ラムの対象ゼミとして、タイ人留学生との講義やフィールドワークを実施した。前期後半は、

卒業論文を執筆するための基礎力を養うために、主に調査方法について学び、自己のテーマ設

定を行った。昨年同様解決ゼミナールとの合同ゼミを実施しており、授業時間枠外にも上級生

たちと合同で英語の力を向上させるため、少人数のグループでのディスカッション等を行っ

た。また、解決ゼミナールと合同で夏合宿を行う等上級生との交流も図った。 

2. 問題解決ゼミナール（通年） 

解決ゼミナールの大きな目標は卒業論文を仕上げることにある。分析ゼミナールで設定した

テーマや学んだ方法論をもとに実際に調査を行い、論文として執筆し、1 月に論文発表会を行

った。 

3. 文化系列専門研究 I・II（前期・後期・大学院博士前期課程） 

前期は文化を異にする人々がどのような行動をするのかをテーマに、関連する異文化間コミ

ュニケーション学の教科書を読み進めながらディスカッションを中心に理解を深めた。履修人

数が少ないため、後期は学生の論文テーマに応じた内容の物を中心に読み進めた。 

4. 文化系列専門演習 I・II（前期・後期・大学院博士前期課程） 

履修人数が少なかったため、主に履修学生の修士論文に沿った内容で、問題の設定や方法論

について指導をしたり、関連する文献を読んだりした。 

5. 情報コミュニケーション学学際研究 I・II（前期・後期・大学院博士後期課程） 

博士後期課程担当教員がオムニバス形式で行う授業。前期は方法論を中心に、ディスカッシ

ョンを交えながら授業を行った。後期は、院生一人ひとりの博士論文のテーマに関する発表を

中心に教員も参加し、ディスカッションを行った。 

6. コミュニケーション論序説（放送大学） 

放送大学ラジオ講座にて、『コミュニケーション論序説』がオンエアされた。さまざまな分

野の視点を通じてコミュニケーションとは何かにアプローチする内容。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 問題分析ゼミナール（通年） 

分析ゼミナールでは、解決ゼミナールで卒業論文を執筆するための基礎力を養うために、主

に調査方法について学び、自己のテーマ設定を行っている。また、昨年同様問題解決ゼミナー

ルと合同で英語のディスカッションを行っており、夏合宿も合同で行うなど、上級生との交流

にも力を入れている。 

2. 問題解決ゼミナール（通年） 

解決ゼミナールの大きな目標は卒業論文を仕上げることにある。分析ゼミナールで設定した

テーマや学んだ方法論をもとに実際に調査を行い、論文として執筆し、12月の論文提出、1月

の論文発表会を目指して進めている。 

3. 文化系列専門演習 I・II（前期・後期・大学院博士前期課程） 

異文化間コミュニケーションにおける新しい理論構築を目指すために、既存の主たる理論を

概観するとともにその問題点を明らかにすることに取り組んでいる。特に、修士論文のテーマ

に関連する理論に力を入れた。後期には、テーマ関連論文の読み方を実習し、アカデミックな
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ジャーナルを精読できるようにすることを目指す。 

4. 文化系列専門研究 I・II（前期・後期・大学院博士前期課程） 

前期は文化を異にする人々がどのような行動をするのかをテーマに、関連する異文化間コミ

ュニケーションの教科書を読み進めながらディスカッションやケーススタディを中心に理解

を深めた。後期は、関連分野の英文テキストを読む予定である。 

5. 文化系列特論演習 I・II（前期・後期・大学院博士前期課程） 

修士論文の完成を目指し，データの収集，分析，考察についてディスカッションとフィード

バックを交えながら授業を進めている。 

6. 研究論文指導 I・II（前期・後期・大学院博士後期課程） 

博士後期課程の学生を対象にした、論文指導の授業。前期は関連文献を読みながら、論文の

テーマ設定に関するディスカッションを中心に授業を進めた。後期も引き続きこれを行うとと

もに、より具体的な研究計画を構築するよう指導していく。 

7. 情報コミュニケーション学学際研究 I・II（前期・後期・大学院博士後期課程） 

博士後期課程担当教員がオムニバス形式で行う授業。担当教員の概論と D1 学生の修士論文

の発表と博士論文のテーマ、D2学生の博士論文テーマに関連するゲスト講師を招いての講義を

軸に、ディスカッションを中心に展開されている。 

8. コミュニケーション論序説（放送大学） 

前年度同様ラジオ講座で放送中。 

２－３ その他の教育上の取組み  

大学院（修士課程）の論文指導を行った（1名、2010 年 3 月修了）。 

 

（３）研究成果報告 
1. 研究論文（単著）根橋玲子「異文化間コミュニケーション」（2011.7.10）鈴木健編『コミ

ュニケーション・スタディーズ入門』大修館書店,135-157. 

2. 研究論文（単著）Nebashi, R. “Role schema and its modification: Stereotypical images 

among Japanese, Chinese, and Americans”『情報コミュニケーション学研究』第 10・11

合併, 51-61、2011 年 3月 

3. 研究論文（共著） 西田ひろ子・根橋玲子・佐々木由美「公立学校とブラジル人学校のブ

ラジル人保護者が抱える問題」（2011.2.28）西田ひろ子編『ブラジル人生徒と日本人教員

の異文化間コミュニケーション』風間書房, 103-144. 

4. 研究論文（共著）「日本の大学における異文化教育・異文化間コミュニケーション教育実

態調査」『情報コミュニケーション学研究』第 6・7合併, 43-51、2009 年 3月 

5. 研究論文（単著）「日本人のコミュニケーション能力定義の試みと大学におけるコミュニ

ケーション教育への応用」『明治大学人文科学研究所紀要』第 64 冊, 214-234、2009 年 3

月 

6. 明治大学人文科学研究所個人研究 研究代表者「ブラジル人幼児のコミュニケーション行

動実態調査：公立保育施設とブラジル人保育施設の比較」2010 年 4月～2012 年 3 月 
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（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 言語と文化コース副コース長 

2. 言語教育部会部会長 

3. 紀要委員 

4. FD 委員 

5. 大学院 研究科委員 

４－２ 大学業務  

1. 学生相談室相談員 

2. ケベック文庫選定委員 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 国際行動学会 

理事・学会誌編集委員（副編集長） 

2. 多文化関係学会 

学会誌査読・年次大学発表司会 

3. 異文化間教育学会 

4. International Communication Association 

5. National Communication Association 

6. 異文化コミュニケーション学会 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 異文化トレーニング講師 

2010 年 11 月 21 日に静岡県立大学、 県委託業務のトレーニング講師として、ボランティア

や研修生、留学生にトレーニングを実施。 

 
以 上 
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James C. House （ハウス ジェームスＣ） 

 
Born in Leicester UK.  Attended Hastings Grammar School.  Graduated from the 

University of London.  Graduate studies in Phonetics at Cambridge.  Came to Japan in 
1982.  Part-time lecturer in various schools including Meiji University.  Became full-time 
at Tamagawa University in 1989, then full-time at Meiji University from 1993.  

 

（１）全般的な報告 
In principle my areas of research, educational activities and work in wider society 

revolve around language and culture with specific interest in the English language,British 
culture and Media studies. 
１－１ 過去２年間の実績  

Up to now I have been able to identify the importance of content in language teaching 
and in seeming contrast to that the importance of clarity in pronunciation for effective 
communication. 
I have centered my research on: 
i) Motivating students through short-term study abroad programs 
ii) British studies as part of courses in International Understanding 
iii) Improving the communication ability of students through techniques for clearer 

pronunciation 
iv) Media studies in the area of English for content education 

For the first part I have been encouraging students to go on study abroad programs over 
my seven-year period as associate director of the Center for International Programs (CIP).  
Now as a representative for International Collaboration I am able to continue this 
practical help without the day-to-day commitment to the office.  I have focused my efforts 
on the Cambridge program with its commitment to content/academic studies. 
Secondly, in my classes, I am introducing students to an understanding of Britain and 
Europe through a study of history and present-day social problems. 
Thirdly, I am developing approaches to pronunciation awareness so that students will be 
able to target those aspects of their pronunciation that need work.    
In conclusion, I have introduced English for Media studies in my “zemi” classes to focus 
students on improving English language skills for content acquisition. 
１－２ 今後２年間の予定  

For the next two years I expect to continue to collect materials and produce papers on 
aspects of British history, literature, modern life and media that will interest students and 
lead them to study content through English further.  I shall do this through the medium 
of the English language so that both skills of cultural study and language study will 
develop together and students will be prepared for an international world. 
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１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

I think that the nexus of the study of Information and Communication is language and 
culture.  Only by encouraging a truly international approach to the subject can we hope to 
further develop the field.  An understanding of foreign cultures and a high level of skill in 
foreign languages are crucial to the future of Information and Communication studies. 

 

（２）教育成果報告 
２－１ 前年度担当授業  
i)     Basic Seminar (1st yr students) (All year) 

In this class I introduce students to aspects of Britain in the modern day with some 
reference to history.  The students then give presentations on what they have learned. 
ii)  Social Problem Analysis Seminar (3rd yr students) (All year) 

In this class students were presented with case study of the 1st World War and using 
facsimiles of original documents and other materials were asked to consider how the war could 
have been prevented.  They gave presentations and wrote reports. 
iii)  English Skill A III/IV (Advanced level) (Semester) 

In this class students are encouraged to develop their listening and speaking skills.  
Demanding listening exercises spoken by native speakers and non-native speakers of English 
are used in the class to brush up listening skills. Also, students work in groups to solve 
problems and practice exercises, which they do in English.  Students give their own opinions 
in English in the class.   
iv)  Speech and Debate I/II (Semester) 

Students are given direction on how to give presentations and then give presentations to the 
rest of the class.  They are encouraged to collect data and illustrate their presentations.  
Power point presentations are encouraged.  In the second semester students are introduced to 
debate. 
v)  English Communication I/II (Semester) 
 Students are asked to consider modern day social problems in Britain and compare them 
with those in Japan.  In the first semester students studied a movie called “About a Boy” and 
discussed the social problems therein.  They followed this up with presentations that 
concentrated on one scene from the movie and a related aspect of British society.  In the 
second semester students will choose their own movie and make longer presentations. 
vi)  An Introduction to English Phonetics ( 1st semester only) 

This class is intended for students who wish to become teachers.  The aim is to improve the 
students’ understanding of pronunciation and to learn the phonetic symbols.  They need to 
relate these symbols accurately to the sounds of English.  The focus is on British English but 
reference is made to Standard American pronunciation, too.  Some theory is also introduced. 
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２－２ 当年度担当授業  

 i)   English Communication I/II.   
This is a course given to 3rd year students to help them improve their own English skills, 

concentrating mostly on speaking and writing.  Students will also be introduced to a 
variety of methods of teaching English and will have the opportunity of teaching their 
peers in the classroom and of giving presentations based on their work.  This class 
contributes to the English teaching qualification process. 
ii)   English Phonetics.  

This course introduces students to the IPA symbols.  Students are required to learn 
these and each class entails practice in using theme for dictation.  Students will also be 
expected to be able to approximate these sounds with as much accuracy as possible.  This 
will involve listening and enunciation of the sounds in isolation as well as in context.  
Students will also be expected to understand some basic theory to enable them to use the 
knowledge in the classroom. 
iii)   Seminar 3.  

This seminar is designed to help students who wish to study abroad.  They will learn a 
broad range of study skills.  The content of the class will focus on Media English and its 
application to the British media industry.  Students will write a short dissertation at the 
end of the course. 
iv)   Speech Presentation & Performance.   

This course is given in the Graduate School of Governance Studies and the students will 
be from a variety of countries.  The aim is to develop performance skills for presentations.  
The lecturer will focus on the process of performance rather than the content of the 
presentation.  That knowledge will be assumed. 
２－３ その他の教育上の取組み  

I give one lecture on “Study Abroad – One step into the world” for the SIC introductory 
course on Information & Communication. 

 
（３）研究成果報告 

As a result of my research in Cambridge in 2008 I have completed a paper on motivation 
amongst Meiji University students on short-term study abroad programs at Cambridge 
(2007-2008).  This paper appeared The Meiji Journal in 2010.  Another paper on further 
research in this area is intended for 2013. 
 
（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  
i)    Head of English, responsible for class scheduling and part-time teachers 
ii)    Member of the Language Committee 
iii)  Member, International Committee 
iv)  Advisor, Gender Center 
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４－２ 大学業務  
i)    Member of the committee for the Liberal Arts Journal 
ii)    Representative of the International Collaboration office 
iii)  Member of the British Studies Committee of International Collaboration) 
iv)  Vice-chair, Interfaculty Foreign Languages Committee(MLP)  
 
（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  
i)    Communication Association of Japan (CAJ) (Past member) 
５－２ 講演・講師・出演  
i)  May 28, 2009 attended workshop on motivating students in English classes held 

at Meikai University. 
ii)  July 27, 2009 gave a lecture for UFRA (Urayasu Foreign Residents Association) 

on “My Britain” recorded by local cable television and later broadcast. 
iii)  October 20,2009 gave a lecture on the internationalization of Urayasu for Urayasu 

Citizens’ University. 
iv)    April 4, 2010 gave a lecture on Britain for the International Exchange Society, 

Ohta ku. 
v)  August 30, 2010 gave a presentation on “English Teaching in Japan” to the 

Education Society of Cambridge. 
vi)  August 20, 2012 gave a presentation on :Japanese Universities –“Changing 
     Landscape”, Education Society, Cambridge 
５－３ その他の社会貢献  
i)    *Co-author of “Expressways” re-published by Kairyudo (2009).  This is an 

officially approved (Education Ministry) High School textbook on communicative  
oral English. 

ii)    *Acted in and contributed to a video production of “A Christmas Carol” by  
Charles Dickens for Last Hero Productions. 

iii)    “Rick’s Study Abroad in Britain” published by Yumi Press, 2012 
iv)   “The League of Blood” a video script about Sherlock Holmes in Japan.(2013) 
v)    A novella: “The League of Blood” to be published as an E-book(2013) 

 
以 上 
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細野 はるみ（ほその はるみ） 

 

 1949 年東京都生まれ。1972 年東京学芸大学教育学部卒業。1978 年東京大学大学院人文科学

研究科博士課程単位取得退学。1979 年明治大学短期大学助手、専任講師、助教授を経て、2004

年明治大学情報コミュニケーション学部教授。「日本文学」「日本語表現」等担当。専門は日本

古典文学、国語教育。『王朝文学史』『体系物語文学史』『講座源氏物語の世界』『王朝語辞典』

など。（いずれも共著） 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

研究活動の上では暗礁に乗り上げている。枝葉末節を穿り出すような旧来の研究方法に疑問

を感じ、かといって新機軸が打ち出せるでもなく、目下焦りを感じている状況である。 

１－２ 今後２年間の予定  

2012 年度よりは学部長職から離れ多少のゆとりが持てるようになった。今後、従来考えてき

たことを煮詰めていけるように吟味していきたい。テーマとしては、（１）日本語文化社会を

反映した文芸作品の考究、（２）国語教育について、などを続けて行く。また、ジェンダーセ

ンター長として研究プロジェクトに参加することになり、従来あまり直接的には関わってこな

かったジェンダー学の視点を取り入れて考えていきたい。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

文学作品においてはコミュニケーションはその描く人間の姿として大きな要素であるが、そ

れをコミュニケーションとして捉える作品研究は中心的課題ではない。日本語社会には伝統的

に人間関係意識を強く反映した待遇表現が体系的に確立されている。しかし日本語文化の中で

は基調低音のようなもので、国語史など語学の分野を別とすれば、とりわけてこれを文学作品

の方法として考えることは余りなされていない。「情報コミュニケーション学部」という舞台

で展開できることを探っていくべく、コミュニケーションの問題として捉え直してみたい。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 基礎ゼミナール 

 全員が仲良く積極的に取り組んだ。前期は自然科学系の新書を講読した。後期は文章読解、

自由課題発表など様々な取り組みをした。主にグループ討論をベースに全体に発表する形式を

取ったが、考えたことをことばにまとめる力の未熟さが目に付き、そこを重点的に訓練してい

けるよう心掛けた。前・後期レポートをゼミ機関紙『暁』10、11 号に掲載した。 

2. 問題発見テーマ演習Ａ 

前期は受講者がかなり多く、東日本大震災に関しての「ことばと人間」の問題をグループご

とに提示し討論した。震災の直後だっただけに真剣に取り組んだ姿勢が見られた。レポートは

ゼミ機関紙『暁』10 号に掲載した。 
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3. 問題発見テーマ演習Ｂ 

後期は「読むこと」を扱い、村上春樹の短編小説、深沢七郎の『楢山節考』を読み、討論した。

レポートはゼミ機関紙『暁』11号に掲載した。 

4. 問題分析ゼミナール・問題解決ゼミナール 

初めから３・４年合同で行った。３年生が２名、４年生がもともと少なかった上に中途でゼ

ミを抜けたものが３名おり、少人数だがゼミ活動の方向性を見極めるのにやや苦労した。４年

生の卒業課題は、論文の他、小説を書いたもの、作詞作曲で音楽活動の総まとめをしたものが

おり、論理的分析よりは自己表現の志向の高い者が増えてきた印象を持った。両学年のレポー

ト、及び４年の卒業論文要約をゼミ機関紙『暁』10、11 号に掲載した。 

5. 日本文学（後期） 

今年は半年で日本文学史が概観できるよう特徴的な作品を取り上げて講議した。大人数の講

義にしては静粛で、中には意欲の高い者もかなり見受けられた。 

6. 言語圏コミュニケーション（日本語文化圏）Ⅰ 

古典講読。前年同様、受講者の希望により『古事記』を読んだ。昨年度に引き続き、受講者

が多く、しかも意欲的な者が多くて充実した講義ができた。 

7. 言語圏コミュニケーション（日本語文化圏）Ⅱ 

言語としての日本語の姿を全般的に理解するため、井上ひさし『國語元年』を導入に、言語

とは何かを考え、日本語の各要素の特色を理解して特に文字使用法や敬語について歴史的にた

どることを進めた。これも受講者が多く、意欲的であった。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 基礎ゼミナール 

最初は各人のブックレポートの練習をし、その後評論文の課題図書を決めて分析的に読んだ

が、発言が少なくゼミに慣れていない感じだった。後期はファンタジーの分野の文芸作品や民

俗学などを読み、少人数のゼミ体制の中で自分の意見を表明する練習を重視して取り組んだ。

年２回のレポートをゼミ機関紙『暁』10、11 号に掲載した。 

2. 問題発見テーマ演習Ａ 

自由課題での発表とし、グループごとに各種のテーマで発表する形式を取った。ベトナムか

らの留学生がいたため、日本語で互いに意思疎通するのに苦労していた一面もあるが、異文化

に触れる機会ともなった。半期のみで切り上げねばならず、議論を深めるには至らなかった。

レポートはゼミ機関紙『暁』10 号に掲載した。 

3. 問題発見テーマ演習Ｂ 

後期は「読むこと」を扱い、深沢七郎『楢山節考』、光岡明『行ったり来たり』、カミュ『異

邦人』などを読み、共同体のあり方を深く考える議論ができた。レポートはゼミ機関誌『暁』

11 号に掲載した。 

4. 問題分析ゼミナール・問題解決ゼミナール 

 ３・４年合同で行った。４年生は一人しかおらず、実質的に一つにまとまっていた。「本を

読むこと」を活動の課題にして募集したゼミだが、ふたを開けてみると本は読みたくないとい

う本音を出して抵抗する者が現れてきてなかなか歩調が整わない。読むことよりは表現するこ

とを志向するのが情コミ生の特徴なのかと感じる。年２回のレポートをゼミ機関誌『暁』10、

11 号に掲載した。 

5. 日本文学（前期） 

 昨年にひき続き、半期で日本文学史概観の講義を行った。最後の数回を海外での日本文学の 

評価にあて、情コミ生にふさわしいものにするようはかった。 
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6. 言語圏コミュニケーション（日本語文化圏）Ⅰ 

 ほぼ昨年同様、『古事記』の読解を通して日本文化の一面を考えた。このところ受講者が増

えて熱心に取り組む者があり、手応えを感じている。 

7. 言語圏コミュニケーション（日本語文化圏）Ⅱ 

 これもほぼ昨年同様。日本語における文字のあり方を様々な側面から探り、日本語や日本文

化、文字言語について考えさせた。途中、タイからの留学生を招いてタイ文字を学んだり、ハ

ングルや点字なども取り入れた。 

8. アカデミックライティングⅡ 

大学院の論文作成のための演習。今期は受講者１名であったため、課題図書を指定し、要約

文の作成に多くの時間を割いた。結果として、資料とする書物の内容を把握し簡潔にまとめる

訓練にはなったが、論文作成への取り組みはやや薄かった。 

２－３ その他の教育上の取組み  

本学のカリキュラムでは学部教育の中で多学年にわたって教室で触れ合う機会を設けるこ

とは難しいが、先輩・後輩の関係の中で知識探求・問題意識の共有を経験することは重要と考

え、1 年生から 4 年生までの全学年のゼミナールの交流活動を活発に行っている。全学年でゼ

ミのテーマは同じ「ことばと人間」としているが、当然のことながら学年により対象とする問

題や取り組み方は違う。3 年と 4 年のゼミは毎回合同で、2 コマ分貫いて密度の濃い発表や討

論の場を設け、夏の合宿も合同で行っている。4 年次では卒論または卒業制作（過去には小説

や絵画もあった）を必須としている。それらに力を取られるため、ゼミナール大会や『情コミ

ジャーナル』への参加がなかなかできないのは検討課題である。研究発表のグループは両学年

混合で、教え・教えられの関係の中で作り上げ、次の学年へと引き継いで行っている。また、

年 1回の全学年の合同ゼミ「オール細野ゼミの集い」を、卒業生も交えて秋に実施し、各学年

のゼミ活動を紹介し、交流の機会を持つほか、随時他の学年を合流させたゼミも行っている。

さらに、ゼミナール機関誌『暁』を年 2回発行している。 

 
（３）研究成果報告 
 今期は特になし。 
今期は特になし。 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 情報コミュニケーション学部ジェンダーセンター長（2012年4月～）。 

４－２ 大学業務  

1. シモーヌ・ヴェイユ基金運営委員会委員（2012 年 4 月～） 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 中古文学会常任委員（01年 4 月～04 年 4 月）、同学会監査（05年 4月～現在）。 

2. 物語研究会 

 
以 上 
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和田 悟（わだ さとし） 

 

1992 年 青森中央短期大学経営情報学科 専任講師 

1997 年 明治大学政治経済学部専任講師 

2001 年 9 月〜2003 年 1月 ラオス国立大学工学部人材育成プログラム JICA 専門家 

2002 年 明治大学政治経済学部専任助教授 

2004 年 明治大学情報コミュニケーション学部助教授 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

 故小保内弘子教授が 2010 年に立ち上げたタイとの短期学生交流プログラムを、翌年、同教

授が体調を崩されたため引き継ぎ、同プログラムの運営・拡充することに努めた。2011 年度か

らはシーナカリンウィロート大学を交流先に加え、2 校との間で学生交換を実施した。受入は

各校から 4名ずつ、着実に確保し実施した。派遣については、2011 年度 17名であったところ、

2012 年度は学生支援機構の行う「留学生支援制度(SS&SV)」に採択され奨学金を支給できたこ

ともあり、48 名の応募者の中から 20 名を選考するまでとなり、学生の国際的意識の昂揚に貢

献した。 

途上国の情報化の動向については、2011 年度はタイ東北部ウボンラチャタニ県の学校の視察な

ど、都市部との情報格差について調査した。また、教科書「問題解決のコミュニケーション」

の一章として執筆し、今後の問題提起を行った。 

１－２ 今後２年間の予定  

高校情報のカリキュラムの改訂に伴い、その内容について分析し、大学の情報リテラシー教

育を再検討する。この際、国際取引の増加に伴い脅威となる問題を取り上げ、東南アジアの人々

と問題意識を共有するにはどのようにすればよいか、学校教育においてどのように取り上げれ

ばよいかを検討する。 

 東南アジアの国々ではプライバシーや知的財産を守るための法律や制度があるということ

が、必ずしも、それらが守られているということを意味せず、実態がかけはなれていることも

ある。そしてまた、そのことを公的なデータから示すということが難しく、守られていないこ

とが不適切な状態であるという認識も薄い。まず、どのように問題点を共有可能な形で提示で

きるかが最初の課題である。プライバシーと個人情報の問題を端緒として取り上げる。 

 

（２）教育成果報告 

２－1 前年度担当授業  

1. 専門情報リテラシー（新興国事情） 

2. データベース実習 I, II 

3. 情報社会と安全 B情報コミュニケーション学（アジアで働く） 
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4. 基礎ゼミナール 

5. 問題発見テーマ演習 A & B 

6. 問題分析ゼミナール 

7. 問題解決ゼミナール 

２－２ 当年度担当授業  

1. 情報リテラシー  

私立大学情報教育協会で検討されていた情報リテラシーに関する「学士力」を踏まえて授業

の内容を構成した。単なるスキル指導に終わらぬよう、デジタル化の概念など基礎からの理解

を求めた。 

2. 専門情報リテラシー（新興国事情） 

国際電気通信連合から公表されている各種統計データを表計算ソフトやデータベースソフ

トなどを使って処理させつつ、東南アジア諸国の状況について検討させる。東南アジア地域の

経済成長を実感させるとともに、言語・文化・経済社会状況が多様であることを示す。 

3. データベース実習 I, II 

I においては Microsoft Access を用いて、データベース概念を学び、道具として使いこな

せるようにする。II においては、SQL に焦点を当て、その文法を学びつつ、情報システムの背

後で動いている不可欠の仕組みについて理解させる。 

4. 情報倫理 

私立大学情報教育協会の提言している「情報倫理」および「情報リテラシー」に関する「学

士力」の内容を踏まえて扱った。時事的な話題を映像とともに取り上げつつ講義した。 

5. 情報社会と安全 B 

主としてセキュリティ、プライバシー保護、個人情報保護の問題を、時事的な話題を映像

とともに取り上げつつ講義した。 

6. 情報コミュニケーション学（アジアで働く） 

2011 年度よりタイのシーナカリンウィロート大学人文学部、キングモンクット工科ラカバン

大学産業教育学部との間での学生交流プログラムのコーディネートに携わり、学生の派遣、受

入に従事した。派遣ではバンコクでのプログラムにおいて学生を引率した。このプログラムは

学部生の留学促進をめざし、「情報コミュニケーション学（アジアで働く）」という科目で単位

認定するなど学部の新しい試みであった。 

２－３ その他の教育上の取組み  

1. 留学生支援のための Facebook 利用 

 タイ学生のフォローアップ、日-タイ学生の交流支援のために Facebook を活用した。 

2. Oh-o! Meiji など学習支援システムの積極的活用 

 情報リテラシー科目において、アンケートシステムを使って、授業内での知識確認小テスト, 

期末試験を実施した。さらに、同システムを実技面での試験に応用することも試みた。 

 

（３）研究成果報告 
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1. 新興国・途上国の情報化,鈴木健人、鈴木健、塚原康博編著, 『問題解決のコミュニケー

ション:学際的アプローチ』, pp. 167-196, 白桃書房,2012 (教科書、該当部分単著) 

 インターネットのもつグローバルなイメージにもかかわらず、依然として先進国-途上国間

には大きな格差があることを示し、新興国における急速なネット利用の拡大がセキュリティや

プライバシーに対する脅威をもたらしうることについて述べた。 

  

（４）行政業務担当報告 
４－1 学部内業務  

1. 国際交流委員会 アジア地区国際交流委員 (2011 年 4 月から) 

2. 基礎教育科目部門委員会 情報リテラシー科目部会委員 

3. 未習外国語科目部会 委員 

4. 紀要編集委員会、FD 委員会、合同委員会委員 

5. 情報コミュニケーション学研究所幹事会 (2011 年 4 月から 2013 年 3月) 

6. 将来構想委員会 委員 

４－２ 大学業務  

1. 学生相談員 (2010 年 4月から 2012 年 3月まで) 

2. 情報基盤本部員 (2010 年 4 月から) 

3. MIND 審査委員会副委員長(2010 年 4月〜2015 年 3月) 

4. ホームカミングデー運営委員 (2012 年 4 月〜2013 年 3 月) 

5. 教員相互会幹事 (2010 年 4 月から) 

6. 国際教育センター専門員 (2012 年 12 月〜2014 年 3月) 

7. キャンパスハラスメント対策委員 (2012 年 4 月〜) 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 法とコンピュータ法学会 

2. 情報ネットワーク法学会 

3. 情報文化学会 

５－３ その他の社会貢献  

1. 私立大学情報教育協会、情報教育研究委員会及び情報リテラシー・情報倫理分科会委員 

2. 杉並区納付センター委託事業者選定委員会 委員長 (2012 年 6 月〜8月) 

 
以 上 
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石川 幹人（いしかわ まさと） 

 

１９５９年東京生まれ。１９８２年東京工業大学理学部卒業、同大学院物理情報工学専攻、

松下電器産業（株）マルチメディアシステム研究所、（財）新世代コンピュータ技術開発機構

研究所などを経て、１９９７年に明治大学文学部に赴任。２００４年より情報コミュニケーシ

ョン学部教授。博士（工学）。専門は情報学および科学基礎論。著書に、『心と認知の情報学』

（単著／勁草書房）、『入門・マインドサイエンスの思想』（共編著／新曜社）、『心とは何か―

心理学と諸科学との対話』（共編著／北大路書房）、『だまされ上手が生き残る』（単著／光文社

新書）などが、訳書に、『ダーウィンの危険な思想』（共訳／青土社）、『意識の＜神秘＞は解明

できるか』（共訳／青土社）、『量子の宇宙でからみあう心たち』（単訳／徳間書店）などがある。

詳しくはホームページ（http://www.isc.meiji.ac.jp/~ishikawa/）を参照されたい。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

情報ネットワーク社会における人間行動の考察を、心理学・生物学の知見をもとに社会科学

へと接続させ、さまざまな関連分野を橋渡しする領域横断的な視点が得られた。また科学的方

法論の理解普及を目指して科学コミュニケーション研究所を設置し、擬似科学問題の追究を行

なった。代表的擬似科学問題として、科学の衣をまとって根拠のない製品やサービスを売りつ

けることに注目し、この問題を解決するため、人間の科学理解やメディア理解の形式を分析・

検討した。これに関連して、超心理学（科学的方法論にのっとって研究を行なっているにもか

かわらず疑似科学とみられる代表的分野）の社会的理解を事例として取り扱った。 

１－２ 今後２年間の予定  

擬似科学問題は、情報社会における典型的問題であり、メディアの現代化に伴って問題が重

大化している。一般大衆（発信者および受信者）、科学者、行政を含めた擬似科学問題の解決

法を引き続き模索し、科学理解に向けた理想的な環境を検討し、社会における科学コミュニケ

ーションの良好なあり方を追究していく。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

法制度から科学法則に至るまで、もろもろの言語化された情報は、コミュニケーションの場

から創発され、次のコミュニケーションを制約し誘導する役目を担う。個々の情報は、コミュ

ニケーションの歴史を背景に意味をなすのであり、言い換えれば、情報が担うように見える安

定した意味は、じつは情報コミュニケーションの不断の循環構造により、常に生成され続けて

いるのである。おうおうにして、コミュニケーションを欠いた情報は暴力性を発揮する。一流

の科学者が「そんなことは科学的にありえない」と、権威の衣をまとって主張するのがその一

例だ。これでは開拓者精神が阻害されてしまう。科学は本来、探究の方法論なのであるから、

「ありえないもの」の判断は、それを探究するコミュニケーションの場にゆだねればよいので 
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ある。科学にまつわる社会現象を情報コミュニケーションの視座から捉えることを作業課題に

して、「多様性を認め柔軟な社会を形成する実践的な方法の確立」を目指す。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 科学リテラシー（前期） 

疑似科学広告を例にとりながら、科学的方法論の概要を講じている。履修者が多数（200 名

以上）だが、クラスウェッブに小課題を出させたうえで、さらに期末試験を行なっている。 

2. 問題分析ゼミナール（通年） 

個人研究を主体にした少人数のため、学生ごとに個人指導した。 

3. 問題解決ゼミナール（通年） 

同上。 

4. 問題発見テーマ演習Ｂ（後期） 

ゲーム理論についての演習を、学生同士の協調学習形式で行なった。 

5. 情報行動の心理学（前期） 

情報社会における人間行動を進化心理学の視点から講じている。履修者が多数（200 名以上）

だが、クラスウェッブに小課題を出させたうえで、さらに期末試験を行なっている。 

6. 心と認知の科学Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

授業に関する小課題をクラスウェッブに出させている。講義内容を重視した試験を行なって

いる。紙のものは持ち込み可としているが、講義に出席していないと解きにくい問題を出題し

ており、採点結果を見ると妥当な評価となっている模様。 

7. 不思議現象の心理学（後期） 

人間が不思議だと思う背景にある認知構造を明らかにし、それが環境への適応進化の過程に

よって形成されてきた可能性を講じている。履修者が多数（200 名以上）だが、クラスウェッ

ブに小課題を出させたうえで、さらに期末試験を行なっている。 

8. 情報コミュニケーション学「コピー」（コーディネーター） 

コピーという切り口で、文化伝承、生命進化、産業、政策、権利などを捉え、情報コミュニ

ケーションの学際的視点を養う内容を企画した。 

9. （文）人間と情報Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

10. （情コミ研）自然系列専門研究［認知情報論］Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

11. （情コミ研）自然系列専門演習［認知情報論］Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

修士１年学生が２名。テーマを具体化する段階にあり、個別指導している。 

12. （情コミ研）自然系列特論演習［認知情報論］Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

 修士２年学生の４名のうち２名が修士論文を書いて卒業した。 

２－２ 当年度担当授業  

1. 問題分析ゼミナール（通年） 

個人研究を主体にした方式を改め、統一テーマで学生たちの協働学習方式とした。大勢の希 

望者が集まり、ゼミ合宿も開催した。 
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2. 問題解決ゼミナール（通年） 

個人研究を主体にしているため、少人数で学生によって個人指導している。 

3. 科学リテラシー（前期） 

4. 問題発見テーマ演習Ｂ（後期） 

5. 情報行動の心理学（前期） 

6. 不思議現象の心理学（後期） 

7. 情報コミュニケーション学「コピー」（コーディネーター） 

上記５授業は前年と同様に運営した。 

8. （文）人間と情報Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

9. （情コミ研）自然系列専門研究［認知情報論］Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

10. （情コミ研）自然系列専門演習［認知情報論］Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

修士１年学生が１名。テーマを具体化する段階にあり、個別指導している。 

11. （情コミ研）自然系列特論演習［認知情報論］Ⅰ・Ⅱ（前後期） 

修士２年学生の４名のうち３名が修士論文を書いて卒業した。 

２－３ その他の教育上の取組み  

1. 教育雑誌の巻頭言：「教科「情報」を契機に批判的思考教育を推進」、『日本教育』、日本教

育会（2012/10） 

 

（３）研究成果報告 
1. 特定課題ユニット運営：科学コミュニケーション研究所（2009 年度より現在まで） 

科学や科学的方法論にかかわる、科学者（間）、メディア、政策当局、一般市民などのあい

だの相互理解について考察する研究拠点。 

2. 研究費獲得：科研費基盤研究(C)「疑似科学的広告に対する実用的な科学性評価基準を策

定する研究」（2010 年度より３年間） 

現状の広告から疑似科学的言説を特定し分析することで、科学性を評価する基準を開発し、

広告主や消費者の科学リテラシーを向上させる研究。 

3. 研究論文誌掲載：「ＡＢＯ式血液型と性格との関連性～主要５因子性格検査による測定」、

構造構成主義研究５、pp.78-91 (共著、2011/4) 

血液型と性格の関連性について統計的な分析をしても、個人診断に使えるほどの関連性が得

られないことを、最新の主要５因子性格検査によって明らかにした。 

4. 教科書分担執筆：『心理学概論～学びと知のイノベーション』、第 13 章、ナカニシヤ書店

pp.143-158 (単著、2011/5) 

心理学の概論書において、「不思議現象の探究」というタイトルで、超心理学の研究の概要

を解説した。 

5. 教科書執筆：『人はなぜだまされるのか～進化心理学が解き明かす「心」の不思議』、講談 

社ブルーバックス p.206 (単著、2011/7) 

進化心理学の成果を人間の認知行動に応用し、人間が不思議と感じる現象の生物学的由来に 

ついて考えさせる内容。2012 年度入試において、大阪産業大学、相模女子大学、甲子園学院高 
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等学校、筑波大付属中学校、東大寺学園中学校の国語問題文に、東京医科歯科大学の小論文問 

題文に採用された。 

6. 研究論文誌掲載：「Examining familiarity through the temperament and character 

inventory: a structural equation modeling analysis 」、 Behaviormetrika,The 

Behaviormetric Society of Japan, Vol.38, No.2, pp.139-151 (共著、2011/7) 

気質や性格の検査結果と、家族構成や性別との関係を構造モデルで統計分析したところ、長

子かどうかよりも性別で大きな差が検出された。 

7. 学会研究発表：「A field RNG experiment using short movies: Effects of emotion」、P 
7th Psi Meeting: Psi Research and Anomalistic Psychology in Curitiba (共著、2011/8) 

短い映像による感情誘導効果を導入したフィールド乱数測定実験を提案した。 

8. 学会研究発表：「The effects of audience size: a field RNG experiment in ballparks 

in Japan」、Parapsycholigical Association 54th Annual Convention in Brazil (共著、

2011/8) 

野球場のフィールド乱数測定実験において、得られたデータの観客数効果を分析した。 

9. 研究解説：「ツキとスランプ」、『本』、Vol.36, No.8, 講談社 pp.32-34 (単著、2011/8) 

ツキやスランプに関する誤認知の背景を、進化論的に分析した。 

10. 研究論文誌掲載：「キュウリ懸濁液から発せられるバイオフォトンのスペクトル分布と時

系列変化」、国際生命情報科学会誌、 Vol.29, No.2, pp.186-193 (共著、2011/8) 

生体センサーとしてのキュウリについて、その発光特性を時間経過とともに測定した研究。

大学院生の修士指導にまつわる論文。 

11. 学会研究発表：「事前記録ファイルを使用したフィールド RNG における過去遡及的効果の

検討」、第 32 回生命情報科学シンポジウム (共著、2011/8) 

フィールド乱数測定実験で、事前記録された乱数に対して偏りが得られるという従前仮説の

実証と意義を議論。 

12. 教科書執筆：『人間とはどういう生物か～心・脳・意識のふしぎを解く』、ちくま新書 p.216 

(単著、2012/1) 

人間の認知行動、生命進化の過程などに科学が未踏の領域を見いだし、人間研究の行方につ

いて考えさせる内容。日経新聞のエンジョイ読書欄で４つ★で推薦された。朝日新聞の読書（新

書）欄で、読売新聞の HON ライン倶楽部で紹介された。2013 年度入試において、神奈川工科大

学、関西福祉科学大学、北星学園大学、東京家政学院高等学校の国語問題文に採用された。 

13. 研究論文誌掲載：「Examination of Retroactive Effects in a Field RNG Experiment Using 

Prerecorded Files」、Journal of International Society of Life Information Science, 

Vol.30, No.1, pp.5-16 (共著、2012/3) 

フィールド乱数測定実験で、事前記録された乱数に対して偏りが得られるという先行研究を 

追試したが、期待のような偏りは得られなかった。 

14. 研究論文誌掲載：「Field RNG Experiments Using Short Movies: An Examination of the 

Focused-attention and Emotion Hypotheses」、Journal of International Society of Life 

Information Science, Vol.30, No.1, pp.17-33 (共著、2012/3) 
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フィールド乱数測定実験で得られる乱数の偏りに影響すると見込まれる心理変数について 

の実証研究。先行研究が指摘する人々の注意集中と感情共有について統制実験を行ない、注意

集中に加えて感情共有が必要とする説を支持する結果が得られた。 

15. 学会研究発表：「Negative reliability from multiple devices in field RNG experiments」、

Parapsycholigical Association 55th Annual Convention in NC/USA (共著、2012/8) 

フィールド乱数測定実験で乱数発生器を複数台で同時測定したところ、互いに打ち消し合う

効果が検出された。 

16. 研究書出版：『超心理学～封印された超常現象の科学』、紀伊國屋書店 p.383 (単著、2012/9) 

超能力現象の一部を研究対象とする超心理学は、疑似科学と見られる向きがあるものの、科

学的方法論にのっとって実績をあげており、未科学と評定できる。その実態が知られないまま

活動が不当に無視される状況が、どのようにもたらさせるのか、その構造を暴いた学術書。読

売新聞の HON ライン倶楽部で書評が掲載された。 

17. 研究論文掲載：「Reliability of Outputs of Field Random Number Generator Movie 

Experiments」、NeuroQuantology,Vol.10, No.3,pp.389-393(共著、2012/9) 

 乱数発生器実験について、二分割法によって信頼性を評価する手法を開発した。以前の映画館

におけるデータをその手法で評価したところ、対照データに比べ信頼性が高いことが確認された。 

18. 研究論文誌掲載：「Audience Size Effects in Field RNG Experiments: The Case of Japanese 

Professional Baseball Games」、Journal of Scientific Exploration,Vol.26, No.3, 

pp.551-567 (共著、2012/9) 

東京ドームでの巨人戦におけるフィールド乱数を、シーズン全試合にわたって測定実験した

ところ、従前の仮説と同様に乱数の偏りが観客数と正相関した。意外なことに、乱数発生器が

異なると互いのデータが強い負相関を示した。 

19. 研究論文誌掲載：「Feld-RNG-Experimente mit Kurzfilmen: Eine Untersuchung zur 

Hypothese der fokussierten Aufmerksamkeit und zur Emotionshypothese」、Zeitschrift 

für Anomalistik, Vol.12, pp.240-258 (共著、2012/10) 

上掲 14 番論文のドイツ語翻訳掲載。翻訳自体は出版元のドイツの研究機関でなされた。 

20. 研究論文誌掲載：「Exploration of Field Consciousness Signal Wavelength: Field RNG 

Experiment at a Movie Theater」、Journal of International Society of Life Information 

Science, Vol.31, No.1, pp.17-29 (共著、2013/3) 

フィールド乱数測定実験で通常採用されている１秒インターバルが最適かどうか、映画館で

繰り返し測定し、異なるインターバルを成分にもつベクトルで分析した。ベクトルで分析する

利点は見いだされなかったが、やはり１秒インターバルのデータが観客数と正相関し、従来説

を支持する結果が得られた。 

21. 論文賞受賞：国際生命情報科学会第 22回学会賞 (清水武氏と共同受賞、2013/3) 

上掲 14 番論文に関する受賞。授賞理由「この研究は心物連関作用における特異現象の実験

研究である。集団の同調現象が特異現象の引き金になるとするフォーカス説と、集団の強い感 

情が引き金になるとする感情説とを巧みな研究手法を用いて検討し、感情説が支持されること

を明らかにした優れた研究である。」
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（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 情報コミュニケーション学部長（2012/4-現在） 

学部の全般の運営。 

2. 情報コミュニケーション学科長（2008/4-2012/3） 

執行部として学部運営に加わるとともに、将来構想検討委員会、カリキュラム運営委員会、

ＦＤ委員会・紀要編集委員会などの委員長として活動。 

3. 大学院情報コミュニケーション研究科専攻主任（2010/4-2012/3） 

研究科・専攻の運営に寄与。 

４－２ 大学業務  

1. 評議員（2012/4-現在） 

予算委員会など大学運営業務に寄与。 

2. 心理臨床センター運営委員（2004-2011 年度） 

運営委員会に出席し提言、議論。 

3. 全学自己点検評価委員会委員（2008-2011 年度） 

項目ごとに分担して評価を担当。 

4. 和泉委員会委員（2008-2012 年度） 

 最初 2年間は教養科目担当、後に専門科目担当。 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 心の科学の基礎論研究会世話人（1997-現在） 

企画、会場手配。 

2. 国際生命情報科学会評議員（2010-現在） 

企画検討、査読。 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 学会依頼講演：「科学革命か疑似科学か～予知能力の証拠とアカデミズム」、科学基礎論学

会学術大会 (2011/6) 

最新の超心理学研究について、とくに予知・予感研究を中心に紹介。 

2. 模擬授業：夢ナビ in お台場 (2011/7) 

高校生向けに不思議現象について模擬授業を行なった。 

3. 依頼講演：「体験、超能力研究のホントの話」、第 50 回日本 SF 大会(2011/9) 

最新の超心理学研究について、模擬実験を伴いながら紹介。 

4. 授業紹介：「グッド・プロフェッサー」早稲田塾 (2011/9) 

高校生向けに心理学とその応用について授業紹介を行なった。 

5. テレビ出演：ビーパップ・ハイヒール「だからあなたは騙される！」朝日放送 (2012/1) 

進化心理学の解説・紹介を行なった。 

6. ラジオ出演：夢☆夢 Engine! TBS ラジオ (2012/1) 

進化心理学の解説・紹介を行なった。
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7. テレビドキュメンタリー出演・監修：フジテレビ「ヒューマン・コード」、NHK エデュケー

ショナル (2012/4) 

進化心理学の解説・番組構築を行なった。 

8. ライブトーク出演：YouTube ライブトーク「超心理学」、紀伊國屋書店新宿南口店 (2012/11) 

超心理学の解説を行なった。 

9. ラジオ出演：「未来授業」TOKYO FM (2013/1) 
進化心理学の解説・紹介を行なった。 

10. 学会依頼講演：「認知的錯覚で成り立つサプリメント広告」、錯覚ワークショップ (2013/3) 

サプリメント広告の実態調査について講演。 

11. 学会依頼講演：「カオス・乱数・意識」、第 35回生命情報シンポジウム (2013/3) 

意識研究の方向性について講演。 

12. サイエンス・カフェ話題提供：「サプリメント広告の実態」、明治大学科学コミュニケーシ

ョン研究所 (2013/3) 

サプリメント広告や商売の実態について一般市民と対話。 

５－３ その他の社会貢献  

1. 一般啓蒙書の発刊：『人は感情によって進化した～人類を生き残らせた心の仕組み』、ディ

スカヴァー携書 (2011/6) 

各種感情の進化論上の意義を解説し、感情の取り扱い方への指針を述べた。2012 年度入試に

おいて、芝中学校の国語問題文に採用された。 

2. 翻訳書の監修：『超常現象を科学にした男～J・B・ラインの挑戦』、ステイシー・ホーン著、

ナカイサヤカ訳、紀伊国屋書店 (2011/7) 

超心理学の創始者であるライン博士の伝記について翻訳を監修し、不足している内容について解説を執筆した。 

3. ドラマの科学監修：TBS ドラマ「家族八景」（第５回）毎日放送 (2012/1) 

ドラマのセットやセリフ表現の指導を行なった。 

4. テレビ情報番組コメント：「コールド・リーディング」テレビ朝日 (2012/2) 

5. 一般啓蒙解説：「超能力はどうやって測るべきか」、『abiroh 2012』、堀場製作所  (2012/3) 

先端的測定の実際について解説した。 

6. 記事談話：「電車内の携帯電話マナー」朝日新聞大阪 (2012/3) 

7. 映画評論：「超能力映画をカガクする」、『映画秘宝 5月号』、洋泉社 (2012/5) 

8. 一般啓蒙書の発刊：『生きづらさはどこから来るか～進化心理学で考える』、ちくまプリマー新書 (2012/7) 

生きづらさの主要要因は、我々の心が形成された狩猟採集時代の社会と、現代の高度情報社

会が異なるためである。現代社会が我々の心に準備がない対応を強いる場面で、多くの人々が

ストレスを感じると解説する。2013 年度入試において、京都ノートルダム女子大学、品川女子

学院中学校の国語問題文に、愛知教育大学の小論文問題文に採用された。 

9. 記事談話：「どうしてうわさは広まるか」読売新聞 (2012/9) 

10. 記事談話：「領土問題となわばり意識」朝日新聞 (2012/9) 

11. 映画評論：「レッド・ライト」、配給会社ポスター (2013/2) 

 
以 上 



146 

メディアと環境〈岩渕輝〉 
 

 146

岩渕 輝（いわぶち あきら） 

       
岩手県立盛岡第一高等学校卒業。東京大学農学部卒業。東京大学大学院農学系研究科修士課

程修了。東京大学大学院薬学系研究科博士課程退学(東京大学に就職のため)。この間、京都大

学霊長類研究所・特別研究学生。博士(薬学)。東京大学薬学部専任助手等を経て、2004 年 4

月、明治大学情報コミュニケーション学部助教授。2007 年 4月から現在に至るまで、同大学同

学部准教授。この間、2009 年 4 月から 2011 年 3 月まで、ドイツ・テュービンゲン大学・哲学

教室・客員研究員。専門は生命論・生命思想史。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

精神物理学の創始者である 19 世紀ドイツのグスタフ・フェヒナーの思想は、生命思想史の

観点から今日的意義をもつ極めて重要な思想だと言えるが、従来わが国では、そのごく一部し

か紹介されて来なかった。そこで、フェヒナー思想をわが国に広めるべく、一般書と研究書の

中間的性格をもつフェヒナー思想入門書の執筆に取り組んだ。執筆が遅れ、当初予定していた

2年間では完成させられなかったが 2013 年度中に完成の見込みである。 

１－２ 今後２年間の予定  

現在執筆中の本を完成させることが第一目標だが、完成後はフェヒナー思想に関する論文や

研究書を執筆する予定である。また、現在の研究対象はフェヒナー思想研究に特化しているが

将来的には専門分野を生命思想史全般に拡張することを目指しており、それに必要な研究も同

時並行で行なう予定である。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

2004 年度の情報コミュニケーション学部発足と同時に、私は新任教員として着任した。4月

に当時の初代学部長は新任教員全員を集め、「これまでの専門をいったん棄てて、情報コミュ

ニケーション学に相応しい学を始めるように」という趣旨のことを言われた。私はこの言葉を

「各自の従来の専門以外にも、情報コミュニケーション学を築くために必要な学があるなら

ば、多少時間はかかっても新分野の習得に挑戦し、あらゆる学を総動員して情報コミュニケー

ション学を立ち上げることに全力を傾けよ」という意味に受け止めた。私は情報コミュニケー

ション学を「現代の文化や社会を批判的に考察し、それらの諸問題を乗り越えて新たな文化・

社会の構築を目指すための、社会科学を中心とした学際的総合学」と理解している。そこで、

自分の研究目標を情報コミュニケーション学との関わりにおいて再考した。従来私は、生命と

関連した理科系分野の研究を専門にしてきたが、現代社会の諸問題の一つに生命軽視の問題が

あることに思い至った。そして、現代における生命軽視の原因の一端は、近代以降、人々の間

に浸透した自然科学的世界像にあるのではないかと考えるようになった。そこで私は、(1)生

命軽視に結びつく従来の世界像がどのような経緯で成立したのかを研究すること、および、(2)

それに代わる生命尊重型の新たな世界像を模索し、それを広めることの 2点を自分の情報コミ
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ュニケーション学的課題として位置づけた。(1)も(2)も既存の学問分野でいえば、生命科学な

ど理系の知識に加え、哲学史・思想史・科学史など人文科学の諸分野に関する専門的知識がな

ければ、研究することが困難な課題である。私は本学部に着任する前、生命システム論や神経

科学や実験心理学などの理系分野で研究を行なっていたため自然科学の知識はある程度あっ

たが、上記(1)(2)に必要な人文科学の学問的訓練を受けた経験は皆無だった。そこでまず、人

文科学の一分野である生命思想史を独学し、10 年後には大学院で人文科学の専門課程を修了し

た研究者と同水準あるいはそれ以上の水準に達することを目指すことにした。生命思想史の研

究を開始してまもなく、(1)(2)の課題に最も参考になる生命思想と世界像を 19 世紀のドイツ

のグスタフ・フェヒナーという学者が提出していたことを知った。フェヒナーの思想は今日的

な意義をもつものだが、わが国では、そのごく一部しか紹介されておらず、本国ドイツにおい

ても忘れられつつある。そこで私はフェヒナー研究を自分の生命思想史研究の核に据え、フェ

ヒナー思想の再考・再発見を通じて生命的世界像の復権を模索することにした。フェヒナーは

膨大な著作を残しているが、それらはドイツ語で書かれており、そのうち英訳や和訳が存在す

るのは数パーセント程度に過ぎないため、フェヒナー研究にはドイツ語の最低限の読解力が必

要になるが、私は本学部に着任するまでドイツ語を学んだ経験が全く無かったため、フェヒナ

ー研究と並行してドイツ語の独習も行なうことにした。フェヒナーの文献を読む上で必要な理

系の専門知識をもち、かつ、19世紀の文体で書かれたドイツ語文献を曲がりなりにも解読でき

る研究者はわが国では極めて少ない。その意味で、まだまだ未熟ではあるが、私の研究の意義

も多少はあると考えている。ドイツ語の読解や訳出に膨大な時間を割かれ、当初の計画よりア

ウトプットを少数しか出せていないが、計画の大枠は変更することなく、これまでの研究の蓄

積を今後、研究書や一般書などの形に随時まとめて行く予定である。なお、これまでに出した

フェヒナー研究に関する業績には次のものがある。 

岩渕輝(2007).「グスタフ・フェヒナーの生命思想 ―精神物理学との関わりにおいて―」。『明

治大学教養論集』。No. 416, pp. 1-27. 

岩渕輝(2008).「グスタフ・フェヒナーの＜光の世界観＞ ―一九世紀生命思想の現代的意義

―」。『明治大学教養論集』。No. 434, pp. 1-29. 

岩渕輝(2008).「グスタフ・フェヒナー1850 年 10 月の日記 ―解題と翻訳―」。『明治大学教養

論集』。No. 436, pp. 65-75. 

岩渕輝(2009).「フェヒナーの法則の着想に関する精神物理学史的考察 ―着想日 1850 年 10 月

22 日を巡って―」。『心理学史・心理学論』。Vol. 10/11, pp. 29-40. 

Iwabuchi, A. (2009). "The favourable reception of Gustav Fechner's 'The little book of 
life after death' in Japan". Proceedings of the 25th Annual Meeting of the International 

Society for Psychophysics [Galway, Ireland]. pp. 405-410. 

岩渕輝(2010).「前期グスタフ・フェヒナーの伝記研究」。『明治大学教養論集』。No. 459, pp. 

1-45. 
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（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 『生命学 I』『生命学 II』： 

生命科学を中心に理系諸分野における生命に関する主要学説を解説し、あわせて原発問題な

ど社会学的トピックスを取り上げ、社会学的諸問題と生命観との関わりについて講義した。 

2. 『生命思想史』： 

「生命とは何か」、「生命とはどのようなものであるか」という考え方の変遷の歴史を、古代

ギリシアから近代初期まで概観し、過去の諸時代における生命観および世界像の特徴について

講義した。 

3. 『生命の哲学』： 

生命に関する近現代の哲学的学説と科学的学説の中から代表的なものを選んで概説し、あわ

せて、自然科学に強く影響された現代の生命観の特殊性について講義した。 

4. 『生命論 I(大学院)』『生命論 II(大学院)』： 

生命思想史に関する代表的な専門書を用い、古代から近現代までの生命に関する概念の変遷

史を辿りつつ、各時代の生命観の特徴に関する講義と議論を行なった。 

5. 『問題発見テーマ演習 A』『問題発見テーマ演習 B』： 

『A』では西洋哲学史に関する入門書を指定し輪読と議論を行なった。『B』では学生の希望

でニーチェとアリストテレスの著作を各 1冊ずつ選び、岩波文庫を用いて輪読し議論をしつつ

各自の興味を深めた。 

6. 『問題分析ゼミ』： 

卒業論文の書き方を解説し、各ゼミ生に、生命あるいは思想に関連するテーマを 1つ選ばせ

卒業論文に取り組ませた。また、自由討論の時間を設け、各自の興味のあるテーマで順番に発

表させ全員で議論を行なった。 

２－２ 当年度担当授業  

[特記なき限り、内容は昨年度と同様] 

1. 『生命学 I』『生命学 II』 

2. 『生命思想史』 

3. 『生命の哲学』 

4. 『情報コミュニケーション学(コーディネーター)』： 

「原発事故は収束していない」をテーマに学内外の専門家を招き、原発問題について幅広く

講義するとともに議論を行なう予定である。 

5. 『生命論 I(大学院)』『生命論 II(大学院)』 

6. 『問題発見テーマ演習 A』『問題発見テーマ演習 B』： 

ゼミ生をグループに分け、生命あるいは思想に関するテーマの中から各グループの興味のあ

るテーマを 1つ選ばせ、全員の前で解説させ討論を行なう予定である。 

7. 『問題分析ゼミ』 
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8. 『問題解決ゼミ』： 

卒業論文の指導を行なう。また、各自の卒業論文のテーマに関する学術的知見を要約・紹介

し、ゼミ生全員で議論する時間を設ける予定である 

 

（３）研究成果報告               
「（１）１―１」に記したとおり、過去 2 年間は単行書の執筆に取り組んだが、予定より完

成が遅れ、2013 年度中に完成の見込みである。それ以外には、日本文化に関する事典(共著)

の一部項目を担当した。岩渕輝(2011).「あるく」。形の文化会 編。『図説 にほんのかたちを

よむ事典』。東京：工作舎。pp. 400-401. 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 将来構想検討委員会 

2. 将来構想委員会(大学院)ほか。 

４－２ 大学業務  

1. 学生部委員会 

2. 奨学金委員会ほか。 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本科学史学会 

2. 日本心理学会 

3. 京都哲学会 

4. The International Society for Psychophysics 

 

以 上 
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川島 高峰（かわしま たかね） 

 

1963年東京生。1984年明治大学政経学部政治学科卒業、1997年同大学院政治学専攻修了（政治

学博士）。早稲田大学理工学部・立教大学大学院文学研究科等の非常勤講師を歴任、2004年より情

報コミュニケーション学部准教授。主著『流言・投書の太平洋戦争』（講談社学術文庫）、『敗戦 占

領軍への五〇万通の手紙』（読売新聞社）。訳書『昭和天皇 上・下』（講談社学術文庫・2002年米

国ピュリッツァ賞受賞作品）、監訳『イラク人権レポート』（現代史料出版）他。史料集に監修・

解説『占領軍治安・諜報月報』全14巻（現代史料出版）、監修・解説『時事通信占領期世論調査』

全10巻（大空社）、編集・解説『敗戦時全国治安情報』（全7巻）など。日本の近代化と民衆意識

の分析をモデルとして非欧米圏と欧米圏の政治文化の比較を目指している。 

【教育情報化について】 携帯端末を活用した授業支援システムについて先駆的な実践を行い、

情コミ学部による支援を受けた後、明治大学インキュベーション・センターに開発拠点を設け、

特許申請を行い、2007年公開特許となった。なお、権利は明治大学に譲渡した。 

【大学の国際化について】 2008 年、国内人権団体6団体を母体にアジア人権人道学会を設立、

同会会長に就任した。2009 年 4 月、世界最大規模の国際人権団体ヒューマン・ライツ・ウォッチ

(1997年・ノーベル平和賞、2008年・国連人権賞受賞)の東京オフィスを大学構内に設置すること

を担当した。2009 年 11 月、ジュネーヴ国連人権理事会・普遍的定期的審査の北朝鮮審査に人

権 NGO と連携して参画、国連人権高等弁務官事務所の北朝鮮人権報告書に資料提供を行い、外

務省ジュネーヴ代表部の後援によりブラジル、インド、インドネシア他 14 か国代表部に拉致

問題を訴える日本の立場に立ってもらうことを求めた。2010 年 12 月 4 日、国連事務次長・赤

阪清隆氏の来校公演を担当。国連が始めた世界の大学間での国際連携システム、アカデミッ

ク・インパクトへの明治大学の加盟を担当、2010 年 11 月 18 日、ニューヨーク国連本部におけ

るアカデミック・インパクト発足式に大学代表員として参加。国連難民高等弁務官事務所

（UNHCR）・難民高等教育プログラムの明治大学への導入を担当、2011 年 7 月 28 日、UNHCR と

の協定調印を担当。 

①久米裕さん（不明当時５２）を拉致した「宇出津（うしつ）事件」につき北朝鮮帰国者の

親族・大山秋吉、②政府未認定の拉致被害者である小住健蔵氏並びに蓮池薫氏拉致事件につき

朝鮮労働党対外情報調査部所属工作員・松田忠雄ことチェ・スンチョル並びに補助工作員・北

朝鮮帰国者の親族・江口智こと金錫斗、以上三名を刑法第２２６条（国外移送目的略取）によ

り厳罰を求めるべく警視庁公安部に刑事告発、同部はこれを受理、捜査に入った。 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

明治大学，立教大学及び国際大学による国際協力人材の育成に関する協定を担当し、2012

年 6 月 18 日、三大学間での協定締結を、国際連合広報センター・山下真理所長立会いの下に

実施した。文部科学省・平成 24 年度「大学間連携共同教育推進事業」（大学間連携ＧＰ）への

申請に際し、企画広報を担当し（取組責任者・長尾進副学長）、教育プログラムを作成、2012 
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年 9月に採択された(5ヶ年、29,671 万円) 

１－２ 今後２年間の予定 

戦後日本における放送メディア史、English Track による全学プログラムの運営、東アジア

における出入国史についての研究成果の完遂などを目標としてる。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

 政治学における情報コミュニケーション概念の探求を行ってきたが、成果報告まであと数年

は要すると考える。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 問題演習Ａ・Ｂ 

2. 問題分析・解決ゼミナール 

3. 政治学 

4. 政治コミュニケーション 

5. 専門情報リテラシー 

２－２ 当年度担当授業  

1. 問題演習Ａ 

2. 問題分析・解決ゼミナール  

ドキュメンタリー作成を実施している。議題設定、取材先交渉、撮影、編集、報告会の広報

並びに組織化を実践学習として学生により行わせている。 

3. 政治学 

4. 政治コミュニケーション 

5. 現代政治学Ⅰ、Ⅱ 

6. 専門情報リテラシー 

２－３ その他の教育上の取組み  

 議員インターンシップ、国際人権問題の研究会の開催、学習型観光事業を通じた地域活性化の

考案等、体験型学習につとめてきた。議員インターンシップでは、ドットジェーピーの協力を得

て、学部・全学の窓口を通じ多くの明大生を各議員事務所に派遣した。国際人権団体ヒューマン・

ライツ・ウォッチのインターンに情コミの学生を派遣した。国際連合広報センターが実施した模

擬国連に明大生４名を参加させた。外国人特派員協会での記者会見等の見学に大学生を引率した。

脱北者・ビルマ難民の証言集会などの運営実施を学生主体で実施した。例年、学習型観光事業・

地域活性化・里山と都会の交流などの実践活動の教育を福島県北塩原村での合宿を通じて実施し

てきた。同村役場・地域の自然環境保護団体、農家などの協力を得ており、例年、福島放送が実

施する「ふくしま ふるさとCM大賞」に作品を応募している。NHKアーカイブ・トライアル調査に

ついて学生参加の許可を得て、過去の非公開番組アーカイブスの閲覧・学習を行った。 

進路指導に意を注ぎ、これまで電通ＰＲ、ＤＡＣ、Ｙａｈｏｏ、ドコモ、Ｓｏ－ｎｅｔ、キ

ャリア・ブレイン、リクルート、リクルートＨＲマーケティング、朝日新聞、長崎新聞、埼玉 
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新聞、山口新聞、ラヂオプレス、日本テレビ、福島放送、ハウスフル、東宝、総務省、埼玉県

庁、独立行政法人中小企業基盤整備機構、アップル、富士通、大日本印刷情報システム、京セ

ラ三田、ＨＩＳ、ＪＲ東日本、ＪＴＢ、損保ジャパン、大同生命、星野リゾート、ＨＩＳ、後

楽園ホテル、三菱マテリアル、ヤクルト、ダイキン、みずほ情報総研、メニコン、ヤマト運輸 

等の結果を得たが、採用状況は、年々、一段と厳しくなっており、今後も気を引き締めて指導 

に当たりたい。 

 

（３）研究成果報告 
1.  論文「戦後放送メディアにおける『終戦特集』の形成 ＮＨＫ短編映画『広島』（1957 年

８月 15 日放映）が登場するまで」 単著 明治大学社会科学研究所紀要第 50 巻第 2 号 

pp.271-301 

2. 研究費、学術振興会 2012～15 年基盤研究（Ｃ）「東アジア社会主義圏における邦人抑留及

びその帰還交渉と国際共産主義運動の検証」研究代表者取組代表 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. インターシップ委員 

４－２ 大学業務  

1. 就職キャリア支援センター運営委員 

2. 学生支援部副学生部長 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. アジア人権人道学会、会長 

2. 日本政治学会 

3. 日本現代史研究会 

4. 日本外国人特派員協会 

5. 北朝鮮帰国者の生命と人権を守る会 

6. 私立大学情報教育協会キャンパス・コンソーシアム委員会委員 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 「国際共産主義運動の思想と行動」、単独、日本政治学会、2011 年 10 月 

2. 「中国に関する国連人権理事会・普遍的定期的審査について」、単独、アジア人権人道学

会関西部会、大阪 2011 年 11 月 

５－３ その他の社会貢献  

1. 2011年４月１日、文化庁委託「生活者としての外国人」のための日本語教育事業、運営委員 

2. ＮＨＫアーカイヴ・第 2期トライアル調査員（～2011/9/30） 
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3. 記事「復帰の意味や課題学ぶ 明治大学生が高江訪問」『沖縄タイムス』2012 年 9 月 23

日朝刊 22面 

4. 記事「定住者獲得で西目屋村 農業体験在り方見直し 学生らの意見反映 受け入れ態勢

整備」 『陸奥新報』2012 年 10 月 29 日朝刊 1面 

5. 記事「定住者獲得へ農業体験 西目屋村と明大がプログラム作成」『陸奥新報』2012 年 11

月 14 日朝刊 2面 

     
以 上 
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鈴木 健（すずき たけし） 

 

1960 年茨城県生まれ。獨協大学外国語学部卒業。カンザス大学大学院コミュニケーション学

研究科修士課程修了。ノースウエスタン大学大学院コミュニケーション学研究科博士課程修

了。コミュニケーション学博士(PhD)。2006 年４月より 2007 年３月まで、フルブライト研究員

及び南カリフォルニア大学アネンバーグ・コミュニケーション学部客員教授。2007 年４月より

津田塾大学学芸学部准教授。2009 年明治大学情報コミュニケーション学部准教授を経て、2012

年４月より教授。この間、青山学院大学、立教大学、島根県立大学等で兼任講師を務める。日

本ディベート協会元会長（現理事）、日本時事英語学会（現、日本メディア英語学会）元副会

長。おもな研究領域は、レトリック批評、説得コミュニケーション論。カンザス大学大学院及

びノースウエスタン大学大学院、南カリフォルニア大学客員教授時代に、アメリカ人学生を対

象にディベート・コーチを務める。第１〜４回まで国際議論学会議（通称、東京議論学会議）

の主催者を務める。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

日本で歴史の浅いパフォーマンス研究を紹介する『パフォーマンス研究のキーワード－批判

的カルチュラル・スタディーズ入門』（世界思想社）を 2011 年３月に上梓した。同時に、2011

年より情報コミュニケーション学部 1年生の選択科目として設置された「コミュニケーション

A/B」（現、「コミュニケーション基礎Ⅰ,Ⅱ」）の教科書『コミュニケーション・スタディーズ

入門』（大修館書店）を、2012 年より同学部２年生の選択科目として設置された「コミュニケ

ーション C/D」（現、「コミュニケーション応用Ⅰ,Ⅱ」）の教科書『問題解決のコミュニケーシ

ョン』（白桃書房）を、編著者として本学情報コミュニケーション学部の教員と上梓した。 

 研究代表者として、日本学術振興会平成 23-25 年度科学研究費補助助成金基盤研究（Ｃ）課

題番号 23520762「日本人の言語説得能力を養成するための英語コミュニケーション・プログラ

ム」を実施中であり、2012 年度はディベート教育と政治コミュニケーションの権威であるト

ム・ホリハン博士（南カリフォルニア大学）を招聘して、共同研究を行った。 

１－２ 今後２年間の予定  

「象徴的な行為」を学ぶ説得コミュニケーションとしてのレトリック批評の研究を、さらに

進めたい。説得コミュニケーションを学ぶということは、人間とはどのようにして説得されう

る存在であるのか、歴史や社会状況において意見の対立する両陣営はどのような説得の戦略を

用いたのか、あるいは権力を持たない人々が変革を望んだ時に、どのようなアピールを用いて

きたのかといった問題を考えることである。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

日本に住む我々には、政治分野における説得コミュニケーションを研究すべき三つの理由が

ある。第１に、自由民主党と日本社会党による 55 年体制と呼ばれた枠組みの崩壊によってイ

デオロギーの対立が無意味になり、2008 年の衆議院選挙で自民党政権が終焉を迎えて真の政権
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交代が可能な二大政党制へ舵を切ったことで、財政再建や公的年金の立て直しなど先送りされ

てきた問題に政治家が直面しなければならなくなった。社会階層、居住地区、年齢、性差、個

人の価値観によって社会が分断された近代では、時間をかければ機が熟して国民的合意が形成

されることなど百年河清を待つに等しい。逆に、時間をかければかけるほど反対勢力の声が大

きくなって、新たなプログラムの実行は難しくなる。一つの問題の解決は、新たな問題を建て

ることに他ならず、必要なのは最善の選択肢の組合せを「公の議論」によってできるだけ早く

決定することである。20世紀末の冷戦構造の崩壊により、各国が自己の主張や利益を自由に追

求できる環境が国際的にも整っただけでなく、21世紀に入って、環境や人口、民族問題に代表

されるように、国家エゴイズムを越えてグローバルな枠組みによって、こうした問題に取り組

む国際的な責任が我々に求められてきている。 

第２に、平成に入って小泉純一郎が「劇場型」と批判されながらも、国民にビジョンを語る

政治スタイルを確立した結果として、政府は何を決めるだけでなく、その正統性を説明しなけ

ればならなくなった。福沢諭吉が 1873（明治六）年に、スピーチに「演説」、ディベートに「討

論」という訳語をあてて西洋式議会討論の導入を図ってから、すでに百年以上が経過している

が、「言論の府」としての国会は、福沢が望んだ方向には行かなかった。日本の政治家は、新

政策プログラムを実行する時、「国民的合意が形成されていない」という理由で先送りする傾

向がある。日本でも指導者層に、「言語によって人を説得して、社会を動かす」という公的な

説得能力の修得が急務になっている。 

最後の理由は、マスメディアが「公的な政策決定を議論する場」として機能してこなかった

ことである。官僚や族議員による「専門領域の議論」と国民の日常感覚での「私的領域の議論」

を結ぶ「公的領域の議論」の活性化のために、マスメディアが賛成論と反対論を国民にバラン

スよく提示することが求められている。そうして初めて、専門領域の問題が一般の人々にも理

解可能な言語で議論されるようになり、マスメディアも読者・視聴者を教育するという本来の

役割を果たすことができる。民主主義社会では、「どうせ素人には専門的な議論は分からない

のだから、むずかしいことは専門家に任せておけ」という議論が望ましいとは言えない。民主

主義社会では、意見の交換(give-and-take of opinions)は、構成員の権利と同時に責任でも

あるからである。そのためには、知識人、関係者、マスメディア、政治家による公的な議論が

活発に行われなければならない。特に、マスメディアは、公共性の空間(public  sphere)の参

加者であると同時に提供者の一員として、一般人にも理解可能な言語を用いて、問題の主要論

点を整理して、可能な選択肢の議論と評価を行っていかなければならない。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. English Skills BI & BII 

 Communication Strategies III (センゲージ)を教科書に用いて、英語でのコミュニケーシ

ョンのためのリーディングとライティング能力の養成を図っている。単なる英文和訳や和文英

訳ではなく、パラグラフ・リーディング及びライティング、トピック・センテンスに着目した

リーディングやライティングを学ぶ。 
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2. パブリック・スピーキング 

 『説得コミュニケーション論を学ぶ人のために』（世界思想社）を教科書に用いて、社会論

争を分析する場合のテーマ設定、わかりやすいプレゼンテーションの方法、議論の展開と論証

の方法などを、実習形式で学ぶ。 

3. 基礎ゼミナール  

「ホモ・クロエンス」（言葉を使う人）としての人間の本質をなすレトリックを、法学、美学、

言語学、コミュニケーション論や哲学思想の面からアプローチすることを通じて、「レトリック

論」の内実、意義、将来の課題について学ぶ。 

4. 問題・分析ゼミナール 

 西洋では、レトリックは、単なる美辞麗句としてではなく説得の方法論としても2,300年以上

にわたって研究されてきた。演説や討論、社会運動、メディアを通じた言説や超越的表象などを

対象に、レトリック批評の歴史的成り立ちと方法論を学ぶ。 

5. 言語圏コミュニケーション 

 米大統領選において民主・共和二大政党の候補者を中心にメディアを通じて１年がかりで行わ

れたキャンペーンについて考察する。予備選、党大会、TV ディベート、就任式などのスピーチ

等をテクストに、米国の政治レトリックと説得の文化構造を学ぶ。 

２－２ 当年度担当授業  

1. English Skills BI & BII 

 Communication Strategies III (センゲージ)を教科書に用いて、英語でのコミュニケーショ

ンのためのリーディングとライティング能力の養成を図っている。単なる英文和訳や和文英訳で

はなく、パラグラフ・リーディング及びライティング、トピック・センテンスに着目したリーデ

ィングやライティングを学ぶ。 

2. パブリック・スピーキング（前期） 

 『説得コミュニケーション論を学ぶ人のために』（世界思想社）を教科書に用いて、社会論争

を分析する場合のテーマ設定、わかりやすいプレゼンテーションの方法、議論の展開と論証の方

法などを、実習形式で学ぶ。 

3. Public Speaking: Critical Discussion over Social Issues(後期) 

 This course deals with fundamentals of debate in English. In our everyday life, arguments 

are given to justify acts, beliefs, and values. This course will emphasize the theoretical 

understanding of arguments and practice in argument construction. Students enrolled in 

class do not need to have highly-advanced English skills, but they should be interested 

in argumentation and debate. 

4. 基礎ゼミナール 

 「ホモ・クロエンス」（言葉を使う人）としての人間の本質をなすレトリックを、法学、美学、

言語学、コミュニケーション論や哲学思想の面からアプローチすることを通じて、「レトリック

論」の内実、意義、将来の課題について学ぶ。後期は、米大統領選のレトリックを題材に学ぶ。 

5. 問題・分析ゼミナール 

 西洋では、レトリックは、単なる美辞麗句としてではなく説得の方法論としても2,300年以上
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にわたって研究されてきた。演説や討論、社会運動、メディアを通じた言説や超越的表象などを

対象に、レトリック批評の歴史的成り立ちと方法論を学ぶ。 

6. 問題・解決ゼミナール 

 西洋では、レトリックは、単なる美辞麗句としてではなく説得の方法論としても2,300年以上

にわたって研究されてきた。前期は、演説や討論、社会運動、メディアを通じた言説や超越的表

象などを対象に、レトリック批評の歴史的成り立ちと方法論を学ぶ。後期は、ジョン・フスクの

『テレビジョン・カルチャー』を題材にカルチュラル・スタディーズについて学ぶ。 

7. 言語と文化（英語圏） 

前期は、2012 年米大統領選において民主・共和二大政党の候補者を中心にメディアを通じて１年

がかりで行われたキャンペーンについて考察する。予備選、党大会、TV ディベート、就任式などの

スピーチ等をテクストに、米国の政治レトリックと説得の文化構造を学ぶ。後期は、批判的カルチ

ュラル・スタディーズに関してパフォーマンス研究の視点から学ぶ。 

8. コミュニケーションＡ／Ｂ 

コミュニケーション的有能さを説得、対人、異文化、メディア、組織、ジェンダーなどをキーワード

に学ぶ。講義、ディスカッション、グループ・プレゼンテーションを組み合わせた授業を行っている。 

9. 大学院：説得コミュニケーション論 

前期は、公的説得のコミュニケーションに関してレトリック批評の成り立ちと方法論について学

ぶ。後期は、エスノグラフィーの方法論に関してパフォーマンス研究について学ぶ。 

 

（３）研究成果報告 
Susan L. Kline, Shuangyue Zhang, Uttara Manohar, Sungjin Ryu, Takeshi Suzuki & 

Hasrina Mustafa.“The role of communication and cultural concepts in expectations 

about marriage: Comparisons between young adults from six countries.”International 

Journal of Intercultural Relations. Vol. 36, 2012, pp. 316-330.

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

 将来構想委員会委員として、情報コミュニケーション学部教員による教科書プロジェクトに

関わる。学部の国際交流委員会委員として、2010 年度に交換プログラムを含む学術協定を締結

する。2012 年、メンフィス大学夏期プログラムに 14 名の学生を引率する。その他、大学院広

報委員会委員、創立 130 周年記念英語スピーチ・コンテスト運営委員会委員。2012 年より、国

際連携本部副本部長。 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 査読委員 Controversia: An International Journal of Debate and Democratic Renewal 

2. 査読委員『時事英語学研究』日本時事英語学会  
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3. 査読委員『コミュニケーション教育』『スピーチ・コミュニケーション』日本コミュニケ

ーション学会 

4. 査読委員 Argumentation & Advocacy: The Journal of the American Forensic Association. 

5. 編集委員 The Journal of Argumentation in Context. 

6. 茨城県取手市情報公開委員会委員。 

５－２ 講演・講師・出演  

2011 年度日本メディア英語学会第 1 回年度大会（10 月 23 日、於、京都産業大学）「政治・

社会的変革や災害等の危機的状況とメディア」のテーマで基調講演者を務める。 

 
以 上 
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大黒 岳彦（だいこく たけひこ） 
 

1961 年香川県生まれ。東京大学教養学部を卒業後、東京大学理学系大学院（科学史学科基

礎論専攻）博士課程単位取得退学。 
1992 年日本放送協会に入局（番組制作ディレクター）。 
退職後、東京大学大学院学際情報学府にて博士課程単位取得退学。 
現在、明治大学情報コミュニケーション学部教授。 
専門は哲学・情報社会論。著書に『〈メディア〉の哲学』（ＮＴＴ出版）ほかがある。 

 

（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

二回目の大学院（2000～2005 年）時代より「メディア」の哲学的な研究を実施している。そ

してその過程において「身体」「マスメディア」「情報社会」「映像」というテーマが「系」と

して哲学的分析の対象になってきた。 

2006 年には『〈メディア〉の哲学─ルーマン社会システム論の射程と限界─』においてとり

あえず筆者の「メディア」観の概要と、研究の見取り図を示した。また 2007 年の『謎として

の「現代」─情報社会時代の哲学入門─』においては筆者の「哲学」というディシプリンに対

するスタンスを示しておいた。 

１－２ 今後２年間の予定  

今後の二年では二つの課題に取り組みたい。 

1. 「情報社会」の思想史的・哲学的分析 

「情報社会」という言葉は頻繁に使われるが、実はその実態は曖昧模糊としており必ずしも

みなに明確なイメージが共有されているわけではない。「情報社会」とはそもそもなんなのか、

という基本的な疑問にメディア論的なアングルから解答を与えていきたい。 

2. 「サイバネティックスの再評価」 

これは 2006～2008 年度の学術振興会補助金、基盤研究（C）の研究課題であると同時に旧著

『〈メディア〉の哲学─ルーマン社会システム論の射程と限界─』の姉妹編をなすはずのもの

である。サイバネティックスが現在の情報社会成立に際していかなる役割を果たしてきたかを

究明するとともに、今後の研究の方法論を確立したい。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

筆者の年来の宿願は「メディアの基礎理論」の構築である。その作業の課程で当然「情報」

そして「コミュニケーション」という概念は中枢的な位置を占め、その哲学的な分析は必須の

課題である。「情報コミュニケーション学」という学際的ディシプリンにおいて「情報」「コミ

ュニケーション」という基礎カテゴリーが従来の狭隘なイメージに矮小化されることなく諸学

協働のアリーナとなるような発展的解釈を試みたい。 
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（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 哲学（後期） 

2. メディア論（前期） 

3. メディア方法論（後期） 

4. 情報コミュニケーション論 B（後期） 

5. 基礎ゼミナール（通年） 

6. 問題発見ゼミナール（通年） 

7. 問題分析ゼミナール（通年） 

8. 問題解決ゼミナール（通年） 

9. 大学院メディア論研究（通年） 

10. 大学院メディア論演習（通年） 

２－２ 当年度担当授業  

1. 哲学（後期） 

2. メディア論（前期） 

3. 情報コミュニケーション論 B（後期） 

4. 基礎ゼミナール（通年） 

5. 問題発見テーマ演習 A（前期） 

6. 問題分析ゼミナール（通年） 

7. 問題解決ゼミナール（通年） 

8. 大学院メディア論Ⅰ、Ⅱ（専門研究）（通年） 

9. 大学院メディア論Ⅰ、Ⅱ（専門演習）（通年） 

２－３ その他の教育上の取組み  

資格課程の特別講義「博物館における映像利用」を毎年担当。 

 

（３）研究成果報告 
＜論文＞ 

1. 「グーグルによる汎知の企図と“哲学”の終焉」大黒岳彦、『現代思想』2011 年 1 月号、

青土社、2011 

2. 「マクルーハンにおける〈不可視なもの〉」大黒岳彦、『早稲田文学』4号、早稲田文学会 

2011 

＜著書＞ 

1. 「メディアとコミュニケーション」大黒岳彦、『コミュニケーション・スタディーズ入門』

第 4章、大修館書店、2011 

2. 「＜身体メディア＞の思想史」大黒岳彦、『コミュニケーション理論の再構築：身体・メ

ディア・情報空間』第 2章、勁草書店、2012 
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＜研究費獲得実績＞ 

1. 科学研究費「サイバネティックスの哲学的再検討」(日本学術振興会科学研究費補助金、

基盤研究(C)、研究代表者)2006 年 4月～ 

1940 年代に N.ウィーナーによって創始され、1960 年代には世界的規模で一世を風靡したサ

イバネティックスは現在ほとんど忘れ去られている。しかし、現今実現しつつある高度情報社

会の理論的基礎はサイバネティックスによって準備されたといってよい。以上の認識を踏まえ

つつ、サイバネティックスの哲学的、社会思想史的意義を包括的に解明する。 

2. 科学研究費「メディアの哲学の構築―画像の役割の検討を中心として―」(日本学術振興

会科学研究費補助金、基盤研究(C)、研究分担者)2007 年 4 月～ 

哲学分野においては「画像」についての研究は、静止画、動画に限らず盲点となっており、

進捗していない。本研究においては、現象学、分析哲学、社会哲学、倫理学、教育学、それぞ

れの分野の研究に携わるものが「画像」が孕む哲学的問題をそれぞれの視点から掘り起こし、

研究分野としての確立を図る。 

3. 科学研究費「ユビキタス社会の社会情報学基礎論」(日本学術振興会科学研究費補助金、

基盤研究(B)、研究分担者)2007 年 4月～ 

ユビキタス時代を迎えつつあるにもかかわらず、時代をトータルに捉えるための理論的視座

は不在である。高度情報社会に見合う複雑性を有した社会理論を、哲学と社会学それぞれの分

野の研究者が協働して構築する。 

＜その他＞ 

1. 「メディア 2010」『文藝年鑑 平成 23年版』、日本文芸家協会、新潮社、2011 

2. 「メディア 2011」『文藝年鑑 2012』、日本文芸家協会、新潮社、2012 

3. 「オートポイエーシス」「自己言及」の二項目を担当、『現代社会学事典』、弘文堂、2012 

4. 「アレント」「カント」「シュペングラー」「ブレヒト」「ヘーゲル」「ベンヤミン」「ユンガ

ー」「ルーマン」「情動」の九項目を担当、『科学・技術・倫理百科事典』、丸善出版、2012 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 情報コミュニケーション学科長 

2. 教務主任 

3. 広報委員会委員長 

4. 将来構想検討委員会委員長 

5. 専任教員昇格事前審査委員会委員長 

6. 自己点検・評価委員会委員 

7. 大学院情報コミュニケーション研究科長 

8. 情報コミュニケーション学研究所幹事長 

 
以 上 
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友野 典男（ともの のりお） 
 

1954 年埼玉県生まれ．1977 年早稲田大学商学部卒業．1980 年早稲田大学大学院経済学研

究科博士前期課程修了．1986 年同博士後期課程退学．1982 年～1984 年早稲田大学教育学部

助手．1985 年～1987 年日本学術振興会特別研究員．明治大学短期大学専任助手，専任講師，

専任助教授を経て，2000 年同専任教授．2004 年より明治大学情報コミュニケーション学部専

任教授，2004 年～2009 年明治大学大学院グローバル・ビジネス研究科講師，1996 年～1998
年英国イースト・アングリア大学客員研究員．2012 年より大学院情報コミュニケーション研

究科長．専門は行動経済学・ミクロ経済学． 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

次のテーマを中心に行動経済学の研究を行った．①進化と経済行動．これは，社会科学研究

所から個人研究として研究助成を得ているテーマである．人間も動物であり進化の影響から逃

れられないという観点から，意思決定特に経済行動の究極因として，進化適応の観点から考察

することがきわめて有効であることを見た．②合理的意思決定とは何か．新古典派経済学の前

提である合理性は道具的合理性であるが，その意味を，限定合理性などの観点から改めて検討

した。また，進化心理学でよく主張される生態的合理性あるいは進化的合理性という概念につ

いて検討した。生態的合理性概念は，進化適応という観点からは合理的であると言えるが，現

代の人間にとって適切な合理性概念ではないことが示された．③意思決定における感情の役割

について．感情は従来考えられている合理性の攪乱要因ではなく，合理性にとって不可欠な要

因であることを，脳科学や心理学の研究も援用して解明した．また，感情の役割を進化的観点

から見ると，一見非合理的に見える感情が持つプラスの役割が改めて認識された． 

また，行動経済学の一般への啓蒙・普及活動にも力を入れた． 

１－２ 今後２年間の予定  

引き続き行動経済学の研究を行うが，特に次の３点に重点をおく．①神経経済学的研究．

人の意思決定に，感情や直感がどのような影響を及ぼしているのかを，できれば光トポグラ

フィなどの測定装置を用いて，計測し，理論化する．②経済は「人のつながり」で動いてい

ることの追求．人の経済行動は，他者との関係に強く，広く影響されていることの解明であ

り，他者から影響されているという意味だけでなく，他者とのつながりを求める行動を行な

っていることも含む．③インセンティブと動機づけに関する研究．新古典派経済学では，イ

ンセンティブとは，もっぱら金銭的報酬や罰金などの経済的インセンティブのみが考慮され

るが，現実には，地位・名誉・評判や規範・倫理・モラルなどの社会的インセンティブ，義

務感・達成感・自律性といった感情的（心理的）インセンティブがある．これらに関する理

論的および実証的研究を進める． 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望   

人間は情報を食って生きている動物である．しかし，適切な情報を吟味して選択し，十分に

咀嚼して消化しているとは限らない．このことは品質・所在・性格など経済的取引に必要な情

報についても当てはまる．情報をどのように判断して，それが経済行動にどのように結びつく 
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か，さらに市場や相対の取引関係にどのような影響を及ぼすかは，経済の働きを考える上で重

要である．また取引相手，競争相手さらに自分の周りの人々とのコミュニケーションは経済活

動に多大な影響を及ぼす．このような観点からの「経済への情報コミュニケーション的アプロ

ーチ」の展開を目指す． 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 不確実性下の人間行動（前期） 

2. 情報と経済行動（後期） 

3. 基礎ゼミナール（通年） 

4. 問題発見テーマ演習Ａ・Ｂ 

5. 問題分析ゼミナール（通年） 

6. 問題解決ゼミナール（通年） 

7. 情報コミュニケーション学〈欲望〉（通年，コーディネータ） 

8. 行動経済学研究Ⅰ・Ⅱ（前後期）（大学院情報コミュニケーション研究科） 

9. 行動経済学演習Ⅰ・Ⅱ（前後期）（大学院情報コミュニケーション研究科） 

10. 行動経済学演習（通年；博士後期課程）（大学院情報コミュニケーション研究科） 

11. 情報コミュニケーション学学際研究（大学院情報コミュニケーション研究科） 

２－２ 当年度担当授業  

1. 不確実性下の人間行動（前期） 

2. 情報と経済行動（後期） 

3. 基礎ゼミナール（通年） 

4. 問題発見テーマ演習Ａ・Ｂ 

5. 問題分析ゼミナール（通年） 

6. 問題解決ゼミナール（通年） 

7. 情報コミュニケーション学〈欲望〉（通年，コーディネータ） 

8. 行動経済学研究Ⅰ・Ⅱ（前後期）（大学院情報コミュニケーション研究科） 

9. 行動経済学演習Ⅰ・Ⅱ（前後期）（大学院情報コミュニケーション研究科） 

10. 行動経済学演習（通年；博士後期課程）（大学院情報コミュニケーション研究科） 

11. 情報コミュニケーション学学際研究（大学院情報コミュニケーション研究科） 

 

（３）研究成果報告 
1. 行動経済学研究所代表者（2008 年 4 月～現在）特定課題研究ユニットとして設立． 

2. 共著『50 のキーワードで読み解く経済学教室－社会経済物理学とは何か』（青木 正直, 有

賀 裕二, 吉川 洋, 青山 秀明（監修）東京図書，2011.5.13 「経済は直感と感情で動い

ている－行動経済学」担当） 

3. 論文（単著）「人間関係の行動経済学とマーケティング」『流通情報』43巻 2号（流通経済

研究所，2011.9.29） 
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4. 国立民族学博物館研究会「贈与論再考―「贈与」・「交換」・「分配」に関する学際的比較研

究」共同研究員（2012.4.1～） 

5. 招待講演「ブランドと行動経済学」（下関市立大学応用経済研究会，2012.2.15） 

6. 招待講演「行動経済学から見た消費者行動」（マーケティング共創協会，2012.7.31） 

7. 招待講演「行動経済学から見た消費者行動」（MIF 第 17 回セミナー，三菱総合研究所， 

8. 2013.2.25） 

9. 招待講演「経営に対する行動経済学の視点」（企業人としての人間研究会，産業能率協会，

2013.3.22） 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 将来構想検討委員会委員（2008 年 4 月～現在） 

2. Ｂ（組織と人間）コース副コース長（2008 年 10 月～現在） 

3. 入試制度検討ＷＧ座長（2010 年 4 月～現在） 

4. Ｂ方式入試ＷＧ座長（2010 年 10 月～現在） 

5. 大学院情報コミュニケーション研究科長（2012 年 4 月～現在，） 

４－２ 大学業務  

1. 連合駿台会学術振興基金運営委員会委員（2009 年 4 月～現在） 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 日本経済学会会員 

2. 進化経済学会会員 

3. 情報コミュニケーション学会会員 

4. 国際教育学会会員・理事（2007 年～現在） 

5. 行動経済学会設立発起人・会員・理事（2009 年 12 月～現在） 

５－２ 講演・講師・出演  

1. 出演「経済学」(ニコニコ生放送，2011.6.17) 

2. 出演「業界の法則」（テレビ東京，2011.7.25 放送） 

3   出演「ヒューマン・コード」（フジテレビ，2012.4.2 放送） 

５－３ その他の社会貢献  

1. エッセイ「多すぎて選べない」『文藝春秋 SPECIAL』2011 春号（文藝春秋，2011.4.1） 

2. インタビュー記事「震災後に考え方が変わったわけではない」”The Social Insight 

Updater” http://www.social-insight.net 2011.7.31 

3. インタビュー記事 「本能と環境を制するために「クリティカル・シンキング」」”The Social 

Insight Updater” http://www.social-insight.net 2011.8.7 

4. 取材「電子決済社会について」（VISA・ブルーカレント社，2012.6） 

5. 取材記事「不況でも，なぜ高級ブランド品が売れるか」『プレジデント』（プレジデント社, 
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 2012.6.18 号）→再録『金持ち家族の秘密のノート』（プレジデント社，2012.12.25） 

6. 取材記事「バブル消費」『AERA』(朝日新聞社，2012.8.6 号) 

7. 解説，ダニエル・カーネマン著『ファスト＆スロー あなたの意思はどのように決まる

か？』（早川書房，2012.11.20） 

8. 取材記事「確認型消費」『日経ヴェリタス』（日経新聞社，2012.11.25-12.1 号） 

9. インタビュー「人はなぜ宝くじを買うのか」（秋田朝日放送，2012.11.26 放送） 

10. 取材「現代日本の消費行動」（米ブレインリザーブ社，2013.1.25） 

 
以 上 
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波照間 永子（はてるま ながこ） 

 
1969 年沖縄生まれ。1992 年お茶の水女子大学家政学部児童学科（現：生活科学部発達

臨床学）卒業、1995 年同大学大学院人文科学研究科修士課程（舞踊教育学専攻）修了、1998
年同大学院人間文化研究科博士課程（人間発達学<動作学>専攻）単位取得退学、日本学術

振興会特別研究員 PD（1998～2001）、2000 年博士（学術）取得。2001 年より群馬県立女

子大学文学部美学美術史学科助手を経て 2006 年専任講師（舞踊学担当）。2008 年、明治大

学情報コミュニケーション学部准教授（表現論担当）。 
沖縄タイムス芸術選賞新人部門（舞踊）最高賞 2000、ACC Japan-US Arts Program 

Fellowship Grant Award 2002、比較舞踊学会研究奨励賞 2002、沖縄文化協会賞(仲原善忠

賞)2006 受賞。主な著訳書：『バレエのサイエンス』（翻訳協力）1995、『教養としてのスポ

ーツ人類学』（共著）2004、『沖縄学入門－空腹の作法－』（共著）2010、『日本人のからだ

再考』（共著）2012、『家族と生活－これからの時代を生きる人へ－』（共著）2013。 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

1. 琉球舞踊の動作単元データベースを用いた比較技法研究【科研費基盤研究C（2009～11）】 

国指定重要無形文化財（総合認定）を受けた４名のインフォーマントを対象に伝承方法に関す

る比較分析を実施した。 

2. 琉球舞踊オーラル・ヒストリー映像アーカイブ構築事業 

上記科研費研究の一部として、インフォーマントの伝承の系譜および「わざ言語」の特性を調

査し、国内外の学会およびシンポジウムにて公表した。 

3. 舞踊の特性と伝承法に関する琉韓身体文化の比較【科研費基盤研究C（2012～13）】 

これまで蓄積してきた琉球舞踊の技法およびオーラル・ヒストリーの研究手法と成果をもとに、

韓国舞踊との比較を行い、日韓の舞踊学関連学会にて報告した。 

4. 琉韓伝統舞踊ワークショップと現代舞踊の共創【（財）日韓文化交流基金助成事業（2012）】 

上記の研究成果を、ワークショップ形式で公表するとともに創作舞踊を制作し発表した。（於：

西江大学校・成均館大学校・明治大学・早稲田大学） 

１－２ 今後２年間の予定  

今年度より着手している琉球舞踊と韓国舞踊の比較研究を集中的に実施するとともに、その成

果を踏まえた「作品」を制作・発表していく予定である。 

１－３ 情報コミュニケーション学に向けた将来展望  

本学部は、「情報」や「コミュニケーション」の概念を、狭く限定することなく「包括的」な視

点から捉えている。非言語情報を主たる媒体とする芸術表現をいかに記録し公開して伝えていく

か、また、時代とともにダイナミックに変容する現代芸術をいかに創造しサポートするかといっ

た諸課題を、他領域の専門家との討議のなかで探求し、将来的には「芸術・身体表現によるコミ

ュニケーション」研究の基礎的な理論と方法を確立していきたい。 
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（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

１ 明治大学 

1. 表現論（半期） 

舞踊・ダンスの作品を事例にあげ、①創作法、②記録法（テクノロジーの活用と問題）、③

社会における役割と課題 の３つの切り口から講義した。授業後に小レポートを課して理解度 

や問題意識を喚起するようつとめた。また、学期末の課題として、作品と制作試論を提出させ

たところ力作が多くみられた。 

2. 基礎ゼミナール（通年） 

沖縄の芸能・芸術を題材に、テキストの輪読と討議を実施。レジュメの作成。後期は各自

が設定した研究テーマを、パワーポイントを活用してプレゼンテーションを行うとともに、レ

ポートの書き方を提示し添削した。三線と舞踊のワークショップも実施した。 

3. 問題分析ゼミナール（通年） 

4. 問題解決ゼミナール（通年） 

「現代社会における芸術の役割と課題」について、３年前期は「アートと医療・教育」「ア

ートと地域」「アートと企業」等の３つの柱をたてて先行事例を調べ発表させた。討議が深ま

ったテーマは継続して研究を行い、その成果をオープンキャンパス模擬授業のなかで発表させ

た。ゼミ以外で発表する場を設けたため、緊張感も高まり熱心に取り組んでいた。後期は、前

期で学んだ事例研究をもとに、フィールドワーク（神保町ブックフェスティバル(2010)にスタ

ッフ参加）を行い、４年次と合同で、神保町と若者をつなぐアートプログラム Art-Live-Rally 

2011“つなぐ”の企画制作を行い、年度末には報告書を発行した。 

5. 身体コミュニケーションＢ（半期） 

17 世紀に伝わった沖縄の盆踊り「エイサー」が、現代の「太鼓パフォーマンス」としてい

かに変容してきたかを概説した後、実際に身体を動かして「基本の型」を伝授した。さらに、

その型を土台に、フォーメーションを構成し、動きをアレンジするといった創作活動も行った。

期末には「エイサーとコミュニケーション」と題するレポートを提出させた。 

6. 情報コミュニケーション学<リズム>（通年） 

総合講座形式。前期は、自然・人文社会科学におけるリズム論の基礎的内容を提示した。

それを踏まえ、後期は言葉、音、色、形、身体等のメディアを用いたリズム表現のワークショ

ップを実施した。 

２ 早稲田大学（兼任校） 

兼任校において以下の４科目を担当した。内容は省略する。 

専門教育科目：舞踊技法論（前期集中）、身体技法論（後期） 

オープン教育科目：琉球舞踊（後期・保健体育科目） 

２－２ 当年度担当授業  

１ 明治大学 

1． 表現論（半期） 

基本的には前年度の内容を踏襲しているが、受講者数が多かったため、作品鑑賞会を開催

することができなかった。最終日には、韓国舞踊と琉球舞踊のワークショップを行った。 
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2． 問題分析ゼミナール（通年） 

3． 問題解決ゼミナール（通年） 

前年度の内容にほぼ同じ。首都圏高校教員説明会、オープンキャンパス模擬授業等で研究

成果を公開する機会を設けた。当年度の Art- Live-Rally 2012“日常に彩を”では、①写真映

像作品展、②カフェ展示、③スマイルアート、④世代間交流企画、⑤コミュニケーションライ

ブの５つの企画を実施し報告書を作成した。 

4． 身体コミュニケーションＢ（半期） 

前年度の内容にほぼ同じ。タイの短期留学生を交えた授業は、身体によるコミュニケーシ

ョンの特性を受講生自らが発見する好機となった。 

5． メディア方法論（前期・コーディネータ） 

音・身体・色・形などのメディアを用い、創造・表現するワークショップ形式の授業を展

開した。講師として、音楽・身体メディア（増野講師）、色・形メディア（高橋講師<アートマ

ネージメント>・木村講師<インフォグラフィックス>）の協力を得た。 

２ 早稲田大学 

兼任校において以下の科目を担当している。内容は省略する。 

専門教育科目：舞踊技法論（前期集中） 

 

（３）研究成果報告 
<著書>  

1． （共著）瀬戸邦弘・杉山千鶴・波照間永子『日本人のからだ再考』明和出版、2012 年 5

月 

（「琉球文化の育む身体世界－志田房子のオーラル・ヒストリー－」p.59-p.67） 

2． （共著）お茶の水ヒューマンライフシステム研究会編『家族と生活－これからの時代を生

きる人々－』創成社、2013 年 3月 

（「琉球舞踊における身体表現と信仰」p.210-p.224） 

<論文> 

1． 「琉球舞踊における流会派の発生と展開」韓国舞踊史学会編『韓国舞踊史学』第 12 巻、

p.181-p.237、2011 年 6月、査読なし 
2． 「琉球舞踊におけるオーラル・ヒストリー・アーカイブの構築-伝承方法の特性と変容－」

漢陽大学校ウリチュム研究所編『우리춤연구』16巻、p.35- p.57、2011 年 12 月、査読なし 
3． 波照間永子・大城ナミ・花城洋子「琉球舞踊における玉城盛重系流会派の系譜」『比較舞

踊研究』第 18巻、 p.9- p.18、2012 年 6月、査読あり 

4． 波照間永子・大城ナミ・花城洋子「琉球舞踊における技法「ガマク入れ」の伝承－玉城盛

重系流会派を対象に－」『比較舞踊研究』第 18 巻、p.19- p.28、2012 年 6 月、査読あり 

<国際学会シンポジウム報告> 

1． “Establishing Oral History Archives of  Ryukyuan Dancing: Characteristics and 

Changes in a Transmission System” International Academic Symposium of the Society 

of Korean Dance History & Research Institute of Korean Dance in Hanyang Univ. 

p.101-p.113, Oct.2011 

2． 波照間永子・金チェウォン「沖縄の旅・航海における鳥信仰と身体表現」大韓舞踊学会「韓 
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3． 国の舞・世界の舞」、西江大学校メアリーホール、 2012 年 10 月 
<国内学会シンポジウム報告> 

1． 「沖縄の歌謡と舞踊における南洋群島・ミクロネシア」早稲田文化人類学会シンポジウム

「スポーツ人類学の現在」、2013 年 1 月 

<学会発表（国内）> 

1. 「祈る身体の変容－琉球・沖縄舞踊をめぐって－」お茶の水ヒューマンライフシステム研

究会＆明治大学身体コミュニケーション研究所合同研究会、明治大学、2011 年 11 月 
2. 「沖縄芸能におけるミクロネシア・南洋群島」日本体育学会第 63回大会、東海大学、2012

年 8 月 
3. 「琉球舞踊における袖の表現－韓国舞踊との比較をめざして－」比較舞踊学会第 23 回大

会、早稲田大学、2012 年 12 月 

4. 「琉球古典舞踊の「袖の扱い」にみる男と女」日本スポーツ人類学会第 14 回大会、金沢

大学、2013 年 3 月 

<学会におけるコメンテータ・シンポジウム企画等> 

1. 舞踊学会定例研究会（2011 年 6月）において、博士論文コメンテータ、東京芸術劇場 

2. 舞踊学会定例研究会（2011 年 6月）において、修士論文発表会座長、早稲田大学 

3. 日本体育学会スポーツ人類学分科会シンポジウム（2012 年 8 月）「舞踊人類学と教育プロ

グラム」企画・座長、東海大学 

<研究費の取得> 

1. 日本学術振興会科学研究費補助金 基盤研究 C （2009 年 4 月～2012 年 3月） 

「琉球舞踊における動作単元データベース『動作辞書』を活用した比較技法研究」 

2. 日本学術振興会科学研究費補助金 基盤研究 C  (2012 年 4月～2015 年 3月) 

「舞踊の特性と伝承法に関する琉韓身体文化の比較」 

3. 公益財団法人日韓文化交流基金助成事業<芸術交流> （2012 年 4月～2014 年 3 月） 

「琉韓伝統舞踊ワークショップと現代舞踊の共創」 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 広報委員会 

2. メディアと人間コース 副コース長 

3. ジェンダーセンター運営委員会 

４－２ 大学業務  

1. 体育教員会学部代表 

2. リバティアカデミー専門部会員（教養・文化専門部会） 

3. PIC（太平洋諸島センター）連携講座プロジェクト委員会(2012 年前期まで) 

4. 地域連携推進センター運営委員会 
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（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. 比較舞踊学会 理事（会報編集） 

2. 日本体育学会スポーツ人類学分科会 世話人（基調講演＆シンポジウム企画､2012 年 8月）

日本スポーツ人類学会 理事 

3. 特定非営利活動法人 日本伝統芸能教育普及協会<むすびの会> 理事 

4. 沖縄文化協会 

5. CORD（Congress on Research in Dance) 

6. 舞踊学会 

7. 平成 24 年度独立行政法人日本芸術文化振興会文化デジタルライブラリーコンテンツ選考

委員会 選考委員 

５－２ 講演・講師・出演  

<学内> 

1． 明治大学オープンキャンパス模擬授業（2011 年 8月・2012 年 8月） 

2． 明治大学首都圏高校教員説明会 学部独自プログラムの紹介（2011 年 6月・2012 年 6月） 

3． 明治大学学部教員紹介・クラスアクティビティにてパフォーマンス企画（2012 年 4 月） 

4． 明治大学リバティアカデミーオープン講座企画・講師（2012 年 2 月） 

PIC 太平洋諸島センター連携講座「太平洋諸島と沖縄～沖縄芸能にみるミクロネシア」 

5. 明治大学リバティアカデミーオープン講座企画・講師（2013 年 3 月） 

教養文化講座「海域アジアにおける琉球・朝鮮の交流と舞踊文化」 

<学外> 

1． （講師）韓国舞踊史学会＆漢陽大学校ウリチュム研究所主催国際学術シンポジウム「島文

化の再照明」琉球舞踊ワークショップ、漢陽大学校、ソウル（2011 年 10 月） 

2． （出演・舞踊）東京都主催和文化発信プロジェクト「三弦海を越えて－アジアから日本へ

－」、東京芸術劇場（2012 年 10 月） 

3. （出演・舞踊）大韓舞踊学会主催「韓国の舞・世界の舞」、西江大学校メアリーホール、

ソウル（2012 年 10 月） 

4. （コーディネータ・司会）比較舞踊学会第 23 回大会特別企画「琉韓身体文化ワークショ

ップ～舞踊にみる袖の表現～」、早稲田大学（2012 年 12 月） 

5. （講師）成均館大学校芸術学部舞踊学科特別授業「琉球舞踊ワークショップ」、成均館大

学校、ソウル（2013 年 3月） 

 
以 上 



171 

〈山崎浩二〉メディアと環境 
 

171 

山崎 浩二（やまざき こうじ） 

 

1967 年千葉生まれ。1989 年明治大学工学部卒業、1991 年同大学院工学研究科博士前期課程

修了、1994 年同博士後期課程修了（工学博士号取得）。明治大学理工学部専任講師を経て、現

在は明治大学情報コミュニケーション学部准教授。 

 
（１）全般的な報告 
１－１ 過去２年間の実績  

 過去２年間の研究テーマは大きく２つに分けられる。１つはディープサブミクロン IC にお

ける半断線故障（配線の一部が欠損した故障）の検査技術に関する研究である。このテーマで

は、半断線故障のモデル化を目指し、半断線故障を意図的に埋め込んだ IC を作製し、実際の

故障の振る舞いを分析した。また，現在予想されている半断線故障モデルに基づいたテストパ

ターン生成アルゴリズムおよび故障診断技術の研究を行った。もう１つの研究テーマは IC の

テスト生成に関するものであり、テストパターン圧縮、および順序回路のオーバーテストを低

減する方法について研究を行った。 

１－２ 今後２年間の予定  

 今後、半断線故障を意図的に埋め込んだ IC の動作の解析結果に基づいて、テストパターン

生成アルゴリズムおよび故障診断技術の研究をすすめる予定である。また、テスト生成に関し

てはこれまでと同じ方向で研究を進める予定である。 

 

（２）教育成果報告 

２－１ 前年度担当授業  

1. 問題発見テーマ演習 A、B（前期、後期） 

2. 問題分析ゼミナール（通年） 

3. 問題解決ゼミナール（通年） 

4. 情報科学（前期） 

5. 情報社会と安全 A(前期) 

6. プログラミング実習Ⅰ、Ⅱ（前期、後期） 

7. アルゴリズム実習Ⅰ、Ⅱ（前期、後期） 

8. ネットワーク技術Ⅰ（前後期） 

２－２ 当年度担当授業  

1. 問題発見テーマ演習 A、B（前期、後期） 

2. 問題分析ゼミナール（通年） 

3. 問題解決ゼミナール（通年） 

4. 情報科学（前期） 

5. 情報社会と安全 A（前期） 

6. プログラミング実習Ⅰ、Ⅱ（前期、後期） 
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7. アルゴリズム実習Ⅰ、Ⅱ（前期、後期） 

8. ネットワーク技術Ⅰ（前後期） 

 

（４）行政業務担当報告 
４－１ 学部（大学院）内業務  

1. 一般教育主任（2009/10－2012/3） 

2. 将来構想検討委員会委員 

3. 学生論文編集委員（2008/10－現在，2011/4 から委員長） 

４－２ 大学業務  

1. 情報教育推進部委員（2010/4－現在） 

 

（５）社会貢献 
５－１ 学会・委員会活動  

1. IEEE 

2. 電子情報通信学会 

3. 信頼性学会 

 
以 上 
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